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本 調査は,日 本 自転車振興 会の機械工業振興資金 にょ る 「昭和45年 度情

報処理 に関す る調査研 究補助 事業 」の一環 として実施 した もので す。
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当財 団で は情報 化社 会の進展す る中 で産業 の変化 を解明す るために
,昨 年 にひ

きつづ き・ 「産 業の情報化専門委 員会 」を設 け調査 を実施 いた しました
。

本報告書 は,そ の結果 を とりま とめた ものです。

ここに・本報告書 と りまとめにご尽力下 さった委員 およびご支援賜 わ
った関係

各位 に感謝 の意 を表 しますと ともに,本 報告書 が広 く各方面 に利用 されわが国の

情報処理の発展 に寄与で きますよ う念願す る次第 であ ります。

昭和46年5月

財団法人 日本情報処 理開発 セ ンター

会長 難 波 捷 吾
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総論(総 合商社の 内外環境の変化)

経済の成長は産業界にいちじるしい変化を与えてきているが,総 合商社においてもその機能は

大 きく移 り変わりつっある。

生産者と消費者の間を結びつける流通機構け,従 来のわが国では流通チャネルあ整備を困難に

するいくつかの日本的特色があった。すなわち,消 費者が貧しいためにその諸人は常に必要最小

限に制限される。 したがって零細な企業しか存在しない。排他性の強い伝統的な商習慣に左右さ

れる。金融力が弱いために業者は リスクを極端に回避 しようとい う消極的姿勢をとる。メーカー

に従属的な意識を持つ。さらに流通業者の数が多く,流 通段階が複雑に入り組んでいて,流 通コ

ス ト高を招いていた。

こうした流通業界が,大 量生産時代に入 り,ま た消費者の講買力も向上 して ぐると,そ れに応

ずるための近代化が要請 され,総 合商社の役割は流通企業システム化の中心として大きな位置を

占めるようになる。

生産中心の時代にあっては,流 通機能の役割は ・もの'・の移動が中心であったが,経 済成長が

すすみ,生 産されたものを市場におしこむという生産者中心の時代から消費者の選好による消費'

者 中心 の 時代 に 変 わ って くる と ・もの ・の や りと りの 際に 起 る ・情報 ・の や りと りの ウ エ イ ト

が 高 ま って きて い る。 総 合商 社 の機 能 もそれ に と もな って質 的 な変 化 を とげ て きた
。 、

生産 者 中 心か ら消 費者 中心 へ の 移 り変 わ りの背 景 を なす もの は,科 学 技 術 の急 激 な進 展 に裏付

け られ た技術 革 新 や それ に よ って もた らされ た豊 か さ な どであ ろ う。 技術 革 新 は まず
,大 量 の商

品 の生 産 を可 能 と し,市 場 を豊 か に した。 消費 者 の レベ ルが 向上 す るにつ れ 市場 は 次第 に 生産 オ

リエ ン トか ら消費 オ リエ ン トに移 って行 き,物 の生産 は 消 費者 の 要 求に 応 じなが ら行 なわ れ る よ

うにな る。 そ う した 中 では,消 費 者 の好 み をつか み,ま た生 産者 の商 品 を い ち早 く消費者 に知 ら

せ るとい う情報 活 動 の 占 め る役 割 が重 要 な もの と な り,・ 情 報 ・が ・もの ・に優先 す る よ うに な

る。

総合 商 社 は こ うした ・情 報 ・のや り と りの 中心 的 存 在 と して,生 産 と 消費 との調整 後 の 位置 を

占め よ うに な る。 したが って,そ の機 能 は 各 関連 企業 を結 び付 け る オル ガナ イザ ー と して の役割

が 大 きな もの とな り,鉄 鋼 繊 維 食 品,化 学 紙 パル'ブな ど
,あ らゆ る業 種 との企 業 間 シス テ

ムの 設立 な どが中 心 的 課題 とな って きた
。

こ う した シス テ ム型 産 業 と して の企 業 の社 会的 責 任は大 き く ・もの ・を 流通 させ る機 能 よ りも

・イン フ ォ メー シ
ョン ・セ ン ター ・と して の 機能が 重 要視 され なげ れ ば な らない の であ る。 しか

も,こ う した 機能 を遂行 す る ため には,国 内の み な らず ワー ル ドワ イ ドの 情 報が 必 要 で あ るのは

い うまで もな く,総 合商 社 の 海 外 進 出,海 外企 業 との業 務提 携 は飛 躍 的 に 増大 して い る。

こうした実情に合わせて,総 合商社の企業内の組織も大幅に変化 してきており,海 外支店の拡
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充ぽ 信部 門 の充実,技 術 部 開 発 部 騨 品 の取 鋤 部 門で 鱒 門的 に取 組 め ない よ うな問駆

対 処 す るた め の機 能 鮪 す べ き部 門 の 創設 な どが 促進 されて い るが ・ 特 に い ち じる しいの は・

コ ン ヒ'ユー タ部 門 で あ る。

これ まで述 べ て きた よ うに,総 合商 社 の 機能 が ・もの ・を扱 うこ とか ら ・情 報 ・を取 り扱 うこ

とに変化してきているとすれば,氾 濫する情報を収集 しぽ 択 し・それに棚 ・醜 を与え・さら

に 各 企 業 にす ぐれた 情報 を提 供 す る こ と力撮 大 の 存在条 件 で あ る こ とはい うま で もなカ'ろう・

この,大 量 の情報 処理 の た め に,コ ンピ ュー タ リゼ ー ヨンの 促進 が 急 務 で あ った。

繍 処理 機 械 と しての ・ ンピ_タ は,た くさん の繍 を い ・ き ・に処理 す る大量 高 速 処 理

織,必 要 な情報 を競 円 き,何 時 で もそ れ を と り出 して働 ・ とが で きる大 量 情報 蓄積・ 検

索髄 遠隔繍 処理機能,購 処理髄 旨・多くのEeg'1・一台の繊 を㊥ ことが可8旨な期 利

用機能,シ ス テ ム ・オ・レガ ナ イザ ー の役害Uをに な うシス テ ・構齢 よび連 結機 能 な どのす ぐれ た

機能 を持 って い る。

こ うした 。ン ピ_タ の導 入 に よ 。て,・ ン ピ ー テ ・ング ・セ ・ ター を設 置 し・ あ らゆる情

報 処理業 務 を行 な うと と もに,デ ー タ ・バ ンク を持 ち,企 業 間 システ ムの 中心 と して の役割 をに

な う方向 にす す ん で きた。,

さ らに情 報化 を推進 す るた め に は,デ ー タ通 信網 の 活 用 に よるオ ンラ イ ンの情 報 ネ 。 トワ ーク

拡大 をめ ざ して お り,グ ローバ ル な情 報 シス テ ムが 確立 され る時 こそ,総 合 商 社 の情 報化 が完 成

す る ときで あ る とい え よ う。

こ う した 目的 実 現 のた め に,商 社 内 に おい て もそ の体 質 改 善 の た めに あ らゆ る努 力 を して お り

生涯教 育 時代 に対 応 した 社 員 教 育 の実 施,職 務 に 応 じた新 賃 金 体 系の 登 場,労 働 時 間 の調 整 な ど

の企 業努 力 を行 な ってお り,業 績 の 評価 基準 も変 化 して きてい る 。 いず れ に して も,流 通 企業 の

中心 として,産 業 情 報化 の一 翼 をに な い,社 会 の進 歩 に貢 献す る こ とを主 眼 に情報 化 を推進 して

行 く姿勢 をみ せ て い るの が,現 在 の総 合商 社 の姿 で あ る とい え よ う。

'

⑳
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1各 論

1-1市 場 構 造,動 向 の変 化,販 売 方 式 の 変化

大量生 産,大 量 消費 は産 業 構造 の変 化 を招 くと同 時 に,市 場 構造 に も変 化 を もた ら した。

す なわ ち,従 来 の 市場 は メー カー の作 った物 を売 る場 で あ ったが,大 量生 産,商 品の 多様 化

に よ って市 場 が 豊 か に な るにっ れ,従 来 とは反 対 に 市場 自らが 商品 を選 択 す る よ うに なるい

わ ゆ る マ ー ケ ットオ リエ ン トの 思想 と な って き た。 した が らて,以 前 の よ うに メー カー に 何

が あ るか を 察知 し,市 場 に流 す こ とが 商社 の役 割 りで あ った こ とか ら,市 場 の 動 向 を察 知 し

そ れ を満 す メー カー を選択 す る とい う役割 りに変 化 して きた。 商社 の 情報 機 能 は これ ら市場

動 向 を キ ャ 。チす る意 味 で商 域 の 広 さ,資 本 力,'人 材 の豊 富 さが あ って は じめて 可能 とい え

よ う。 市 場 構 造,動 向 の変 化 は 販 売 方式 に 変化 を余 儀 な くされ,流 通 機構 に変 化 を及 ぼ す 結

果 と なる。

●

1-2流 通 機 構 の 変化

日本 的 流 通 機 構 の特 色 は,メ ー カー と市場 間 に 卸 商 の 多段化 が み られ,細 く長 い流 通 経路

が 一般 的 で ある。 各 段 階 の卸 商が そ れ ぞ れ の問 屋 機能 で互 い に リスクヘ ッジを して きた た め

流 通 経 費 の 増 大 に よる消費 者物 価 の高 騰 を 招 き,大 量生 産,大 量 販売 を妨 げ る とい う欠 陥が

露 呈 され た。

マーケ ット・・オ リエ ン トの思 想 と交 通 事情 高 密度 社 会 等 の影 響 か ら東 海道 メガロポ リス の 出

現 な ど地域 社 会 か らの脱 皮 は必 然 的 に な り,従 来 の流 通 チ ャネル の整備 が 必 要 とな って きた。

商 的 流通 面 での 改 善 は情 報化 の 進 展 に よ り,企 業 の協業 化 を進 め,卸 商業 団 地,ボ ランタリー

・チ ェー ン
,ス ー パ ー な どの発 展 を促 進 し,物 流 面 で もチ ャネル整備 の意 味 か ら物 流 セ ン タ

ー の建 設
,輸 送用 具の 大型 化,高 速 化,自 動 化 倉庫 コ ンテ ナ リゼ ー シ ョン,パ レ 。 トの 普

及 な どそ の発 達 は 目ざ ま しい 。

又,食 品 コ ン ビナー トの よ うな生 産 販 売一 貫 体 制 をひ くもの も出現 してい る。 この よ うな

流 通 機構 の変 化 は,商 社 を単 に商 的 流 通 面 で の問 屋 機能 だ け で な く,流 通 総 合 シ ステ ムの 中

核体 と しての 機 能 へ と変 化 さ せ てい った。 商内 の形 態 も企 業間 の売買情 報 の や りと りも,即,

物流 セ ンター に流 され,需 要 と供 給 のバ ラ ンス を考 え る と共 に,指 定配 送 へ 最 も効 率の 良い

物流 セ ン ターを 選択 す るな どの一 貫 した シス テ ムへ と進ん でい る。 更 に大 量仕 入 を 目的 と し

てい る ボ ラ ン タ リー ・チ ェー ンや ス ー パー との タ イア ップは商 域の 拡大 に も大 きな効果 を及

ぼ してい る。

この よ うな南 流 物 流 の合 体 化 は従 来 商社 内 に存 在 してい た運 輸 機能 を超 え る もの で あ り,

既に 流通 対策 室 や,流 通 関 係 プ ロ ジ ェク トが 設 置 さ れ,流 通 機構 の変 化 に対 処 してい る。

一3一



表 一1

業 種 物 流 セ ン タ ー

鉄 鋼 コ イル セ ン ター

鋼 材 セ ンタ ー,線 材 セ ン ター

専 属運 送 会 社(輸 送 形 態 の統 一化)

食 品1食 品 コ ン ビナ ー ト

社 内 に は新 たに リー ス事業 部 を 昭和41年4月 に設 置 し,ス ーパ ーの チ ェー ン網 拡 大に対

し,店 内 設備 の リー ス を進 め,流 通 末 端 へ の喰 い込 み を図 り,そ の結果 国 内 ス ー パー の 大半

で ある全 国25県 にわ た り,延 べ1,000.店 の各 チ ェー ン網 に 設備 リー ス を行 な うと共 に産

業 技 術部 門 で も輸 送 合理 化 な どに も力 を注 ぎ,更 に広 く海 外各 国 の優 秀 な機 器 の輸 入 を 行 な

い,ス ー パー の陳 列 方 法,商 品 の選択,加 工発 送 セ ンタ ーか らの配 送 方 法 な どの ソフ トウ ェ

ア まで扱 ってい る。

)'

●
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2商 社機能の変化

一般 的 に総 合 商社 の役 割 は
,産 業 社 会 にお いて発 生 す る非 常 に広範 囲 な ニ ー ズ を効率 良 く,

最 適 な形 で解 決 す る中 心的 な 解決 者 で あ る。 つ ま り既 に顕 在 してい る需 要 を換起 し,そ れ の ニ

ーズ を解 決す る両面 の働 きを持
って い る。 そ の意 味 で総合 商 社 とい う形 態 に脱 皮 して 以来 持 ち

続 け た機能 を現 在 も持 ち,更 に それ は将 来 に おい て も変 らな い であ ろ う。 但 しそれ らの機能 の

中 に は,時 代 時代 に順 応 した形 で 特別 に 浮 び
=ヒって 目立 つ機能 とな る もの が あ るよ うに,そ の

ウエ イ トに おい て は非 常 に変 わ って くる であ ろ う。 つ ま り総 合商 社 は産 業
,経 済 の各活 動 にい

ろい ろな 面か ら関係,参 画 して い るわ けで あ るが,総 合 商社 に如 何 な る もの が あ るか 以下 に列

挙 して み る。

1・ 貿 易 機 能

2・ 流 通 機 能

a売 買 機 能

b保 管 機 能

c加 工 機 能

d配 送 機 能

eチ ャネラ ー(管 理 、

f需 給 調 整 機能

5・ 金 融 機 能

a資 金 調 達 機 能

b信 用 機 能(延 払
,

c投 融 資 機 能

d価 格 操 作 機 能

開 発,組 織 化,維 持)

り一 ス,保 証)

4.信 用 リス ク に対 す る バ ッフ ァー機 能

(危 険 負 担,リ ス ク ・ヘ リ ジ(為 替,商 品))

5・ 市場開 拓 機 能

a需 要 創 出機 能(マ ー ケ ッ ト ・ク リエー タ)

イ 国 際的 新 市場 開拓

ロ 国民 生 活 充実 に 基 づ く新 市場 開 拓

ハ 公共 投 資 の推 進

二 地 域
,社 会 の 開発

b新 商 品,新 技 術
,サ ー ビスの 開 発機 能

イ 新 素材,製 品 の開 発
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ロ.イ ン ビ ジ ブ ル ・グ ッズ の 開 発

ハ.エ ン ジ ニ ア リ ン グ'サ ー ビス の 開 発

ニ セ ッ ト ・サ ー ビ ス の 開 発

Cオ ー ガ ナ イ ズ 機 能

イ.シ ス テ ム型 商 内

ロ 海 外 資 源 開 発,供 給 源 の 開 発

ハ.複 合 プ ロ ジ ェク ト

&情 報 機 能

イ.コ ン サ ル テ ィ ン グ(教 育,指 導 等)

ロ.海 外 ・国 内 情 報 収 集'

ざ ロ
き

ハ 市場 情報 収 集(マ ー ケ テ ・ン グ)

二.技 術 情 報(技 術 の 輸 出 入)

ホ.総 合情 報(各 種 情 報 の加 工 と総合 化)

ス 経営 ・管理 機 能.

&総 合,企 画,調 整 機 能

等が あ る。

2-1伝 統 的 な機能

賜,樋 金融 リスク ・へ 。ジな どは 商社 の 伝統 的縦 で あ り・ 過 去 ⇔ い 種 要 左

役割 を果 た して きた.今 後 も・れ ら諸 髄 巨細 社離 の基 礎 的な 部 分 の一 角 磁 してゆ くで

あろ う。

しか し,特 に最 近 ク ローズ ・ア 。プされ 吉 もの に,チ ャネ ラー と しての 機能 が あ るが,こ

れは価 格 安定 の ため に 大 い にそ の力 を発 揮 して いる。

例 えば,食 品 ・ ン ビナ ー ト(穣 県 船 橋 名醒 知 多・ 神 戸第 四区)の 設 立 一 次 ぱ か

ら二 次産業 煙 る工 場 を 話 し,そ ・に加 工 工場 を も包 含 した配 送 セ ・ ・ 一(馴 ・ 鰍

厚 木)な どの建 設 も企 画 され て 鋤 流 動 ・ス ト ・ダ ウ ・をは か り 流 動 合 理 化 をは か

ってい るo

'

●

2-2新 時代 に適 応 した機能

産 業 の情報 化 の進 展 につ れ て,市 場 開拓 機能 情 報 機能 は ます ま すそ の重 要 性 を増 して き

た.つ ま 嚇 しい ニ ー ズ を内外 経済 圏略 分野 にわ た ・て創 造 し渇 極 猷 既 存 の各 種 エ レ

.ン ト産業 群 をオ ル ガ ナ ・ズ し なが ら未 来産 業 と して 成立 さttt育 成 し成長 産靴 させ てL'

る。

例 え ば,海 洋開 発,情 報 産業,住 宅,レ ジ ャー,公 害 防止 原 子力 等 各種 の分野 に わた っ
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ている。又各種資源の供給源確保のために・海外資源の開発輸入を図るとともに,海 外諸地

域の開発のために政府と一体とたって海外経済協力を推進 しており,こ のように経済活動全

域にわたって円滑な経済 ・社会活動の解決者 として,総 合商社機能は外界の変化に対応して

不断に変容 しつつ永続 してゆくことになるであろうが,今 後特に情報に対 して如何なる付加

価値を与えるか,つ まりその情報を利用 して如何に変容する環境に挑戦し,新 しいものを創

り出すかに大きなウエイトが置かれるようになって きて鉛り,そ のためにも結果に対する業

績評価の方法も次第に変化してきており,更 に社内の人間の教育にも影響を及ぼしつつあり,

このように創造的な思考を中心とした情報,市 場開拓機能に重点が移 ってゆくであろう。

●

●
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5経 営 組 織 の 変 化

一 般的 に 組織 は 規範 的,固 定 的な もの でkく 効率的 に業務 を遂行 した り－C業 行 動 を 円滑 に

す るた め の もの であ るが,総 合 笥社 が持 ってい る種 々の機能 自体 が変1ヒす るにつ れ て ・組 織 も

い ろ い ろ と変化 して きた。t:'えぱ 部数 の 変 化 をみ る と,昭 和55鉦 か ら比較 する と・ 蕗 和45

年 では 約2.4倍 の増 加 を示 してい る。 こフ)ように環 境 条件 の 変化 に即応 した組 織 の新 設 改 廃

が あ ったが,特 に顕 著 な もの と して商品 大 分類 別の 営業 総 括 部 の設 置 が あげ ら力 る。

表 一2M社 にお け る本 店の 部数 推 移

これ は過 去 の単 純 な商 品売 買 梯能 下 に あ って は,営 業 部は 商 品 別に 独立 した事 業 部 で充 分 で

あ',た が,シ ステ ム産業 の 出現 や調 査,企 画 開 発,情 報 諸 機能 に 重 点が置 かれ る に つれ て関連

商品 部 門 を総 合 的 に把 握 し,関 連 情 報 を統 合 し付 加価 値 を与 え るこ とに より新 しい商 売 の創造,

調査,研 究 が 積極 的 に な され る よ うに な 〔て きた。 つ ま り必 ず し も直 ちに 商 売に つ なが らない

よ うな こ と も取 り扱 うよ うに な った。

例:(化 学 品 総 括部,鉄 鋼 総括 部,機 械 総 括 部,食 料 品 総括 部 等),更 に環境 変 化 の ス ピー ド

に合 わせ て従 来 の 固定 的 な 組織 に代 わ って 水平 的 な コ ミュニ ケー シ 宣ンを積 極 的 に取 り入れ る

た め に,課 制 を廃止 し,チ ー ム組 織 の導 入 が顕 著 に な った。(例:化 学 機械 部,機 械 総 括 部,

財務 部,調 査部 等 にお け るチ ー ム編成 元

又,各 部 門 の枠 を越 え た プ ロ ジエ ク ミ ・チー ムが増 加 して きてお り.現 在は 十 数 チ ームが 編

成 され活 動中 であ る。 これは シス テ ム産業 の 出 現 に よ り産 業 間 にお け る垣 根が 取 り除 かれ 異 な

った 商品 を取 り扱 〔てい る人 間 をい ろい ろ と組 み 込ん で大 きな プロ ジェ ク トを開 発 す る ケー ス

が 多 くな って きた。 つ ま り従 来の 鉄鋼,機 械,食 品,金 属,繊 維 等 とい った エ レ メ ン ト産業 に

対 す る縦 割組 織 を基 礎 に,こ れ らの商 品 単 位 で 構成 され た各 部 と これ を ま とめ る総 括 部 さ ら

に は 部 門 間に またが る種 々の問 題 点 を解決 す るた め に新 しい組 織 く、例:シ ステ ム開発 室 流通

対 策 室等)が 企業 内 に定 着 す え よ うにな って きた。

'・

●
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鯵

4技 術革新,海 外 企業 との業務提携 の増大

技術革新に対する商社のとらえ方は,10年 前と現在とでは大きな差異がある。

商品の売買を主機能 とした商社では,技 術レベルの問題 よりも,む しろ商品知識に対する欲

望が強 く,そ の意味では技術情報に対する興味は薄かった。ところが他企業 と異なり情報網の

充実さ度合は比較にならないことか ら,そ の需要に応えて情報の収集を始めたのが今日の技術

部の発端である。世界最先端の技術情報をわが国に紹介 し,又 日本からは国内の技術情報を伝

えるという情報活動を行ない,社 内的には各営業部門のコーディネー トを図 り,商 社としての

総合力発揮のための潤滑油的役割を果 たしてきた。

昭和55年 頃は海外技術の導入という目的から次第に各国(特 に先進諸国)と の業務提携も

増加してきた。 しか し,こ の時代は業務提携とい う意味よりも技術輸入の観が強 く感 じられた。

その後日本においても急速 な技術進歩を遂げ,先 進諸国の仲間入りをするに及んで,昭 和

40年 頃から,先 進国企業間との業務提携、後進国企業への技術指導 合弁事業政策が積極的に

開始され,技 術革新の急テンポ且つ多面性のために社内における技術部の役割 も単なる技術情

報の収集から,社 内各営業部が単独でフォローできない企画調整に努めるようになってきた。

現在検討分野 としては,海 洋開発(開 発部,機 械各部,化 学品各部 石油部),原 子力平和

利用(開 発部,電 機部,化 学機械部 非鉄部)な どがあり,か かる複数営業部にまたがる産業

部門へのアプローチが今後の課題といえよう。

表一5技 術部人員の推移

摘 要 日本 米国 欧州 英国 計

昭和35年 2 2

"56年 6 2 1 9

〃37年 11 4 2 1 18

〃45年 50 13 6 5 52

一 方
,技 術 提携 に対 す る 考 え方 は,技 術 的 レベ ル の 一致 をみ れ ば,ノ ウハ ウの 輸 出入 だけ で

充 分 こと た りる状 態 も出現 して きて お り,そ の こ とか らい えば情 報 の収 集,分 配 に も意味が あ

るo

又,技 術 革 新 の影響 だけ で な く,日 本 の国 状 を 考え てみ ると,原 材 料 の 確保 が 重要 な問題 と

な ってい る。 そ こで,こ の 問題 に関 して は,東 南 ア ジア,南 米 オ ー ス トラ リア 等 に 資源開 発

プ ロ ジェク トを起 し,現 地企 業 と合 弁 で 開発 会 社 を設立 し,そ こで発 掘 した 資源 を 日本 に輸 入

す る とい う機 能 も有 して きて い る。

海外 企 業 との ジ ョイ ン ト ・ベ ン チ ュア の件数 実 績 は次表 の ようで あ るが 今 後 も飛躍 的 に 伸長
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す るで あろ う。

表 一4

年度(暗部 30 51 52 55 54

1

35 56 57

J/Vの 数 1 2 5 5 8 11 16 20

年度(昭和) 58 59 40 41 42 45 44 45

L三∠との数
51 58 45 50 61 73 91 107

'}
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5関 連企業の変化

従 来 ・ 関連 企業 とい うと・商 品 毎 の 関連 が主 で あ り,商 社 内 部は 商品 別企 業 体 の コ ング ロ マ

リ ッ トで あ って・ と もす る と関連 企 業 との結 びつ きは各 商 品営業 部 限 りの もの であ った
。

ところが ・ 大量 生 産・ 大量 消費 か ら始 ま る経 済全 体 の 豊か さへ の道 と,加 え て 技術革新 が も

た らす影 響 は新 産 業(都 市 開発 公 害防 止,医 療 ,海 洋 開発 エネ ルギー産 業 な ど)の 登場 を必

然 的 に し,産 業 の シス テ ム化 が 起 り従 来 と性格 を異 に した関連 企業 の増 加,及 び系統 化が 深 ま

って きた 。表 に見 られ る ように,国 内関 係 企業 では10年 間 に2倍 弱,海 外 関係 企業 におい て

は4倍 弱 の 伸 び を示 してい る し,商 社 内部 に も これ ら新 産業 に対 処 す べ く,横 機 能 と もい うべ

き,異 商 品 間の 結 び つけ を強 化 す る べ く,開 発 部,技 術部 等 に多 数 のプ ロ ジ ェク トチ ーム を発

生 させ て い る。

これ らの チ ーム か ら直接,間 接 に 発 生 した企業 と して,情 報開 発 会社,総 合 開 発,海 洋 開 発,

都 市 開発 が あ り,個 別 商品 の 売買 とい うよりは む しろ,シ ステ ム を売 る とい う新 しい機 能 を も
.

った会 社 が増 加 して きてい る。

表 一5プ ロ ジ ェク トチ ーム 編成

摘 要 S36年 S46年

都 市 開 発
、
、

大 型 工 業 基 地

情 報 産 業

開 発 部 部 と して存 在せ ず エ ネ ル ギ ー

地 域 開 発

流 通

各 部 関 係 会 社
1

業 務 部 な し シ ス テ ム 開 発
,流 通 対 策.

情 報
技術 室 と して存 在

公 害
技 術 部 し,主 と し て 技 術

住 宅 、

情報の収集
海 洋

鉄鋼開発室 な し 陸 上 パ イ プ ラ イ ン ・ チ ー ム
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表 一6

摘 要 s56年 S46年

機 械 総 括 部 な し 機 械 情 報 セ ン タ ー

化 学 機 械 部 化 学 機 械 高内 公害 防 止 設備

産 業 機 械 部 産 業機 械 歯 内 商 品 開 発

輸 送 機 械 部 な し 交 通 シ ス テ ム

航 空 磯 部 な し 宇 宙 開 発

繊 維 部 な し 産 業 資 材 開 発

この よ うに,異 業 種 企業 間共 同の 目的 を もった新 産業 が 発生 す る こ とは,単 な る流 行 だ けで

な く,各 企業 の もつ 技 術力 の有機 的 結 合化 等 に よる人 類社 会 へ の貢 献 とい うことで あろ う。

表 一7関 係 会 社 の伸 び 率

令

、

摘 要 S54 S44

関 係 会 社
国 内28社 国 内51社(175社)

海 外6社 海外22社(107社)

合弁

靭
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6企 業 の 社 会 的責 任 の 変 化

わが国の産業,経 済社会の今日までの発展は国の政策 と歩調を合わせての重化学工業化の方

向であった といえ よう.そ の結果が高度工業化社会と呼ばれる今日の姿を見ることができるわ

けであるが,そ の過程の中に総合商社の位置付けを求めた場合第一 にあげ られるのが貿易機能

であろう。

そ れ は下 図 の実 績 に示 さ れ る通 りで もあ る。

表 一8

摘 要 靴依願寵織 輸入依願 議

論
55 9旦% 10旦%

弐6 7■ 10旦

57 8エ 9∠

58 7Z. 9旦

39 8■ 9ユ

40 9旦 9旦

41 9旦 .9旦

42 8旦 9±

45 8.旦 82

4

さ らに 今 日そ の重 要性 が 叫 ば れ てい る海外 資源確 保 の問 題 は,融 資買 鉱 とい って海外 の 現地

会社 に融 資す る こと に よ ってそ れ の見 返 り と して 鉱物 資源 を輸入 す る とい った 方式 が 今 までは

と られ て きたが,こ れ だ け では 増大 す る資源 需要 に対 して十 分で な く,更 に安 定 供 給 とい う面

で も問題 が あ った。 これ の解 決 と して原 地 に鉱 山会 社 を設 立 し,発 展 途上 国 に おけ る政 府 海外

援 助の 一環 と して政 府 と一体 とな り,現 住民 の教 育 と工業 化 をはか り,安 定 供 給源 の 確保 に努

め て い る。 次図 は 日本 におけ る資源 需 要 と海外依 存度 を表 わ して い る。

この ため に も,M社 の海 外 資 源 開 発 プロ ジ ェク ト(鉄 鉱石,銅,錫,ニ ッケル,石 油,石 炭,

木 材等)は 各 種 に亘 り件 数 も合 計65件(S44年)を 数 え,し か もそれ に 必要 とす る資 金 の

予 想額 は42,246万$(1,52り 億 円)と な ってい る。

更 に昭和50年 の 予想GNPはt65兆(日 経 セ ン ター予 測)の 規 模が 想 定 され て い るが

これ の裏 付 け と して莫 大 な資 源 の輸 入 は 必要 で あ り,こ れに 対 す る総 合商 社 の役 割 は年 々増大

してい るわ けで あ る。

しか し,以 上 の よ うな海外 市場 の拡 大 と同 時 に忘 れ て は 癒 らない ものが 国 内 消費 市場 の 育成
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で あ る。 これ はあ る意 味 で海 外 市場 へ の 進 出 を一 方 では支 え て き た もの とい え よ う。そ れ が ま

た 国民経 済 を豊 か に して きた とい う点 にお い て海外 市場 の拡 大 と国内 消費 市場 の育 成 とは相互 影

響作 用 が認 め られ るわ けで あ るが,そ の 中 で総 合商 社 は莫 大 な金融 力 を背 景 に して流 通 の促 進 に

対 し積 極 的 な働 きか け を行 な って きた とい え よ う。

この よ うに今 日ま で の総 合 商社 の姿 は,高 度工 業 化社 会 へ 向 っ て,端 的 に いえ ぱGNPの 伸 び

に貢献 す る方 向で の 自 らの 利 潤追 求 とい う形 態 の中 に求 め る こ とが 可能 で あ った。

しか し,こ れ か らの総 合 商 社の 発 展 の方 向 は,こ の よ うな過去 の延 長 線上 に の み で な く,社 会

全体 のバ ラ ンスの とれ た発 展へ 向 か って,例 え ば公 害 防止 や環 境 保全 な ど時 と しては負 の方向 と

もいえ る面 に対 して も積 極 的 に取 り組 む姿 勢 を示 しつ つ あ る よ うに 思 え る。 ま た それ が企 業 が今

日求 め られ てい る社 会 的責 任 で もあろ う。

●
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表 一一9

ー

一
〇
1

区 分

項 目

45年 度 50年 度 43～50年 度

需 要 年平 均

増 加 率需 要 国内供給分 海外依存度 需 要 国内供給分 海外依存度

'
－

a銅 740 197 754% 1,400 240 8Z9㈹ 96%

b鉛 186 81 565 567 165 556 102

c亜
.鉛

628 290
7

558 1,290 494 61.7 10.8

dア ル ミ ニ ウ ム 657 0 10α0 1,780 0 10α0 15.3

eニ ッ ケ ル 60 0 10α0 151 0 1000 1t8

f鉄 鉱 石 7ス437 11,856 84.7 164,288 14429 9α0 1t5

9原 料 炭 45650 12,260 71.9 84640 12,260 85.9 103

h石 油 ↑4a229 799

'"
4

9言95 29α000 800 997 1α1

i天 然 ガ ス .2,510 2,510 0 9500 2,510 756 20.9

jウ ラ ン 一 0 10α0 4,200 0 10α0 －

k木 材
.

91,806 4ag65 467
'

12a400
53.900～

65ろ00

58.0～

491
49

注(イ)出 所:経 済審 議会 資源研 究 委 員会 報告 書 「国 際化 時代 の資源 問 題 」

(・ロ)単 位:a～9・ ・… 千 トンh・ … ・千K4k・ ・… 千 ㎡ 1… ■■百 万 ㎡j・ … ・シ ョ ー ト トン



7コ ン ピ ュー タ リゼー シ ョンの 促進

昭和55年 頃 よ り事 務 の機械 化 が 日本 の社 会 にお い て話題 に のぼ り,産 業 界に も徐 々に その

気 運 が 芽生 え て きた。

総 合商 社 も他業 種 に もれず,事 務 処理 の合理 化 を 目指 し,PCSの 導 入 をはか り始め 為 事

務 処理 は従 来 人手 作 業 と して行 なわれ て きてお り,そ の こ と事態 内容 的 には何 の 変化 むみ られ

なか ったが.新 た に デ ー タ とい う概 念 が 出現 した とい うこ とは 大 きな進 歩 であ った。 デ ー タの

収 集が 情報 を生 み,更 に 事務 機械 もPCSか らコ ンピ ュー タへ と発 展 し,IPt.る 事 務 の機械 化

合 理化 か ら,経 営管 理 情報 シス テ ムへ と移 行 しつ つ,商 社本 来 の機 能 を大 き く拡 大 し,か つ情

報 産 業へ の道 を歩 む一 助 とな した ことは 衆知 の こ とで ある。 ところが 更 に企 業 内 の コ ン ピ ュー

タ部 門 は 内部 か らス ピンア ウ トし,商 社 を取 りま く企業 群 との情 報 を結 びつ け る役 割 りを果す

べ く独 立 企 業 体 と して出現 した(昭 和41年10月)。

一企 業 体 か ら複数 企 業 体 を情 報 を媒体 と して結 びつ け る機 能 は
,単 に情 報 交換 の意味 だけで

な く,取 扱 い 情 報 の有機 的結 合が 更 に第 三 の 情 報 を生 み 出す とい う情 報生 産 機能 も発生 的 に 出

現 す る。 ・コンピュータの果 たす 役割 も単純 な計 算か ら,複 雑 多 岐 に亘 る判 断業 務 を一 定 の ルール

に従 って数 秒単 位で 処理 す る とい う。又 は情 報 量 の増 加 に伴 う記憶 能 力 の限 界 を拡 大 す る とい

う人間 の能 力 を増 殖 す る 分野へ の適 用拡 大が はか られ て きて いる。

こ こに10年 前 の機 器構 成 と現 在 のそ れ を 比較 す るべ く表 を載 け る と同 時 に,ア プ リケー シ

ョンの変 遷 に つい て も併載 す る。 機 器 の変 化 は い うに 及ば ず ア プ リケ ー シ ョンの 変化 を眺 め て

み て も10年 間で 事 務処 理 か ら拡 大 事務 処理 及 び,経 営面 へ の応 用 等 に変 化 してい る状況 が わ

か る。

社 会,経 済 等 企業 を と りま く環 境 の 変化 が 急速 に起 りつ つ ある 今 日,的 確 な判 断 を下す ため

の補助 と して利 用 され る状 態 に入 って きた と思 われ る。

b
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メ

表 一10

摘 要 機 器 構 成 ア プ リ ケ ー シ ョ ン

昭 和56年

、

IBMPCS

2セ ッ ト

RRPCS

2セ ッ ト

UNlVAC120

(販 売管理業務)

得意先別売約諾統計

商品別売約諾統計

通関実績諸統計

(人 事関係業務)

給与計算

入事統計.

(経 理関係業務)

固定資産会計.

有価証券

本支店貸借

、

(審 査業務)

得意先信用程度ポジション

昭和46年 UNIVACllO8(↑96KW)

2セ ッ ト

ラ イ プ リン タ ×6

磁 気 テ ー プ ×17

カ ー ド リー ダ ×4

カ ー ドパ ン チ ×1

高 速 ドラ ム ×7

大 容 量 ドラ ム ×2

通 信 制 御 装 置

已 支∴ 末:

i
}
|
|
|
1

上 記業 務及 び

ζ購売 在 庫管 理 業 務)

買 掛金,入 出庫実 績統 計等

(経 理 関係 業 務)

経理 財 務関 係 トー タル ・シス テ ム

(人 事関係 業 務)

キャリア・インベン トリ,ワーク'サ ンプリング

〈運輸 管理 業 務)

輸 出入 実績,船 腹取 扱 い業 務

ク レー ム処 理,保 険取 扱 い業 務

(経 営 科 学計 算業 務)

生 糸相場 と需 要予 測

レ ジ オー ラ ン ド入 場 者予 測

食 品 コ ン ビナ ー トに関 す る需 要 予測

化 学品 需要 調 整

投 資 シ ミ ュレー タ

輸送 手 段決 定 プ ロ グ ラム
…

}(通 信 関 係業 務)

メ ・セー ジ交換 く世 界 ネ ッ トワーク)
、

営 業 情報 収 集,デ ー タ ・バ ンク

(そ の 他)

企業 間 システ ム
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7-1情 報 ネ ッFワ ー ク

情 報 化時代 の突入 に 際 し,莫 大 な量 の情報 をい かに 有効 に結 びつ け,且 つ 正 確,迅 速 にセ

レク トす るかが 重要 なポ イ ン トと な って きて い る.特 に総合 商 社 の主 機 能 を充 分 に活 用 す る

ため に は海外 店 を中心 と した情 報 ネ ッ トワー ク の完備 が 必要 とさ れ る。.

ち なみ に情報 量 の増 加 を,海 外 支 店 の 増 加,出 駕 数 の増 加 と して と らえ てみ る と次の よ う

に な って い る。

表 －t1

摘 要 35年 58 45年

海 外 店(ケ 所) 53 58 66

現地法人(") 12 15 51

計 65 75 117

海外 支店 網 も約2倍 近 い 増 加 を示 してtsり,

ように な ってい るo

表 一12

ま た これ に伴 な って 出電 通 数 の伸 び は,次 の

摘 要 51年 34年 58年 42年 44年

通 数(通) 24,270 56769 12a464 459519 621,305

指 示 表 示(%)
51年 を100と しだ場合

100 ↑51 529 1,719 2,560

人 員(人) 25 59 42 40 44

昭和3↑ 年 を100と して考 察 してみ る と昭和44年 に お い ては約25.6倍 の増 加 を示 し

て い る。一 方 技術 職 に対 す る人員 不 足(人 員 の 方 は横這 い状 態 を示 してい る。)が 目立 つ よ

うに な った もの の,急 速 に有 用 な人 員 を増 加 す る ことは難 し く,こ の ため に事 務 の 合理化,

機 械化 が推 進 され,現 在は 大 型 コ ン ピ ュー タを利用 して の メ ッセ ー ジ,ス イ ッチ ング ・シス

テ ムが ほぼ 完 了 してい る。 この シス テ ムは大型 コ ン ピ ュー タを本 店 に設 置 し,こ れ と本店各

部,支 店,海 外 店 と を結 ぶ こ とに よ ク,各 地 で発生 す る デ ー タを ダ イレ ク トに イン プ ットす

る ことに し,処 理 を行 な った ものは 必 要 な場 所 に,必 要 な時 に提供 す る こ とを 目的 と して い

る。 この仕組 の持 つ意 義は 現 在,営 業 各 部が 必 要 と して い る営 業情 報 の基礎 とな るデ ー タ ・

バ ン ク設 立 のた めの前 段 階 で あ り,こ れ の確 立 が望 まれ てい る。 この意 味 で も大 き な情報網

を持 つ総 合商 社 はデ ー タ ・バ ンク と して の最 先端 に あ り,更 に今 後 非 常 に多 く発 生 の 見込 ま

れ る ピック ・プ ロジ ェク トに も対 応 で き るよ うに縦 型情 報 だけ で な く,横 型 情報 を も包含 し

た営業 情報 シ ステ ムの確 立 のた め に努 力 中 で ある。 一 方 企業 自体 の 体質 強化 の ため に 関係 会

`
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社 との 業務 提携 な どが 積 極 的 に推進 さ れ てい るが,こ れ ら関 係 会 社か ら得 られ るオ ペ レー シ

ョナル情報 や,プ ランニ ン グ情報 を 自社 の.ネ ットワーク の内 部 に組 み入 れ,デ ー タ ・バ ン

ク の形 成 に着 々 と努 め て い る。 この よ うに して情報 化 時 代 に即応 した。 しか もネ ッ トワ_ク

ク を中心 と した経 営 管理 体 制 の確 立 が急 務 とされ てい る。

、
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8価 値 基準 の変 化 ・業績 評 価 の方 法 変 化,社 員 教 育 の 変化

一 新 賃 金体 系 の登 場'

情報化の進展に伴 って,社 会環境,企 業機能の変化などに対処するためには
,企 業内部にお

ける価値基準に合った業績評価が行なわれなければならない
。昭和55年 頃はとにか く商売を'

すること。すなわち売上げを伸ばすことに価値があり,業 績評価の判断についても売上高,或

は純利益というもののウエイトが大 きかった。営業担当者はとにかく商売を伸ばすことを考え

ていて,将 来に対する見透しは もっぱら本部管理部門での問題であり
,企 業内部においては営

業部と本部髄 部門とが離 した状態であ・た.つ まり,本 部管理部門でのプランニングと営

業部門での リアライズに関 して,互 に調整がと力ていなかった。

ところが・情報化の進展⇔ れてほ 先の矛唖益を重視するという鮪 から,多 靴 大型化

しつつ急速に変化している社会に対応 して,企 業を存続させるためには,常 に社会の変化に対

処できる体制を考えておかねばならず,将 来をみつめた上での商社でなければならない
。この

意味から・知的醐 に関するウエイトが高まり,入 事考課の上でも変化を起こしている
。

表一15人 事考課の変化

事 務 力

規 律 性

協 調 性

売上げに対する寄 与

開発創造能力

売止に対する寄与率

順 良

この よ うた変 化 は 企業 にお け る期 待 さ れ る人 間 像 に も表 わ れ
,そ の よ うな人 材 を養 成す る意

味 か ら社内教 育体 制 も10年 間の うちには 相 当 の変化 が 生 じてい る
。

表 をみ れ ば わか る よ うに.10年 前 の内容 は実 務 中心 の 教 育で あ った ものが
,経 営 科学 的 知

識 を 育成 す る よ うな ものへ と重 点 が移 って きてい る し,実 務 にむ け る 中核体 であ る年 令層 の 中

心線 が 移動 す るに つれ,教 育 のあ り方 も変 化 して きてい るわ けで あ る
。す なわ ち,以 前は,蓄

積情 報 に価 値 の あ った時代 では年 功 序列 とい う観 念 も充 分理 解 され てい たが
,創 造能 力が重 要

とな って きてい る今 日で は,そ の影 も うすれ,必 然 的 に賃 金 体 系 に も変 化 を生 じて くる
。

中高年 令 層 は,自 分が 今 ま で歩 ん で きた道 につ い ては 経 験 的 にか な り自信 を持
って い るが,

特 に 情 報化 の進 展 した今 日,単 品 商 品 の知識 か ら,商 品 間 の結 びつ きを必要 とす るよ うな横 情

報 の取 扱 い に は不慣 れであり,勢 い,企 業 内 で の関連 情 報 か ら取 残 さ れ て しま う状態 と な る
。

こCよ うな状 態 を鑑 み て,職 務 給,職 能 給 等 の新 しい 項 目が 給 与内 部 に取 り入 れ られ,生 活

給 二:二別 な形 で の能 力評 価 を表 わ してい る。

b
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表 一14社 内教 育の変 化

昭和55年 昭 和45年

輸 出 実 務 SA研 修(シ ス テ ム ・ア ナ リス ト)

運 輸 実 務 管理 者 研 修(シ ステ ム ・マ ネ ジ メ ン ト)

商 品 知 識 研 修 計数 管 理 コー ス(通 信教 育)

海 外 修 業 生 経営管理機能教育'

海 外 修 業 生

語 学 教 育

・貿 易 大 学 研 修

特殊 業 務 研修

表 一15職 務 手 当 ・職 能 手 当 の新 設

昭和35年 昭和45年

な し 専 門 職 手 当

技 術 手 当

技 能 手 当
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2.広 告 産 業 に お け る 情 報 化

は じ め に

化

自

体

告

争

変

広

嫁

広

競

そ

の境

1

2

3

4

5

環

「

一

一

一

一

1

1

1
⊥

1

1

1

23

止主の変化

の変化

費の増大

の激化

の 他
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は じめに

広告 代理 業 は,ス ペ ー ス ・ブ ロー カー とい われ た時代 か ら広 告 を 出稿 す る広 告主 と
,ス ペ ース

や タイ ムな ど を提 供販 売す る媒体 社 との間 にあ って,両 者 の 動 向 に敏感 に対 応 す る と同 時 に,両

者 に影響 を与 え なが ら,発 展 して きたの で あ る。 ・

したが って,広 告代 理 業 の変化 を理 解す るに あ た っては,ま ず,環 境 条件 と しての広 告 主 お よ

び媒体 の変化 の様 相 を と らえ なが ら・ 代理 業が そ れ にら か に対応 したか を あ とづけ る ことにす る。

●

4

o

4

一23L



1環 境 の 変 化

1-1広 告主 の変 化

企 業 の広 告活 動 は,・ 技 術革 新 に伴 う大量 生 産機 構 か ら生 産 され る大 量の 商 品 を・ 最 も安

い コス トで 消費 させ るに は,広 告が 最 も適 切 な手 段 であ る ・とい う認 識が 浸透 す る こ とに よ

って活 発 に な った。

消 費が,昨 和50年 代 前 半 は 家 庭 用電 気器 具 を 中心 とす る耐 久 消 費材,50年 代 後半 は レ

ジ ャー関 係,40年 代 に入 って か らは家 具,住 宅建 設 を 中心 とす る住 関 係,S・ よび 自動車,

クー ラ ー.カ ラーテ レ ビ とい った大型 消費 財,な どを柱 と して拡 大 す るに した が って,あ ら

ゆ る広 告 主 の広 告活 動 が 活発 に な り.同 時 に新 しい広 告主 が 出現 し,広 告主 の層 が拡 が った。

ま た.広 告PRの 重 要性 が各 界 に 認識 され る に とdiな って官 庁,公 共 企業 体 等 のPRに,ま

た,最 近 では,選 挙戦 の一 つ の武 器 と して,広 告が ひ ろ く活用 され る よ うに な った。 広 告主

が この ように変 化 して きた こ とは業種 別広 告 費の 推移 か ら 思 うかが え る。第1表 にみ られ る

よ うに,寄 与 率 が35年 に比 べ て,44年 に増大 してい るのは,金 融保 険,交 通運 齢.そ の

他 で あ る。金融保 険の 中に は 不動 産 が含 まれ てお り.最 近 の不 動 産広 告の 増大 を物語 って い

る。 交 通運 輸 につ い ては,鉄 道会 社 の観 光 広告 の増 加 に よる もの と判 断 さ れ る。 そ の他 と し

ては,小 売業,案 内,公 告 等 が 挙 げ られ る。案 内 広告 の増 加 は、 人 手 不 足 に よ って あ らゆ る

企 業 が求 人 に苦 慮 してい る結 果 を示 す もの であ る。

一 方,消 費 の多様 化 と,技 術 の急激 な進 歩 に ょり,商 品 の ライフ・サ イク ルが短 か くな ったた

めに企 業 間の新 製 品 開発 競 争 が ます ます激 しくな って きた。

そ の ため,新 製 品の 市場 をい ち早 く確保 す る必要 か ら,短 期 間 に集 中 して大 量 の広告 を投

入 す る よ うに な った。

昭和51年,日 本生 産 性本 部 の視 察団 が,ア メ リカか らマ ー ケテ ィング理 論 を導 入 し.そ

れが企 業 の 中に定 着 す るに した が って,広 告 の役割 もマー ケテ ィング活動 の一 環 と してま す

ます 重要 視 され る よ うに な った。 す なわ ち.企 業 は課 せ られ たマ ー ケ テ ィング 目標 を,効 率

よ く達 成 す るた めに,広 告政 策 を他 の マー ケテ ィン グ政 策 と密 接 に 関連 させ なが ら検 討 し立

案 す る よ うにな った。 企 業 は マー ケテ ィング計 画立 案 に必要 な.非 常 に 多方 面 にわ た る情報

を 自 ら取集 し分析 す る と同時 に,広 告 代理 業 者に もそれ らの作業 を依 頼 す る よ うに な った。

さ らに広 告政 策 を他 のPR政 策,人 的 販売 政 策.販 売 促進 政 策 な ど と統 合 させ て展 開す る

プ ロモ ー ショ ン ・ミックス の考 え方 が 浸透 す るにお よん で.従 来 マ ス コ ミ4媒 体 が主体 で あ

った広 告 活動 は,ダ イ レク トメー ル,販 売時 点 での広 告 物(POPな ど)そ の他 あ らゆ る広

告物 を組み 合 わせ て使 用 す る とい うよ うに 広 が りを持 た せ,プ ロモー シ ョン活動 全 体で相 乗

効果 を高 め る方 向 に な った。
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広 告 主 は.広 告 費 の飛 躍 的 な増大 に と もな って,そ の 合理 的 な運用 を指 向 し,50年 代 半

ば頃 か ら.広 告 代理 業 に対 して広 告計 画 の提 出 を求 め,そ の優 劣 に よ って広 告 の取扱 代 理店

を決定 す る傾向 が強 くな った。

広 告 費 を効 率 的 に利 用 す る ため には.狙 った 消費 者 に媒体 を適 合 させ る媒 体 戦略.狙 った

消 費者 に メ ッセ ー ジを合 致 させ る表 現 戦略 の 効率 化 をは か る ことが重 要 で あ る とい うことか

ら.表 現 技 術 につ い て の関心 も高 ま ったe

特 に,生 産 技 術 の進 歩 に よ って商 品 の ブ ラ ン ド間 の差 が無 くな って きた ため に,自 社 ブ ラ

ン ドの 差別 化 が 必要 とな り,ま た,ス ペ ース の拡 大 印刷技 術 の 向上.あ るいは .消 費 者 の

生活 意 識や価 値 感 の変化 とい った さま ざ まの要 因 に対 応 してい くた めに.科 学的 デ ー タに も

とつ い た表 現戦 略.広 告 作 品 の制 作 を要 望 す る よ うに な った。

i、

1-2媒 体 の変 化

広告 予 算が 年 々増 加 の一途 を た ど り,媒 体 のス ペー ス タイ ムに対 す る需要 が 増 大す る に と

もな って.各 媒 体 は量 的 に も質 的 に も飛 躍的 な発 展 を続 けて い る。 屋外.そ の他 の広 告手 段

も.そ の利 用が 拡 大 する に つ払 質 的 に 高度 化 して い った。

(イ)新 聞

広 告 媒 体 と して 常 に主 役 を務 め て きた新 聞 は,電 波媒 体 の出 現,特 に50年 代vateけ る

テ レ ビの 爆発 的 な発 展 に よ り,そ の座 をお びや か され るに至 った。 しか し.自 らも量 的 に

も質 的 に も発 展 し主要 媒 体 の一 つ と して,多 くの需 要 に こたえ て きた。 まず.総 発行 部数

の著 しい 伸び が 挙 げ られ よ う。

媒 体価 値 の 評価 基 準 の 一つ と して,そ の カバ レ ッジが あ るが.昭 和55年 の時点 で の総

発行 部数2,443万 部が,44年 で は5507万 部 とこの 間 に約1,000万 部 の伸 び を示

して い る。 一 世帯 当 りの 部数 も1.18部 か ら1.24部 とな り,併 読率が 高 ま って きて い る。

つ ぎに,広 告収 入 の ウ エ イ トが増 大 した。新 聞社 の収 入 は販 売 収 入 と広告 収 入か ら成 り立

って い るが 昭和57年 に販 売 収 入 と広 告収 入 の割 合が 逆 転 し,以 後広 告 収入 が 増大 し続

け。44年 上 期 には広 告 収 入58%に 対 し販 売収 入42%と 広 告収 入 への依 存度 が急速 に

高 ま って きてい る。(第2表 参 照)

これ を広 告量 か らみ た のが 第5表 で あ る。全 新 聞紙 面 に 占め る広告 掲 載率 が 昭和35年

に29・8%で あ った もの が44年 に は,4a6%と 大 巾 に伸 びて い る。

ま た,新 聞 の ペ ー ジ数 の 増 大 と ともに,広 告 の大 型 化 も促進 され,昭 和57年 におけ る

1ペ ージ広 告の 件 数 は2 ,492件 であ った の に くらべ,44年 にはt6512件 の6.6倍

と急増 した。 カラー化 の傾 向 に つい ては.昭 和42年 頃 に 多色 刷 広告 の開 発 が進 め られ.

グ ラ ビヤ,オ フセ ット等 多色 刷 の印 刷技 術 を備 え た新 聞社 も60社 を数 え るほ ど に な った。
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そ して,全 広 告 量 に 占め る カ ラー広 告 の比 率 が44年 で5.2%と な リカ ラー 化 へ の 対応が

進ん でい る。

(ロ)雑 誌

電 波 媒体 が 出現 す る ま では,新 聞 とな らん で広 告媒 体 と しての利 用 は 多か ったが,そ の

性格 上.量 的 な 面で の飛 躍 的 な発 展 はみ られ なか った。 広告 の掲載 率 か らみ て も,昭 和

35年 に15.3%で あ った も のが,42年 に1Z5%に 伸 びた後,45年.44年 と同 率 で

続 き頭 打 ちの状 態 であ る。(第4表 参 照)し か し.雑 誌 そ の もの としてみ た場 合.か な り

変 化 して い る といえ よ う。M和31年2月 出版 社 系 と して は初 め ての週 刊 誌 「週 刊 新潮 」

が発 刊 され たの に続 き.ぞ くぞ くと週 刊 誌 が発 刊 され,ま さ に週 刊 誌時 代 を形成 して い っ

た。 さ らに.セ グ メ ン トされ た対 象 ご との週 刊 誌.月 刊 誌が 出 現 してそ の発 行 部数 は急 増

した。(週 刊 誌:昭 和35年 約6億6千 万 部が44年 約.10億 部 へ,月 刊 誌:昭 和38

年 約4億8千 万 部 が44年 約7億9千 万 部 へ増 加)

昭 和58年 ご ろか ら,女 性 週 刊 誌お よび 婦 人月 刊 誌 の ワイ ド化が 目立 ち,印 刷 技術 の進

歩 と相 侯 って,読 む雑 誌 か ら見 る雑誌 へ と変 わ って きてい る。

臼 ラ ジ オ

ラ ジオ に とって この10年 間は 苦 難 の期 間 で あ った。 昭和26年 に民放 ラ ジオ が ス ター

ト したが,広 告媒 体 と して十 分 定 着 して い ない昭和28年 には 民 放 テ レ ビが 開 局 した ため

30年 代 に入 るや完全 にテ レ ビに主 導 権 を握 られ て しま った。 しか し.昭 和54年 に開 始

され た ニ ッポ ン放 送 の 深夜放 送 に続 き,各 局が オー ル ナ イ ト放 送 に乗 り出 した り.速 報 性

を必要 とす る交通 情 報 を流 す な ど番 組 面 で の強 化 をは か り,ラ ジオ の巻 き返 しを こ ころみ

た。そ の 結果,40年 代 に入 って、 ラジオ復 活 の き ざ しが み られ る よ うに な った。第5表

に 示 さ れ てい る通 り.40年 ま で 停滞 してい た契約 率 も,41年 か らは 順 調 に伸 び.44

年 に は81・1%の 契 約率 とな った。 ま た新 しい 媒体 と して,有 線放 送 に よる広 告訴 求手 段

が 開 発 され た。 セグ メン トされ た行 動集 団 を狙 う媒 体 と して利 用 され る よ うに な った。

実 験 段階 に あ ったFM放 送 が 昭 和44年 に本放 送 に入b.こ こに また7つ 新媒 体が 登場

した の で あ る。

⇔ テ レ ビ

「テ レ ビ時代 」 「テ レビ文 化 」 な どとい う言 葉が 流 行 した よ うに,テ レ ビは この10年

間 に驚 異 的 な発 展 を とげ た。 テ レ ビの営 業 収 入は 昭 和35年 に 比 べ44年 が 約4・5倍 とな

ってteり,ラ ジオ の約1.9倍 と対 照 して も驚 くべ き伸 長 で あ る。(第6表 参 照)昭 和26

年 か ら53年 あ た りまで は ラ ジオが 新 しい広 告媒 体 と して,広 告産 業 を 刺激 したが,54

年以 降は テ レ ビが今 日の広 告 産業 隆 盛 の牽 引車 的 な役 割 を果ftし て きた。(第7表 参照)

この ことは,テ レ ビ受像 機 が この10年 間 でほ とん どの世 帯 に 普 及 し,(第8表 参 照)
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4・

消費者 の生活 に不 可欠 の もの とな った こと.ま た,テ レ ビは視 聴 覚 に訴 え る とい う特性 か

ら広 告訴 求 に と って最 も強 力 な媒 体 と して評 価 され た こ とに起因 してい る。

カラー 化 の問題 は,昭 和35年 にNHK,日 本 テ レ ビ,東 京 放送 な どが本 放送 を開 始 し

た が しば ら くは低 迷 を続 け た。 しか し.東 京 オ リンピ 。ク を契機 に受 像 機 の 普及 が進 み

一 方
,全 国 を結 ぶ カ ラー の マ イク ロ回 線 の完 成 に よ り,各 放送会 社 が カラ ー放送 をス ター

トさ せた り,キ ー局 の カ ラー放 送 時 間が 増大 す るな ど.カ ラー化 は急速 に進 展 した。 昭和

42年 に は カ ラーCMも 実 用段 階 に入 り,昭 和44年 の ゴール デ ンタイ ム に おけ る東 京6

局 の カラー化率 は75%と な り.全 面 カ ラー放送 へ あ と一歩 とせ ま るに い た った。

昭和40年 の 不況 期 には,各 媒体 と も広告 費が前 年 を下 廻 ったが,テ レ ビは対 前 年 比2

%増 を保 つ こ とがで きた。

これ は・ ス ポ ・ トの増 収に よる もの で.40年 以 降 各局 と も集 中ス ポ ッ トが 効果 的 で

あ る こ とを売 り込 み,ス ポ 。 ト収 入 の 増 加 を はか った。

番組 面 では,パ ーテ ィシペ ー シ ョン番 組(番 組 の中 に 複数 の広 告主 の ス ボ 。 ト ・コマー

シ ャル を挿 入 す る方 式)が 昭和40年 頃 か ら急速 な発 展 をみ せ,共 同提 供 番 組 とと もに,

広 告 主 の テ レ ビ利 用 を容 易 にさ せた 。(第9表 参 照)

新規 媒 体 と しては,昭 和43年8月 に岐 阜 放送 をか わ きbにUHF局 がぞ くぞ く開 局 し

U・V混 在 時代 に入 った。(第10表 参 照)

以上 が4媒 体 の表 面 的 な変 化 であ るが,こ の間.各 媒 体社 と も,広 告主 の媒 体 計 画立 案

に 必要 な情報 提供,そ のた の調 査 活動 を活 発 に行 な うよ うに な って きた。 ま た.媒 体 間競

争 の激 化 に と もない.自 らの媒体 価 値 を 高め る努 力 を続 けて きた こと も見逃 がせ ない。

困 屋 外,そ の他

屋 外広 告 は,掲 載 媒 体 広 告物 の設 置 場所 の量 的 な拡 大,店 頭 広 告物 は素 材 の 開発 ・制

作 技 術 の進 歩,ポ ス ター,パ ンフ レ ッ トな どは 印刷 技 術 の進歩 に よる カラー 化.ダ イ レク

トメー ルは リス トの管 理 発送 の機 械化 などに よ りダ それぞ れ飛 躍的 な発 展 をみ た。.

今後 の 媒体 の変 化 を予 測 す る こ とは非 常 に困難 で あるが,企 業 の広 告 目標 が 明確 に設 定

され るに つ れ て.広 告の訴 求対 象が 地 域 別 階層 別 あるい は関 心領 土SUilJva細か くセ グ メン

トされ る傾 向 に あ る といえ る。 したが って,対 象 が 明確 に セ グメ ン トされ て い る雑 誌が 再

認 識 され る と同時 に,CATV,ビ デ オ パ ッケー ジな ど新 規 媒体 の開 発が 進 む こ とが 予 想

され る で あろ う。

1-5広 告費 の増大

わが 国 にお け る広 告費 は この10年 間 に驚 異 的 な 伸 びをみ せ た。 これ は,さ きに のべ た よ

うに,広 告主 が大 量 消 費 の促 進 に 広告が 不 可欠 で あ る とい う認識 の もとに活発 な 広告 活動 を
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展 開 した ・ と.購 に,・ れ に ・献 て各媒 働 ・題 と もに飛 酬 に発 展 したこと・特 に電 波

媒 体 の 出現 が 広 告産 業 麟 の 起爆 剤 と して作用 した ・ と に ・る ので あ る・総 広 韻 噛 日

表,第12表 にみ られ る よ うtz・.昭和55年 は1・74・ 億 円で あ ・たが ・40年 の 不況 に よ

る停滞(対 前輪 ・8.・5%)に もか か わ らず,45靴 は7・5・ ・億 円 で・55年 の4・3倍

と急 伸 した 。

これ を媒 体 別 に み る と.与 し噺 聞が 首位 の 座 を占 め てい る・ 昭和54年vaテ レ ビが ラ

ジオ を抜 い て2位 とな り,以 後 鰍 に伸 び て塒 は 首 位 の座 に あ る新 聞 踏 び やか したが・

、。年 頃 か らは,テ ・ ・の馴 化 に よb,両 者 の ・ ・ア が 綱 ・5%・ テ ・ ビ52%で 安 定

す るに い た った。(第15表 参照)

濠

1-4競 争の激化

広告費の増加にともな。て広告代蝶 の数も増大した・昭和30年 代にハウス'エ ージェ

ンシーその他 現存する代理店の半数以上力1誕生し代理店間の鯖 が激しくな・た・(第1

、表参照)そ れに加えて,・ ・年代以敵 なると外国ρ広告代曝 者が・つぎつぎにわ綱

での業 務 を開 始 した.昭 和 峰 に ・ ・恥 ・ プ ・ ・ 躰 支社 が開 設 さ 減 の を・ は じめ・

合 併 会社 では ・5靴 ・ 。キ 。 綱 報堂 ・ つ い で グ ・供 広・991=rン プ トンな どが 設立 さ

れ た.業 擁 携 の 形 で は,…IEt・CDDBと 離 社 に 始 ・て…B・D・0・ と第 一広 告・

キ 。ンベ ル イ 。ル ドと明極 信 社 な ど ・社力・これ に続 い てい る・ 今後 資本 の 曲 化 が進 むに

つ れ て 外 国 代理 店 の動 きが ま す ます活 発 に な る であ ろ う・ これ ら外 国代 理店 の凝 は・ 現

在 まで の 段 階 では 必ず し 棚 請 とは い 触 いが ・ 今 後 は 予断 を 許 さ ない・ 広 告 サ ー ビスは・

高 批 は ま 。た く顯 の もので あ り.風 酬 慣 の違 い・鮪 離 の麟 さ・ 人 材確 保 の 困難

さ な どが,観 の醐 にプ ・一 キ をか け る とい う前 提 疏 てば溺 小 代 理 店 の買 収 とい 弾

態 が あ 。た と して も.勧 の凝 自体 は さea・1i'大きな影響 は4kな い で あろ う・ む しろ国 際

化 の進 展に よる広告 主 の変 化の 方 が 広告 代理 業 に と って多大 の 影 響 を こ うむ るの では なか ろ

うか。

1-5そ の 他

広 告 費 の 著 しい 増大 に よ り,広 告 に対 す る風 当 りが 強 くな って きた。 革新 系代 議 士 に よる

広 告課 税 論 が国 会 で 鰯 され た り.昭 和 ・ ・勒 医 薬 品適 正 広 告基 轍 正 をか わ き りに・ 最

近で は オ ー プ ン懸賞 規制 の動 き にい た る まで,つ ぎつ ぎに 広 告に 対す る規 制が 強 ま って きて

い るむ

ま た、 消 費者 運 動 の台 頭 に よ って広 告 費 を 消費者 に 負担 させ て い る。虚 偽 ・誇 大 広告が 多

い。 屋外 広 告物 は都 市 の美 観 を損 な う,と い った広告 批判 が 高 ま って きた。
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一 方
,企 業 の側 に おい て も,公 害 問 題,欠 陥 商品 の摘 発,あ るい は再 販制 度 に対 す る批 判

'
な どコ ンシ ュー マ リズ ムの 波 を大 き くかぶ り,消 費 者対 策 に 乗 り出 さざ るを得 な くな ってい

る のが実 情 で あ る。

`
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2変 化への対応

広告代 理 業 は戦 後一 貫 して近代 化 の 努 力 を続 け て きたが,こ の10年 間 は驚 くべ き飛 躍 を,

とげ た時 代 で あ った。 この発 展 を支 え る主 要 な要 因 は,広 告主 の広 告活 動 が,マ ー ケテ ィン グ

理 論の 導入 に よ って変 化 し拡 大 したこと,媒 体 面 では,電 波媒 体 の登場 に よって量 的.質 的発 展

を した こと であ る。そ の間.広 告代 理 業 の 機能 も大 き く変 化 した。ス ペ ース ・ ブ ロー カ ー的 機

能 か ら,次 の よ うな能 力を持…った新 しい機 能 が要 請 され る よ うにな った。

ω 適 切 な広 告計 画 を立案 す る能 力

(ロ)計 画 立案 に必 要 な デー タを収集 す る能 力

⇔ 媒 体 の スペ ー スや タイム を確保 す る能 力

←)す ぐれ た広 告 を創 造 す る能 力

㈱ 計 画を全 国 的規 模 で遂行 す る能 力

内 上 記 各 項 目の ため に必 要 な組 織 を統制 し,計 画遂 行 の完 全管理 を行 な う能 力

{、1

2-1広 告代 理業 の主 な対 応策

(6)AE制 度 の実施

代 理 業 に要 請 され る機 能 が 多様 化 して くる と,効 率 的 に作業 を進 め る ため に は,組 織的

に 活動 しなけ れば な らな くな った。 昭 和50年 前半 に米国 か らAE制 度(ア カ ウ ン ト ・エ

グゼ クテ ィブ制 度 の略)が 導 入 され,AE制 を し く代 理店 が 出現 した。AEは 広 告代 理業

側 の代 表 者 と して,自 社 の ク リエ イテ ィ ブ ・ス タ 。フ、 媒 体 部 門 ス タ 。フ.マ ー ケテ ィ ン

グ関係 ス タ.フ な どの連 絡 を密 に し,広 告 主 の要 求 にそ ったサ ー ビス を行 な う もの で あ る。

AEを 中心 と したチ ー ム活 動 に よ って は じめ て.広 告計 画 の立案,そ の完全 な実 施,そ の

他広 告主 の マー ケテ ィ ング活 動 に 対応 す るサ ー ビスが全 うせ られ る よ うに 左 ったの で あ る。

←)プ ラ ンニ ン グ機 能 の充実

広告 計画 立 案が 広 告代理 業 に とって 重要 な業 務 に なる に した が って、各 代 理 業 はAEに

協 力す る計 画 立案 部 門 の強 化拡 充 を計 って きた。 調 査部 門,デ ー タ収 集,分 析部 門,ク リ

エ イテ ィ ブ部 門,媒 体計 画 部 門 をつ ぎつ ぎ と強 化 してい った。 その後 ① トー タル マ ー ケテ

ィ ン グの 一般 化 が進 み.マ ー ケテ ィン グの 全 体系 の なか の一 環 と して広 告 を考 え る よ うに

な って きた。 ② 媒体 の増 加 や質 的 な発 展 広告 技術 の進歩 な ど広告 を と りま く環 境 が非 常

に複雑 に な って きた ことか ら,計 画 技 術 の混 乱 を防 ぎ,作 業 の能 率 化 をは か る必 要 を生 じ

た。③ 計画 段階 で必 要 にな るデ ー タが 膨大,か つ,多 様化 して きた た め.必 要 な デー タ を

効 率的 に供 給 す る体制 が望 まれ る よ うに な った。 これ らの ことか ら.大 手代 理 店 では広 告

計 画 作成 のた め の技術,シ ス テ ムの 開 発 を進 め て きた。 電通 が 昭和45年 に開 発 したMA
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、

`

Pシ ス テ ム(MarketingAdvertisingPlanningSystem)は
,そ の一 つ

で ある。

広 告費 の 効率 的 運用 面 でクリエイティブ戦略 と並ん で 重要 な役割 を果 たすのが,媒 体 戦 略 で あ

る。 従来 は,媒 体 選択 は 単一 の 媒 体個 々の 効果 を評価 す る ことに よ って行 なわ れ てい たが

マ ー ケテ ィ ン グ理 論 の実 際へ の活 用 が進 む につ れ て
,設 定 され た広 告 目標 を効 率 的 に達 成

す る よ うな媒体 ミ ック ス が期 待 され る よ うに な った。 主 要代理 店は 長年,こ の媒 体 ミ ック

ス の研究 に取 組ん で きた。 昭和45年 に電 通 は媒 体 ミ 。クス を作成 す るた め の広 告効 果 予

測 モ デル.DMPモ デル(DentsuMediaPlanningMode1)を 完成 し
,広

告主 の媒 体 計 画 に役 立 てて い る。 これ は調 査 技術 の進 歩 に よ って得 られ た デ ー タ と コン ピ

ュー ター の活 用 に よ って 可能 とな った ので ある。

内 調査 機 能 お よびデ ー タ提供 機能 の充 実

大 手 広 告代 理 店 は,20年 代 か らす でに調 査 部 門 を設 け,市 場 調査,媒 体 調 査 を実 施 し

広 告主 の広 告政 策 決定 に 必要 なデ ー タ を提 供 して きた。50年 代 の半 ば 頃 か ら
,購 買動 機

調 査 な ど調 査 技術 の研 究 を進 め,(電 通 は この 頃,モ チベ ー シ ョン ・リサ ーチ 研究 室 を設

置)消 費者 の 心理 的 な行 動の 側 面 を把 握 し,広 告計 画立 案 のた め のデ ー タ と して役 立 て て

きた。 ま た,こ の よ うな技 術 は,つ ぎつ ぎに 開発 され る新 製 品 の商 品計 画 の段 階 か ら
,テ

ス トマ ー ケ ッ トの評価,広 告効 果 の測 定 な ど
,マ ー ケテ ィン グ ・リサー チ の面 で広 告 に協

力す る こ とを 可能 に した。 そ のた め の人 材 の 育成,体 制 の 整備 が 行 な われ た。 媒 体計 画 に

必要 なデ ー タ も.中 立 的 な立場 で 代理 業 が 調 査 を実施 して収 集 し,自 ら も利 用 す る と同時

に広 告主 へ も提 供 して きた。 電通 はDMPモ デル運 用 に必要 な多様 なデ ー タ を毎 年 継続 し

て調 査 し用 意 してい る。

テ レビ番組 の 評 価指 標 と して利 用 され てい るテ レ ビ視 聴 率 の調 査 は
,ニ ー ル セ ン と ビデ

オ リサ ー チが実 施 してい るが,ビ デ オ リサ ー チ の測定 機 械は 昭和56年 電 通 で 開 発 され た

もの で あ る。

広 告原稿.テ レビCMの 効果 測 定 技 法 も30年 代 半 ば以 降 に開 発が 進 み,心 理 測定 機 械

に よ るコ ピー テス トも大 手代理 店 で 実用 化 され る に いた った。 コ ピーテ ス1の デ ー タや 動

機調査 の結 果 は ク リエ イテ ィブ ・ス タ ッフに フ ィー ドバ ック され,他 の マ ー ケテ ィン グ ・

デ ー タ と と もに ク リエ イテ ィ ブ活 動 を助 け て い る。 一

各種 の調査 活 動 に よ って得 られ た デー タは体 系的 に蓄積 され る一 方 流通 段階 におけ る

情報,消 費実 態 や 消費者 に もか か わ る社 会 文 化情 報 な ど,非 常 に 多種 多様 な情 報 が 常に 収

集,加 工処 理 され て蓄 積 され る機 能 の 整備 が進 ん だ。 蓄 積 され た 情報は,各 部 門 の営業 活

動 や広 告計 画 の立 案 に利 用 され るの は勿 論 で あ るが,広 告主 の要 望 に応 じて提 供 され,広

告主 の マ ーケ テ ィン グ活 動 に 活用 さ れ てい る1

一31一



⇔ ク リエ イテ ィブ機 能 の充 実'

広 告 費 の効 果的 利 用 をは か るに は,媒 体戦 略 と と もに ク リエ イテ ィブ戦 略が 適 切 で なけ

ば な らな い。 消 費 者 の欲 求 に マ ッチ した,い わ ゆ るマー ケテ ィ ング ・デ ー タ をベ ース に し

た表現 戦 略 で 鮒 れ ば 妨 な い.こ の こ とは一 個 入 の ア イデ アだ け で は効 果 の あ る広 告

作 品は創 れ ない とい うこ とで ある。 従 来 は フ リーで活 躍 してい た技 術 者 が 昭和37年 頃 か

ら広告代 理 業 や デ ザ イ ン会社 の いず れか に所 属 し始 め た。広 告 代理 業 は.ク リエ イテ ィブ

マ ンを集 め.新 こい 技術 を吸収 さ せ,マ ー ケテ ィ ン グと ク リエ イテ ィ ブの結 合 を 指向 して

努 力 して きた。 最 近 の 傾 向で は,印 刷 媒体 と電 波 媒 体 を統 括 して表 現 戦 略 を立 案 し 企業

イメー ジ,商 品 イ メー ジの統 一 的訴 求 をはか る体 制 を と る よ うに な った。

'

■
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「
5ま とめ

この よ うに 広 告代 理業 は,広 告主 が マ ー ケテ ィ ン グ運動 の広 告 活動 を すす め る ことに よ って

スペづ ・ブ ロー カーか ら脱却 し,マ ー ケテ ィ ン グ ・サ ー ビスの 提供 を主 要 な業 務 とす る にい た

った。 しか し,コ ンシ ュー マ リズ ムの進 展 や,新 媒 体 の 出現 な どに よる環 境 の変 化 が,広 告代

理業 の機能 を,さ らに大 き く変 容 させ るで あろ う。 今 後,広 告 代理 業 は,広 告主 の提 供 す る商

品 に 関す る情報 を,広 告 情報 に変 換 して消費 者 に提 供 し,消 費 者 が商 品 に対 して下 す評 価 を変

換 して,マ ー ケテ ィ ン グ情報 と して広 告主 に提 供 す る。 この よ うな機 能 をも ったい わゆ る ッウ

・ウエ イ ・コ ミ ュニ ケ ー シ ョン ・エー ジ ェンシー を指 向 す るで あろ う。
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4f付 属 図 表

第1表4媒 体藁種別広告費(単 位億円)

昭 和55年 昭 和44年

広 告 費 寄与率(%) 広 告 費 寄与率(φ)

薬 品.医 療 品 16z4、 12.5 40α0 60

化 粧 品 116.7 a6 52在1 2.8

出 版 75.9 5」6 202.1 Z6
'

食料品,嗜 好品 18a1 158 781.6 Z5

金 融,・ 保 険 6Z6 5.0 521.8 15.6

機 械 器 具 2690 2〔10 1.0150 181

衣 料 用 繊 維 品' 655 4.7 104.9 α6

雑 品 '8a2
65 265.0

.

4.8
「

百 貨 店 555 4コ †44.2 24

興 行 4aφ 56 1055
,

09

交 通 運'輸 111 α8 94.4 261

そ の 他
,

19～[2 148 . 1.17α6 5a1

合 計
二

1.55α6 10〔 匡0 4,931.0 10〔10

ふ

(業 種 別分類 基準)

薬 品.医 療 品

化 粧 品

出 版

食 料 ・嗜 好 品

金 融 ・ 保 険

機{威 器 具

衣 料 用 繊 維 品

雑 品

百 貨 店

興 行

交 通 運 輸

そ の 他

医 療 品,公 衆 衛 生 薬.農 薬,動 植 物 製 薬 ,医 療 用 品,肥 料 な ど

皮 膚 用 化 粧 品,毛 髪 用 化 粧 品.石 鹸.洗 剤,歯 磨,口 腔 清 涼 剤 ,香 水,美 爪 液,化 粧 用 具 な ど

新 聞,雑 誌,書 籍,フ ォ ノ ブ ッ ク,そ の 他 印 刷 物

ア ル ‥ ル 飲 料 ・ 非 ア ル ・ 一 ル 飲 料 ・ 乳 製 品 .調 味 料,辞 料,砂 糖,バ ン,菓 子,生 肉,加 工 食 品
,

コ ー ヒ ー,コ コ ア∀ 茶,た ぱ ζ な ど

銀 行,証 券,保 険,不 動 産,そ の 他 の 金 融 、など

電 機 機 器,輸 送 機 器,事 務 機 器,時 計,カ メ ラ ,精 密 機 器,ミ シ ン,編 機,厨 房 用 機 器 な ど

衣 服,身 延 品,繊 維 製 家 庭 用 品 な ど

姫 島ぽ 礎材・家職 備品・娘 用化学製品・肋 ・蛎 具・楽器,厨 棚 機翻 ど

映 画,演 劇,そ の 他 の 興 行,娯 楽

運 始,通 信,交 通 に 付 帯 す る サ ー ビ ス'

卸 売,貿 易,小 売,対 個 人 サ ー ビ ス,対 事 業 所 サ ー ビ ス
,非 営 利 公 務,公 告,案 内 な ど
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移推
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(単位 百分比)

年.次
収入構成

販 売 収 入

広 告 収 入

54

5Z5

42.5

55

55.1

44.9

56

5t8

4a2

57

49・ ・6

5α4

58

4a1

51.9

39

44.1

55L9

40

46.1

55」9

41

上4z3

下4a5

上527

下51.7

42

上45.5
下4蕊4

上546

下566

45

上425
下4〔17

上5ス ア
下595

44

42.0

5ao

(注)

総 べ ー ジ 数 総広告量
、

対前年比 広 告.
掲 載

.調 査

対 象一

,ペー シ 段 (段) (%) 率(φ) 紙 数

年27
141,534 2,122.99299 57ag1265

一 2Z2 105

.

28 184,411 Zア6在16501 761,055.25 151.9 2Z5 10ア

29 191,711 2.87S66501 755,544.75 9～ 三5 2ε5 96

50 19Zフ88 2.96亀67α01 78918t'4 104.5 26.6 96

51 21へ62ア 蕊21・940501 89`q532.34 11Z8 2Zヌ 96

52 2126524
1

蕊59486匹00 95在07α44 10Z
.4

281 96

` 嚇

55 22ス660 蕊414.90α00 97乳85α68 101.8 285 95

、

㎡ ♪
`

54 26S104 蕊97456α00 い5至91z68 11～ ヒ12 292 95

.

55 261,828 4.22Z42000 1.26.qg64.51 1087 298 94

へ ■■ ・ '

56
4

2;a2'ア2 4,4フ4.08叫0'0 1,41瓜771ご5・5

:
11・24 5t7 9』

57 515b874 4.70allaoO 1.554,ア5Z56 1097 55.o 94

58 55在984 5,064,11α65

「

'1
,ア4ao9491 1⑫4 54.5 94

59 59叫867 S86弐005.d1 之06兄56ao5 11a4 555 100

「

r

40 582,958 5,744.57α00 1,996.6615.8 96.5 54.8 100

.

,

41 59乞254 588581α00 臼1a16ア2詞 106」 † 56ト0 100

42 411,254 `16a81α00 a54488487 1、 皿8 5.80
-'

100

45 45a68 .8 輪58α52α00 2,601,901.65 1』1ag 595 100

「

44 465,656 4975・5400ρ 乳85蕊96乞45 1bag 4α .6 100

(注)た だ し,調 査対象の45年1～5月 はtOO紙 電通広告年齢 グ
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第4表 雑 誌総.広告 量の 推移

総 べ ー ジ 数

総 広 告 量

(ベ ー ジ)

対 前 年 比

(%)

広 告掲 載率

(φ)
調査対象誌数

年27
152,250 1α47200

,

一 ス9 48

28 165LO81 15b51428 12～11 a5 50

29 168,471 14,624.57 10a2 8L7 50

50 17〔 い24 14.80989 10t5 aフ 50

51 185■69 1ス82在98 12〔14
.

駐7 55

52 205b211 21.08t72 118」5 1α4 54

55 20蕊760 21.57978 101.4… 1α5 54
・

54 22ス265 26.75580 125」1 11.8 58

55 238b272 51,651.65 11a2 15.5 57

.

56 24ス052 5ZO8917 11z5 150 56

5ア 264,518 59916bO5 10Z6 151 56

5∂

':
・

284,584 4S11蕊52 11蕊0 159 6¶

59 504685 4a58Z15 10π, 15L8 64

40 502179 4s781.26 9へ2 1s2 64

41 50ス418 4駕12《189 10Z5 160 64

・

42
-51蕊842

5SO1豆66 1t2.0 1z4 64

45 55Z717 62」265、44 115L2 1z4 64

44 58a455 6450S55 106L8 1z4 64

0

5

0

5

0

5

0

4

5

5

2

2

1

1

5

0

(注)電 通広告年鑑 より

総 べー ジ数(ペ ー ジ)二 /
/

,'"

z

/

一'一 ・

初

,づ"

初

,一'

≡ ・≡.

/

掲載率(の,
,,"

.一"広

告広告量(⇒ 一ジ)

/
.

'≡.,

z一
2728295051525554555657594041

第2図 雑 誌広告量 の推移(注)

-36一

40

55

50

25

20

、・5

10

5

(%)
0

424544

電 通広告年鑑 より

.

、

ぷ

●
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第5表 ラジオ総 広告量 の 推移

(単 位:,分)
一

'

総 放 …き特 高 総 広 告 量

(番 組契約時間)

対 前 年 些

(%)

契 約 率

(勇)
放 送会 社数

年27
☆4,44aoOO ☆1.50α000 一 5蕊8 18

28 a131,025 2.6.2叫720 174.7 52.0 29

29 12,711,715 4,256,950 1691.フ 500
ザ

57

50 14.25蕊215 427〔 し510 1480 44.0 58

51 1S412,425 a474,970 ゴ552 550 59

52 1a51～ い65 ・9861 .665 116.2 6巳o 41

55 1`819745 9981,561 101.2
.5駐0 44

54

否

'

1zg4α144 1叫91Z476 1-095 6〔L8 44

・55 1a224,81書 11.205」510 1027 6t5 44

56 1a44之589 11.29Z865 10α8

,

61.5 44

57 1a5ア 之566 1〔145ZO99 924 56.8 44

58 1曾94〔1864 11.52ス515 10a5 56.8 48

59 2α19兜840 `2.40ag49 1095 61.4 48

40 2α †62,284 1Z52ス799 995.一 61.1 48
.

41 2〔B6琶595 1蕊124501 1065 644 48
・

42 2q654416 14.4ga`25 1.1α5 7(15 48

45 2α80t582 1S566b954 10Z4 748
'
48

.

44 2qg8Z575 1ZO14588 †095 8t1 48

ZsOO

2.OOO

1,500

t.000

500

　

月
分
)0

(注)☆ 確定8Bを 除 く 電通広告年鑑より

総放送時間教(分)

・泉郷

272829505152555455565758594041424544

第5図 ラジオ総 広告 量推移
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第6表 国 民 総 生 産,広 告 費 と ラ ジオ ・・テ レ ビ営 業 収 益(民 放 全 社)の 比 較

1

ω
o。
ー

べ

ω国民総生産 q広 告 費 (《》 ジ ジ オ 営 業 収 益 ⑬ テ レ ビ営 業 収 益

年
L. .、

`

'

金 額
1金 額 ω に'対 す る

割 合

金 額
㈹ に対 す る

割 合

⑧ に対す る

割 合
金 額

ω に対す る

割 合

働 に対す る

割 合
F

(億苗
■

(億 円) (の (百方円) (の (の (百 万円) (φ) (の

昭 和55(60) 154,992' 1,740 1.12 1ス267 α11 992 .4qg40 α26 25.55

'

,

56(61) 1.9W255 2,110 1.10 1ス251 oo9 a18 5ス575
.

0.50 2元19

,

57(62)・. 211,992も 2,455 1.15 1輪092 α08 461 7α497 α55 2ag5

、

今

58(65) 2ぴ40 2,982 1.22 1Cざ76' α07

,L

549 gq450 057 5〔155

「

s.

59(64)・
「'

28a5ア? 5491 1.21 16407 o」06' 4.70 105324 α57 5α17

'

「

,
・

40(65) '5
.1ス869

・'蕊440

1

1.08 15,160 qO5
←

4.41 109048 α54 51.70

.

41(66) 365445 義831 1.05' 1ス4■1
'"'α05

4.54 124561 ●55 35.04

、

42(6フ) 45qg65 4,594 1.07 21,215 α05一 4.62 155115 α56 55.55

.・

45'(68、

'
51α774・ 5,521 1.04 25228 α05

A

4.74 17蕊65日 054 5265

44(69ブ 599022 4528 to6 5zbg4 α05
'

5」07 21駕755 057 54.75

(注)国 民総生産は経済企画庁調べ(歴 年計算),広 告費は電通調べ(歴 年計算)

ラジオ,テ レビ営業収益は各社別決算年度による44年 度は推計 ・

∀
¶ ●



第7表 テ レ ビ 総 広 告 量 の 推 移

(単 位:分)

「

噂

・

`

'

総放 送時 間
総 広 告 量 ・

(番 組契約時間)『

対 前 年 比

(φ)

契 約 率

(%)
放送会社数

27年

ρ

28 強r64.000 4SOOO 一 7ユ5 1

29 ☆11`000 551000 ,1λ8 45」7 1

.

50 ☆24aoOO ttzOOO
.

211.5 452 2

51 ☆594000 501,000 26a8 76LO 4

52 ☆865000 54ZOOO 18a4 62.8 5

55 ☆1,44ム00 .0 984515 18t6 6a2 17

54 ☆4.559000 5661,581 571.2 8α5 56

55 ☆7165α000 4155㎞629 16a1 8α6 45

56 ☆g58qoOO .Z77S505 126.4 8t2 45

57 1259ス000 915`969 11Z5 75.6 46

58 14.575㎏000 `qg5之765 1t窒7 76.1 47

59 15、1† ス000 11.70a575 10Z1 フZ4 48

60 15.55ZOOO $t672」846 9?7 75Lo 48

41 1407aoOO ⑳2.91α520 11〔16 8a5 47

.

42 1ZO69000 14.55ミ690 1126 85、 48

45 1ス681,0σ0 1S561,565 勺05」 86ト9 48

44 1ao55bOOO 1sg4t822 105ト8 8a5 48

◆

(注)☆ ・… … 確定,8Bを 除 く

電通 広告年鑑 より

.

一39-一
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第4図 テ レ ビ総 広 告量 の 推 移
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、!
、'
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、,'

'

/

、 、
r!

、

、'

、

、 「

、'
、

、'
'

、
、 、'

、 旬

総放送時間数(分 )

/
総広告量(分

/

/(総ヨ燃

)

)
z

〃//

/
/'

/ /彩〃%

z

/〃

/z'" ''" ''"

2829505132333455565758394041424344

第8表 テ レ ビ受 像機 の普 及 状 況

100

80

60

40

20

(%)

0

,

＼ 昭 和5ら 年 昭 和45年
　 　

白 黒 テ レ ビ 35% 94%

カ ラ ー テ レ ビ 一 53

(注)BBRよ り

第9表 パ ーテ ィシペ ー シ ョ ン番 組 の特 色

時 間 ど りに弾 力 性が ある。

ス テ ー シ ■ン ・プレ ー ク ス ポ ッ トよ り も内

容 を盛 りこめ る。

数 多 くの番組 を利用 す る こと に よ って危 険 分

散 が で き,到 達 視聴 率 を拡 大 し うる。

第10表 民 放 局 の 数

1

2

5

放送会社77社 912局

VHF局 446

UHF局 466

昭 和45年4月 現在

一40一
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第11表 総 広 告 費 の移 り変 わ り

(単 位:億 円)

年 総 広 告 費(億 円) 対 前 年 比(%)

22(1947) 14.6 一

23(48) 55 226.0

24(49) 105 51a2

25(50) 16Z5 15～15

26(51) 245 145.'1

27(52) 585 158.4

28(55) 491 12Z5

29(54) 550 り12.0

50(55) 609 110.7

31(56) 745 122.5

52(57) 940 126.2

35(58) 1,065 113.5

34(59) 1,456 156.7

35(60) 1,740 1195

56(61) 2,140 121.3

57(62) 2,455 115.4

38(63) 2,982 122.5

59(64)' 3,491 11ス1

40(65) 3,440 985

41(66) 3,851 111.4

42(67) 4,591 1199

43(68) 5,521 115.8

44(69) 6,328 '118
.9

(注)電 通 推 計 に よる。

一41一



第5図 総 広 告費 の 推移
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第12表 日本経 済 の成 長 と 「日本 の広 告 費 」

1

命

Qo
ー

国 民 総 生 産 日 本 の 広 告 費 国民総生産
に対する広

国 民 総 生産 対 前 年 比 40年 を100 日本Z広告費 対 前 年 比 40年 を100 告費の割合

(億 円) (%) と した指 数 (億 円) (%) と した 指数
(%')

昭和55年 154,992 1199 49 1,740 1195 51 1.12

36年 191,255 1254 60 2,110 121.5 61 1.10

57年 211,992 11α8 67 2,455 1154 71 1パ5

58年 244,640 115.4 77 2,982 122.5 87 1.22

59年 288,379 11z9 91 5491 11z1 101 1.21

40年 51Z929 1102 100 5440 ga5 100 1.08

41年 565674 115.0 115 5851 111.4 111 1.05

42年 450,589 11Z7 155 4,594 1199 154 1.07

45年 510920 11a7 161 5,521 1158 155 1.04

44年 606975 11a8 191 6528 11&9 184 tO4

1

2

5

55年 ～4S年 の国民総生産は経済企画庁編国民所得年報から。

44年 の国民総生産は日本経済研究センターの当該年度の伸び率の予測値(44.12.1発 表)か ら推定したものである。

日本の広告費は電通推計値
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』
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篇15表
'媒 体 別 広 告 費 の 移 り 変 わ り

(単 位:億 円)

媒体 新 聞 雑 誌 ラ ジ オ テ レ ビ 1)M 屋外 ・その他 翰 出 広 告

年 広 告 費 対前年比% 広 告 費 対前年比% 広 告 費 対前年比% 広 告 費 対前年比φ 広 告 費 対前年比φ 広 告 費 対前年比% 広 告 費 対前年比φ

2 一 ト

22'(1。47)年 11 一 1.6 一

.s

25(48) 28 254.5 2 125.0 5 15《LO

24(49)' 80 285.7 5 2500 .,.

. 20 666L7

25(50) 120 15α6 7 14α0 4α5 202.5

26(51) 180 15α0 10 142.9 5 一 50 1255

27r52) 2ブ0 15〔10 18 18α0 22 755」5 75 1500

28(55) 520 1185 25 15ag 45 204.5 1 一 100 153L5,

29↓54) 522 10α6 50 12〔LO 74 164.4 4 40α0 120 12α0

50イ55) 557 104.7 55 1167 98 152.4 9 225.0 150 10a5

51r56) 405 12α2 40 114.5 150 152.7 20 222.2 150 115.4

52(57) 510 125.9 50 ↑25」0 150 、154 60 50{10 ¶70 1155

55(58) 525 102.9 55 11α0 157 104.7 105 1フ5.0 210 1255 15 一

54(59) 618 `1ア7 80 145.5 162 105.2 258 226.7 554 1590 24 184.6

55(.60) 684 、1〔L7 100 125.0 178 1097 588
一

165.0 572 111.4 18 75.0

56(61) 824 12〔15 125 125.0 178 100.0 559 15ag 90 一 521 一 55 185.5

57(62) 922 111.9 144 115.2 175 9Z2 600 1280 102 115」5 555 11α'0 51 154.5

58(65) 1,120 ¶21.5 169 11z4 1フ1 ga8 899 15〔15 117 114.7 441 124.9 65 12Z5

59(64) ↑,297 ⑱15.8 195 1↑5.4 170 994 1,081 12t12 115 ga2 546 125.8 87 155.8

40(65) 1,255 95パ 192 ga5 16' 94.7 1,110 102.7 116 10〔19 559 ga7 89 1025

41(66) t557 10a4 211 1099 169 1050 1,247 112.5卜
168

.

144.8 602 111.7. 97
㊨

1090

42(67) 1,611 12α5 255 12ag 195 115.4 1,509 121.0 204 12t4 700 11a5 120 1257

45イ68) 1,884 116.9 298 1169 235 1195 1コ45 115.6 215 104.5 799 114」 149 ¶24.2

44(69) 2,250 1194 548 116.8 291 124.9 2,042 11ZO 229 10Z5 988 125.7 180 12a8

(注)55年 以前のrDM」 広告費は 「屋外,そ の他」広告費に含まれ る。

亀・ A
■ ◎



2,400

2.200

2,000

1β00

1、600

1,400

1,200

1,000

800

600

400

200

0

(億 円)

'

M

4 !

!'
ノ

z
新 聞 緒 /

イ テ レ ビ

/
〆

/

'
〆

'

1

ノ
/ /

ノ

/

γ
屋 外・その 他

・`「ー`
r

,

ヲ ノ
/ /

/

'

一 /

ノ /
/ イ

!
/ /

/
一

雑誌〆 ノ 〉
ラ ジ オ ''

'

一三
一'二

! D
一 　 .≦

一一

'
.二=二 :_

輸

ρ一

出広'吾
一 ・一 d

司
.二.

〆

一'.一_'ゴ 二 二_
一

二_.一 一

一一'一 二=工=

5051523554

第6図

第14表
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広 告 代 理 業 の 設 立 年 別 社 数,比 率

(対 象 代 理 業:445社)
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明 治21～44年 4社 09%

大 正1～14 5 1.1

昭 禾01～ ・5 11 2.5

6～10 5 1.1

11～15 5 t1

16～20
11' 2.5

21～25 62 159

26～50' 96 21.6

51～55 102 22.9

56～40 154 501

41～42 40 2.2
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第7図 広 告代 理 業 の機 能の 変 化
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は じめに

明 治 の初 期,政 府 の 助成 に よ って既 に工 業化 を開 始 した繊維 産 業 は,我 国 産業 の中 に あ って最

も歴 史 の古 い 一 つ で あ るが,昭 和 初 期 か らの化 繊工 業 の 拾頭,さ らに戦 後 これ を基 盤 と しての合

繊開 発 に よ って近代 化 工業 と して飛 躍 して来 た。 しか もその反 面,産 業 全体 と してみ る場 合 なお

近 代 化 され てい ない多 くの面 を 残 してい た。 昭和50年 前 后 に行 なわれ た ナ イロ ン,ビ ニ ロンの

本 格 的工 業 化,及 び引続 き行 わ れ た拡 大 に際 し,需 要 創 造,商 品 企画,技 術 指 導系 列 化 等,そ れ

以 前 の 天然 繊 維及 び化 繊時 代 に は見 られ な か った新 しい考 え 方,戦 略 が実 行 古れ,ポ リエス テル

ア ク リル を始 め 各 種 合 繊の 拡 大 の過 程 で これ らの 考え 方 が 「般 化,定 着 化 し,現 在 の 姿 を形成

して来 た と云 え る。

しか しこの考 え 方 も昭和40年 を中 心 とす る不況 を境 π一 つの 転機 を迎 え た と云わ れ る。 即,

量 産化,そ れ に と もな うコ ス トダ ウン,個 別 の 生産 技 術,販 売 系 列拡大 等,云 わ ゆ る生 産 指向 的

且 個 々的,単 発 的 考 え方 か ら,よ り市場 指 向 的,総 合的,ソ フ トウエア ー的 考 え方 に重 点が うつ

りつ つ ある と考 え られ る。

昭 和55年 以 降 繊維 産業 全 体 の 状況 変 化 は別 表1の 如 く全 繊 維需 要 の過 半数 を化 合繊 が 占め る

に至 ってい る。

表 一1化 合 繊生 産 量 の 増大

千 ト ン

昭和55年 昭和40年
1

昭和44年

レ ー ヨ ン ・ア セ テ ー ト 454(100) 498(114) 563(129)

合 成 繊 維 118(100) 580(320) 806(680)

計 552(100) 878(158) 1,369(240)

`

表 一2化 合繊維物のウエイト増大状況

百 万平 方 メ ー トル

昭和55年 昭和40年

令

昭和44年

化 合 繊 維 物 2,252(57) 2,895(44) 義947(52)

天 然 繊 維 織 物
'

ゑ920(65) 5712(56) 5605(48)

計 臼72(100) 6,607(100) Z550(100)
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/ 1.需 要 面 の変化

最 近 の 社会 の変 化,特 に所 得 の増 大,各 人 の考 え方 の個 性 化 レ ジ ャー の増 大等 は,大 衆 消

費 財 で あ る繊維,衣 料 需 要 に顕 著 な変 化 を もた らした。 衣料 品 は絹,毛 の一部 高級 品 を除 き,

誰で もが手軽 な気持 で お し ゃれ の満 足 を得 られ る時代 とな り,半 耐 久 消費 財 と しての感 覚か ら,

完全な韻 財,一 部に峻 峰 ての時代に入 ・ている・又晒 中・被服支出の占める書始 は逐

次低下の傾向があるが,他 の面では高所得階層程その割合が大 きい傾向をもっている。

表一5所 得階層と被服支出の割合(総 理府家計調査 より)

平 均 低 所 得 中 所 得 高 所 得

昭和35年 125% 10.7 12.2 1.63

58年 12.6 10.6 12.6 153

40年 11.4 102 1t2 12.0

41年 11.0 ?6 11.0 11.4

42年 1t7 10.5 11.7 12.5

こ
45年 11.6. 102 11.5 12.5

44年 109 97 1〔L6 11.9

これ らの要因が以下に述べる多様化,高 級化,高 加工度化等の需要変化をもたらしたと考え

られ る 。

戸

1-1多 様 化

ω 嗜 好 品の ウ エイ ト増大 の現 象

衣 料 品 を嗜 好品,お しゃれ 的商 品 と規 格 品;実 用 品の 二 つ に大 別 して み る と前 者 の比率

が増 大 し,そ の 伸 び率 が 大 きい こ とが看取 され る。

即 ち,商 品動 向 と して,伸 び率 の大 きい代 表 に 婦 人服,乳 児服,男 子 セー タ ーが挙 げ ら

れ,小 さい もの と して,学 生 服,ワ イ シ ャツ,ブ ラウス等 が 挙げ られ る。 但 し,ワ イシ ャ

ツを例 の よ うに,最 近 カラ ー化 、 規格 の 細分 化年 令,T.P.qに よる商 品ilESIj化の戦 術

を展 開 し,需 要 の拡 大 を図 ってお り,旧 来 の規格 品 と しての性 格 を転換 す る こ とを 目論 む

等 商 品 と しての 性 格 は決 して 固定 的 な もの とは 云 えな い こ とは注 意 せね ば なる まい。

又,ナ イ・ ンで あ るか ら丈 夫 で あ る と云 う選択 の比 重が 変 化 してい る現 象 も嗜 好 的 な性

格 を あ らわす もの であ り,セ ンス を売物 とす る店 の オ リジナル 商品 政 策が その対 応策 と し

て と られ てい る。

●
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表 一一4商 品 動 向 の例(家 計 調 査年 報 よ り)

グ ル ー プ 商 品 別 昭和38年 42 45

乳 児 服
1.数 量,金

額 と もに伸

婦 人 服
100

量150～200 170～260

長率大
ス カ ー ト 額170～190 200～270

男子 セ ー ター

2・ 数量 の伸

長率大
婦人 長靴 下 100 量170 240

婦 人 着 物

5金 額の伸 冬 背 広

長率大 子 供 服
100 額125～160 140～190

下 着 類

夏 背 広
4数 量,金

額 と もに 伸

夏 ズ ボ ン

100

量100～140 120～150

男 子 靴 下 額120～140 110～120

長率小
婦 人 ソ ック ス

レ イ ン コ ー ト

男 子 オ ー バ
5数 量減少

ブ ラ ウ ス 100 70～110 80～100

傾向
学 生 服

ワ イ シ ャ ツ

←)品 種,規 格の増大(細 分化,差 別化の要求)需 要の要求が細分化されている現象をその

まま数量,統 計としてとらえることは困難であるが,生 産の側にとって繊維原料(糸,綿)

中間原料(紡 績糸,加 工糸)織 編物,縫 製品の各段階でやむを得ない現象として著 しく増

大,複 雑化 している。合繊を例にとる場合,生 産量2倍,糸 綿品種2倍 ,織 物品種5倍,程

度の増大が一般的であると推定される。 この各段階毎の品種の組合せを考えると必要情報

量は歎 な増加と剖 流 行サイク・レの短縮 全国的伝播の速さと咽 連 し南殿 画等の

面で困難が増大する。

1-2高 級化,高 加工度化.

ω'高 加工度化

繊維産業全体として高加工度化が進み,高 級化に対処しているが特に後段階,加 工産業に

その現象が著 しい。

一49一



縫 製等 の昭 和35年:昭 和42年 の 出荷 額伸 び率は5.5倍 で繊維 産 業 の他 工 程 より大 き く

(化 合 繊2.27倍,紡 織 業1.85倍)全 製 造 業 平均2.64倍 に 比 して 又,米 国縫製 等 の1.6

5倍 に 比 して も大 きい(別 表4)そ の 他,衣 服 品工 業,繊 維 工業 の比 は 家具:木 材,材 料工

業:第1次 金 属 よ り大 きい こ と等 加工 高度 化 の あ らわれ と云え よ う。

(ロ)合 繊 加 工 の発 展

生産 技術 面 か らは,合 繊 が 性質 上,天 然繊 維,化 繊 に較べ,は るか に後 加 工 に よ ってそ の

性 質形 状 等 に変 化 を 持 たせ や す い。

一方
,需 要 面か らは 旧来 か らの フ ィラ メン ト,又 は スパ ン織 物.そ の代 表 と して タフ タ,

シ ャー,ク レー プ,又 は ブ ロー ド,サ ー ジ,ト ロ ピカル 等 に満 足せ ず,変 り織物,さ らに

遡 って,加 工糸,紡 績 糸 に変 化 を要 求す る よ うに な った。 そ の典 型 的 現 象 を ラ ー リー加 工

の拡 大 に見 る こ とが 出来 る。

○ ウー リー 加工 の拡 大

広 くウー リー加工 と云 わ れ る もの には,普 通,改 良,仮 撚 法 の 他 に擦 過 押込,賦 型 方

式 等 や数 十 種 類 の方 式 が開 発 され,用 途,要 求 に応 じ使 い 分け られ,そ の 生産 量の拡 大

は 昭和40年 約5万 トンに対 し,昭 和44年8万 トン近 い(別 表5)。

この加 工 糸 を原 料 とす る織編 物 に数 多 くの 変 化 を もた らす こ と とな り特 に第5の 織物 と

云 われ る。加 工 糸 織物 の伸長 は 国内 外 に顕 著 で あ る。

(ポ リエ ステ ル 加工 糸織 物 の6.6%は 婦人 外衣 用 途 で あ る。)

○ そ の他 加工 段 階 の 高度 化開 発 と して,パ ーマ ネ ン トプ レス,帯 電 防 止,等 天然 糸 では

不 可能 な特性,又 は合 繊 の欠 点 を カバ ーす る こ とが行 な われ,さ らに原 糸,原 綿 に遡 って

異 形 断面,中 空 糸,抗 ピ リン グ等 の用 途 への対 応が 行 なわれ てい る。

ぐ.

1-5家 庭 用 需要 の増 大

生 活様 式 の変化 につ れ,家 庭 用,イ ン ラ リア用 の需 要 が 著 し く,繊 維 総 需 要 量 の 約23%

を占め る。 そ れ で もなお,ア メ リカ に比 し,対 需 要 量比 で5～5%は 低 い と推 定 さ れ,今 後

敷物,椅 子 張 り,ウ イ ッグ(か つ ら)等 各 種 用途 の拡 大が 予測 さ れ る(別 表6)。 これ に と

もな い一 般衣 料 品 とは 異 な った流 通,販 売方式 の確 立が 必 要 とされ てい る。

9

1-4産 業用途の増大

産業用途は繊維需要量中27%を 占め,産 業の高度成長 中でも自動車,建 材等の拡大の

結果として確実に増大している。
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表 一5タ イヤ コー ド生 産 高

千 トン

昭和55年 昭和40年 昭和44年

強 力 レ ー ヨ ン 18 22 10

ナ イ ロ ン 1 22 55

そ の 他 合 繊 1 3
'

計 19 45 69

:,.v",'

用途の性質上,物 理的性能が重要で,化 合繊と天然繊維は夫々の用途が明確に区分される

中で,化 合繊は昭和44年62%を 占めている。

産業用途ではシビヤーな品質管理,安 定供給が特に重要で,こ れにっいての情報蓄積,伝

達はその他用途 とは違 った面・意義をもっている。

1-5'流 通 の変 革

流 通 問題 は繊 維 が綿,毛 の輸 入 を 出発 と し,零 細 企 業 で支 え られ て来 た 長 い歴 史 を持 つだ

け に,最 も大 きい課 題 で あ り,且 著 しい変 化 を遂げ つつ あ る面 であ る。 この改善 は業界 自 ら

の必 要 に よ って 行 なわ れ る面 と同時 に,都 市 化 個 性 化 等需 要 側 の変 化 に よ って もた らされ

て い る面 も大 きい 。

表 一6昭 和41年,47年 小 売 業界 の比較(通 産省,流 通 近代 化 の 展望 と課題)

昭和41年 昭和47年 見通

一 般 小 売 店 561% 51.7%

家9庭 経 営 店 2Z6 259

チ ェ ー ン ス ト ア ー 67 14.6

百 貨 店 96 、98

金 額 1α5兆 円 2α5兆 円
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2.生 産面(企 業活動面)の 変化

2-1企 業総合化の傾向

繊維製品が最終の形 として完成されるまでの段階は石油化学を出発点とし,流 通,縫 製に

至 るまで長い工程を含むが,一 企業が単独な一段階に止ることなく,前 後の工程に伸長しよ

うとする傾向は躰 のみならず世界各国極 じ共通の方向である・,この事象は単に企業規模

拡大 と云 う当然の力の他に,繊 維産業個有の問題 として各段階が細分化されている環境を改

善し,商 品化の流れをスムースに,計 画的に実行 しようとする効果,期 待を含んでいると解

せ られる。従って情報化への対応策と云 う立場か らの問題でもある。
『o

石 油 精 製 段 階
(企 業)

石 油 化 学

繊 維 化

紡 績,ウ ー リー 加 工

織 布 ・ 編 立

染 色 ・ 加 工

縫 製

〔 流 通(商 社,

製 品 問 屋,ス ー

パ ー 等)〕

]τ

τ

∀

↓

A

⊥τ

2-2有 機合成品等への展開

繊維産業中,比 較的大資本企業が多い合繊 紡績メーカーにおいては,合 繊の隣に位置す

る各種製品への展開が盛んで,そ の点か らの技術,販 売力の総合活用を図っている。
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プ ラス チ ッ久 フ イルム,合 成 ゴ ム,各 種 ファ イ ン ケ ミカル分野,等 が 代 表 的 な もの で

あ る。 そ の 他,合 成 皮 革,各 種 エ ンジニ ア リ ング
,情 報 産業 等 脱繊 維の 観点 か ら企業 活 動

の複 雑 化が 見 られ る。

●

2-3工 場 規 模 の拡 大

合繊 工 場 の規 模 は昭和55年 最 大50t/1日(東 レ愛 知工 場 ナイ ロ ン)を 除 きす べ て

20～25t/日 の 規模 に過 ぎなか ったが
,ナ イロ ン,ポ リエステ ル,ア ク リル の三大 合

繊 工場 は200t/日 の規 模 に達 して い る。 この合 繊 の拡 大 に 当然対 応 す る形 で ウー リー

加 二〔 織 布,編 立,染 色 加 工,'縫 製 の各 工 場 とも格 段 の規 模 に達 し
,構 造 改 善 の施策 と

も相 侯 って,小 規模 企 業 は中 企 業 に,中 企 業 は大 企 業 化 してい るのが 一 般 傾向 で あ る。

この事 は工 場管 理 方 式 の改 善変 革 を もた らす 結果 とな る。 又 企業,工 場 の大 型 化 は使 用

粗枕 完 成製 品 両面 に つ いて安 定 した需要,供 給 が 必 要 とな り,企 業 相 互 間 の 関連 緊密 化

の 要 因 と もな って い る。

2-4労 働力節減に関連する技術開発

労働力の不足は,繊 維産業にとって,特 に紡績以下織布,縫 製等労働集約的性格の段階

に影響が大きい。 一

表一7段 階別労働生産性の比較(昭 和40年 一100)

昭和55年 40 44

合 繊 業 55 100 200

染 色 82 100 164

化 繊 62 100 158

メ リ ヤ ス 91 100 145

織 布 82 100 155

紡 績 77 100 126

縫 製 82 100 105

合 計 75 100 148.

従 って これ らの段 階 を 主体 として無 人 精紡,ウ オ 一 夕 ジェ ッ ト織 機 自動縫 製 技術,コ

ン ピ ュー タ ーに よる染 色色 合 せ等 の開発 が 行 なわれ実 用化 され てい る
。 又用 途 に よって織

物 を使 用せ ず,不 織 布 を活用 す る ことが 普 及 してい るが 織物 の 労働 生産 性 を別 の角度 か

ら向上 させ る技 術 と云 う見 方 も出来 る。
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2-5海 外 へ の進 出,提 携.

海 外諸 国 との関係 は 単 な る輸 出入 の 関係 か ら変 化 し,こ こ数 年,海 外 へ の進 出,技 術 のて

い け い の形 が増 加 してい る。

東 南 ア ジア,中 南米 を始 め とす る海 外 加工 基 地 の建 設,投 資 は我 国 内労 働 力 の不 足,高 騰

及 び 民族 主 義 に よる産 業 化 を背 景 に昭 和40年 頃 より急 速 に増 加 してい る。 内 容 と して も,

原 糸,原 綿の製 造,紡 績,織 布,縫 製 等総 ゆ る段 階 に 及 び,夫 々 の技 術 内 容 に応 じ,商 社,

各 段 階 メー カ ーの各 種 の共 同,協 力,組 合 せ に ょって行 な われ てい る。

又,商 品 の高級 化,多 様 化 と も関連 し,海 外 よ りの 縫製,デ ザイ ン等 の技術 導 入 情報 て

いけ いが 活発 に な ってい る。

■

,

_ご.
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'5
・ 変 化 へ の 対 応

5-1調 査,企 画 の強 化

④ 調 査,企 画 の重 要性 の増 大

需要 の変化 に応 じマー ケテ ィン グにつ い ての各 種 の調 査,企 画 の重 要性 は 当 然増 大 す る。

従来 か ら商 品 企 画 に際 して は,需 要 者 の 要望 が根 底 であ るが
,情 報 の不 完 全,各 段 階 の

調査 企 画 能力 の ア ンバ ラ ンス,協 力体 制 の 不備 等,諸 々の 原因 に よ って 素材 メ ー カー の一

方通行 的 企 画,或 は 商社,問 屋 の単 発 的 企画 の ウエ イ トが 高 か ったの が実 状 で あ って
,消

費 者 要望 の 体系 的把 握 解析;そ の た め の ネ ッ トワー ク の編 成,各 業 界団 体 等 に対 す る調

査 の充 実 へ の働 きかけ ・ そ の活 用,中 間 需 要 者 と原 糸 メー カー間笠各 段 階 相互 の連 け い
,

企 業 内 情 報 の充 実(単 なる マク ロ情 報 の 域 を超 え,或 る意 図に 活用 出来 るた め の,例 え ば

用途 別 ・ 商 品別 ・ 地域 別 ・年 令 構成 別,所 得 階層 別 等 の個 有 情報等)が 必要 で あ る
。

年 間 を通 じ見 切販売 が 行 なわれ てい る体 質 を改 善 す るため の商 品企 画,販 売 戦 略 の確立

の た め の人 員充 実,研 究 は ●速 度 に進 め られ,多 くの企 業 に マーケ ッテ ィン グ部 が 設 け ら

れ てい る。 この 中 に あ って末 端 消費 に近 く位 置 す る縫 製
,流 通 企業等 は 今 後情 報 蒐集 と し

て の意 義 を深 め る こ とが 考 え られ,又 商 品 の実 状 を全 業 界 と して把握 し易 い立場 にあ る流

通 企業 は,そ の 点か らの重 要 性 を高め る こ と も予測 され る。

一 方
,科 学的 管理 手法 を加 味 した 需要 予 測 は その 流行 性 シ ーズ ン性(天 候要 因)等 の た

め全 体 と しては 研 究の 段階 に あ るが,そ の た めの 基礎 情 報 の整備 は,将 来 の 予測 の準備 と

して,又.手 法によらない判断のために も重要性が認識されつつあり,こ れ らを利用 して

のマクロ的予測が判断の基礎 として活用される段階に入 っている。

(ロ)関連分野への拡大に対応する企画の充実

過去の経験 情報のみでは殆んど役に立たないケースが多く,そ のために他業界か らの

経験者の導入,既 存人員の再教育等が活発に行なわれている。

内 そ の 他

その他,企 業規模拡大 扱品種増大に対応 して全社機能,情 報のr元化,統 轄のための管

理機能,計 画的事業運営のための中期計画の作成活用技術,海 外との接触増加に対応する

ための海外情報整備の活動等が顕著な現象である。

3-2研 究 ・開 発 の推進

各企 業 と も研 究 ・開発 へ の投 資の増 大 は著 し く他 の一 般管 理 費,販 売費 の増 加 よ りは る か

に大 きい。 増 大 が 大 きい と云 わ れ る宣伝 広 告 費 に比 して もな お大 きい と推定 され る。

(イ)加 工技 術 開 発
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市場 指 向 に対 処 す るに当 って,工 程 上最 終 製 品 に近 い処 に位 置 す る後 工程,加 工 技術 で

要 求 を満 し,変 化 を持 たせ る こ とが 可能 で あれ ばそ れ が 最 も効率 化 であ る こ とは 云 うま で

もない。 合 繊 はそ の 点優 れ て特 色を持 ち,近 年 多 くの画 期的 関 係 が行 な われ,間 多 くの 可

能 性 を持 って い る。

又 研究 開 発 は 自企業 に引続 く次の工 程 企業(例 え ば合 繊 メー カー に対 し紡 績企 業)の 要

求要 望 疑問 に応 え,対 応 して行 く役 目は大 きい。 合 繊 メ ー カ ーが 自 らウー リー加 工・紡 績・

染 色,縫 製 等 の技 術 を 自 ら研究 し,或 は 協同 研 究 す る こ とに よ り.最 適 の使用 条 件 の確 立

自工 程改 善 へ の ブイ ー ドバ ックを行 な うこ とが 重要 に な ってい る。 この中 には,製 織 縫

製 等 の 自働 化 を始 とす る工 場 効 率化 の研 究,ノ ウハ ウ も含 まれ る。 これ らの 技術 レベル が

ス ム ース な相 互 系列 化 の基 礎 と も云 え るで あろ う。 この分野 へ の研 究 投 資 の ウ エ イ トは人

材,費 用 と も上 昇 してい る。

(ロ)研 究 開 発 とマ ー ケ ッテ ィ ン グの結 合

人材 編 成 を混成 で行 い,組 織 を ソフ ト化す る こ と(プ ロ ジ ェク トチー ム等)は 製品 開発,

シス テ ム開 発 等 で行 わ れ てい るが,新 製 品開 発の 中後 期 に は この よ うな組 織 編 成が 一般

化 して い る。 開 発が あ る段 階 に達 し,そ の後 の方 向 決定 を下 して行 くた めに は,経 理,資
'

金,調 査,コ ン ピュー ター,販 売等 多 くの機能 の協 力 を必 要 とす る。

格 段 の新 規 性 ある商 品 の場 合 を除 き,通 常,新 製 品 周辺 の 市 場動 向,市 場 性が 企業 化 決

定 の ポ イ ン トとな るので,広 い 意味 での販 売経 験 者 の 協 力は 不 可欠 で あ る。 研 究 と販 売 経

験 者が 研究 所,販 売部 の ように夫 々の 部 門,立 場 に分 れ,限 られ た時 間,回 数 で 討議す る

の では不完 全 を まぬが れ ない 。 この解 決 策 と して委 員 会 な どが 設 け られ る例 も多 いカ～ む

しろ 新 しい 組織 を編成 し,製 品企 業化 の 目的 の ため に活 鋤 」断 ず る ケース が 多 く見 られ る。

4

9

5-5生 産 の効 率化

生 産 効 率化 の 従来 の担手 は工場 規 模 の拡 大 機 器 の大型 化,専 用 化等が 中心 で,最 近 プ ロ

セス コ ン トロール,各 種無 人 化 機械,自 働 化が実 績 を あげ 始 め て い る カ～ 今 後 の 方向 と して

ソ フ ト面で の効 率化 が 重 要 視 され よ う。 繊維 産業 は.合 成,重 合,紡 糸の 段階 を除 き,延 伸

以 下縫 製 に至 る工 程 は人 力 に よる作業 に 支 え られ てい る面 が 多い。

一 方工 場規 模 の 拡大
,品 種 の多 様化 の環 境が あ り,こ の細 分化 され且 入 間中 心 の各 工程 の

ス ケ デ ュー リン グ,人 員,機 材 管理 を行 い,工 程 間 の連 け い を ス ム ース に運 営 す る ことに大

きな困 難iを生 じてい る。

この た め の システ ム化 が合 繊工 場 を始 め各 段階 で 研 究,実 用化 さ れつ つ あ る。 この シス テ

ム化 は 一企業 内,一 工 場 内 で先 づ手 掛け られ て い るが,将 来 糸 綿 一 織 布,織 布 一 染加 工

染 加工 一 縫 製 等各 段 階 を通 じ,異 企業 体 を連 結 して シス テ ム化 され,物 の流 れ の 合理 化,

㌃
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●

整 流化 が 行 われ る こ と も期 待 され る。 この方 向 は従 来 の個 々の機 器 の改 善 とは異 っ売ヤi砿,

い わ ゆ る,ソ フ ト面 での 改善 に よる生 産 の効 率 化 と云 うこ とが 出来 る
。

5-4情 報 処 理 の高 度化

情 報処 理 の 高度 化 は,昭 和55年 ～40年 の間 は 準備 期 に相 当 し,昭 和40年 以 降 本格 実

用 化 に入 った と云 え る。

合 繊企 業の コン ピュー タ ー使 用 の概 要 は 次 の通 りで あ る。

表 一8(イ)機 械 の 推移

機 種 人 員
概 数 事 務 内 容

昭56 PCSよ リ コ ン ピュ ー 100 生産,販 売 在庫 損益等の計算

タ ー へ転 換

38 各 工場 へ の小 型 コ ン ビ プ ラ ン ト建 設 上 の活 用(PFRT)

ユ ー タ ー 導 入 生産計画への管理技術活用(LP等)

59 大型化

・

販売計画,予 実管理の充実

(IBM7040) コ ン ピュ ー ター教 育開始

40 中 型 コ ン ピ ュ ー タ ー

1

固定資産,原 価計算等の統轄処理

(NEAC-2200)

42 大型化 150 プ ロ セ ス 解 析 プ ロ セ ス シ ミユ レ

7040→IBM360/50 一 シ ョ ン の 活 用

44 中型 コ ン ピュ ー タ ー 増 工場生産運転管理への活用

設(NEAC-2200)

46 大 型 コ ン ピュ ー タ ー増 200 営業 物 流 シス テ ムへ の活 用

設

(HITAC-a400)

現 状 の業 務別 活 用分 野 は 営業 関係 約50%,技 術 計算 約50%,そ の他20%と 推 定 され

る。

←)今 後 の方 向

コ ン ピ ュー ター の一般 化.経 験 の蓄 積 教 育 の普 及 及び システ ム思 考 の「般 化 に と もな

い 今後 各 分野 との情 報処 理 高 度化 は 急速 に進 む で あ ろ う。 そ の 方 向 と して

調 査 企 画研 究 分野 と して,社 内外 の 情報伝 達手 段 の変 革,統 計 手 法 の活用,需 要,効 果

等の 予測,代 替 案 の作 成等,生 産 面 にお け る品質管 理,プ ロセ ス コ ン トロール,管 理 シス

テ ムの 開 発,販 売面 にお け る物 流 システ ムの定 着 化,系 列 間 の情 報 交換,シ ス テ ム化 管

理 面 に おけ る情 報一 元化 ジ 計 画 の 充実 化 等が 図 られ よ う。

以 上 の大企 業 を中 心 と した コン ピュー ター活 用 に よ る処理 の外,繊 維 産業 中の各 段 階企
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業 に おい て も,内 部管 理 資 料 作成 は勿 論,相 互系 列間 の情 報 シス テ ム化,及 び カラ ーマ ッ

ケ ン グ,販 売 状況 の 日常 的 把握 等夫 々の立 場 に 従 って情 報処 理 が 行 われ,中 規 模 企業 の多

くが ゴン ピぞ 一 夕ー導 入 を行 うに至 る と推 定 され る。現 在多 くの企業 が研 究,検 討を行 っ

て い る のが実 状 であ る。

以 上

`

♪
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別表 一1 主 要 繊 維 糸 生 産 高

千 ト ン

昭和55年 40 44

レ ー ヨ ン 糸,ス

パ ン レ ー ヨ ン 糸 557 401 405

合 成 繊 維 糸 154 588 754

化 合 繊 維 計 512 795 1,156

綿 糸 564 56Z 527

毛 糸 154 155 115

絹 糸 20 21 24

麻 糸 67 104 124

そ の 他 27 19 9

天 然 繊 維 糸 計 812 866 859

糸 総 計 1,524 1,661 2,015

別表 一2 主 要 織 物 生 産 高

百 万平 方 メー トル

昭和55年 40 44
一'一 一一 ～ ■

レ ー ヨ ン ス ノこ,

ン レ ー ヨ ン 織 物
1,825 t499 1,573

ア セ テ ー ト 織 物 (レーヨンを含 む) 155 177

合 繊 織 物 424 1,241 2,597

化 合 綾 織 物 計 2,252 2,895 5947

綿 織 物 5222 5015 2,779

毛 織 物 516 341 454

絹 織 物 220 176 1'87

そ の 他 162 182 205

天 然 繊 維 織 物 計 5920 5712 5605

織 物 計 5172 ぴ725 ス550
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別 表 一5 化 合 繊 生 産 高

千 トン

昭和55年 40 44

レ ー ヨ ン 糸 綿 416
'

458 515

ア セ テ ー ト" 18 40 50

計 454 498 565

ビ ニ ロ ン 25 49 75

ナ イ ロ ン 40 118 252

ア .ク リ ル 22 84 189

ポ リ エ ス テ ル 22 97 225

そ の 他 11 52 69

計 118 580 806

合 計 552 818 1,569

6

別表 一4

縫 製 業 出荷額 の増 大(工 業統 計F.T.cよ り)

(単 位:10億 円)

日 本 米 国

昭 和 昭 和

55年
40 42 9

55年

40 42

全製造 業 15,578 29489 41,162 124,448 171,192 201,154

伸び率 100 181 264 100 142 161

化合繊 業 226 418 514

伸び率 100
.エ

185 227

紡 織 業 1,742 2,602 5217 4,858
6580

輪815 .

〉A

伸び率 100 149 185 100
156

141

縫 製 業 181 441 599 4,019
5,956

6,632

伸び率 100 245 550 り00 148
165
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別 表 一5 加工 糸 生 産量 の推 移(繊 維新聞調査)

単 位:ト ン

昭和40年 41 42 45 44

ナ イ ロ ン 20,500 24,000 2aoOO 51,000 5男000

ポ リ エ ス テ ル 6,700 10,000 15,000 2義000 31,200

ア セ テ ー ト 285 560 1,200 2,000

そ の 他 360 480 840 1」00 1,000

計 2ス845・ 55,040 45,040 51,100 7ス200

◎

別 表 一6

用 途 別 繊 維 消 費比 率(昭 和44年)

化繊協会資料 より

■

天然繊維 化 合 繊 そ の 他 計

衣 料 用 ,41・9 563 1.8 100.0

家 庭 用 595 52.5 ao 10α0

'寝 具 用 54パ 450 α5 10α0

内

・ イ ン テ リ ア 用 1Z8 658 1a4 1000

訳

、雑 品 用 5Z4 42.6 一 100.0

産 業 資 材 用 5ス6 622 α2 10〔LO

計 4α2 5ZO 28 10α0
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別 表 一 フ 用 途 別 数 量

数 量 比 率

衣 料 用 913千 ト ン 499%

家 庭 用 420 22.9

'寝 具 用 151

内
・ イ ン テ リ ア 用 180

訳

、 雑 品 用 89

産 業 資 材 用 499 2Z2

計 1,835 10α0 .

■

(前 年 比 中,敷 物用2&フ%,椅 子張 り,壁 紙,そ の他 で29.5%増 が顕 著

であ る。)
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4.消 費 財 産 業 に お け る 情 報 化

◎

1.外 部環 境 の変 化 と対 応 の た め の企業 活 動

1-1

1-2技 術革 新 によ る産 業 構造 の 変革

1-3価 値 観 の違 い とそ の急 激 な 変化

市場の質的量的拡大による実状把握の困難性の増大

2.内 部条件の変化のための企業活動
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1外 部環境の変化と対応 のため の企業活動

60年 代に高度の成長発展を成 し遂げた,日 本の産業は,高 度工業化の成果と,よb高 次元の

全般目的である人間社会に起った多くのひず みによる問題 とをかかえて70年 代を迎えた。それ

は激動の70年 代と言われた通b,そ の第1年(70年)を 振b返 ってみるとき,ま さに70年

代を示唆するものがすべての面にあらわれている6国 民総生産自由世界第2位 外貨増防止にあ

らゆる対策を行うことの必要な状況 輸出奨励策から輸入奨励策への転拠 先進国後進国を含む世

界経済を考慮 した政策を必要とする日本の経済力の強大化 と影響力の強さと,波 及範囲の拡大,㌧

財務 ・金融面に於 いても国際的考慮が重要となり,円 は世界の重要通貨になりつつある。

一方 国内に於いては
,コ ンスタン トな物価上昇,労 働力の不足 とそれから起る生産性と関係

ない賃金上昇,と 労働観の変化等,明 治以来の物質中心,工 業重視から戦後の25年 間へ,ひ た

すら物質的豊かさを目指 し,た ×、先進国の真似に終始 した結果が今日の姿で あり,常 に先進国に

おけるそれ らの手段の目的に連なる特殊事情等はあまり問題にせず,手 段 としての物質中心のテ

クニックの模倣の結果は,も はやいずれの面において も,い ままで通 りのや り方で宣いいった青

天井は無 くなった状態におかれているのが現在の日本であると考えるべ きである。

人間が生存するための最低条件 として必要な物質の価値は大 きく,今 日まで貧 しさのゆえの不

幸が多過ぎたために,そ れなりの意義は理解出来るカ～ それのみが最大の価値であるように考え

られて産業活動が行なわれ た戦中戦後の時代と異り,日 本人の多くがこの行き方の中に生 き甲斐

を見出し難いところに到達 しつ)SLある。さらeg全 く異なった生育環境に育 った、価値観の異る

戦後生れの青少年が我が国人口の半数を占めるに至った今日では』もはや経営の 目的・方針・計画の根

本的転換を必要とするところに来ていると考えるべ きである。 しか も為替管理や貿易上の諸障壁

によって,国 内だけのことを考え ていればよかった時代と異り,原 材料 エネルギー源,販 路,

先進国後進国の実状等すべてに世界の事情 を念頭において経営することが必要条件となっている。

このように根本的に激動する環境に処 して経営活動を続ける企業にとって大切なζとは 事実

の本質の正しい把握と,・それに対応する経営 目標および方針 ・計画の明確化と的確な経営管理を

行うことであろう。このような社会で坑 人々の価値観は真の入間性発揮を求めて,ま すます個.

性化L製 品,サ ービスに求められ るものは 当絶重点が異り益 々多様化する。 しか も広大な市

場には・ 年令,貧 富をは じめ個人差を大きくする条件が多 く,質,量 価格等に対する要求を分

布の型で とらえることと,傾 向値 として,そ の変化をとらえることが経営活動の第一課題であり,

さらに必然的に拡大する規模を分業化,細 分化 専門化される企業内の各機能を合 目的に調整す

ることの重要性はますます大 きく,か つ難 しくなってくる。

このような目的のために今 日のコンピューターおよびこれを囲む諸機器の機能 ・性能は素晴 し

い効果を発揮する可能性を持つ。 しか しながら,大 量 ・遠隔の情報を迅速に収集処理して事実を
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把 握 し,分 析 処 理 して本 質 の 理 解 に役 立 つ コ ン ピュー ター は,目 的 達成 に必 要 の手 段 の なか で の

有用 な道 具 と して使 い こ な した ときに,は じめて役 立つ もので あ って,コ ンピ ュー タ ーそ の もの 時

そ れ 自身,何 か特 別 な目的効 果 を生 み 出 す もの では な い。

動 力機 械 が産業 革 命 を もた ら し,高 度工 業化 を導 いた よ うec,情 報 の伝 達処 理 の速 さが・ 産 業 ・

経済,政 治,教 育 まで もそ の あ り方 を一 変 させ る性 格 を もってい る ことは 明 らか で あ るが,コ ン

ピュ_タ_は たん なる道 具 に す ぎな いの ℃ これ を役 立 た せ る の も,無 益 な道具 に して しま うの

も それ を使 う人間 の能 力に よる もので あ り,こ の面 で,ハ ー ドの テク ニ ック優 先 の感が 強 か っ

た コン ピュ_タ ー の 分野 も,70年 代は 大 きな転換 を迫 られ る と きで あ ろ う。 そ して・ それ に対

応 は 怒 力が 為 され て こ毛 コン ピ ュー ター は 真に 人 間社 会 に貢 献で きる もの と な り・第 二 次 産

業革 命 の 担 い手 とな り得 る ので あ る。

新 しい事 柄を学 習す る に 当 り基 礎 的 な テク ニ ソク の学 習は 絶 体 に 欠か せ ぬ も¢)であ り,ま た道

具 は常に 身 を もって使 い こ な して,は じめ て真 の効 果的 活 用が で き る もので あるが ・ 一 貫 して重

要 な こ とは,第 一 に 目的 一 個 の ため に そ の 道蒙は 使 わ れ るのか,第 二 に,そ の 目的 を達 成 す る

うえに 果す 機能 一 どん な ことに使 うの か,第 三`≒ どん なふ うに 活用 を進 め るか(実 施),さ

らに現 在 の姿は どん な位置 に あ り,将 来 どん な方 向 に発 展 すべ きか など,最 終 目的に 連 な る問題

を究 めつ つ 進 む こ とで あ る。 この よ うな考 え 方 の下tg企 業 と して考慮 し対処 すぺ き重 要 事項 は

下 記の如 き事項 が 考 え られ る。

レ

プラ:、

1-1市 場 の 質的 ・量 的 拡大 に よる実 状 把 握の 困難 性 の増 大

ω 多 様 化

肉体 的 生存 のた め の要 求充 足 に より,精 神 的 要求 が 主力 とな り,人 間 の本 質 的 な もの,即

ち社 会性慾 求 か ら導 か れ る ものピ 他の 人 々か ら喜 ばれ ほ め られ た い,認 め られ たい,す ぐれ

た い等,労 働 慾 求 か ら導 かれ る もの,創 造 慾 求か ら導 か れ る もの等 か ら,肉 体 生存 上 の最 低

の共 通 特{生よ り も,上 記慾 求 か ら発 生 す る個 性的 要 求 の 満足が 決 定 的 ウエ イ トとな る。 当然

感覚 的 品質 要 因が 中心 とな り,生 活 様 式 もそ の方 向に 変 化 し,求 め られ る品質 要 因 もそ れに

よって 変化す る。

回 大 衆 化

大 衆全 般 の生 活 レ ベル の 向上 に よ り,上 記 の如 き,過 去に お いて は一 部 の 富裕 層 のみ の価

値 感 で あ っ た もの が,大 衆 化L圧 倒的 多 数の 人 々 を中 心 に年 令 階 層 ・所 得 階 層 ・職業 階 層

分布の 型.で形 成 され た 市場 が大 き く拡 大 され て行 く。

←〕 高 級 化

精 神 的 満足 の 要求 の ウエ イ トが益 々高 くな り,社 会 的慾 求 の必 然 と して・ 均 黄化 の 要 求 と

高 級化 の要 求 とが 二極 分化 していず れ も強 くなる。

、
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1-2技 術革 新 に よる産 業構造 の変 革

㈹ 生 産 管 理

管理 技 術の 進 歩 と情 報手段 の発 達 に よ り,的 確 な品 質 実現 とコス ト要 因の ミニマ ム化,自

動化 省 力化 納 期 短縮 等 及 び工 場立 地 構造 物 工程 作業 等の 根本 的変革 。

←)生 産 方式

機 械 そ の もの の進 歩 運営 方式(コ ン トロー ル),作 業 等 の変 化 品質 管 理 方 式 の変化,

労働 の質 の変 化 等 に よ り,旧 来 の生 産 方式 コス ト条 件等 が一 変 す る。

㌣〕 生 産 素 材

高 分子 化学 の 発達 を始 め,製 品 の品 質要 因 に 対 す る要 求 の変化 天 然 素材 との質 的,価 格

的変 化 に よる 原料,材 料 の 代替 等 に よ り工程 ・作業,管 理方 式 ・コス ト等 に 根本 的 変化が 必

要 とな る。

←)流 通 管理

輸 送 条 件 ハ ン ドリング ・保 管 と市場 とそ れ ら と生 産 をつ な ぐ情 報手 段 の進 歩 発達 コ

ス ト低下 に よ り,実 施条件 ・サー ビス の質 の 向上,設 備,在 庫,運 送 等 の コス ト低下 等革 命

変革 が 急 速 に実 現 す る。

困 運 搬

手 段,道 具 の 変 化 に より,シ ス テ ム,労 働 力,荷 造 り方 式 スペ ース,コ ス ト等 の変革 。

内 保 管

生 産 管 理,流 通 管 理 の方式 の進 歩 に よ り,倉 庫 等 の本来 の機 能 の 目的 か ら変 るた め隅 保

管 の方 式,管 理 運営 も全 く異 質 の もの とな る。

(ト)運 送

運 送 手 段,道 路,情 報手段,交 通 事情,労 働 力 の相 対 的不 足 とコス トア ッ プ等 に より,従

来 の 常識 的判 断 が通 用 しな くなる。

(例 配 送 コス トの要 因 と して距離 の長短 は ウエ イ トが 低 くな り,ハ ン ドリン グ,分 類 等 の

頻度 の 方 が ウエ イ トが 高 くなる。)

団 配 達

交通 事 情,店 舗 事 情 ・人手 不 足 等 へ の対 応 と・ 情 報手段 の発達 に より,頻 度,効 率,取 引

事務 の改 革 等一 変 す る必 要に迫 られ る。

(T))新 規 産業 の発 生 お よび消滅

上 記 の如 き各 種 の要 因 に よ つて,新 し く求 め られ る諸 機 能の ため の産 業 の発 生,発 展 と共

t9旧 来 の機 能 で不 要 となる もの の消 滅が 起 る。

1-3価 値観 の違 い とそ の急 激 な変化

(イ}品 質 要 因 お よびそ の特 性 値
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私 素材の質 ・不良要因 効果 機能 性能等に対する要求の根本的重点の変化,新たに要

求される要因の発生等 価値観の変化に対応 した要因のみが製品価値を生み・高度の対応の

みが付加価値を大 きくL旧 来の主観的 ・自己満足的 ・自己技術中心的な品質設計は不足品

質要因と共に過剰品質のためコス トを大 きくして,付 加価値 を少くする。

回 価格条件

個性的要求のウエイ トが高く,自 己の価値観 による品質価値に対 して価格の適否は判断さ

れ るので,製 造要因に対するコス ト的判断からの価格条件は意味が無 くなる方向に進む。

内 購買動機

自己の可処分所得からの,主 観的価値判断による効果的購買を行なうので,顧客の価値観中

心の品質,サ ービス,販 売政策等のすべてに総合的判断による販売実施が重ff.eこなる。s

←r)消 費条件

精神的要求の満足が圧到的重点で,生 活必需的機能はウエイトが低く,物 質よりも精神的
　

満足を大きく与える要因が消費行動のほとんどの目的 となる。

♪

/μ 勺

'
,
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2内 部条件の変化 と対 応のための企業活動

一 般 に大 量生 産 ・大 量 販 売 に よ って経 営 活動 は効率 化 され,生 産 性 が 向上 す るカ～ 反面 企 業規

模 が大 きくなるに 従 って,正 しく実 状を把 握 して決 定 し管理 す るた め の事 務 は急 増す る必 然性 を

もっ て い る。 ライ ンの 個 々 の 作業 は標 準 化.機 械化 に よって,ま す ます合 理 化 され る が,管 理 の

面 にお い ては,手 作業 に よる事 務 が急 速 に増 大 し それ で もな お旧来 の 方式 で鴎 必 要 左内容 と

タイ ミングが 必要 性 を 満 し得 ず」 そ の ため に生 産9販 売 の正 しい運営 管 理 が行 な い得 ず経 営 内諸

活 動の合 理 的 な総 合 性 と均 衡性 の保 持 が 困難 とな りgこ の面か ら欠陥 を生 じ,方 針 ・計画の 決定

と管理 の 面か ら目的 が遂 行 されず,ま た,こ の こ とが 企業規 模 拡 大 の限 界 と も なっ て くる。

これ 等 の問 題解 決 の た め に底 合 目的 に 明確 化 さ れた,目 的情 報 資料 と,こ れ を実現 す るた め

の デー タ を経 営 管 理 の システ ムに合 わせ て,有 機的結 合 が な し得 る よ うに,情 報 処 理 の シス テ

ムを設 計 し,適 合 の 機械化 手段 に よっ て情報 の処理 伝 達 を行 在 うζ とが必 要 で あ る。

今 日の 企業 にお い て,そ の 目的 効 果 を左 右 す る決 定 的条 件 は マネ ジメン トの質 で あ る。 そ して

多 くの機 能 を総合 して,バ ラ ンス の とれ た合 目的 の決定 と管 理 を行 ない 得 る最 大 の条 件 は 総 合判

断 を可能 に す る情 報 の タ イ ム リー な取得 であ る。 そ して ます ます大 規 模 化す る企業 の 各機 能 か ら

の情 報 お よび 市場 の 情 報 を収集 し処 理 して,タ イ ム リー に経 営 管 理 の 目的 に 役 立 て得 る手段 は,

今 日 コン ピ ュー ター お・よび それ に付 随 して発 達 した情 報 伝達 の諸 手段 以外 に無 い。

しか しなが ら,現 在 行 な われ て い る事務 を 分析 す るこ とに よっ ち どん な資料 が要 求 され,誰

力～ いつ,ど こで,ど ん な 目的 で必 要 と している かは解 るカ～ 現 状 は手 作業 事 務 に依 存 してい る

た めにそ の よ うに な っ てい るの で あ って,こ れ をそ のま まの シス テ ムで機 械 に 置 き換 え たの では,

多少 労働 の節 約 に は な り得 て も今 日 の経 営管 理の た めの情 報 資料 と して の要 請 に は添 い がた い場

合が 多 く,ま してEDPSに よる場 合,旧 来 の単 一事務 の比較 で は準備 作業が 多 いの で経済 性 も
`

低 く,コ ン ピ ュー ター の本 質 的特 長 は ほ とん ど活 かされ ない場 合 が 多い。

企業 内 の事 務 は一 つ の 業務 に つ い ての デー タをそ れぞ れの 分担 職 務 の機能 毎 の 目的 ご とに処 理

様 式 を変 えた 事務 に よつて 資料 作bが 行 なわれ てk・b,EDPSに よる場 合 喧 これ等 の全 部が一

つの処理 シス テ ムの 中 で総合 処理 し得 る ものが 多 く,し か も処理 過 程 に 多 くの 科 学的経 営 技法 を

活 用 して判 断 決定 の効 率化 を補 え る こ とが で き,し か もこの よ うな方法 を採 った場 合作 業 面 の効

率 と経 済性 とタ イ ミング の点 で,手 作業 とは 雲 泥の差 が ある。 この よ うな点 を考 慮に おい た上 で

目的 資料 の性 格内 容 を 明確 に し そ の要 求を満 す た め6磁 ・要 な原始 デー タの様 式 ・タ イ ミング,

入 手 手段 な ど を決 め れ ば 機械 面 の処 理 シス テ ムは外 部 の テク ニ カルサ ー ビス に よっ て も出来 る。

要 は企業 の特 性 に よっ て,緊 要 の 目的 資 料 は異 る の℃ この点 につ い てそ の企 業 の経 営上 の特

性 管理 の 重 点 を よ く解 明 した上 で の マク ロ的判 断 が重 要 で,こ の 面に 欠け た機 械 化は,い か に

機械 を長時間 動 か して も,無 駄 が 多 く,全 く無 意味 な場 合 さえ も あ り得 るので ある。
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分業化 さ れた経 営 内各機能 の活 動 は,本 来全 般 経営 目的 に対 して 最 適で 左げれ ば な らない もので

あるが,個 々の機能 に対 しての最 適は 必 ず しも全 般 目的 に つい て の最適 で は ない 場合 が多 く・ そ

こに 組織的 な コー ディ ネー トの機 能 が必 要 とな り,そ のため に 多 くの 管 理者 が 置 かれ,ト ップマ

ネジメン トにお・い て,最 終 全般 目的 に最 適 に なる よ うコー デ ィ ネー トさ れ る のが 理想 で ある。.そ

のた めに,こ れ ら管 理 活動 の ため の情報 は経 営活 動 の実状 を全 般 的,総 合 的 に把 握 し 多面 的に

処理 し得 る こ とが必 要 で,そ の ため に基 本 事務 か らのデー タ が情報 処 理 の タ イ ミング に合 うよ う

に,'全機 能 の データ が収 集 で きる よ うな シス テ ムが必要 で あ る。

電 子計 算機 とそれ をか こむ多 くの 手 段 の進歩 発 達 は,旧 来 の 動力機 械 の 産業 革 命 以来 の発 達 に比

し て,そ の50年 ～100年 に相 当 す る位 の 進歩 を,目 的 効果 と経済 性 にお い て,5年410年

で実 現 す る と言 われ,今 日で 鴎 中堅 企業 あ るい は 大企業 の 各事 業所 等 ℃ そ れぞ れ の管 理事 務

の現 代化 を十 分 な経 済性 の下 に実 施 レ得 るほ どの機 能,性 能 と価 格 の ものに まで 発達L同 時 に

中央管 理 統制 部門 の大 型 情 報 処理 機 能の イン プ ッ ト内容 の質及 び タイ ミングの点 で 良 質 のデー タ

収集 を可 能 にt",マ ネ ジ メ ン トシス テ ムを一 新L経 営 の 効果 と効 率 を 画 期的 に 向上 せ しめ る可

能性 を発 生させ た いの で あ る。

電子 計算 組織 の驚 異的 な,演 算,大 量 記憶 、分類,集 計 の能 力 組 合 わせ は,従 来理 論的 に は可

能 で あ って も,戦 争 目的 等 以外 の 経 済 性 を重 視する 常務 には 採 用 され に くい 多 くの統 計 的手 法等

経営科 学 の技 法が一 般 の 経営 管理 上 活 用 し得 る条 件 を提 供 し 方 針,計 画 の 決定 と管理 の質 を大

きく 向 上 し得 る よ うに な った。

最適 標準 値 の算 出 とそ の メ ン テナ ンス の容 易 さ,必 要 デ ー タ入 手 の容 易 さ,標 準値 の 記憶 内容

に よるチ ェ ック・アク シ 冒ンの質 とタ イ ミング,特 に大量,広 範 囲 の 対象 に対 す る個 々 の管 理 にお

いて,そ の 効果 を大 き く してい る。 ま た事 務 モ デル の確 定 に 当 っ て,最 適判 断の ため の シ ミュレ

ー シyン の可 能性 は
,確 率 を高 く し タイ ミングの問題 を解 決L同 時 に技 術 の進歩 を大 きく助

成 している 。

この ように電 子 計算 機 は 科 学的 経 営 技 法の 進 歩 を助け,科 学 的経 営 技 法は電 子 計算機 の 活 用を

促 し 双 方か ら経営 シス テ ムの革 命 的 進歩 を 促 して いる。

技 術 の進 歩に よる経 済 構造 の 変 革 ・年 代層 に よる価 値観 の 違い 等 の 急速 な変 化 と,更 に国 際的

自由 化 に よ る社 会環 境 適応 の重 要性 と困難 性 の増 大 に より,経 営 の 方針 ・計 算 の決 定 と実 施の 管

理 は益 々 合理的 で シ ビア なものが 必 要 とな り,そ の ため の手 段 と して,電 子 計算 機 に よる新 しい

経営 管 理情 報 システ ムの 緊要 性 は絶 体的 な もの と な り,こ れ に対 す る経 営 者 層 の 認識 も急 速 に高

ま って い る。 この面 か ら も この 問題 に背 を 向 けて 経営 者 の位 置 に 留ま る こ とは 考 え られ ず また

それ は企業 の社会 適合 を不 可能 にす る で あろ う。

最近 の 電子 計算 機 と科 学 的経 営管 理 に よ りθ 社会 の要求 は適合 した価 値 を コス トミニ マ ムに 実

現 す るこ との向上 が 大 き く,そ れ は,資 本 の 効果 と効率 を高 ぬ 付 加価 値 を大 きく し 人 間 の 経
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済生活の向上に大 きく寄与 し得るので,経 営の社会適合性は向上 し,企 業は長期にわたって社会

と共に繁栄 し得るととも`ら 社会の進歩発達に寄与することができ,す べての人々の生活向上に

大 きく貢献できる。

資本の蓄積も少左く・後進性の強い時代の日本では,外 国か ら設備 ,技術を輸入することによ

って・あるいは政治的対策略 企業は維持 し発展 し得る場合が多く
,経 営の重要条件として,資 本

および 伝統的権力関係のウエイトが強かった。 しかしながら今日国際的自由経済の下で戊 技術

力及び経営力のウエイトが圧倒的に高 く,高 度の経営力とそれによる技術力の育成が経営の全力

課題となbp70年 代の先進企業の優劣の最大要因はその企業の経営力を助成する,情 報管理能

力の優劣にあると言った方向に急速に進みつつある。

ε

`
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5.自 動 車 産 業 に お け る 情 報 化

自動車産業における情報化総括表

1.

1-1需 要 面 にお け る変化

1-2生 産 面 に おけ る変化

1-3外 部要 因 の 変 化

環境の変化一30年 代と現在を比較して

1-4国 際化 の 進 展

2.環 境対応のための主たる企業活動

2-1

2-2

2-3

2-4

2-5

市場の変化への対応

量の増大への対応

労働力不足への対応

外部要因への対応

国際化への対応

3.環 境対応のための経営管理

一 組織的 機能的 知的活動

1

2

3

4

5

6

一

一

一

一

一

一

3

3

3

3

3

3

計画化,科 学化

組織のソフト化

事務の機械化,合 理化

多角化,新 分野への進出

他企業との協力,提 携

そ の 他

4自 動車産業の今後の変化,発 展の方向

4-1

4-2

4-3

4-4

4-5

4-6

国際化の一層の進展

多 角 化

省力化,自 動化

・自主技術の開発

販 売秩 序 の改 善 と カ ウ ンタ ーセ ールス の 増大

企業群の情報 システム
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自 動 車 .産 業 に お け る 情 報 化 総 括 表

注)○ 印コン ピューター関連 事項

ケ

分
類 項 目 1.環 境 の変化 一50年 代 と現在 を比較 して一

2.壌 境対応のための主たる対応策

.

5環 境対応のための経営管理
(組 織的,機 能的知的活動)

。量 の 急 増 O登 録台数の増加(95倍) ① 頻 繁なモデルチ土ンジ ① プロジェク ト制(新 車開 発R&D工 場建設 システム

需 。乗用車 の比率 の増加(56%→55%)大 衆車(2.4%→ 一市場に適合し九車種の開発一 (開発等)

557%)
② モデル チェンジの柚率化 ②8DP部

要 o多 様 化 。軽四輪車の増加 (N/0マ シンにょる試作,型 製作,設 計へ のコン ピユ
'

③ 研究開発部門の強化拡充

。尊来 車種の増加 一タ活用) ④ 経営科学手法の活用

面 。需 要 パ タ ー ン の ・需要層の拡大(低 所得層.低 年令層への拡大) 5多 車種 フルライン体制 (需 要予測,販 売戦略,コ ス ト低 減等)

変 化 o新 規請人→ 代替講入(高 級移行 … ・・需 要の頭打 ち) 4部 品の標準化(共 通化 う ⑤ 部品メーカー 販売店の指導体制の強化

⑤ 受注一生産方式の改革(見 込生産→受注生産) (管 理お よび技術指導,EDP共 同セ ンター)

。競 争 の 激 化 。寡占化(2社 で全車種71%,乗 用車80%) 6販 売網の整備,拡 充(一 地域一販売店制の指向) ⑥ 市場に マ 。チ し丸生産効率化の丸めの コンピューター

市

場
。新 規 参 入 〇二輪車 メーカーの四輪車生 産診 トラ フク.メ ー カーの乗用 ⑦ 流通方式の改善 活用

条

件

車生産
・(車 両デポの分散化,部 品共販会社の設立) (ス ケ ジュ ー リン グ,経 済 ロ ッ ト.ラ イ ンバ ラン ス,人 員

。多 角 化 ・宇宙麟,住 宅塗薬.繊 維機械 モータ+ト 等への進出
8工 場の専門化

人員配電 進歩管罵 在庫管理等々)

(車 糸別組立工 場L『rニ ット別工場)
7量 産κおける労務管理

O工場数の増加に伴 う分散化,遠 隔化
8省 力設計(PRE'DE81GN8TUDY)

⑨8DP系 の拡充
生 。生産 規模の拡 大 。関連企業規模の拡大

9朋 対策本部の鑓

。生産形態の変化(小 車極少量一・少車種大量→多車種大量)
(オ ンラ インシステ ム,生 産工程への コンピュー タの適

用等) ⑳ 特許部門の強化
・コ ス ト 低 減 ・ロット生産→ 流れ生産→ 同期生産(汎 用→専用→T/Fロ

産
ポ7ト) ⑩ 量臨 非量産の個別管理 11法 規部門の強化

。労 働 力 不 足 oVAIE手 法の浸透 ◎ 運搬の 自動化(倉 庫の 自動化,ロ ボ7ト 化) ⑫ オ ー ダ ー'エ ン ト リー ・シ ス テ ム 、

O省 力化(機 械化一→オ ー トメ化一→無人化) . ⑫ 関連企業の育成指導(人 材.資 金の投入) 15宣 伝,広 報活 動の強化 、

面 。新 技 術 。賃金の上昇 ¶5系 列化(統 合 生産分担 専用 メーカー化) ⑭ 輸出部門の強化

。冷間鍛造,焼 結,圧 着,プ ラスチ プク化 等 々 14季 節労務者の採用と待遇の改善 ⇔ 企業群としての活動
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分
類 項 目 1.環 境 の変 化一50年 代 と現代 を比較 して一一

/

2、 環境対応のための主た る対応策 4自 動車産業の今後の変化発展の方向

。安 全 ・ 公 害 。リコール車問題 鉛公害,光 化学スモ ッグ等 ① 安▲ 公害対策の研究 開発 今後の方向

外 ・交通事故の増加

部 。規 制 の 強 化 。排気ガス規制膓 保安基準等 2自 動車新税反対運動 1国 際化の一層の進展

工

要
。消 費 者 運 動 ・価 格 問 題 2多 角化

因

。税 金 o各 種関連税金の増加(自 動車新税) 5省 力化,自 動化

4自 主技術の開発(安 全 公害等)

o輸 出台 数の増大(4万 →86万)輸 出比率(8φ →18%) 1海 外拠点.派 遣員の増加 5販 売秩序の改善

。輸 出 量 の 増 加 o先 進国へゐ輸出 の増大(北 米 カナダの急増) 6関 連企業群を含めた情報 システム

国 2海 外投資の増大

。低開発国輪出方ぺの変化
.

・輸 出 先 の 拡 大 完成車輸出一夕現地組立→部品の現地国遠化長 全な現 5海 外との技術提けい

地生産

際
。輸入関 税の減少(小 型乗用車で40%→20%)

4輸 出専用船の増加

。資 本 自 由 化 6ピ ック5の 対日進 出計画
.

5安 定株主工作

・国 際 的 競 争 。国内外における外車 との競 合激 化

化
・国 際 協 力 o安 全,公 害に関 する国際技 術協力(エ アーパ プク安全実験

車等)

'
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1.環 境 の 変 化 一30年 代 と 現 在 を 比 較 し て 一

1-1需 要 面に お け る変 化'

④ 国 内 登録 台 数 の増 加

昭 和55年 の国 内登 録 台 数 は41万 台 で あ ったが,昭 和44年 はそ の9.5倍 の585万
、

台 に達 した。

←)車 種構 成 の 変 化 乗用 車 特 に 大 衆乗用 車 の 増 加

上 記 の うち乗用 車は15万 台 か ら205万 台 と15.5倍 に増 加 し,こ の結果 国 内登 録 に

占め る乗 用 車 の割 合55年 当時 の56%か ら55%に な り,先 進 国 パ タ ー ンに大 き く近 づ

い てい る。

表 一1(付)45.1～45.12の 登録 台 数

乗 用 車 トラ ック そ の 他 軽 四輪
乗 用

軽 四 輪
トラ ック 計

t6'55,884

4α4%

1,151,048

2&0.%

54,437

08%

71Z170

1Z5%

55a822

ぽ1%

4.09ス561

100%

一 方,日 本 の乗 用 車は,ハ イヤ ー,タ ク シー な どの営業 車 か ら普及 がは じま り,順 次 フ

ァミ リー カー時 代へ と進 ん で きた わけだ が,そ の 推 移が 乗 用車 の ク ラス別 シエア ーに も示

され てい る。(第1図)

1970年 代 は大 ・中型 車 中心 で あ った が
,1960年 代 前半 には小 型 車全 盛 時 代 が到

来 し,更 に1966年(S41)に サ ニ ー,カ ロー ラな どの 本 格 的 大 衆 車が 登 場 す るに

お よん で,大 衆車 の シ エア ーは 年 々増 大 して きた。 また1967年(S42)の ホ ンダN

560の 成功 は 軽 四 輪 車 の シ エア ー を急速 に高 め た。'

『臼 乗
用 車 購 入層 の変 化

販売 先 を業 種 別 にみ る と,30年 代 中頃 は 所得 水 準 の低 さか ら中型車 を中心 と した営業

用,法 人用 が 半 分近 くを 占め て い たが,最 近 では 所得 水準 の上 昇,モ デル チ ェ ン ジに よる

品質,性 能 の向 上,価 格 の低下 等 に よ り大 衆車 を中心 に 個人 需要 向け が半 分 近 くを 占め る

に至 った。

一 方,最 近 の購 入 層 は,自 動 車 と レ ジャ ーのつ なが りの強 さを 示す ご と く,低 所得 層 お

よび低 年 令層 へ の広 が り をみ せ,車 種の 多様 化へ の要 望 も漸 く高 ま りつ つ あ る。

更 に需要 パタ ー ン もか つ ての 新規 購 入 層 は漸 減 し代 替購 入へ と安定 しつ つ あ る反 面,新

車 需要 の伸 び率 の低 下 を きた し,需 要 の屈 折点 に近 づ い てい る といえ よ う。

⇔ 乗用 車 需要 の質 的 変 化 多様 化,高 級化
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上 記需要 層 の変 化 は モ ー タ リゼ ー シ ョンの 高ま り とな り,そ れに枝 ってユ ー ザ ーの要 望

もい わゆ る 「個性 の追 求」 とい つ 形 で表 わ れ,乗 用 車の 多様 化,高 級化 が 進 展 した。 ま た

車 も機 能 の点 か ら選 択 す る よ りも,第 二 次機 能 とい われ るデザ イン,居 住性,色 等 フ ィー

リン グとい った感 覚情 報 が選 択 の重 点 に移 って きつ つ あ る。 した が って ユ ー ザ ーの 飽 き も

早 くな り,こ の ことは メ ー カーに対 して モ デル チ ェ ン ジサ イク ルの短 縮 を 強要 す る結果 と

な ったo(a～5年 →5～4年)

軽 四輪 車 大 衆車2.4小 型 車 大 ・中型車

1、900

61

62

年63

64

次

↓

65

66

67

68

69

70

.⑨

図一1乗 用車クラス別登録推移

困 トラ ック需要 の変 化

トラ 。ク需要 は,零 細 企業 が多 い とい うわが 国独 特 の産 業構 造 を反 映 して,小 型 ク ラス

以 下 の比 率が 高 く,と くに30年 代 後 半 か ら40年 代 初 め にか け ては,ラ イ トバ ンお よび

軽 四輪 車 が著 しい伸 び を示 し,普 通 トラ 。ク の相対 的地 位 の低 下 がみ られ た。 しか し最 近

倣 。て軽 四齢 ラ 。ク の雌 が 低 下 し,そ の 分だ け小 型 四輪 トラ ・クの ウ エ イ トカく一 層

増 大 した。(表 －i)

小型 四輪 トラ ックの 中で も中型 ク ラスの ウエ イ トは低下 し,大 衆 車 ク ラス,そ の 中で も

コマ ー シ ャル カー の ウエ イ トの著 し く増 大 してい る(第2表)普 通 トラ 。ク に つい ては,

従 来 主 流 を 占め てい た5～6tク ラス が 減少 傾 向 をみ せ,代 りva6.5t積 み以 上 の超 大 型

トラ ック.と2.5～4t積 み トラ 。クが 顕 著 な増 加傾 向 を 示 して い る。
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⑱

表 一2 トラック車種別登録構成比推移

葦∨ 普 通 車 小型四輪車 軽 四 輪 車 総登録台数(伸 率)

55 2α5% 6ε9% 12.8% 255,549台(621)

56 14.9 52.5 52.8 46～(889(859)

37 10.7 495 59[8 65q496(54.2)

38 90 52.1 5&9 792.965(25.8)

ろ9 ao 55.6 564 962.812(21.4)

40 6.7 56.0 5ス5 tO5～ …757(1a.1)

41 z4 5τ0 55.6 1,28ス879(21.5)
●

42 a2 590 32.8 1,554.010(20.7)

45 a5 5a1 53.6 1,710,685(1〔L1)

44 a8 5～ ヒ5 31.6 1,76義045(51)

45 99 5a5 5t8 1、689870(△4.0)

'

これ は輸 送 合 理化 の要 請 か ら よ り大 型 の ものが 好 ま れ,反 面大 型 車都 心 乗 入 れ規 制 等 の

理 由か ら25～4t積 み トラ ック に需 要 が 移bつ つあ る もの と思 われ る。

最 近 は 輸送 効 率 の 向上 と労働 力 不足 対 策 と して超大 型 トラ ック(8～12t)お よび ト

レー ラー の需 要 が着 実 に伸 びて い るが,わ が 国 の道路 事情 は,そ の進展 を充 分 に受 け 入 れ

る体 制 に は カ って い ない。

○ 表 一1で 注 目す べ きこ とが,ト ラ ック の伸 び率 が45年 か ら急激 に低 下 し,45年 は 逆

に対 前年 比で4%の 減 少 を示 した こ とで あ る。 この事 は不況 の影響 もあ るが,第2表 に 示

す小 型 四輪 トラ ック を除い て既 に 需要 の 屈 折 点に達 してい る ことを証 明す る も ので あ ろ う。

φ
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Φ
1

表 一5.小 型 四 輪 ト ラ ッ ク 車 種 別 構 成 比

中 型 小 型 大 衆 車
　

そ 小型 四 輪
1

ボ ン ネ

ッ ト

キ ヤ プ

オージく一

コ マ ー

シ ャ ル
計

ボ ン

ネ ッ ト

1

キ ヤ ブ

オ→ も一

コ ーマ ー

シ ヤ ル
計.

ボ ン

ネ ッ ト

1

キ ヤ フ'

オ ー》こ一

コ マ ー

シャ ル
計

の

他

トラ ッ ク

・総登録 台 数

55 171 15.5 15.0 45.6 1t8 50.5 12.0 54」 0.1 一 一 0.1 0.2 170,868

56 14.8 18.6
馳12

.6 46.1 15.7 25.0 12.8 55.5 0.4 一 一 0.4 Oj 245,729

57 13.4 195 1t4 44.5 180 20.5 12.2 50.7 0.1 一 4.8 4.9 0.1 31t898

58 り0.0 198 10.4 40.2 1Z7 174 1t4 46.5 1.9 一 11.5 132 0コ 415518
'

59 6.6 195 8.2 34.5 15.2
、

1ス2 11.4 43.8 4.2 一 1ス6 21.8 0.1 555,616

..

、

40 4.7 16.6 5.6 26.9 14.6 16.4 t6.0 4ス0, ス1 一 190 26.1 0 593,909

、

41 5.5 16.0 4.1 23.4 15.0 15.7 15.9 44.6 5.6 1.5 24.7 51.8 0.2 753,927

42 2.1 15.2 5.0 20.5 12.0 14.5 16.4 42.7 6.7 1.3 290 570 0 91ス398

45 t5 14.5 2.5 18.5 12」 15.0 15.8 42.9 6.7 4.2 2ス6 58.5 0.1 995β95

44 1.0 15.5 2.1 186 11.9 15.3 1z1 44.5 5.6 5.5 25.8 56.9 0.2 1,050,079

,

.

45 1,525,515

ひ ' ●

、

亀
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1-2生 産 面 に お け る変 化

(イ)生 産台 数 の増 加

わが 国 の 自動車 工 業 の歴 史 が浅 い こと,商 業 車 重 点 の生 産 構造 か らス ター トした こ とな

どか ら・ 昭 和35年 の生 産規 模 は48万 台 で あ った。 しか し,そ の後 の 日本 経 済 の高度 成

長,本 格 的 な モ ー タ リゼ ー シ ョンの 浸透,品 質 の向上 に伴 う輸 出の急 増 等 で米 国 に次 ぐ世

界第2位 の 自動 車 生 産国 と な り,昭 和44年 では467万 台(55年 比9.7倍)に 達 した

(表 一5)

表 一4四 輪 車 生 産台 数 の推 移

＼ 乗 用 車 ト ラ ッ ク ノぐ ス 四輪車合計

55年

40年

44年

165,094

694176

2,611,499

50ao20

1」6qo90

2,021,591

a4ろ7

1皇348

41,8'咋2

481,551

1,875,614

4674,932

表 一5に み る 如 く,生 産 量 の急 増 に伴 な い,自 動車 メー カー各 社 の工 場 の新 増設 もさ か

ん に行 な われ,工 場 が 分散 化 す る と共 にそ れ に応 じた オ ンラ イ ン ・シス テ ム を含 む情報 処

理 の高度 化 も進 展 した。

←)生 産 車種 構成 の 変化

商 業 車 生 産 か らス ター トした生産 構 造 を反 映 し,45年 に乗 用車 生 産比 率 が52%に 達

す るまで 商業 車重 点 の生産 構 造 で あ った。44年 に は乗用 車 生 産比 率が57%に 高 ま り,

今 後 も この 比率 は ま す ます 高 ま るもの と思 われ る。 ま た わが 国 独特 の軽 四輪 車 の生産 比率

も高 く,44年 で24%を 占め てい る。

表 一5

軽 四 輪

乗 用 車

軽 四 輪

ト ラ ッ ク
計

四輪車に占

める率

55年

44年

56,1fO

559653

41,522

55Z175

7ス652

1コ16,8"08

161%

240%

内 寡 占化 傾向

わ が国 自動 車 メ ー カー の生 産集 中度 を み てみ る と,上 位2社(日 産,ト ヨタ両 グル ニ プ

で5F年 に は69%で あ った ものが44年 に は67%と 若 干低 下 してい る。 しか しそ の間

後発各 社 の新 規 参 入 もあ って57年 には45%ま で低 下 した が,そ の後一 貫 して寡 占化 傾

向は 強 ま ってい る。 特 に上位2社 の大 衆 車部 門へ の本 格 的進 出で 下位 メー カー は劣勢 に あ

る し,41～45年 に かけ て行 わ れ た提 携,合 併h{効 果 を現 わ し,再 編 され て い ない 下位
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)ニ カー との生産 規 模格 差 が顕 著 に な って い る。(図 一2)

なお,寡 占化 の傾 向 は国 内 登録 台 数 の面 では 一層顕 著 で最新 の デー タ(45/4～46

/2の 間 の 累積 登録 台数)で み る と日産,ト ヨタ2社 の 占有 率 は全 車種 で71・9%・ 乗用

車 で は78・5%に な ってい る。

参 考 ま でに1969年 時 点 にk・け る欧 米先 進 国の寡 占化 状況 を 示 す と,米 国 が79%,

英 国77%.仏62%,伊89%,西 独75%で あ る。

わが 国 に おけ る寡 占度 が 今 後 ど うな る か につ い て は外 資 の対 日進 出等 の撹乱 要 因 もある

の で,現 時 点で の見通 しは 困難 で あ る。
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図一2上 位2位 グル ー プへ の生 産集 中

注1.子 会社 お よび提携 会社 は合 せて1社 と し,ま た合併,提 携 時 の生 産台 数 は

合併,提 携 月 に拘 らず,そ の年 の 両社 を合算 した。

2.注1.の 合算 は 次 の とk"り

(日 産)50年 よ り日産 デ ィー ゼ ル59年 よ 腰 知 機 械41年 よ り

プ リンス45年 よ り富 士重 工

(ト ヨタ)41年 よ り日野42年 よ りダ ィハ ッ

ー78
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←)質 的変 化

生産面の質的変化を単的にいえぱ,需 要の量の増大,多 様化に応ずる体制作 りに終始 し

てきたということであろう。

生産形態の変化の面でみれば,生 産方式 としては

ロッ ト生 産 流 れ 生 産 . 同期化生産

へ と変 化 し,生 産 形 態 と しては, 少車種少量生産 少車種大量生産

外車 種大 量 生産'へ と歩 んで きた。 そ れ に伴 って トランス ファー マシ ンの 広 汎 な進 展

マ チル化 ,組 立 工 程 の コ ン ピュー タ管 理等 に よ るオー ト化 が進 め られ た。

さ らに車 の 設計 は ユ ニ 。 ト部 品 の共 用 化 に よ り,生 産 面 では少車 種 大 量 生産 の ス ケー ル

メ リッ トを追 求 しなが ら,し か もユ ー ザー に は フル ライ ンポ リシー に よる豊 富 な車 種 が提

供 され,ワ イ ドセ レクシ ョンが 可能 に な った。

工場 の建設 もこれ に対 応 して,乗 用 車 トラ 。ク別専 門工場 か ら銘 柄 男1博門 工場 へ と漸

次 変化 しつ つ あ る。

困 労働 力 不足 に対 応 した労務 対 策 の変 化

生 産 台 数 の増加 に伴 って雇 用 量 は 大 巾 に増 加 し,勤 務体 制 も2直 で1～2時 間 の残 業 は

40年 不 況 の 時 を除 い て一 貫 して続 け .5れ てい る。 しか し労 働 力不足 時代 に対 応 して現 場

作業 員 の雇用 制に は 大 きな変 化 が み られ る と共 に,省 力化 の た めの 機械 化 も著 し く進 展 し

た。

一 方現 場作 業 員 の意 識 の変 化 に対 応 した労 務対 策 も種 々試 み られつ つ あ る
。 最近 の特 色

と して会 社 に対 す る忠誠 心 の 減少,単 純 労 働化 に対 す る嫌 悪 感 の増 大,教 育程 度 の向 上 等

が挙 げ られ る が,こ れ等 の 意 識 の変 化 をふ まえ た ・生 きが い の ある職場 作 り ・に 関す る諸

活動 が活 発 化 してい る。

←)新 技 術 の導入

量 産 化 多様 化,省 力化 さ らに コス トの低 減等 の命題 を解 決 す るた め,生 産 技 術 面 で も

大 き く変 化 して きて い る。 マ ス プ ロに よる コス トダ ウ ン対 策 と してVA,,IE手 法 が生 産

面 に浸透 したば か りで な く,冷 間鍛 造,焼 結,ブ ラス チ 。ク化等 の新 工法 も遂 次 開発 され

広 い意 味 の 生産 の合理 化 は 他産 業 に 較 べ て最 も進 展 した産業 とい うこ とが で き よ う。 この 句

こ とは 自動 車 の性 能 向上 と価 格 の実 績 をみ れば 明 らか な ことで ある。

(ト)部 品 メー カー の変 化

自動 車産 業 は総 合 産業 で あ り,そ の大 部 分 をに な う下 請関 連 企業は 専 業 メー カ ー,一 次

下 請,二 次 下請 メー カー と分 類 で きるが,か って これ らの企 業 は 日本 経 済 の二 重 構造 の底
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辺 として の 色彩 が 濃 く,小 規 模少 量生 産 企業 が 多 数 存在 して い た。 しか しシャ シー メー カ

ー の量 産化 に伴 い,量 産 体 制 の確 立 が 要請 され,特 に メー カー の指導.資 金 的援 助 さ らに

必 要 な場 合 は人 材 の投 入 も行 なわれ て,特 に一 次下 請 の量 産体 制 確立 に よる専 業化 が 進 め

られて きた。 しか し二 次下 請 は依 然 と して残 って お り,底 辺 は 解 消 され てい ない 。

部品 メー カー の量 産 体制 の進 展 に伴 い,そ の 企業 規 模 は 親企 業 の成 長 と平行 して大 型化

し,各 種 の 管理 技術 の導 入 の必要 性 にせ ま られ,コ ン ピュ ー タ利 用 を含 め て きめの細 か い

親企 業 に よる指導 も積極 化 して きた。

一 方技 術 力 の あ る部 品 メー カーは専 門 メー カー と して成 長す るに 伴 ない,数 社 のシャ シ

ー ・メー カ ーへ 部 品 を納入 す る体 制 もで きてはい るが,そ こに は未 だ 自つ と限 界 が存 在 し

て い るo

1-5外 部 要 因 の変 化

ω 安 全,公 害 問題

自動車 の もつ社 会 的商 品 として の特 性 故 に,安 全 無 害 な車 の生 産 に従 来 か ら努 力 して き

たが,リ コール車 問 題,急 増 す る交通 事故 件 数 柳 町 の鉛 公害 問題,光 化学 ス モ 。グ等 自

動車 に よる交 通事 故 と公害 の問題 は最 近 大 きな社会 問題 と な りつっ ある。

(ロ)規 制 の強 化

安全,公 害 問題 は'70年 代 の最 大 の課 題で あ り,そ の対策 と して政府 も保 安 基 準 排 気

ガス規 制値 を設定 して環境 改 善 に の りだ したが,自 動 車 メー カー と して も安 全無 公 害車 を

作 るべ く努 力 し,積 極 的 に 社会 との調 和 をは か って きて い る。

各種 規 制 の強 化 は,新 た な技 術開 発 を必 要 とす るば か りで な く,価 格 の上 昇 の原 因 に も

な り,国 内 外 の販 売競 争 へ の影 響 も大 きい ので,従 来 の研 究 開 発以 上 の強 力 な体 制 の もと

に解決 をは か る こ と を 自動 車 メー カー に強い て い る。

⇔ そ の 他 の要因

そ の他 自動車 を取 りま く環境 は 最 近 とみ に悪化 し,従 来 の 好調 な伸 び にかげ りが でつ つ ・

あ る。価 格 の面 でみ てみ る と,販 売競 争 の激 化 が異 常 な値 引 競争 を招 き,店 頭 価格 は あ っ

て な きが 如 くに な りつ つ あ り,そ の 姿勢 を直す べ く努 力 が 払 われ 出 して きて い る。

さ らに政 府 か らは 自動 車新 税 の方針 も打 ち出 され,メ ー カー,ユ ー ザ ー一体 とな った新

税 反対運 動 もも り上 って きてい る。

いず れ に しろ現 代 か ら 自動 車 を否 定 す る こ とは社 会そ の もの を否 定 す る こ とに なる と思

われ るの で,こ れ ら各 種 の社 会 環 境的諸 問題 解 決 は 自動 車 産 業 に と って避 け る こ とので き

ない課 題 とな っ てい るの も事実 で あ る。

■
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1-4国 際 化 の進 展

(イ)輸 出 量 の増 大

日本 経 済 の国 際 化 と 自動 車性 能 の向上 の結果 自動 車輸 出は 急速 に増 大 した
。

台数 でみ る と55年5万9千 台 で あった もの が
,44年 には そ の22倍 の86万 台 に達 し

た。 金 額 でみ る と55年450億 円が44年 では5,480億 円に な ってい る
。

輸 出比率 も55年 の8%が44年 では18%に な り,メ ー カー の なか には50%近 くの

輸 出比 率 を示 してい る ところ もでて きた。

参考までva当雌 移を示すと先進甲の1969年 の輸出台数,輸 出比率は次表の通りであ

る 。

し

輸

出

台

数

万 台

40

50

20

10

55H565フ58594041 42454445

輸
出
比
率

50%

20

10

図一5日 産自動車の輸出推移
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表 一6

西 独 フ ラ ン ス 英 国 イ タ リア 日 本 米 国

台数(万 台) 205 117 95 65 86 44
A

輸出比率(%) 569 4Z5 457 595 1a4 45

(注)米 国 につ い ては,海 外 で生 産 してい る台数 を除 い て あ るの で低 くな って いる。

(ロ)輸 出先 と車 種 の変 化

車 種 別輸 出並 び に仕 向 先輸 出 をみ る と.55年 には 東南 ア ジア等 の後進 国向 け トラ 。ク

パス 輸 出が圧 倒的 で あ った(乗 用 車 比 率34%)が,a4年 に は大 洋 州,ア フ リカさ らに

北 米,欧 州 とい った先 進 国 市場 向 け輸 出が 増大 し,車 種 も乗用 車 の ウ エ イ トが増 大 した。

(乗 用 車比率56%,北 米向 け輸 出比 率59%)

⇔ 低 開発 国 へ の輸 出形 態 の変 化

低 開発 国 た対 す る輸 出は,国 際収 支難 あ るい は工業 化 のた め の国 産化 要 請 か ら完 成車 輸

出 が次第 に規制 され る傾 向 に ある た め後述 の ステ 。ブを経 て最 終 的 には完 全 な現地 生産 に

移 行す る方向 に ある。

第1ス テ ップ:完 成車 輸 出

第2":現 地 組 立(一 部 部 品 一 タ イヤ,ガ ラス等

第5":部 品 の国 産化 比率 の拡大(技 術 援助)

第4":資 金、 技 術援 助 の拡 大 に伴 い現地 資本 との合 併

第5":現 地 資本 との 合 併 に よる完 成車 生産

←)輸 入政 策 の変 化

昭和27年 にIMF、

の国産化)

50年 にGATTに そ れぞ れ 加盟 し,50年 代 には貿 易 自由化

'

は急 ピ ッチ で進 め られ た。36年4月 に トラ 。クteよ び バ ス の完 成 車,自 動 車 部 品(エ

ンジ ン部 品 を除 く)の 自 由化 が,40年10月 に は完 成 乗用 車 の 自由化 が 実施 さA今

日に 至 ってい る。

関税 も下 記 の如 く大 巾 に 引下 げ られ た。

表 一 フ

"

昭和55年 昭和46年1月

乗 用 車
大 型 55% 1Z5%

小 型 40 20

商 業 車 50 18

大 型 ト ラ ッ ク 27 16.2
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資本 自由化 につ い ては,59年4月OECDに 正式 に加 盟 し対 内 直 接投 資の 自由化 が要

され る こ とに な り,こ れ ま で 第1次(42.7),第2次(44.5),第5次(45.9)の

自由化 を実 施 して きた。

自動車 は464よb自 由化 され る こ とに決 ってい る。

4月 の 自由化 移 行 に先 立 ち,ビ 。ク5の 対 日進 出 がほ ぼ確 定 してtsり 「GM－ いす ず,

フォー ドー東洋 工 業.ク ラ イス ラ一一 三菱)競 争 の激化 が一 段 と激 し くなる こ とが予 想 さ

れ るo

㈱ 国 際協 力 の進 展

最 近 の安 全,公 害 問題 の高 ま りの 中 で.世 界 の 自動 車 メー カ ーが協 力 し合 って この問題

に対 処 し よ うと して い る。

安 全,公 害対 策 には研 究 開 発 と して非 常 に 巨額 の資金 を必要 と し,ま た特 許網 も微 に入

h細 に入 りは りめ ぐ らされ て い るた め に1社 の み の努力 で 開発 を進 め る こ とは 非常 に 困難

で,今 後 もこ うし た国際 協力 体 制 は ます ま す進 展す るであ ろ う。

b

曾
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2.環 境対応 のための主たる企業活動

2-1市 場 の 変化 へ の対 応

需 要 の多 様 化,大 衆化 に対 応 すべ く,生 産指 向型 か ら市場 指向 型 に漸 次移 行 し.製 品 企画

生 産方 式,流 通 シス テ ム等 マー ケ 。 トオ リエ ン トの もとに進 め られ てい るが,総 括 的 には頻

繁 なモ デル チ ェ ン ジの実 施 と多種 フル ラ イ ン体制 の整 備 で対 応 して きた とい え る。 そ の円 滑

化 のため.次 の 如 き具 体 的企業 活動 が行 左われ て きた し.今 後 と もこれ 等 の活 動 は続 け られ

るであ ろ う。

(イ)モ デ ルチ ェ ンジの 効 率化

① 標 準 化,共 通 化 の促 進 に よ る設計 工 数 の 肖ljtWGMvatsけ る ・BOP方 式 ・の方 向va行

くこ とに な ろ う。 ＼

(注)BOP方 式 ・… ・GMの 生 産車 のBuickOldsmobilePontiac5車 種

に つい て の共 通 化 の方 式。 外 観 は全 く別 の珪輕 で あ るが,目 に 見 え ない所 は極 力

共通 化 を 図 ってい る。

② コ ン ピュ ー タに よる 自動 設計

研究 開 発 分野 への コ ン ピュ ータの活 用 は広 く普 及 して い るが,設 計 面 へ の コン ピュー

タの 活 用 も活発 に行 なわ れ,設 計 工 数 の削減 に貢献 してい る。

③N/cマ シ ンvaよ る試 作,型 製 作

工 数 は1/5に 削 り,試 作 期 間 も1/20に 短縮 さ れ た。

←)コ ン ピュ ー ター に よる管 理 の 合理化 の進展

① 市場 の要望 に合 った製 品 を タイA'リ ーva生 産 す るため の各 種 業 務 のEDP化 が行 なわ

れ た。

② 物 の管 理(車 お よび サ ー ビス部 品)に は オ ンラ イ ン,リ ア ル タイ ム システ ム を導 入 し

ユ ー ザー に対 す るサ ー ビスの向 上 を推進 した。

③ 市 場 にマ 。チ した 生産 効率 化 の た め のコ ン ピュ ー タ活 用

(例)ス ケ ジュ ー リン グ,経 済 ロ ッ ト,ラ イ ンバ ラ ンス,人 員 配置,在 庫管 理,オ ン ラ

インに ょ る進 渉 管理 等

8販 売 一生 産 一設 計 の シス テ ム化

① オ ーダ ー ・エ ン トリー ・シ ステ ム

一 部 の車 種 につ い て 既 に導 入 した企 業 もあ るが,各 社 と もユー ザ ーの 選択 の 自由度 の

拡大 と納 期 保 証 を指 向 した シ ステ ム に積 極 的 に取 組 ん で い る。

② 部 品 の標 準 化 と効 果 的 パ リエ ーシ。ンの設 定,機 能 部品 の標準 化 モ ジュー ル化 の思 想

の導 入等 に よ り,組 合 せ に よる多様化 を容 易 に してき て い る。
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③ 販売戦略と広告宣伝活動の一体化の推進

た 。

←)販 売 ・流通の強化

① 一地域一販売店制への指向

,/

車の広告宣伝ば劾 でぷ 安全.公 害に対する企業の姿勢を示梵 紘 告が活発化 し
/

/

ノ〆

/
'

/
/

/
ノ

/

車 種 の増 加 に対応 して,デ ー ラ ー を取 扱 い車 種 毎 化独立 させ,テ リ トリー も明 確 に し

てぽ 本的には_繊_販 売店制 。をひ蹴/

/
(例)サ ニ品 カローラ底 チエリナ 等の新設

② 販売店の指導育成の強化

販売店は急膨脹 したものの過当競争のためにデーラーの体質は脆弱で,人 材不足 もあ

って思うように充実せず・メーカーか らの人材派遣,資 金援助などの措置がとられた。

③ 車両テンポ,部 品共販会社の設立

車両置場を全国的に分散 し,地 域毎の流通体制を整備する一方,地 方毎に販売店のサ

ー ビス部品部門の統合による部品専門会社を設立L地 域内のサービス部品の流通の合

理化 とユーザーへのサービスの向上に努めると同時に在庫の削減を推進 している。

2-2量 の増大への応対

生産量の急増は,メ ーカーに量産に見合った生産方式 管理方式を強い,各 種の対応策が

とられてきた。

(イ)量 と質に見合 った工法の開発(主 な具体例)

① 鋳鍛造関係

・Back-upmetalmould

SheHm・uldを 大型mouldに 適 用 し,精 鹿 砂 消費 量 を向上

・誘 導 炉 の採用

成 分 コ ン トロール の容 易化,公 害問 題 の解 消,熱 経済 性 の 向上

・多 段 高速 鍛造 機

1シ ョ ッ ト8～10秒 か らO・8～1秒 に短 縮

・冷 間 鍛 造機 ・… ・使 用 分野 の拡 大

・高 密度 焼 結

鉄 の場 合,低 密度 は6.7以 下,高 密度 は6.7以 上,真 密 度Z8が 出来 る よ うに な って

強 度 部材 に も使 用 しうる よ うに な った。

② 機械 加 工 関係

・オ ー トロー4'一一の採用 … ・・省 力 化'
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・超 高 速研 削 … ・・周速2.000m/rnin

→4,000m/min

・NC工 作機 械

・自動 熔 接機

③ 組立 関係

・小物 にお け る 自動組 立 機 の採 用… ・点 火 ぴ メー ターの構 成 部品

・コ ン ピュ ー ター コ ン トロー ルの採 用

(ロ)部 品 メー カーに対 し一 貫納 入方 法 を採 用

従 来 は 個 々の部 品 を夫 々の部 品 メー カー に担 当 させ てい たが,SubAss'yの 形 で 技

術 力 のあ る部 品 メー カー に集 約 納 入 させ る方式 に 切換 えた 。

そ の推進 のた め、 重 点的 に 技術 指導 を積 極 的 に行 な うと ともに,企 業 の合 同 合 併等 に

つ い て も指導 した。

内 量 産 に見 合 った作業 者 の レベ ル ア ップ

① 熟練 技能 → 単 能 工→ 技術 力 ある技 能 者

トラン ス ファ ー ・マシ ンの如 く高度 の加 工機 械 を担 当す る作 業者 は,従 来 の熟練 技

能 だ け で は操 作 で きな くな って きた た め,機 械 のPMマ ン と しての素養 をつ け させ る

た め の電 子,電 気技 術 に関 す る再 教 育が 必要 に な った 。

② 段 取 工,工 具交 換 工等 の専 門職 を設 定 し,機 械 の効 率 向上 を図 った。

③ サ ー ク ル活 動 を活 発 に行 ない,作 業者 か らの 作業 標 準 化 の推進 を行 な った。

⇔ 専 門工場 制の確 立

生 産体制 の集 約整 理 を行 ない,規 模 の適 正 化 と管理 の容 易 化 を図 った結果 次 の過程

を経 て専 門工 場 制 が進 展 した。

乗 用車,ト ラ ック別

組 立 工 場 制

ト別

専門工場 制

(例)高 岡工場(カ ロー ラ) 追 浜工 場(ブ ル ー バ ー ド)
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以 上,生 産 面 に おけ る量 の増 大へ の対 応 策 を挙げ たが,販 売,流 通 面へ の対応 策 も数

多 く行 なわ れ た。 そ の主 な もの を列 挙 す る と。'

① 販 売 網 の拡 充

量 に見 合 った販売 店 の増 設,セ ール ス マ ンの採 用,さ らには メー カー か らの人 材 ・

資金 の 積 極的 な投入 も行 なわ れ た。

② サー ビス部 門の 強化

サ ー ビス の良 否が 販 売 を左 右す るば か りで な く.リ コー ル車 問題 で安全 性 も問 題 に な

り,各 社 と もサ ー ビス部 門の 強化 が 行 な わ れ たp

③ 宣 伝 の強 化

自動車 の大 衆 化 に伴 い,TV等 のマ ス コ ミに よる宣 伝 合戦 も激 しい が,一 方 では,ス

ポ ー ツ相 談 室,○ ○ ク ラブ等 の設 置 も行 力 って い る。

④ 拡 販対 策 と して の戦略 的 情 報処理 の活 発化

メー カ ー と販 売店 間 の情 報交 流 は勿 論,運 輸 省 に よる登 録 のEOPに 伴 い,ユ ーザ ー

の個 々の情 報 を使用 した情報 処 理 の 高度 化 も進 展 した。 す なわ ち販売 対応 の情報処 理 は

巾が広 く且 深 くな った とい え よ う。'・

◎

2-3労 働力不足への対応

(イ)雇用制度の改革

① 中途採用者の増加 と制度の定着化

従来は,景 気変動のショ。クアブソーバー的機能の強い臨時工制度であったが,毎 年

4月 の正規採用現業員の不足を補 う必要性から正規社員登用を前提とした。いわば試用

工的色彩を強めた雇用制度に変更した。 しかし,41年 頃から労働力のひっ迫は増々顕

著 となり,中 途採用者も中高年層が多 くなってきたので,試 用期間の短縮(2年 間→1

年間)が 行なわれた。

② 高卒現業員の採用

40年 頃 より正規採用の高卒者を現業に投入す るようになった。

③ 季節従業計 渡 の採用と定着化

農閉期を利用 した季節従業員制度が42年 頃から定着 し,最 近では従業員であること

を主 としながら農繁期に農業に従事するとい った通年雇用制度が展開されている。労働

力不足の折から季節工的色彩をできるだけ正社員にして人手確保しようとするものであ

るo

(ロ)生 きがいを追求 した労務管理 一 定着化

各 種 の雇 用条 件 の改 善 に もかか わ らず,現 業 員 の定 着 率 は必 ず しも良 くな く,む しろ 悪
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化 の傾 向 にあ る。 そ のた め.QCサ ー クル,ブ ラザ ー制 度 フレ ッシ ュマ ン リーダ ー制 度1

各種 資 格 取得 制 度,提 案 制度 等 の人 事 管理 面 の 工夫 や給与 面 の改善 等 が な され て い るが,

要 は現 場 作業員 のモ ラル ア 。プ と人間 関 係が 一 番 大 切で あ り,マ ス プ ロの流 れ 作 業の 中で

働 き甲斐 を見 出 させ る嫌 な諸 施 策 が な され て きて い る。

内 省 力設 備 の投 入 と工数 低 減活 動

① 省 力設 備 投 資額 の 相場 上 昇

'従 来1人 の省力 に対 し5
,000万 円 の設 備投 資 が許 容 され てい た が,最 近 は800～

1,000万 円 まで に上 って い る。.

② ・ボ 。 トの採 用

上 記 の省 力投 資額 の上 昇 に 伴い ロ ボ ッ ト採用 も積 極 的 に進 め られ,当 社 吉原 工場 の機

械 加 工 ラ イン では 自社 開発 の500台 以 上 の ロボ 。 トを使 用 し省力 効果 を挙 げ てい る。

③ 作業 標 準 の徹 底 と作業改 善 の 推進

機 器 に よ る省 力化 と併 行 して地 道 な作業 改 善 も続 け られ てい る。 過去 の工 数 低減 の7

0%は 作 業標 準 の徹 底 の如 き地 道 な改 善 で達 成 さ れ た。 とい って も過言 で は ない であ ろ

う。

(⇒ 省 力設 計の 推進PreDes輌9nStudy

① 他 車 分解 に よる省力 アイデ ア の吸 収

主 と して米 国 の小 型 車(マ ベ リ 。ク,ベ ガ等)を 分 解調 査 す る ことに よ り,省 力 設計

の ア イデ ア を学 び取 っ てい る。

② 設 計 に当 っては.事 前 に省 力化 要 素 を組 込 む。

③ 設計 情報 管 理D・t・B・nkの 活用

憶

2-4外 部要 因 へ の 対応

ω 公 害対 策

自動 車 メー カ ーは,一 般 に 「公 害」原 因 とな る.ば い煙.汚 水,振 動,騒 音,悪 臭 等 の発

生度 合 は,重 化 学 工業,電 力会 社 等 に比 して,概 して低 く,そ の意 味 では 「公 害 」 に縁 の薄

い業 種 で あ った。

しか し,モ ー タ リゼー シ ョンの め ざま しい進 展 に つ れ,都 市 にお い て 自動車 排 気 ガス に よ

る大 気 汚染 は無 視 で きない状況 とな った。 そ の対 策 と して次 の 如 き改 善 を 自動車 企業 の 最重

要命 題 として資 金,人 材 を積 極 的 に投 入 してい る。

① エ ンジ ンの燃 焼室 内 で ので きるだ け ・完 全燃 焼 ・で きる よな設計 開発

② 燃 焼 室 を 出 て か ら後 の排 気管 内 で ⇔再 燃 焼"さ せ る方 法 の採 用

(例)吸 気系 の改 良,燃 料 供 給 の制 御,燃 料 系 の改 良.燃 料 の 改 善(無 鉛 ガソ リンの 開発)
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③ 電気 自動 車 の 開 発

④ ス チ ー ムエ ン ジンの実 用 化

⇔ 安 全対 策

回 ・交通 事 故 に よる人 身 事故 の急 増 底 自動 車 の安 全{生に対 す る社 会的要 請 を強 め,世 界

各 国 にお い て安 全 性 に 関 す る各 種規 制 の形 で表 われ る一 方,メ ー カー も人 為 的原 因 に よ

.る こ との出来 る安 全 対 策 を行 な って きてい る。

主 た る安 全 対 策 を 挙げ る と

① 最 高速 度 制 限

米 国に お い ては全 車種 につ い て最高 速度 を95マ イル(約152Km)に 制 限 し よ

うとい う案 が政 府 内 で出 て い るが,日 本 で も軽 自動車 につ い て80Kmを こえ る と警

報 ブ ザー が 鳴 る仕 組 み を46/9新 型車,46/12新 車 か ら実 施 す る方針 に固 って

い る。他 の 自動 車 に つ い て もス ピー ドメ ーター の 改善 等 に より運 転 者 に注意 を喚起 す

る方法 が と られ て い る。

② ブ レー キ

主 ブ レ ーキ 故 障 時,副 ブ レーキが 作動 す る機構 が 既 に採用 され てい る。

この他,一 部 の車 種 に っい て は.電 子 的 に制御 す る 「ア ンチ ス キ ッ ド」 方 式 も採 用

され る よ うに な った。

③ 車体 構 造 の改 善

衝 突時 車体 が シ ョ ック を吸収 す る構造 に な ってい る。

④ 内装 関係

内面 の 突起 物 をで き るだけ 減 らす と共 に,周 囲 をソ フ トパ ッ トで カバー し,衝 突 時

の衝撃 を減 少 させ る よ うに して い る。^

ハ ン ドル に つ い て も,衝 撃 吸収 ハ ン ドル が殆ん どの車 に取 つけ 可能 に な ってお り,

安 全性 の確保 に 気 を配 って い る。

⑤ エ アー パ ック の研 究 ・開 発

衝突 時 に エ ア ー パ ッ クが 人体 を包 む 方 式 の開 発

以 上.安 全,公 害問 題 は今 後 の 自動車 産 業 の生 死 を左 右 す るばか りで な く,自 動車 の

現代社 会 生 活 で の果 す 役割 の重要 性 の観 点 か ら も是非 解 決 しなけ れば な らない 命題 で あ

り,必 死 の 努力 を続 け てい る。

2-5国 際 化へ の 対応

国内 の販売 状 況 は,前 述 の安 全.公 害問 題 に 加え て 自動 車新 税 の計 画等,税 金 の増 加 は

益 々顕 著 に な り,い わ ゆ る反 自動車 的 ムー ドが 出て きて,需 要 は今 まで と違 って伸 び悩 み

に な る とい う状 態 に な り,工 場 の生 産 体制 の維 持 の面 か らも輸 出 の重要 性 が一 段 と増 して
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になるという状 態 に な り。工 場 の 生産 体 制 の 維持 の 面か らも輸 出 の重要 性 が一 段 と増 してきた・

一方 ,資 本 自由化 も間 近 に迫 り,好 む と好 ま ざる に拘 らず,国 際 化へ の対 応策 が必 要 にな

って きてい る。

幸 い に して わが 国 の 自動 車 の性 能 の向 上 と企 業 力 の増 大 は 輸 出量 の増 加 と輸 出先 の拡 大 を

可能 に してい るが,そ れに 対応 した 企 業活 動 も活 発 に な って きた 。

(イ)海 外 拠点,海 外 派遣 員 の増 加

輸 出台 数 の増 加 お よび拡大 に対 応 して,先 進 国,後 進 国 を問 わ ず販 売 拠 点,派 遣 員は 急

増 してお り,海 外 にお け る市場 情報 の収 集 分 析体 制 も強化 され て きて い る。

最 近 は 販路 の拡 大 を欧 州 に求 あ,各 社 共 意欲 的 な計 画 を推進 してい る。

(例)米 国 にお け る販売店 数(46.1現 在)

日産657店 ト ヨタ792店

(ロ)輸 出専 用船 の増 加

輸 出量 の増 大は,そ の流通 面 に問 題 を生 じて い るが,そ の対 策 と して,日 産,ト ヨタで

は 主 と して北米 向 け に1、200台 ～2.000台 積 み の輸 出専 用 船 の建 造 が 積極 的 に行 な わ

れ,既 に当社 で は8隻 の船 団 を もつ に到 ってい る。

を寸 海外 に1おけ る現地 生 産合 併 会社 の増 加

後進 国向 け は.完 成車輸 出か ら徐 々に 直接投 資 の ウエ イ トが 増 大 して い る。 合弁 の形態

を例示 す る と次 の如 くで あ るが,主 と して東 南 ア ジア,中 南米 諸 国 で増 加 してい くで あ ろ

う。

(例)

.PrinceMotorsThailand.Ltd.

(41年 操 業 開 始)

一{i㌔
,。rsiii

・ToyotaMotorsThailandCo,Ltd

(41年 操 業 開 始)

出資比率に:;::1

⇔ 国 際的 協力関 係 の推 進.

最 近 の安 全・公 害 問題 の 高 まりは世 界 の 自動 車 メー カーが協 力 し合 って・ この問 題 に対処 し

よ うとす る雰囲 気 を作 り上げ た。

技術 提携 の 具体 例 を示す と.
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●

①1.1.E.C(1・t・ ・1・d・ ・t・yEmissi・liC。nt・ 。IP,。9,am)

1967年 よ り発 足L日 産,東 洋 工 業 ,三 菱,フ ォ ー ド,VW,モ ー ビ ル オ イ ル な

ど12社 が 参 加 し て,レ シ プ ロ エ ン ジ ン の排 気 ガ ス対 策 を 行 な う こ とを 目標 に して い る 。

②ESV(E・p・riment・IS・ft'yV,hi・1。)

日,米,欧 の 自 動 車 メ ー カ ー各 社 が 共 同 し て 安 全 実 験 車 を 開 発 し よ う とい う もの 。

③ 東 洋 工 ・NSU,日 産 ・NSU,GM・NSUな ど ¢)・ 一 夕 リ ・エ ン 〃 に 関 す る技

術 提 携

④ 日 産 ・キ ネ テ イ 。ク ス 研 究 所(米)と の ス チ ー ム ・エ ン ジ ン 開 発 に関 す る技 術 提 携

㈱ 安 定 株 主 工 作

資 本 の 自 由 化 に よ る 外 資 の 攻 勢 に 備 え て,民 族 資 本 を 守 る た め,各 社,国 内 の 系 列 関 係

を 強 化 し,株 主 の 安 定 化 に ょ る経 営 権 の 確 保 を 図 っ て い る。

亀
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d.環 境 対 応 の た め の経 営 管理 一 組織 的 ・機 能 的 ・知 的 活 動

5-1計 画 ・科学化

'高度成長経済下では
,作 れば売れ,そ の意味では生産サイ ド重点の組織であった。 しかし,

社会の離 化.多 様化噛 叫 市 場 需 要動向閲 しては・繍 処理と縫 科学手法との

組 合 せ に よ って深 く洞察,分 析 し,そ れ に 沿 った生 産設備 の投 資 を す る必 要 が一 層 高ま り,

MarketOrientedで 生 産 と販 売 が 一 体 とな った組 織,と した総 合 企画 調 査 部 門 の

設置 ・充 実 が ぎ0年 代 後半 か らす す ん だ。

5-2組 織 の ソ フ ト化

横 断 的活動 を行 な うプ ロジ ェク ト制 は,研 究 開 発,新 車開発 等 につ い ては,部 門 内組織 活

動 の一 環 と して早 くか ら進 め られ て きたが,プ ロ ジ ェク トの 高度 化,拡 大化 に伴 い チ ー ム活

動嘘 囲絋 げ られてきた.特 に工場簸 に鞭 ては.そ のプ・ジ・ハ チニ・を準備室の

形で組織的位置づけを明確にしそ人材あ一時的集合を行なって広い部門より人材を集め・『い

る。'』'.「

シス テ ム開 発 につ い て も大型 システ ムにつ いて は関連 部 門の ス タ 。フの専 従化 を行 な って

フル タイム での チ ー ム活動 を行 な って い る。

5-5事 務 の機械 化 ・合理 化

下 記 の如 きEDP部 門 の組織 的推 移 をみ れ ば明 か な如 くコ ンピュ ー タの活 用 も量 の 消化 ・

省 力 目的 の利 用 か ら経 営科 学 手 法 を含 めた 広 い意 味 の経 営管 理 へ の活 用へ と歩 を進 め てい る。

EDPの 部 門 の 推移 を数量 的 に示す と昭 和 ろ5年 に比 し,賃 借料 で70倍.人 員 で60倍 に

な ってい るが,技 術 関係 の コン ピ ュー タ,工 程管 理 用 コ ン ピュ ー タ を考 慮 す れ ば,コ ン ピュ

ー タ に関係 す る要 員 の増加 は100倍 以 上 に な ってい る と思 われ る。

・EDP部 門 の組 織推 移

(昭 和50年)(昭 和54)

経理部 計算課 総務.一
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(昭 和58年)

総 務 部

一 事務管理課

計算企画課

一 機械計算課

〃

(総 合調整)

(SEORプ ロ グ ラ ム)

(オ ペ レ ー シ ョ ン)

o

(昭 和44年)

●

機械計算部 一

ヨ 事務 剰 ・

ヨ 計算企画課

一 第一機械計算課

一 第二機械計算課

(昭 和46年)

医三繊 諸 課1 の増設

ひ

5-4多 角化 ・新 分野 へ の進 出

自動 車需 要 の鈍 化 傾 向 と経 営 の安定 化 に対 処 す るた め に,日 産 では ボー ト,フ ォ ー ク リフ

ト,繊 維 機 械,宇 宙 航空 な ど,ト ヨタでは.ミ シ ン,自 動 織機(住 宅 産業)な ど,本 田,東

洋 工 業 で は産 業 機械 な どの 自動 車以 外 の分野 へ の進 出が み られ た。

しか し,売 上 げ で み て98%程 度 は 自動車 お よび 自動車 部品 で あ り,基 本 的 に は 自動 車 に

対 処 して きた。

自動 車 産業 の 巨大 資本 と技 術 の蓄 積 は 多 角化 へ の 可能 性 を秘 め てお り,将 来 の課題 と して

今後 共 検 討 を進 め られ てい くで あろ う。

5-5他 企 業 との協 力 ・提 携

・ 自動 車 産 業 は総 合 産業 とい わ れ,関 連 企業 の協力 なくしては成 り立 たな い。 そ の意 味 で産

業 の発 足 時 点 か ら集 団化 シス テ ム化 を志 向 しなけ れ ば な らなカこった。
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・ とくに下 請 関 連企 業は 一次,二 次 な ど二 重構 造 の底 辺 を な し 技 術 面,資 金 面 で脆 弱 で あ 一

つた ので親 企 業 の 指導.育 成 もあ って専 業 化 も相 当進 んだ が,ま だ ま だ改 善 の余 地 が あ る。

・ 下 請関 連 企 業 の指 導 育成 の ため の専 門 部署 も設 置 され,経 営 管 理 指導 に併 せ て,コ ンピュ

ー タ の活用 に よる情 報 処 理 技 術 の指導 に も積極 的 で あb
,共 同EDPセ ンター の設 立 な ど も

推進 してい る。

・ 他 方,こ う した 関連 企業 の協 力 ・提携 を強 め ただ け に と どま らず,系 列 シャ シー メー カー

の強化 育成 をは か り.提 携 メー カーへ の 自社製 品の委 託 生 産 を行 な うな ど.系 列 化 ・集 団化

を積 極 的 にす すめ,生 産 力強 化 を図 って い る。

5-6そ の 他

① 特許部門の強化

従来,設 計又は技術部門の一部であった特許業務が,そ の重要性の高まりに応 じ,独 立

部門としての特許室 とか特許部に成長した。更に特許情報検索の機械化 も進められている。

② 法規部門の充実

従来,庶 務又は総務部門の一部で.非 常に専門的なことに関 しては,外 部に委託してい

たカ～ 法規関係業部の高まりに伴 って強化充実されている。

特に最近の安全 ・公害にか らんだ訴訟問題で問題が露呈している。

●

●
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4.自 動 車産 業 の 今後 の変 化 ・発 展 の方 向

、,前述 の ご と き環 境 の変化 へ の対 応 策 は,そ れぞ れ,そ れ だ け の効果 を挙げ て きてい るが,こ

れ 等方 策 は 更 に改 善,拡 大 され続 け る こ とは勿 論 で あ り,そ れ に伴 う情 報処理 の 高度 化 も今 後

ま す ます 必 要 に な って こ よ う。

しか し,自 動車 産業 の今 後 の問題 点 とい う観 点 に た って重 点 的 に 指向 すべ き分野 を挙げ てみ

る と,
●

■

c

4-1国 際化 の一 層 の進 展

・ 昭 和46年4月 の対 内 直接 投 資の 自由化 に よ り,自 動 車 産 業 に も ワール ドエ ン タプ ラ イ

ズに よる外 資 系企 業 が 出現 し,こ れ ま で の議論 の段 階 か ら次第 に生産,販 売面 で影 響 を 及

ぼ し て くるで あろ う。

。 しか し,日 本 の国内 需 要 も普 及 水準 の高 ま りと と もに鈍 化 して くる ので
,輸 出 には一 層

力 を 入 れ てい か さ る をえ ない。 そ の場 合,完 成 車 輸 出 よ り も海 外 直接 投 資 に よる現 地 生産

のウ エイ トが高 ま るで あ ろ う。

一 つ の進 出 国 で の生 産 を基 地 と して
,そ の 周 辺 諸 国へ 輸 出す る とい うこ とも盛 ん に な

ろ うn-

。 この様 に ワー ル ドエ ン タプ ライズ の 日本 進 出 と同 時 に,日 本 企業 の世 界諸 国へ の進 出 に

よ り自国産 業 の国 際 的動 きが 現 在 よ り活発 に な る こ とは 火 を見 る よ り明か な こ とで,欧,

米,日 の三 者 が 世 界各 地 にお い て三 つ 巴 の競 争 を 戦か わす ことに なろ う。

。 そ れ の対 策 と して は,海 外 にお け る政 治,経 済,市 場,雇 用,技 術力 等 の情報 の収 集 ・

処理 ・分 析 の体 制 を整 え る こ とは 勿論,グ ロー バ ル な管 理 シ ステ ムの設 計,維 持 が必 要 に

な って くる。

。'一 方,製 品開 発 の面 で も,従 来 の如 き国 内用 と しての新 車開 発 した もの を輸 出す るの で

は な く,輸 出 市場 に適 合 した新 車 開発 の能 力 も兼 ね備 え な ければ な る まい。

4-2多 角 化

。 自動車需要の鈍化,更 には安全 ・公害に関する各種規制の強化等による,自 動車生産の

企業的妙味に対する不安か ら,自 動車産業のこれまで培ってきた巨大資本 と技術力を背景

に多角化はますます進むであろう。

。 住宅,レ ジャー 交通運輸関係などの新規産業力喉 補にあげられるが,困 迷する都市交

通問題を打開すべ く,自 動車産業は何らかの形で交通システムの一部を分担することにな

ろう。
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。 い わ ゆる この程 シ ステ ム産 業 分野 へ の進 出 のため には,企 業 内外 の頭 脳 集団,シ ンク タ

ンク 的組織 化 が 必要 で あ るが,高 度 の頭脳 を一 企業 力 で集 め る こ とは困 難 で 国家 的 プ ロ ジ

ェク トの一 環 と して推 進す るrと が 望 望まれ る。

4-5省 力化 ・自動 化 .

労働 力不 足 は ます ます深 刻 に な る で あ ろ うか ら,省 力 化,自 動化 を一層進 め る必 要が あ る。

少 品種 多量 生 産 の機械 加 工 分野 では,か な り工業 用 ロボ 。 トが実 用 され て きてい るが.労 働

集 約 的 色彩 の 強 い組 立 ラ イ ンへ の導 入 が 今後 の課 題 であ る。

そ の ため には,仕 事 を教 え てや る とあ る定 った動 作 をす る ロボ ッ トか ら更 に進 ん で.知 能

ロボ ッ トとい わ れ るパ ター ン認 識や判 断 能 力が 可 能で.動 作 ス ピー ド,強 さ,器 用 さ等 が 人

間 能力 以上 に出 来 る ロ ボ ットの開 発 が必 要 に な る。 この 種の ロボットは試 作 的 には 出来 て い る

が 実用 化 は今 後 の問 題 とな ってい る。

4-4自 主 技術 の開 発

既述 した通 り,安 全 ・公 害 問 題 の高 ま りの 中 で各社 間の 技術 提携 が 非 常 に活 発 に進 め られ

て い るが,今 後 も この方 向は 持 続 し,・ 技術 を制 す る ものは 世界 を制す ・とい う色 彩 は ます

ます 強 ま るで あろ う。 そ の技 術 も 自動 車 関連 技術 に甘 ん じていれ ば良 い とい う もの でな く,

基 礎 周辺 技 術 を含 めた 自主 技術 の開 発 が 一層 大 切 とな って くる。

4-5販 売秩 序 の改 善 と カウ ンター セー ノレスの増 大

。 現 在 の過 当販 売競 争 は 自動車 業 界 を 自滅 に導 く もの で あ る。 従 来 の よ うな高収 益 の期 待

も薄 れ,コ ス ト ・ア 。プに 苦 しん で い る現 在,一 刻 も早 く過 当競 争 をな くす 必 要 があ る。

。 幸い,中 古 車査 定 機 関 の設 立,公 共競 争規 約 な ど,販 売秩 序改 善 の施 策 も展開 され つ つ

あ り,外 蘇 企 業 の撹 乱行 為 も懸 念 され ない わけで もな いが冷 後 一段 と整 備 改 善が進 む

だろ う。

。 一方,販 売形 態 もセー ル ス マ ン不 足 のた め,現 在 の訪 問販 売か ら,ア メ リカ型 の カ ウ ン

ター セ ール ス に徐 々に移行 す る で あ ろ う。

。 そ の場 合,セ ール ス マ ンの 説得 π よる拡 販 力望 め な くな り・ 現 在以 上 飾 揚 に適 合 した

製 品 の開発,そ の右 め の市 場 動 向調 査 活動 は,よ り高度 な ものに発 展 させ てい か なけ れ ば

な らない の は当 然 で あ る。

。 この面 におけ る情報 処 理 の 高 度化 は ます ます 要請 され る ことに なろ う。

`
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4-6企 業群 の情報 シス テ ム

。 自動 車産 業 は 既述 の如 く,カ ー メー カー で あ る親 企業 とそ れ を取 りま く数 多 くの 部品 メ

ー カー販 売店 が 一つ の企 業 群 と して の企 業 活動 を行 な って初 めて 自動 車 お よび部 品 を ユー

ザ ーに 提供 して い る。

。 従来,親 企 業 が 自社の 企業 活動 の 効率 化 を独 自 で進 め,必 要 な場 合 に関 連 企業 の協 力 を

求 めた り,指 導 して きたが,企 業活 動 の効率 化 の面 で 未 だ に親企業 とそ の関連 企業 との格

差 は厳 然 と存在 してい るの は事 実 で あ る。

。 しか し,情 報 化 の進展 に伴 い,相 互 に コ ミュ ニ ケー トす る情報 業 も増 加 し,そ のタ イ ミ

ン グ も重要 に な って きた。

そ の対 応 のた め,従 来 の親 企業 中心 の情 報 シス テム で は な く,企 業 群 全体 の効 率 ア 。ブ

を考 え た情 報 シス テ ムの形 成 が 急務 に な り,一 部進 め られ てい る。

。 幸 い に して,通 信 回線 の開 放,端 末 機 の開 発 に希 望 が もて る状 況 に な って きた ので,こ

の企 業 群 と して の情 報 システ ムの確 立が 急速 に進 展 す る もの と思 う。
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は じ め に

3

電気機械産業を検討するにあたっては,ま ず電気機械の概念を明確にしてお く必要がある。従来

の定義は何等かの条件 として電気エネルギーを利用,若 しくは利用させる機器の総称であった。近

来技術のシステム化,複 合化がすすみ,単 に電気エネルギーとの関連づけにより定義することは困

難な製品が多数み られ,よ り広義な観察と把握が必要 とされる。

構成する製品は非常に種類が多 く,そ の機能ない し用途,生 産形態及び技術的条件は複雑多岐に

亘る。需要構造,生 産構造いずれにおいても変化の度合の違い及び異質的構造が顕著な面もあり,

産業と して業界共通の統合 した分析 と同時に,或 る程度の区分による解析と把握が必要とされる。

従 って産業 トータルの姿としての検討を基本としながらも,課 題に対応 して,分 野別に大別 した検

討を行 なう。

へ
咋`'

、
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電気機械の分類

気

械

電

機

狭義の

電気機械

資本財

(産業用電

耐久消費財

人民生用電気機械)

力学的 エネルギーを電気 エネルギーに 交換す る機楓

電 気エネルギーを力学的 エネルギーに交換す る機種

電気エネルギーρ規 格を変撫する機橿

電気 エネルギーを制御す る機種

電気 エネル ギーを熱 エネルギーに交換す る機種

電気 エネルギー を熱 エネルギーに交換す る機種

電子機器

の他

資本財

(産業用電子機器)

電気エネルギーを力学的エネルギーに交換する機種

電気信号を情報伝達に利用するもの

電気信号を情報処理に利用するもの

電気信号を力学的運動の制御に利用するもの

電気信号を制御するもの

高周波電力を熱エネルギーに交換するもの

その他諸用途

交流発電機,直 流発電機

交流電動機,直 流電動機

電動機応用機器

変圧器,'整 流器,調 相模

回転変換機

開閉制御装 置,コ ンデンサ

電気計器(指 示計器,記 録計器)

電気炉,電 気熔接機,放 電加工機

電熱用品(ア イロン,ス トー ブ,こ たつ等)

ちゅ う戻馬電 熱用品(電 気 こん ろ,

トースター,電 気釜,・ 一スター,

電気 ポッ ト等)

洗泡機,冷 蔵庫,掃 除機,扇 風機

ミキサー,電 気 カ ミソリ等

橋雑観 鰍 工期
テレビ(ITV),レ ーダー

電子計算機

自動制御電子装置

電気測定器

高周波電力応用装置

医療用電子機器,電 子顕微鏡

放射線機器,そ の他

電気管(受 信管,送 信管,マ イクロ波真空管,ブ ラウン管等)

半導体(ト ランジスタ,ダ イオー ド,そ の他)

電子部品器材 電 子部 品(有 線通信部機 品,抵 抗 器,蓄 電器,変 成器,複 合部品)

音響部 品(ス ピ}カ ー,イ ヤホン,ピ ックアップ等)そ の他

=イ 鷲1∴ ごll:il
(大 衆化には未だ尚早)

配線照明器具,電 球,電 池,そ の他
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盲

150年 代 と比較 した環境の主要 変化

1-1需 要面の動向

(イ)電機産業の動 き

日本経済の全般的 な成長の中にあって,電 機産業は絶えず先導的に高い成長を遂げ ,過 去

10年 間にその生産高は約6倍 に成長 した。

成長率(年 平均)を50年 代 と現在を対比すると50年 代前半は約40%,40年 代に入

ってからは約27%,対 鉱工業生産指数弾性値をみれば30年 代前半は2 .5倍,40年 代に

入 ってか らは1.75倍 で伸び率自体はややおちついたものとなっている。 しか しながら経済

成長の背景に技術革新があるかぎり電機産業の成長性の基調は全く変化はない ものといえる
。

成長が続 くなかで産業部門における構成変化は著 しい。重電機のウエイ トが低下 し,家 庭

電器,産 業用電子機器のウエイトが上昇 しつつある。

また,産 業用,民 生用を通 し伝統的な重電関係製品のウエイトが下り,電 子機器の比率(5

4年53%→44年61%)が 上 昇 し,エ レク トロニ クス化 が太 き ぐ進 行 した
。

⇔ 重電機部門

重融 の需要は富 力の設備投資,鉄 鋼,化 学綾 騰 の臨 機融 先産業の設備投資と

技術動向に より主 として決定される。

30年 代当初は,い わゆる産業構造の高度化重化学工業化に主導され拡大 した
。

40年 代において,需 要先産業の設備投資の大型化により,機 器及びシステムの大容量化,

大型化が進み,一 方電力利用技術の向上,電 気的制御技術の進歩により自動化製品 ,シ ステ

ム製品需要の大巾な拡大がみ られる。

内 家庭電器部門

50年 代当初に1人 当 り実質所得の戦前水準への復帰,所 得の平準化,生 活様式の洋風化

など耐久韻 財譲 拡大の伸びぬ 鳩 成長があ・た・特に家蝿 器の灘 的製品のイ申びが

著 し く,高 度成長 期 にお け る電 機 産 業 に 最大 の影 響 を与 え た。

50年 代の 後半 に主 要 商 品 の普 及 率 が高 ま り成 長率 は屈折 した が
,40年 代 に 入 り再 び成

長 に転 じてい る 。 この分野 で も製 品 の交 替 は著 し く,当 初 の基礎 的製 品 は普 及 率 の 高 ま りに

よ り需要 は一 巡 し取 替 需要 期 に 入 り・需要 は ほぼ 横這 いに転 じてい るの に対 し
,ク_ラ ー

カラー テ レ ピに代 表 され る高額 耐 久 消費 財 及 び
,ス テレオ,テ ー プ レコー ダ等 嗜 好 関連 商 品,

流行 的,装 飾的 小物 商品 の伸 び が著 しく,所 得 水準 の大 巾 な上 昇 に対応 した 動 きを示 してい

る。

家 庭 的分野 で6エ レク トロニ クス 化 が進 行 し,34年 には 比率 は1:1で あ った のに 対 し,
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110年 後の44鑑 には電機1に 対 し電子は2の 比率↓(上昇している。

⇔ 産業用電子機器

50年 代の需要は高成長を続けた電機業界においては,最 も低い伸び率に留まっている。

40年 代に至 り 重電機,家 庭電器の低迷するなかで通信機部門を中心に大 きな伸びを見

るに至った。

更に,情 報化時代を迎えて電子計算機とその関連製品の需要が本格化し,一 方卓上電子計

算機など汎用性のある電子機器 も市場化され,こ れが産業用電子機器の大巾な拡大をもたら

している。,

困 電子部品

電子部品(製 品)は,最 終製品の需要へ動向 し対応 して行 くかたちが常であるが,電 気産

業においては部品の技術的変化が最終製品の需要の顕在化に影響を与えて行 く特殊的な性格

をもっている。30年 代には半導体が市場化され,急 速な成長を遂げた。40年 代に入り,

カラーテレビなど部品利用度の高い製品の登場により大巾な伸びが続 く一方,集 積回路など

機能部品の新技術に より電機製品の需要の量質面か らの高度化及びコアメモ リ,表 示管,マ

グネ トロン等の商品化により,製 品分野の拡大に寄与 している。

δ

1-2供 給面の動向

(イ)多 角化,多 層化の動 き

需要面の分析でみ られる通 り電機産業の成長は個別製品自体の高い成長性に起因するが,

成長の原動力として製品の巾が大 きな影響を及ぼす ことが特徴的である。即ち電機産業の成

長は垂直方向への高度化と水平方向への多角化により達成されるものである。

垂直方向への高度化は,各 製品分野にみ られる大型化,高 級化,微 少化そ して複合化の技

術であり,水 平方向への多角化は製品の多様化技術 と重電機→民生用電機→民生用電子機器

→産業用電子機器へと技術 と事業分野の横への展開によって示される。

これらの垂直,水 平方向への展開は常に新技術の積極的採用に より実現されうるものであ

った。従 って電機産業は技術革新に常に深 く関係 し,同 時に技術革新の先駆的役割を果 して

きた。今後 とも経済成長が技術進歩に依存する度合が高まるたっれ,電 機産業の役割は高ま

り・一方成長の持続は構造変化の動きを更に激 しくするものといえる。

(ロ)技術導入

この垂直,水 平両方向の展開は常に技術革新と新技術の採用により果されてきたが,こ れ

まではそれが主 として海外の技術の導入により支えられてきた。電機業界は単一業種 として

最高の技術導入件数を示 している。技術導入が多いことは技術水準の後進性だけで説明され

るものではなく,電 機産業の技術体系が複雑多岐に分化 していること,業 界の発展が急速で

しγ
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あったことに起因する。

導入技術により潜在需要が顕在化され,或 いは新製品の開発による新市場の開拓が行なわ

れ,或 いは国際競争力が強化され,輸 出市場の拡大が可能 となるなど業界の発展に大 きく寄

与 した点は見逃せない。特に,40年 代に入り,そ の波及効果が大きくなっている。

しか し,こ のことは反面独自技術の開発を遅 らせることにもなり,国 際競争上の問題が表

面化 しつつあることも見逃せない。

内 労働問題

電機産業はアセンブリー産業(組 立産業)で あり労働集約産業であり,労 働力が生産要素

として重要な機能を有す。この労働集約的生産構造は製品構成が水平的に横へ展開した場合

にも基本日勺に変イヒはなレ、。

50年 代は民生用電子機器の登場により,女 子労働力のウエイトが高まったのに対 し,4

0年 代に入 り電子計算機など産業用電子機器の ウエイトが高まり,一 方重電機の高度化,シ

ステム化により設計,開 発 ソフトウエア要員の大巾な増大を招き,高 学歴男子従業員の増加

をみている。

労働集約型産業にとって賃金の大きな上昇は企業基盤に致命的な影響を与える。

50年 代後半の賃金上昇の加速化により,立 地面か らの対策を進めているが,こ れは基本

的解決策にはなりがたい。対策 として,層設備の大型化,自 動化など資本装備率を高めて省力

化を推進する一方,技 術力の駆使により,例えば集積度の高いLSIの 開発と量産化など工程

そのものを短縮化すること,及 び高加工度化など付加価値の高い製品分野の開発などにより

対応 して行 く必要がある。

(→ 流通条件について

30年 以前の重電機主体の業界vateい ては,流 通問題は二次的性格にとどまったが50年

代に入 り家庭電器のウエイト増大により,流 通対策の成否が企業の盛衰に直結するに至 り企

業戦略 としての地位を占めた。

40年 代に入 り電子計算機の登場は,単kる 流通チャンネルの問題から販売に直結す る資

金,要 員,ソ フトウエア提供の5点 が販売面の問題 として登場 した。

家庭電器における競争の勝敗の鍵は進出の時期 と流通組織対策にあった。 しかしある程度

の進出の遅れは,家 電製品が技術上の優劣の差がほとん ど現われない製品であり,資 本力に

おいてほぼ解決された。

しか し,流 通対策の優劣は企業格差に直結 した。50年 代当初家電産業の発展期には多数

の企業が参加 し・ほぼ同列に位置 していたが,流 通市場の編成が進んだ現時点には独自のチ

ャンネルを持たない企業は,総 合家電 メーカー として存在 し得ないかたちとなっている。

30年 代においては,家 庭電器が流通問題の主体を占めたのに対 して,40年 代は二方向
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から新たな流通問題が表面化 しつつある。

その一つは,卓 上電算機などの新商品の流通チャンネルの確保の問題であり,今 一つは電

子計算機の販売の問題である。

電機産業は,技 術の優位性が販売条件を決定 していたが,最 近は製品のライフサイクルの

短縮化,メ ーカー間の技術水準の均質化により創業者利潤を確保するためには・単に技術の

優位性を保つのみでは困難となっている。新技術を早期に消化し,多 量に生産販売する体制

を築 くことが不可欠の要件となりっつあり,製 品開発と商品の特性に応じた流通チャンネル

の設定を同時に平行的に進めて行 く必要が迫 られている。

電子計算機については,独 特のレンタル販売制度により大量の資金,サ ー ビスシステム要

員を販売面に動員することを要求されている。

㈱ 競争条件 と新規参加の機会

電機産業の競争面について も需要構造て分析された電機産業の垂直水平展開指向の構造特

性が条件を複雑化 している。

製品が分化するかたちでの成長性が高いことは新規参加の機会が常に豊かなことを示 し,

一方高度化の度合が高いことは,寡 占化の方向を示 している。

電機産業 トータルとしては寡占化を競争激化が同時平行的に進行するかたちは,今 後とも

変 らないとみられ,商 品のライフサイクル技術開発の期間の短縮化は競争激化の色彩を強 く

する。

←)海 外戦略輸出をめぐる動向

一般 に電気機械は,き わめて技術的依存が高く,製 品はどこの国でもそのまま用いられる

汎用性 がある。従 って,開 発の初期段階は国内市場中心であっても・一旦技術が水準に到達

し,製 品としての満足度が明らかになれば,規 模の利益,販 売市場の拡大のために海外進出

が 行なわれる。

電機産業は,30年 代当初は,輸 出比率は10%に 止 っていたのに対 し最近は20%と 大

きく伸びている。輸出は家電製品,電 子部品,重 電機の伸び率ウエイトが高くなっている。
レ

輸出については,当 初は豊富低廉な労働力を武器 とした製品競合力の面から拡大 していっ

たのに対 し最近は家電製品にみられるように膨大な国内需要を背景として量産化によるコス

トダウン,量 産技術を生か した製品,重 電機のように超繁忙の米国企業との国際分業として

の形で伸びつつある。

今後,特 恵関税制度の導入により影響が予想され,す でに一部製品については輸出市場で

のシェアを失いつつある。また米国における反ダンピング法違反の訴えにみ られる通 り,単

なる経済性 と製品競争力主体とした輸出戦略の展開のみで海外戦略を規定することは困難 と

なりつつある。その対策として輸出商品の技術の転換が不可欠である。同時に輸出秩序の面

－lO4 一
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か らの 配慮 も不可 欠 で あ る。

●

」

1-5そ の他の外部要因の変化

(づ 公害問題のクローズア ップと影響

部品及び加工段階吐 ける麺 ・ス トの上昇汲 び都市内工場 特に居住地区離 工場)

の操業制限,拡 張制限,騒 音対策 など公害問題と関連 して対策と転換が要請される
。

公害問題については防止技術,防 止用製品の提供を通 じ技術面から貢献す ることが可能で

ある。

(⇒ 消費者運動の影響

家庭電器の二重価格問題に端を発 した消費者運動の影響により再販価格の維持を前提とし

た家電製品の販売指導の見直 しが見られている。
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2組 織的機能的活動の高ま りの現状

2-1企 業組識

(イ)電機産業の特質は,そ の成長性にあることはすでに分析された通 りである。成長は急速

で あ る と同時に,技 術的に極めて多面的な可能性を追求することを軸 として,事 業分野に

巾広く関連性を求めるとの,産 業の基本的な構造特性により導かれて実現されてきたもので

ある。従って電機産業において効果的かつ永続性のある企業運営を可能とする組織を求める

とすれば成長と多様化への対処を同時平行的に満足させる組織構造が必要とされる。

こうした要請に応える組織形態として事業部制が生れでた。50年 代以前,即 ち多角化進

展以前の業界においては,事 業部制の採用は一部の先進企業にのみとどまったが,50年 中

期に至 り家庭電器の登場により多角化の有利性が実証された時点で基本的事業組織 として事

業部制が定着 した。

(⇒ 事業部制の運用と情報組織

事業部制下において各事業部は,独 立企業の如き形態で運用される。費用配分,利 益,金

利諸税の負担方式において も疑似的な会社組織をとること。生産計画,設 備投資,部 品購入

にらいても独立採算性下に一 切が事業部の責任において遂行される。

事業部制の採用とその運用の程度は採用企業の歴史的過程,市 場地位に より差異はあるが,

事業部段階において製品の売れ行 きを掌握すること。即ち市場動向に直結 した事業運営にそ

の運用の力点をおいていることは共通である。従って事業部門におけるマネージメン トのた

めのマーケット情報の把握を軸として完結した情報組織が必要 とされる

'φ

2-2業 務面 か らみ た企 業活 動

(イ)マ ー ケ テ ィング情 報 の シ ス テ ム化

事業 部 段 階 に於け る標準 的 な業務 構 成は

① 販 売前 活動 ② 受注 処理,③ 製 作手 配 と設 計,④ 購 売,材 料 手配 と部 品調 達

⑤ 製造 生 産 管理,⑥ 発送 配送,⑦ 経 理,原 価 管 理,利 益 管 理,⑧ 人 事 労 務 管理 が あ る。

これ らが共 通 の デー タベー スに よって各 種業 務 のオ ペ レー シ ョンが 自動 化 され る とと もに

経 営シス テム化 され つつ あ る。

特 に流通 過程 を有 す る事 業部 門 に あ っては,シ ス テム化 の 段階 は 流通 過 程 にお け るマ ー ケ

ッ テ ィング情報 と生 産 管理 の 同期 化 がは か られ,そ れ の実 現 を 目指 す一 例 と して 需要 予 測に

よる 見込 み生産 シス テ ムの流通 段階 に おけ る製 品の 自動 補 給 シ ス テム結 合の ケース が考 え ら

れ る。

受註 →生産 → 出荷 指 示→ 納品 → 入金 の一 貫 した 自動 化 オペ レー テ ィング シ ス テム が完 備 した

8

♪
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マ ネー ジ メン トシス テムに よ って支 え られ つつ
,広 域 ネ ッ トワー クに よって実現 され つつ あ

る。

(⇒ 設計 の シス テム化

電 機 産業 の 業務 活 動 にお い ては設 計 部 門 が創造 的活動 の 具体 的展 開 を担 う部門 と して大 き

な役 割 を もつ 。製 品 の大 型化,高 度 化,シ ス テム化 は設 計条 件 を苛酷 化 し
,技 術 要 素 を複雑

化 し設計 及設 計 関連 業 務従 事 人員 を急増 させ てお り,そ の合 理化 を迫 られ て い る
。そ のた め

技 術 計算 シス テム,技 術 情 報 管理 シス テム及 び最 適 設 計技 術,設 計の 自動 化 のた めの デザ イ

ンオ ー トメー シ ョン な どが コ ン ピュー タ ・エイデ ッ ト,デ ザ イン シス テム と して活 用 されつ

つ あ る。

(づ 業務 面 に おけ るそ の他 の 活動 シス テム化 の方 向 と して業 務 面 でのEDP化 が進 め られ る

一方
,各 業務 段 階 にお け る合理 化 の徹 底,科 学 的 管理 技術 の適 用 が進 め られ てい る

。 目指 す

とこ ろは業 務 の流 れ と発生 す る情 報 の流れ を同期 化 して コン ト・一 ル して行 く方 向で あ る
。

6

2-3戦 略的企業活動

ω 開発の組織

電機産業は需要面の分析でみられる通 り産業自体が革新的な性格を有する。製品の多様化

の一層の進展,商 品のライフサイクルの短縮に対する市場指向的戦略を企業活動の内部に本

格化することを要請される。その具体的対処等として開発を中心 とした体制づくりが必要と

される。

そのため

① 技術開発活動を市場に接近 した部門に移 し,市 場のニーズに直結 した開発活動 を行な

う。.

② 個別製品別開発からシス テム製品,複 合技術製品など境界領域にある製品の開発をプ

ロジsク トグループ活動にょb推 進するo

③ 技術的関連多用化,及 び市場的関連多用化による計画的な成長産業分野への進出。

④ 新需要の創造,技 術突破を目指 した大規模プロジェク トの推進。

⑤ 製品開発・研究開発への長期計画の導入。などニーズの発見,接 近と対応のシステム

づ くりを行なっている。

企業の行動は直接的にはその企業に対する市場のニーズによつて規定される。従って,企

業は 自社が応えるべき市場ニーズや社会ニーズの追求 とその対応を企業活動の戦略の軸 とし

て行 くことになる。

これらのニーズは需要構造の変化,企 業環境の変化として現われる。電機産業の企業戦略

はこうして変化の予知と対応の計画的な推進に発するものである。
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←)開 発 の サ ポー トシ ス テムの一イ列

こ う した 開発戦 略 を 支え るには 多数 のサ ブ シス テ ムに よ りサ ポー トされ る必 要 が あ る。 そ

の 一 例 と して開発 の成果 であ る特 許 情報 シス テム をみ る。

最近 の 新技 術製 品 は,そ の 開発 競合 の極 め て膨 大 で あ り,な お かつ技 術 の陳 腐 化が著 し く

製 品 の ライ フサ イ クル が短 縮 化 したた め,新 技術 を開発 し特 許 を取得 した メー カーは ・そ れ

を既 存技 術 の ごと く簡 単 に他 メー カー へ 供与 せず 経 営 参加,ク ロス ラ イセ ンス,市 場 制 限 等

の要 求 を強 め,開 発 競 合 の早 期 回収 を計 ろ うとす る。 このた め 今後 とも電 機 産 業の成 長 を 図

ろ うとす れば,独 自の新 技術 の開 発 とそ の 確保 が 最大 の要 求 とな ろ う。特 に開発 した新 技 術

を 有利 な競 合 条件 とす る為 には,強 力 な特 許 管理体 制 を確 立 し,国 際 市場 に おけ る特許 網,

情 報網 との結 合 が必要 で あ る。

2--4経 営管理面の活動

環境変化に対する適切な対応施策,多 角化,多 様化 した事業分野 と事業組織のもたらす膨大

な情報の発生に対する処理問題,内 部に於ける制度組織 のみならず管理方式の多様化,複 雑化

がみ られ,最 も困難なOIS→MISの 道を歩んでいる。

すなわち,長 期計画を各事業単位段階にまで確立させ,全 社的な綜合計画と事業部門計画と

の整合性をとること。

事業蔀制のもう一つの特長である組織流動化を製品廃止プロジェク ト,技術転換 プロジェク

トとの関連において効果的に進めること。

管理調整部門の強化を特に戦略的部門を重点に推進すること,即 ち,技 術管理・特許管理 ・

研究管理,系 列会社管理,海 外関係管理など,教 育の徹底的推進により能力開発,創 造性の開

発をはかること等が経営管理の各層,各 面で推進 されてお り,こ れらの重点的強化策は従来の

伝統的管理機能 とやや異質であり,高 度かっ戦略的左情報,即 ち社内実績データ,計 画データ,

経済情報,業 界情報,市 場性新技術情報など共通な情報 として利用することにより効果的な活

動が可能 となるものである。

♪

2-5他 企業 との協力提携

④ 下請等との関係

電機産業は製品の種類,製 品を構成する部品の種類の多いこと,並 びに部品の加工工程。

製品の組立工程が多数の段階からなることより,生 産工程が複雑多岐な延長 となるため。

生産管理が難 しくなること生産工程をなす諸段階の独立可分性が強いことなどで下請利用

度が高い。

最近は部品の加工度が上 り,零 細企業的下請か ら,大 手の部品,素 材半製品メーカーとの
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提携関係に変化がみられるが,加 工度の比率が太きぐ変化 し左いかぎり下請の利用関係に大

きな変化は左い。管理システムは一企業のみの独立的なものから,こ うした提携関係の全て

を含めたシステム化が計 られつっある。

←)専 門家及び知識,情 報産業の利用

製品の多様化,技 術探究範囲の種類,量 的,地 域的拡大により,こ れ ら専門職能の利用が

高ま りつっある。企業内努力の開発など戦略的分野に集中されるにつれて更に利用度は高ま

ることとなろ う。作業は外部依存,評 価は内部で行なうとい う形 となる。
●

●

●
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5電 機産業 の将来像

5-1全 般的

技術革新の一層の進展,経 済の高度化,大 型化,広 域化と共に,行 政,産 業経済技術の各

分野とも関連分野の競合補完の益々複雑化し,所 謂システム化の方向をもつ電機産業は関連分野

の製品を多角的に開発 しているので,今 後重点的領域として予想される交通,輸 送,通 信の高

度化,災 害防止,住 宅環境向上,教 育効率化,医 療などの各面でのシステム科学産業の最短距

離にある。

電機産業の製品の目指す所はこれ らの需要面での要請に直接的に応えるものとして,従 来の

製品分野を更に高度化 し,従 来の電気産業の垂直水平方向展開から技術の複合化の方向へ も進

むことになる。技術の複合化の核となるものは電子計算機,通 信機器,コ ンピュータコントロ

ール機器,NC機 器などであblこ れ らは産業の情報化の進展に最 も深い関係をもつ。電機産

業が技術革新の多様化,多 角化の源泉となる特徴的性格は今後ともかわ らない。

5--2重 電 機

重電 機 の 需要は基 本 的 には設 備 投 資 の動 向 に よ り決定 され る。設 備 投 資 の誘因 は

① 需要増 大 に 伴な う設 備 の 拡張

② 生 産 方式 の変革(大 型化,オ ー トメ化,新 プ ロセス等)

③ 新産 業の 発展 に件 な う設 備投 資 な ど が あげ られ る。

これ らの誘因 は,各 々個 別 に 独立 して あるの では な く,互 い に複 雑 に か らみ あ ってい る。重

電 機 の需 要 は これ の誘 因 の ウエ イ トの相違 に よ り大 き く影響 を うけ る こ とに な る。

今 後 の重電 機の 需要 要因 と しては 特に 上記 の 第2,第3面 が 強 い影 響 を及 ぼ す こ とに な る。

即 ち,機 器 の超 大 容量 化 及び 原 子 力 な ど新 技 術 の本格 化 とオー トメ化 の進 展 で あ る。特 に オ

ー トメ化 は 単 なる労 働 力不 足,賃 金 水準 の 上昇 に対 応 した無 人格 に とどま らず コス トの制 約 を

こえ だ要請 とな って 現 われ る。 す な わ ち,や が て到 来 が予 想 され る高度 工業 化 社 会 では 加工 の

高度 化,組 み立 て の複雑 化 の要 求 が きわ めて 強 くな り,こ れ まで 人手 を頼 って い る部 門 に おい

て も機 械 に よる オー トメ化 が進 展 しよ う。 オー トメ化 と関 連 して工業 用 ロボ ッ トが注 目 され る。

新 産 業 へ の需要に つ い ては,現 在 視 野 に入 って いる諸 産業 へ の 直接 的 な設備 器 材 の供 給 と同

時 に,こ れ ら新 産業 向 需要 機 器 の製 造 技 術装 置 の供 給が期 待 され る。 こ う した意 味 で エ ンジ ニ

ア リング分野 の大 巾 な伸 び が予 想 され,重 電 機 は大 型機 器,新 技 術 製 品 の生産,オ ー トメーション

技術 と器 材の供 給 エンジニヤリング 技 術の提 供 とい うか た ちで,従 来 の機 械 単 位 の供 給者 が,

生 産 シス テムの供 給者 へ と変 貌 す る といえ るだ ろ う。 こ う した意味 で重 電機 と機械 部 門 の結合,

機電一 体 化 の方 向が 更 に強 ま る こ とに なろ う。
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3-5家 庭電器

家庭電器の需要構造はすでに徐 々にではあるが変化 しはじめている。今後はこの変化が加速

化されると同時に変化の方向が明瞭化しよう。変化させている要因は機械需要のユニッ ト化,

システム化の動きである。

これまでの単一製品を単位とする需要か ら,こ れを機能的に組み合わせてセット化される傾

向がみ られる。即ち,モ ジュール製品である従来製品(冷 蔵庫,ク ーラー,テ ープレコーダー

テレビ)か ら,集 中冷暖房システム,キ ッチン,パ スユニッ ト等へ需要が動 きつつある。今後

の経済社会の発展は消費形態についてみると,大 型化,大 規模化の方向に進むと考えられるが,

そ うなれば家庭電器の需要形態についてもユニット化,シ ステム化が一層広範囲に進展するこ

とが予想される。

ユニット化は更に高次のシステム化に進展することが予想されるが,こ のように して家庭電

器製品の最終需要が本格的に機能別に再編成化されて行けば,単 一製品を供給する従来の家電

部門は新 しい機能型システム産業にモジュールを提供する部品産業化することになる。

家電製品の普及一巡後は成長率が鈍化することはすでに家電業界が経験 したことであり,現

在製品の成長鈍化は目前であり,こ れか ら発売される新商品は更にライフサイクルが短かいと

みられること,一 方モジュール製品の部品産業化が予想されることからして産業がこのままの

姿にとどまれば成長性は直ちに失なわれてい く。家電業界におけるリーデ ィング企業はこの需

要の機能別再編成に対応 して新 しい機能型産業へ発展 して行 くことが予想される。

、

5-4産 業用電子機器

今後,電 機産業の成長を主導するのはこの分野である。情報化時代を迎え,情 報処理量,情

報交換量の飛躍的増大が予想されるが,そ れを機能的に,技 術的に消化対応 して行 くことを分

担する分野である。,'

そ してその核 となるのが電子計算機 と通信技術である。電子計算機の将来の姿を展望すると,

次のとお りとなる。

これが実現 して行 く要因としては次のような背景が考えられる。

④ 機能の拡張に伴なうコス トパーフオマンスの向上(実 質的な大巾なコストダウン)が 需

要層を拡大深化する。

㊤ 超大型,大 型システムと小型システムの伸長が顕著になる。即ち,今 後のオンラインネ

ットワークの形成拡大 とともに中央計算センターに設置される超大型機,大 容量記憶装置等

の増大,同 時に一方においてデータ端末におけるメッセージ処理用小型機及び端末機が多様

化 した用途に適合 したかたちが出現する。この傾向は回線使用の自由化の進展に伴い「層強

まるものと考え られる。
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・◎ ア プ リケー シ ョンな ど ソ フ トウエ ア技 術 の開発 ,蓄 積 が進 む 。

◎ 労 働 力 の不足 が 深刻 化 し,一 方 コン ビュー ター ユーテイリイティの 進展 な ど電 子計 算 機 が経

済社 会 の各 面 各層 で採 用 され る。

5-5変 化と機会に対応するシステム

前述のごとく電機産業の将来は技術革新 と製品の巾の拡がりがますます進展する。変化と流

動化が電機産業の特徴となる。従 って環境変化,構 造変化,技 術変化とこれらの諸変化がつく

りだす機会にいかに的確に対応するかが電機産業の課題となる。

変化と流動化の過程における企業戦略は

① 新 しい技術,新 しい需要のもたらす機会の的確なる把握

② 変化に対応す る能力の評価と対応策

③ 機会に対応 して能力を発揮 しっっなお均衡のとれた組織 と体質を保つ方策などを視点に

おき,戦 略の樹立をはかる必要がある。即ち情報の的確なるシスデム化と斉合牲ある経営計

画の策定が不可欠 となる。

、

{

レ
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は じ め に

わが 国 鉄鋼 業 は,日 本 経 済 の 高度成 長 と あい まって
,量 的に も質 的 に も戦 後一 貫 して大 きな飛

躍 を遂げ,世 界鉄 鋼業 の中 で重 要 な地 位 を 占め るに至 り,今 や米 国 ソ連 に比 肩 す る世界 第3位 の

鉄 鋼生 産 国 とな っ た。 特 に この10年 余 は,相 次 ぐ合理 化計 画 に よ り設 備 の近 代化 を進 め て最 新

製 鉄所 を建 設 す る と と もに,外 国技 術 の導 入 と自己 技術 の開 発に 力 をつ くして
,昭 和34年 度 は

1・820万 トンで あ った粗 鋼生 産 を,同44年 度 には4.8倍 の8,700万 トン まで 引上 げ,こ の

間 の 年 平 均 伸長率 は,16.9%に 達 し,世 界 の 驚異 の 的 とな ってい る
。(表 一1粗 鋼 生 産 の 飛

躍 的 増大)

この結 果 として,日 本 の鉄 鋼 業 は原 料,設 備,生 産,労 働 販売,流 通 な どの 面 に おい て 著 るし

く大 型 化 され・ 近 代化 されて,現 在で は製 鉄 所 の ユ ニ ッ トは粗 鋼1,000万 トンを超 え よ う とし

てい るが,こ れ は 同時 に 鉄鋼 業 の寡 占体 制 を推進 す るこ ととな り
,粗 鋼生 産の約80%は,大 手

5社 が生 産す る よ うに な った。 ま た,こ の 近 代 化,大 型化 を支 えて きた生 産技 術,管 理技 術 の進

歩 も目 ざま しい ものが あ り・ その 一例 としてEDPSの 分 野 に使 用 され る電 子 計 算 機 の台 数 を み

て も・ この10年 間 にわ ず か1台 で あ った ものが200台 にな ろ う と してい る状 況 で あ る
。

以下・ 最 近に お け る 日本 鉄鋼 業 の急 伸 につ き,ど の よ うな変化 が上 記 の諸 分 野 にお い て あ らわ

れ たか・ それ が また どの よ うな意 味 を持 ち,ど の よ うな問題 を惹 起 して き てい るか,な どに関 し

て具 体 的 な 事 象 を中心 に 述べ る と と もに それ らの 具 体 的事 象の 中で
,い わゆ る情 報 化 が ど う展 開

し・ また今 後ど う進 ん で 行 くか とい うこ とを 考察 し,さ らに情 報処 理 の高 度化 を 例示 して将 来 の

ビジ ョンに つい て 考 えて み たい と思 う
。

た ㍉ 鉄 鋼 業 とい う産業 は,非 常 に範 囲が 広 く,大 型 高炉 を持 つ 一貫 メ ー カー,平 電炉 メー カ

ー・ 単圧 メ ー カーな どか ら・ 市 中 の 伸鉄 業 者,シ ャリ ング工場 な どに至 るまで そ の事 態 や規 模 は

さま ざ まで あ る。 ただ 二次製 品 ,シ ャリ ング,レ ベ ラーな どの中 小 企業 群 は 数 こ そ多い が 大 部分'

は 大 手 メー カ ー または 商 社 の系 列下 に 入 るか金 融 面 の支 配 を受 けて い る状 態で あ るので
,こ こで

は 鉄 鋼 業 にお い て主柱 とな ってい るい わ ゆ る一 貫 メ ー カーを中 心 と して 述べ るこ と とす る
。

表 一一1粗 鋼 生 産 の 飛 躍 際 な 増 大

年 次 粗 鋼 生 産 高 対 前 年 伸 率

昭和34年 度 1&247千 ト ン 43%

35 23,161 27

36 29,399 27

37 27250 一7

38 34,080 25

39 40,532 19

40 41,296 2
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年 次 粗 鋼 生 産 高 対 前 年 伸 率

41 51,898 26

42 63,777 25

43

一

68,987 13

44 87026 26

44/34 16.9

年平均伸率
44/40 2α5

■

表一2鉄 鋼市場の変化

34年 度 44年 度 伸び率

需要量 ④ 構成比 需要量⑬ 構成比 ⑱/◎

千 トン % 千 トン % 倍

土 木 建 設 用 2,268 35.8 9,741 18.1 4.3

産 業 機 械 用 605 5.7 1,590 3.0 2.6

普 電 気 機 械 用 561 5.3 1,439 2.7 2.6

通 家庭用 ・事務機械用 155 1.5 607 1.1 3.9

鋼 .船 舶 用 967 9.1 4,010 7.5 4.1

々 自 動 車 用 612 5.8 3,994 7.5 6.5

材 鉄 道 車 両 用 130 1.2 125 0.2 1.0

用 そ の 他 輸送用機械 54 0.5 62 0.1 1.1

途 容 器 用 415 ag' 1,109 2.1 2.7

部 その 他 諾成 品 用 24 0.2 213 0.4 8.9

門 計 5,790 69.0 22,889 42.8 4.0

別 次 工 程 用 1,181 11.2 4,135 7.7 3.5

受 再 加 工 用 20 0.2 23 一 一 工 1.2

注 販 売 業 者 向 1,801 17.0 9,400 17.6 5.2

シ ャ ー 業 者 向 274 2.6 3,348 6.3 12.2

内 需 計 9,065 85.6 39,796 74.4 4.4

輸 出 計 1,523 14.4 13,726 25.6 9.0

合 計 10,587 100.0 53,522 100.0 5.1

⊃

`

'
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1.鉄 鋼業 における企業環境 の変化

鉄鋼 業 の 最近 に お け る変化 は,一 言で い う と飛躍 的 な伸長 その もので あ り,あ らゆ る分 野で の

近代 化,大 型 化 が進 め られ る と と もに量 的 な拡 大 と質 的 な 向上 が 達成 され た。 以 下企 業活 動 の 内

外両 面 にお け る主 要 な変 化 に つ き,各 分 野毎 に観 察 して 行 くこ と とす る。

舟

1-1需 要 面 にお け る変化

わが 国 鉄鋼 業 発 展 の 基盤 は,急 速 に成 長 したわ が 国経済 で あ り,鉄 鋼 需 要 の急 速 な拡 大 で あ

った。 この 旺盛 な需 要 に 対 応 す る ため,各 企 業 は販 売 シ ェアの維 持お よび 向上 のた め激 しい設

備投 資競 争 を 行い 生 産 量 の増 大 に 力 を注 いだ 結果,鉄 鋼 業 は最 も生 産 指 向型 の 産業 とな り
,今

日に 至 っ てい る。

また鉄 鋼 の市 場 に つい てみ る と,国 内 にお い ては,建 設 ・造船 ・自動車 ・機 材各 部門 に おい

て著 る し く伸 びて お り(表 一2鉄 鋼 市 場 の変 化) ,一 方輸 出で は,昭 和30年 代 の 末期 か ら

急増 して・ この10年 間 に年 間200万 トンにす ぎなか っ た ものが,1,700万 トン以上 に達

して い る状 態 で あ る。特 に,最 近で は,欧 州 を中心 と して鉄 鋼 の 需要 が ふ え,欧 米 鉄 鋼 業 の設

備投 資の 遅 れ に便 乗 して,輸 出量 は わが 国鋼 材生 産量 の約25%に 達 し,世 界 の 主要 輸 出国 と

な っ た。 輸 出先 は・ 東 南 ア ジ ア,中 南米 な どの 後進 地 域 中心 か ら需 要量 の ま とま
っ た欧米 の先

進 地 域 向 け中 心 に 移行 し たが,こ れ は現 在 まで の 趨勢 で あ り,今 後は 当然 後進地 域 の需 要 を開

拓 し,マ ー ケ ッ トを拡 大 す る方 向 に進 まね ば な らない。(表 一3輸 出 の増大 お よび輸 出市 場 の

変化,表 一4音 通鋼 鋼材 品種 別 生 産 の構成 変 化)

この よ うな輸 出 市 場へ の急 激 な進 出は,欧 米鉄 鋼 業 に とっ て一大 脅威 とな り
,ダ ン ヒ。ン グ問

題,輸 出 規 制問 題 な どを始 め と して,わ が 国 に対 す る圧 迫は 次第 に 強 ま り,米 国 にお い ては 数

年 前 よ りわが 国 に対 して輸 入量 の 自主規 制 を求 め て きて い る。 これ は,わ が 国鉄 鋼 業 の輸 出量

が 今 や限界 に 到達 して い るこ とを示 す もので あ り,保 護 され る側 か ら排 斥 され る側 に 回 った わ

が 国 鉄鋼 業 は,今 後先進 国 と して の 自覚 と責 任 を持 つべ き こ とを要 請 され てい るので あ る
。 し

か も昨年 来 の不 況 に遭 遇 して,鉄 鋼 需要 の伸 びは 著 る し く低下 し,過 去10年 間年 平 均16.9

%の 割 合 で 伸び て きた粗 鋼生 産 も昭 和45年 度 は 約6%の 増 加 に とど ま り,単 な る一 時 的な 需

要 減退 のみ で な く・ 構造 的 な鉄 鋼 需 要 の屈折 点 が 近 づい てい るので は ない か と思 われ る
。 この

需 要 構造 の変 化は 恒 久 的 な もの か 一時 的 な もの か諸 説 が あ るが ,さ きの 輸 出 問題 と併せ 考 え る

とき,今 後の 鉄鋼 需 要予 測 は極 め てむ っか しい もの とな って くる
。
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表一3輸 出の増大および輸出市場の変化

仕 向 先
34年 度 44年 度 伸 び 率

⑱/6数量⑭ 構成 比 数量 ⑮ 構成 比

東 南 ア ジ ア

中 国

フ ィリ ピ ン

台 湾

韓 国

一

千 ト ン

728

1

132

99

13

%

39.8

α1

7.2

5.4

0.7

千 ト ン

5,178

1,455

697'.

631

519

%

30.8

&6

4.1

3.8

3.1

倍

7.1

1,455.0

5.3

6.4

39.9

中 近 東 16 α9 616 .3.7 3&5

欧 州

EC

27

4

1.5

0.2

2,527

1,079

15.0

6.4

93.6

269.8

北 米

米 国

754

687

41.3

37.6

5,929

5,486

35.2

32.6

7.9

8.0

中 南 米 218 11.9 1,544 9.2 7.1

ア フ リ カ 51 2.8 607 3.6 11.9

大 洋 州 33 1.8 256 2.5 7.8

計 1,827 100.0 1¢824い ・00 9.2

D

表一4普 通鋼鋼材品種別生産の構成変化

品 種
34年 度 44年 度 伸 び 率

⑱/④生産高⑭ 構成 比 生産高 ⑮ 構成 比

条 鋼 類

鋼 板 頚

綱 管

外 、 輪

万 ト ン

578

631

97

6

%
44.1

4&1

7.4

0.4

万 ト ン

2,176

3,395

i634

}
13

%
35.0

54.6

10.2

0.2

倍

3.8

5.4

6.5

2.2

計 1,312 100.0 6,218 100.0 4.7

占
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1-2供 給 面 に お け る変 化

(イ)原 料

鉄 鋼業 が必 要 とす る主 原料 は鉄 鋼 石 お よび 原 料炭 で あ り,生 産 の増 大 に伴 な って これ ら原

料 の 購 入量 も飛躍 的に 増大 した。 しか もわが 国で は鉄 鋼 石が ほ とん ど皆無 で,原 料 炭 も良 質

な ものは 極 めて少 ない た め,す べ て輸 入 に依 存 しな けれ ば な らない(表 一5主 原 料 輸 入 の

増 大 と輸 入依 存度)。 これだ け の大量 な 原料 を海 外 に求 め てい ると,供 給 源 は 次第 に 遠 方 に

分 散 ず る こ ととな り,鉄 鉱 石 は濠 州,南 米,ア フ リカ な ど南 半球 か らの供 給 を仰 ぐよ うに な

った 。原 料 炭 は米 国東 部 に産 出す る極 め て良 質 の もの を輸入 してい たが,絶 対量 の急 増 に つ

れ て,濠 州の 比率 が 高 まって きてい る。(表 一6主 原料 輸 入先 の地 域別 変 化)

■

表一5主 原料輸入の増大 と輸入依存度

＼ 年 度 消 費 量 合 計 輸 入 消 費 量 輸 入 依 存 度

鉄 鉱 石
34

44

11,441千 ト ン

87,159(7.6倍)

10,389千 ト ン

83,346(8.0倍)

91%

96

原 料 炭
34

44

9,192

48,933(5.3倍)

4,112

39,566(9.6倍)

45 、

81

表一6主 原料輸入先の地域別変化

34年 度 44年 度

輸 入 先 輸入量
■

構成比 輸 入 先 輸入量
*構 成 比

千 湿 トン % ** 千 湿 トン %

鉄
東 南 ア ジ ア 5,045 47 オ ー ス トラ リ ア 27,268 31

イ ン ド,ゴ ア 3,281 32
*楠 ア メ リ カ

20,437 23

北 ア メ リ カ 1,216 12 イ ン ド,ゴ ア 14,197 16

鉱 **

南 ア メ リ カ 329 4 ア フ リ カ 10,358 12

東 南 ア ジ ア 8,852 10

石
北 ア メ リ カ 5,205 6

計98

原 米 国
千 トン

3471

%
78 米 国

千 トン
ロ9,432

%
49

**

料 オ ー ス ト ラ リ ア 470 11 オ ー ス ト ラ リ ア ・ 15,189 38

炭 ソ 連 293 6 ソ 連 2,990 8

計95 計95

*構 成 比 は輸 入 量 を100%と して 算 出 した
。

綜 輸入 量 増大 が著 しか った地 域
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原料 を購 入 す るには,長 期安 定 確 保 をは か るた め長 期契 約 を締 結 してい るが,鉄 鋼 業 の存

立 が 原料 の 入手 い かん に か か ってい るた め,共 同 輸入,原 産 地へ の 融資 や 設備 の建 設,大 型

専 用船 に よ る輸送 合理 化 さ らには 原 産 地 にお け る予備処 理 な ど,さ ま ざ まの対策 が 講 じ られ

てい る。(表 一7鉄 鉱 石 の 輸送 距 離 と輸 入価 格,表 一8鉄 鋼 関係 専 用船 保有 量)

表一7鉄 鋼石の輸送距離と輸入価格

平均海上輸送距離 価 格(CIF)・

34年 度

39

44

竃500マ イル/ト ン

5,440

6,240

14.0ド ル/メ トリックトン

13.5

11.6

また,鉄 鋼 業 は運 輸業 で あ る とい われ る とお り,主 原 料 の 輸入 の みで も1年 間1億 トン以

'上 が わ が 国 の 各製 鉄所 に輸送 され て くる
。 大 規模 の製鉄 所 で は1日4万 トン以上 の 鉄鉱 石 や

原 料炭 を使用 し てい るが,そ の品質 や形 状 は ま ち ま ちで あ り,大 量 に荷 揚 し,大 量 に 消費 す

る これ ら原料 を高炉,焼 結,コ ー クスの 各 工場 に最 も効率 的 に,低 コス トで 配分 す る こ とは

極 め て困難 で あ る。 そこで 最近 では,最 適 の 配船,荷 揚,予 備処 理 な らびに 配分 を行 うた め,

電子 計算 機 を用 い て 計 画す るシ ステ ムが 開 発 され る よ うに な り,一 部 では 実施 の段 階 に入 っ

て い る。

(ロ)設 備,工 場 立 地

わが 国 鉄 鋼業 が 驚 くべ き成 長 を遂 げ,国 際競 争 に も勝 って今 日の地 歩 を築 くに至 った最 大

の 要因 は 大 型の 臨 海製 鉄 所 を建 設 した と とで あ る。 欧 米 の製 鉄所 は 多 く原 料立 地 で あ るの に

対 し,原 料 資源 に恵 まれない わが 国で は 原 料 の 荷揚 に も便利 な 臨海 製 鉄所 を 建設 せ ざ るを得

な か っ たが,欧 米の 原料 が 個 渇 して,新 しい 原料 ソー スか らの 海上 輸送 が 増 加 す るに つ れ コ

ス ト低減 の 方策 を講 じて専用 船 を多 く駆 使 してい る わが 国は 忽 ち優位 に 立 った ので あ る。

そ して,激 しい設 備 競争 と技術 の進 歩 とに よ り,製 鉄所 はい ず れ も大型 化,高 速化 し,今

で は製 鉄所 の適正 規 模 は粗 鋼年 産1,200万 トン程 度 で あ る とい われ,内 容 積3,000m3

以 上 の 巨大 高炉 数 基が それ ぞれ1日8,000ト ン以上 の銑鉄 を生 産 し,30分 程 度で 製鋼 作

業 を行 う転 炉 が1チ ャー ジ250ト ンの能 力 を有 す る ように な ってい る。 また,圧 延 設 備で

'は
,ホ ッ トス トリ ップ工場 が1日1万 トン,厚 板 工場 が5,000ト ンとい うよ うに製 鉄所 は

マ ン モ ス化 して きた。 この程 度 の製 鉄所 に なれ ば 建 設 費は5,000億 円 を こえ る とい われ,

償却 も莫大 な金 額 を必 要 とす るので,ど う して も高 能率,高 稼 働 率 の下 で の操 業 が 必 要 とな

り,そ して この こ とが鉄 鋼 業 の激 しい 販 売競 争 の原 因 とな ってい るの で あ る。(表 一9設

備 の大 型 化)

ジ

6
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鉄鋼関係専用船保有量表 一8

DWT構 成比%)

 

・

●CDWT

 

0001・

・B隻数

 

亀

■A(

船
型
規
模

次

1
万
屯
級

2
万
屯
級

3
万
屯
級

4
万屯

級

5
万屯

級

6
万屯

級

7
万
屯
級

8
万
屯
紀

9
万
屯
級

'

10
万

屯
級

11

万
屯

級

13

万
屯

級

昭 A 11 6 2 19

35

以 B 186 134 73
A

393

前 C 47.3 84ユ 18.6 100

A 11 12 2 25

36 B 186 262 73
、

521

C 35.7 50.3 14.0 100

A 11 17 2 3 2 35

37
B 186 387 73 146 104 896

C 20.8 43.2 8ユ 16.3 11.6 100

A 11 18 2 4 4 39

38
B 186 413 73 174 216 1,082

C 172 38.2 6.7 17.9 20.0 100

A 11 19 4 4 7 45

39
B 186 434 145 194 379 1,338

C 13.9 32.5 10.8 14.5 28.3 100

A 11 19 5 5 13 53

40
B 186 434 181 235 712 1,748

C 10.6 248 10.4 13.5 40.7 100

A 11 21 11 5 26 6 2 82

41
B 186 490 394 235 148.2 399 150 3,336

C 5.6 14.7 11.8 7.0 44.4 12.0 4.5 100

A 11 21 13 11 29 7 6 3 3 104

42 B 186 490 546 487 1,709 463 445 260 282 4,868

C 3.8 10.1 11.2 10.0 35.1 9.5 9.1 5.4 5.8 100

A 11 21 13 12 32 8 7 4 12 1 121

43
B 186 490 546 532 1,879 532 522 346 1,139 101 6,273

C 3.0 7.8 8.7 8.5 30.0 8.5 8.3 5.5 18ユ 1.6 100

A 11 21 13 14 36 10 13 4 14 5 141

44
B 186 490 546 619 2,109 456 983 346 1,332 524 7791

C 2.4 6.3 7.0 7.9 27.1 8.4 12.6 4.5 17.1 6.7 100

A 11 21 13 14 38 10 13 5 14 6 2 1 148

45
B 186 490 546 619 2,223 656 683 427 1,332

人631
230 136 8,459

C 2.2 5.8 6.5 7.3 26.3 7.8 11.6 5.0 15.7 7.5 2.7 1.6 100

日現在

 

15年 のみ8月但 し4各年とも年末現在
・

・

 

注
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表 一9設 備 の 大 型 化

32年 末 45年 末

高 炉

転 炉

薄板(熱 延)

厚 板

1,3301㎡/基(広 畑%1)

60ト ン/チ ャ ー ジ(戸 畑)

96万 トン/年 .(戸 畑)

54万 トン/年(八 幡)

3,360㎡//基(水 島%3)

250ト ン/チ ャー ジ(福 山等)

450万 トン/年(水 島)

210万 トン/年(君 津)

また,過 去 にお い て は企 業 毎 に独 特 の 製 品 を生 産 し,特 長 が あ った ので あ るが,最 近で は,

巨大 な高炉 とホ ッ トス トリ ップ工場 に始 まっ て,厚 板,型 鋼,鋼 管 な ど,各 企 業 の製 造 品種

に差 が な くな って きてい る。 しか も,原 料,生 産 設備,賃 金 な どは ほ とん ど差 が ない ため,

コス トの上 で も差 が な くな り,い わ ゆ る等質 化 が顕 著 な 傾向 と して認 め られ る よ うに な って

お り,こ れ も販 売 競争 の 因 とな ってい る。

ぐ寸 労 働

わが 国経 済 の急速 な 伸長 の か げ には 農 村 か らの成 熟労 働者 が 戦 後大 挙 して第2次 産 業 に移

った とい う事実 が あ るが,鉄 鋼 業 もこの恩 恵 に浴 す るこ とが で き た。 しか し,原 料 をほ とん

ど輸 入 に依存 し,ぼ う大 な設 備 を建 設 し,内 外市 場 に進 出す るた めに は,徹 底 した合 理化 が

要 求 され,逐 年 上 昇 す る労 務 費 を増 加 させ ない よ う,省 力 化が は か られ ね ば な らない 。 た ま

た ま比較 的 低廉 に 得 られ た労 働 力が 最 近は 農 村 に もソー スが な くな った た め供 給不 足 の傾 向

とな って きてい るの とあい ま って,鉄 鋼業 の 労働 者 は生 産 の増 大 に 比 して それ ほ ど増 加 して

い ない 。

以 下鉄鋼 業 に お け る省 力 化 の た めの諸 活 動 に っい て述べ て み たい。 第1に 設 備 の大型 化,

高 速化 に よ る自動 化,省 力 化 の推 進 で あ る。 鉄鋼 業 にお け る自動 化は 昭 和20年 代 の 後半 か

ら盛 んで あ ったが,最 初 は エ ネ ルギ ー源 節約 に よ るコ ス ト低減 が 主 目的 で あ り,30年 代 に

入 っ てか らは製 品 品質 の安 定,ぼ う大 な 投 下 資本 の有 効活 用 な らび に生 産 性 向上 が 主 目的 と

な っ て きた。 そ し て,高 度 の制 御装 置 や 管理 システ ムの活 用 に よ り工 場 内 の操 業 要 員 削減 に

成 功 し てい る。

第2は,生 産 工 程 管 理業 務,原 価 計 算 業務,財 務 会 計 業務 そ の 他の 機 械化 で あ る。 特 に生

産工鶴 理業鋤 醐 化は,販 売活動からみれば流通販売の強化策 として有効で励,離

家 の ニ ーズ に適 応 した アク シ ョンが とれ 一石 二 鳥 の効 果 を生 んで い る。

第3は ・ 系列 化,下 請 化 に よ る省 力 化で あ る。 最 近で は,特 定 製 品 の生 産,高 度 加 工,補

助 設備 の運 営,構 内輸 送 作 業,保 全 作業 な ど を系列 企業 または 下 請,外 注化 す る こ とが著 る

しくふ え,す で に常 識 化 してい る。

一方
・労 務 管理 とい う面 か らみ る と,戦 後 の わが 国 の各 産業 と同 じ よ うに 近 代 的労 務 管理

制度 が 導 入 され,次 第 に成 長 してす でに 安 定 期 に入 ってい る。 す な わ ち,職 工 員 の 区分 を廃
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し た新 身 分 制度,フ ォ アマ ン制 度 に よ る工 場 の 操業 管理,能 力 に応 じ た職能 給 の導 入 ,作 業 、

標 準 の確 立,作 業 時間 の短 縮 な どが それ で あ る。

⇔ そ の 他

さ きに述べ た よ うに,鉄 鋼 業 界 は昭 和20年 代 の 後半 よ り激 しい 設備競 争 を行い ,特 に 高

炉 メー カ ー5社 は,シ ェ ア争 い と設 備拡 充 に寧 日 ない あ りさ まで あ っ た。 その結 果 ,現 在で

は大 手5Mの 生 産 シ ェアは 拡大 し,わ が 国 粗鋼 生 産量 の800/oを 占 め るに至 ってい るが(表

一10鉄 鋼大 手5社 の 生 産 シ
ェ アの変 化)当 然 の 帰結 として 資金 調達 に苦 しむ こ と とな っ

た。 そ して企 業 に お け る他人 資 本 の増 大 が著 るし く,国 内の みな らず,外 資 の導 入 を 余儀 な

く され・ 財 務 比 率 が極度 に 低下 した。(表 一11財 務 構成 の変化)こ れ は,企 業 の 伸長 は

本 来 自己 資本 を主 とし て行 うべ きで あ る とい う原則 か らみ れ ばす こぶ る不 健 全 な現 象で あ り,

今 後の原 料 高騰,労 務 費 の上 昇,海 外 資 源 開発 費 の 増加 な どを考 え る とき,鉄 鋼 業 に とっ て

は 由 々 しい 問 題 で あ って,す み や かに 対策 が 必 要で あ る。

表 一10鉄 鋼 大 手5社 の生 産 シェ アー の変化

34年 度 44年 度

新 日 鉄

鋼 管

川 鉄

住 金

神 戸

4α3%

9.2

8.6

5.9

4.3

35.7%

13.8

12.2

12.1

5.0

計 68.3 78.7

表 一11財 務 構成 の 変化

i

34年 下 期 44年 下 期

資本構成
他 人 資 本

自 己 資 本

68%

32

82%

18

計 100 100

注)三 菱経済研究所:「 企業経営の分析」の鉄鋼業による。

1-3生 産 面に お け る変 化

(イ)生 産 の 効 率化

ぼ う大 な 原料 を大型 化,連 続 化 され た 近代 化 設 備に 投 入 して高能率 作業 を 行 えば
,生 産 量

もぼ う大 な もの とな り,っ い に 世界 第三 位 の製 鉄 国 とな っ たわ けで あ るが,こ の成 果 をあ げ

るため には 卓 越 し た操 業 技術 が 必 要 で あ り,わ が 国 鉄 鋼業 界 は そ の必要 性 をい ち早 く認識 し,
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製 造 技 術 の導 入,自 動 制御 の 採用,プ ロセ ス用 電子 計 算 機 の活 用 な どを 完全 に 適 応 させ て十

分 期待 に 応 え た。

製 造 技術 に つい てい えば,す で に先進 諸 国 か ら と るべ き もの はすべ て吸収 しつ くし てお り,

今 や逆 に 技 術輸 出 ない し技術 提携 を積 極 的 に行 え るよ うに な ってい る。 また昭 和20年 代 に

始 ま っ た 自動 制御 は,次 第 に精度 を高 め る と と もに 利用 分 野 を ひ ろげ,30年 代 後 半 には プ

ロセ ス用 電子 計 算 機が 導 入 され,端 末 入 出 力装 置の 発展 と結 び つい て,生 産 管理 シ ステ ム を

開 発 し,工 場 内の 全 工程 を有 機 時 に っ な ぐた め の諸 管 理 シス テム に及 ぼ うと してい る。 現 在

の新 鋭 大 型製 鉄 所 に おい ては,少 な くと も数台 の大 型電 子 計 算 機が 配 置 され,こ れ と工場 群

とをつ な ぐ多 数の 情 報機 械,端 末装 置 な どが一 貫 管 理 され,さ らに工 場 の プ ロセ ス用電 子 計

算 機 と結 び つい て 巨大 な マ ン ・マ シ ン システ ム として 活 動 してい る。

回 国 際 化

わが 国鉄 鋼 業 の 国際 化 を考 え ると,す で に述べ た よ うに,原 料 ソー スの拡 大 と産 出国へ の

進 出,設 備 資 金 を賄 うた めの 外 資導 入,技 術 交 流 の増 大,さ らに は 輸出量 の増 大 と転 換 期 の

到 来 な どが あげ られ る。

この ほ か,先 進 鉄鋼 国 とな った わが 国 が,今 後 世界鉄 鋼 業 界 にお い て果 す役 割 の 増 加が あ

る。 日本鉄 鋼 業 の 地位 の 向上 と相 互 接 触 の 機会 増 加 は,わ が 国 に 世界 の リー ダ ー シ ッ プを と

らせ る よ うに な って きてお り,世 界 鉄 鋼 協 会(IISI)で も多 くの 人が活 躍 してい る。 近

く決 定 される 同 協 会 々長 は わが 国 か ら選 ば れ るこ とに な っ てお り,わ が 国鉄鋼 業 界 は,今 後

先 進 国 と して協 力 と支 援 を与 え る立 場 に お か れ てい る。

この よ うな国 際的活 動 を行 うため には,企 業 単位 の活動 のみで な く,日 本 鉄鋼 連 盟,日 本

鉄 鋼協 会 な どの役 割が 重 視 され,業 界 として の シス テ マテ ィ ックな動 きが 活 発 になって行 な う。

内 公 害 問題

近年 産 業公 害 の 問題 が 急速 に クロ ーズ ア ップ され,鉄 鋼 業 に おい ては 亜硫 酸 ガ ス,大 気 汚

染,水 質汚 濁,騒 音 な どが と りあげ られ,こ れ らの 対策 の た め の各 企業 の 公害 対 策 費 は製 品

コス トの上 昇 を招 来 してい る。 ま た,環 境 管理 の た め に専 門 ス タ ッ フが 配置 され,す で に ラ

イ ンと して組織 化 され てい る と ころ もあ る。

一 方 公害 問 題は
,今 後の工 場立 地 上 重 大 な 制約要 件 とな る'ので,工 場 の 新 設や 増 設 には 過

去の よ うな企業 中 心 とい う考 え方で は無 理 とな って きた。粗 鋼 年 産1,000万 トン以上 の 大

製 鉄所 は,わ が 国に お い ては もう建 設 で きない ので はな い か とい う議 論 も主 と して公 害 問 題

か ら発 してい る と言 って も過 言で は ない。

、

■

亭

1-4販 売 流通 面 にお け る変化

ω 販売 競争

わが 国 の鉄 鋼業 界 が熾 烈 な シ ェア争 い を演 じ,製 品 の量 産 に努 め る・一・方,過 重 と もな っ た

設備 資 金償 却 の た め大 量販 売 を 行 う必 要が あ り,こ の結 果,当 然 販 売競 争 は価 格 面 に おい て
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緋 価格 面 賄 いて緋 常 に激 しかった・さらに 製品 の種類 および・ス トが ,既 述 の ごと く極 め て接

近 し,等 質 化 が進 行 したことは,一 段 と拍 車 勧 滑 ることとなった。価格 面 に つ い てみると
,ほ とん ど

の製 品 価 格が,わ が 国 内外 の景 気の 変 動 に よ り短期 的 には 昇降 の巾 を激 し く変 えたに もか かわ

らず ・ 長期 的vaは 低位 に 定 着 し・ 通 知o年 以上,全 く上 昇 してい ない.こ れ は,鋼 の需

要予 測が 非 常 に 困難 で あ る上 に 激 しい 設備競 争 に よ る生 産 能 力 の上 昇が 常 に 市 場 を圧迫 して

い たか らに ほ か な らない 。

しか しなが ら,鉄 鋼 業 界 も昨年 来 の需要 不 振 を契 機 として
,従 来 の よ うな 伸長率 は とて も

望 め ず・ む しろ冷 後は 適 正 需 要 予 測 と生 産 を行 うこ とに よ り業 界 の 安 定化 をは か るべ き

で あ る とい う方 向 に進 む 姿勢 を示 す よ うに な って きてい る。(表 一12鋼 材製 品 価 格の 推

移)
も

表 一一12鋼 材製 品価格 の推移

(単 位1000円;国 内市 中 価 格)

年 月 棒鋤9%
山 形 鋼

9×75×75%
厚板12% 冷延薄板0・29%

昭和

369 38.0 42.0 49.5 58.0

337

9

32.5

28.0

33.0

30.0

40.0

36.0

56.0

56.0

338

9

30.0

28.0

31.0

31.0

35.0

34.0

54.0

60.0

339

9

30.5

34.5

30.0

36.0

36.0

36.5

52.5

50.0

340

9

31.5

32.5

30.5

32.5

36.0

37.0

48.0

51.5

341

9

31.0

36.9

31.0

39.0

37.5

45.0

51.0

57.0

342

9

45.0

35.5

43.0

33.5

46.0

340

53.5

43.0
343

9

28.5

29.5

28.5

34.0

30.0

36.5

39.5

46.0

344

9

29.5

55.0

32.0

54.0

32.0

46.0

48.0

53.0
345

9

56.0

46.0

52.5

39.0

46.0

39.0

53.0

44.0
346 32.5 32.0 33.0 410

一 方
,純 粋 の 価格 競争 で は ない が,需 要家 の要 望 に応 じ製 品 の 高度 加工

,ジ ャス トイ ンタ

イム納 入 な どの サ ー ビスが盛 ん とな り
,今 後 の販 売競争 は この サ ー ビス競 争 に相 当程 度移 行

す る と考 え られ る。 また,別 の 意 味で のサ ー ビス として;受 注 よ り生 産
,販 売,代 金 回収 ま
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で の一 貫 シ ステ ムを 電子 計 算 機 を用い て開 発 し,本 社 と工場 の 電子 計 算 機 を 直結 す る こ とに

よ り,い わ ゆ る 「み ど りの 窓 口」 方 式 の サー ビスを 行 うこ と もで き るよ うに な り,す で に 一

部の 企 業で は 実用 化 してい る。

㎏)サ ー ビス エ ンジニ ア リ ング

以上 の よ うな販 売 競争 の激 化 と,需 要側 の 要求 の変 化 とに よ り,鉄 鋼 業 に お い ては,最 近

10年 間 に多 数 の技 術者 が販 売 部門 に 配 置 され るよ うに な り,い わゆ るサ ー ビス エ ン ジニ

アー または,セ ール スエ ン ジニ ァー と して活 動 してい る。

す なわ ち,需 要家 の要 求 の変 化 は,端 的 にい う と高度化,多 様 化 な らび に即 時 化で あ る と

い え,こ れ らに 対 し鉄 鋼 業 と して は 鋼材 の加 工分 野 へ の 進 出,流 通 基地 の整 備,輸 送 の合 理

化,計 画 化 な ど を行 って 対 応 してい る。 また,サ ー ビスエ ンジ ニ ァー を第 一線 に配 置 して,

技 術 サー ビスの 向上 に努 め てい るが,彼 等 は新 製 品 や新 用途 の開 発 に 努力 す る と と もに,需

要家 に 直接 タ ッチ し て製 品知 識 使用 法 な どを数 えてい る。 時 には み ず か ら開 発 した工法 を

持 っ て,い わ ゆ る ソフ トウエ ア込 みの サー ビスを行 ってお り,特 に,ボ イ ラー用 鋼 材 の よ う

な 高級分 野 や各 種建 材 を使 用 す る建 設業 の分 野 な どで 活躍 してい る。

これ らの技 術 者 は,企 業内 にお い て工 場 の操 業 管理 を フ ォア マ ン シス テム に変 えた結 果,

工場 か ら出 るこ との で きた者 や官 庁,学 界,需 要家 側 業界 な どか ら招 へ い した有 能 な スペ シ

ャリス トに よっ て構成 され てい る。

ぐ寸 流 通の 近 代化

大 量 の製 品 を 低 コ ス トで,需 要家 の 指定 す る加 工度,納 期,工 場,な どの要 件 をみ た しつ

つ納 入す るため,需 要 家 の 多い 消 費地 に は,工 場 の精 整 ヤ ー ド出荷 ヤ ー ドを延 長 した形で の

大 規 模な 流通 加 工 基地 を建 設 し,細 部仕 上 げ,仕 分 け,梱 包 を行 うこ とが 最 近の傾 向 として

顕著 に な ってい る。 こ れ らの基地 は 工 場の 一部 と して,倉 庫 と工 場 の双 方 を兼 ね,需 要 家 の

要 求 に応 えてい るが,こ の運 用 に つい ては,工 場,販 売 部 門 な ど と結 びつ い た情 報連 絡 シス

テム が不可 欠 で あ っ て,電 子 計 算 機 を用い た生 産 販売 一貫 管 理 シス テム の開 発が 急 が れ る所

以 もここ にあ る。

また,大 量 の製 品 輸 送 に は,原 料 の輸 入 と同様,大 型化 した 船舶 を使用 す る こ とが 必要 で

あ る。 わが 国 の 内航 船 は,従 来500～1000ト ン程度 の鋼 材 を積 載 す るの が通 例 で あ っ

たが,こ の数 年閤 に,2,000ト ン以 上の大 型 船が 使 用 され る よ うに な り,著 る し く大 型化

す る とと もに,自 動 機 器の 活用 に よ る船 員 の 削減,復 路 の活 用,計 画配 船 な どを推 進 す るこ

とに よ りコス ト低減 に努 力 してい る。

←)商 社 機 能 の 変化

鉄鋼 業 に おい ては,原 料獲 得 の た めの メ ーカ ー海 外進 出,流 通 分野 へ の進 出 な どが活 発 化

してい るが,商 社 として も,こ の活 動 に対 して無 関心 で い られ ず,ま た,単 な る口銭 収入 の

み の活 動 か ら脱 皮 す べ きだ とい う意欲 も随伴 して,最 近で は 原 料 の共 同 開発 ・ 流通 加 工 基地

へ の共 同投 資な どを 行 うだ けで な く,み ず か ら投 資 を行 い,流 通 部 門で の 地 歩 を高 め る と と
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もに,市 場 を 開拓 して行 く とい う方 向 に進 み っ っ あ り,こ のた め の資金 もぼ う大 な もの と な

っ てい る。

`

●

も
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2.鉄 鋼業 における経 営の科学化

前項 に おい ては,鉄 鋼 業の 企業 活動 の 中 で,ど の よ うな内 的 外的 変 化が生 じ たか を述べ たが,

本項 にお い ては 企 業経 営 の科 学化 とい うこ とを中 心 に考 えて み たい。 ただ科 学 化 とい って も,

工場 の大 規 模化,自 動化,省 力化 な ど,操 業 に関 す るハ ー ド的 な面 と,ソ フ ト的 な面 とが あ るが,

前者 に つい ては,す で に ほ とん ど述べ てい るので,こ こで は 主 として,ソ フ ト的 な面 か ら とら え

て 行 くこ ととす る。

、

2-1研 究開 発 の推 進

わ が 国鉄 鋼 業 の 飛躍 の要 素 と して,先 進 諸 国 の技 術 導 入が あ った こ とはす で に述 べ た が,や

は り,こ れ を消 化 し,自 己 の もの とした だ けで な く,さ らには 自己 の技術 を開 発 レ,今 日 まで

技 術 水準 を 高め て き た研 究開 発 ス タ ッ フの功 績 を高 く評 価 しなけれ ば な らない。

す な わ ち,大 型 高炉 の建 設な らび に 操業 技 術,純 酸 素 転炉 の操 業技 術 と排 ガ ス回収技 術 な ど

は 世界 で も最 も進 んで お り,海 外に技 術輸 出 す るよ うに な ってい るほか,圧 延技 術 に おい て も

独 自の製 品 を開 発 し,世 界的 に もす ぐれ た抗 高 張力 鋼,硅 素 鋼 板,テ イ ン,フ リー スチ ール な

ど を生 産 してい るn(表 一13鉄 鋼 業技 術 輸 出 の実 例)

一 方
,製 鉄 プ ラ ン ト輸 出 も相 次 ぎ,全 般 と しては 長 年 赤字 で あ った技 術提 携 の外 貨 バ ラン ス

が 最 近 黒字 とな るまで に至 ってい る。

また,こ れ らの研 究 開 発の た めの ス タ ッフは,サ ー ビスエ ン ジニ ァー と同様,工 場 内 の操 業

ス タ ッ フを引 揚 げ て拡 充 したほ か外 部 よ りも招へ い して お り,各 企 業 の研 究員 の増 大,研 究 設

備 の 増強 は 目を みは らせ る ものが あ り,多 くの成 果 を生 み出 した。

鉄 鋼業 に お い ては,上 記の よ うな企 業固 有 の 研究 活 動 の ほか,共 同研 究 共 同開 発 な どが進

ん で お り,特 に製 銑,製 鋼,両 部 門 に おい ては,日 本 鉄鋼 協 会 お よ び学会 を軸 として 共 同研 究

が 盛 ん で あ り,技 術 情 報 の相互 利 用 も行わ れ てい る。 共 同研 究 の一 例 と して は,公 害 防止 上 の

設備 と して の廃煙 脱 硫 装 置が あ る。 これ は 鉄鋼 大 手 各 社が それ ぞれ1億 円 以上 の研 究 費 を拠 出

して,通 産 当局 の支 援 の下 に 完成 を急い で い る もので あ る。 ただ,圧 延 部内 以 降 につ い ては,

他 産 業 と同 じ よ うに,そ れ ほ どオー プ ン化 され て な く,む しろ 自己 の所 有 す る技 術 情 報 の保 持,

外 部 情 報の 獲得 な どに 努 力 してお り,企 業 に よ っては,特 許 部 を設 置 してい る もの もあ る。

■

;

'

2-2ス タ ッフ部 門 の拡充

企 業 の近 代 化 が進 む に っれ,ラ ィ.ンの業 務 遂 行 を助 け る機能 が必 要 とな り,い わゆ る,ラ イ

ン ア ン ドス タッ フ体 制 が確 立 した。

鉄 鋼 業 にお い て も,企 画 調査 部門 の よ うに長 期経 営計 画 策定 の た め のい わゆ るゼ ネ ラル ス タ

ッ フか ら,設 備,操 業,販 売,購 買,財 務 な どの スペ シ ャル ス タ ソフ まで多 くの ス タ ッ フが 次

第 に拡 充 され た。 特 に本 社 の各 管理 部 門 と工場 の生 産 工程 管理 部 門 の拡充 が 目 ざ まし く,大 量
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`

5

の人員 が 投 入 され た。 この うち生 産 工程 管 理 ス タッ フは 前述 の機 械化進 展 に と もない,よ り高

度 の ス タッ フ業務 を行 うよ うに な ってい る。

また,部 門 毎の ス タ ッフの 拡充 は,や が て 事業 部制 に発 展 し,組 織 の 再編が 行わ れ て責 任権

.限 が 明 確化 して きてい る。

一 方
,組 織活 動 を補 い,業 務 執 行 の円 滑 化 をは か るため,各 種 の会議 委員 会 な ど,さ らには

プ ロ ジェ ク トチー ム の編成 が 機 動 的 に行 わ れ るよ うにな り
,い わ ゆ る組 織 の ソフ ト化が 高 まっ

てい るが,こ れ らの分 野 にお け る ス タ ッフの活 動 は高 く評 価 され てい る。

2-3経 営 管理 技術 の 発 達

企 業 活動 にお け る生産 技 術 の 発達 に っ い ては,す で に述 べ た とお りで あ るが,最 新 鋭 の 工場

を操 業 し,良 質 の もの を 低 コ ス トで,納 期 に間 に あ う よ う生 産 す るには,こ れ ら工場 を管理 す

る側 に す ぐれ た 管理 技術 が な け ればr;cら ない 。 鉄鋼 業 にお い ては,昭 和30年 代 の初 期 よ り,

インダ ス トリ アル,エ ンジニ ア リン グ,QC・OR・PERTな どの 管理 技 法 が 発達 し,工 場

の 自動化,省 力 化,科 学 化 な どに 貢 献 した。IEス タ ッフに よ る要員 査 定 の実 施,高 炉 捲 善 時

に お け るRERTの 適用,シ ミュ レー シ ョンに よ る最適 原料 配分,QCサ ー クル の活 用 に よ る

製 品欠 陥 の 除 去な どは そ の例 で あ る。

ま た・ 本社 の ス タ ッフ部門 は,ラ イ ンの意 思 決 定お よび活 動 を援助 す るた め,自 己 の能 力 開

発 に努 め,生 産 計 画お よび 販売 計 画の 作成,採 算 性の 検 討,設 備 投 資の 支 出 な どの た めに,さ

ま ざ まの デ ー タを提供 して経 営 管理 に 資 す る よ う努 力 してい る。

これ らの経 営 管理 スタ ッフは,他 の ス タッ フ と同様 最近著 る し く拡 充 され,質 的 に も向上 し

つつ あ るが,研 究開 発 ス タ ッフ も,そ の他 の ス タ ッフ も,こ れ を有 効 に活 用 す る トッ プま たは,

上 級 管理 者 の理 解 と熱 意 が 必要 で あ る と と もに,ラ インが快 くス タッ フの助 言 を受 入 れ るこ と

も緊 要 で あ る。 同時 に また,ス タ ッ フは 常 に 自己啓 発に努 め っっ,ラ イ ンを 援助 す る とい う気

持 が 大 切 で,決 して 命令 し ては な らな い。 この よ うな心掛 けは,鉄 鋼業 を も含 めて,わ が 国 産

業 界で は未 だ成 長が足 りない よ うに 思 わ れ,一今 後 の一 層の努 力が 要請 され る。

2-4企 業 集団 化

鉄 鋼業 の拡大 に 伴 ない,完 全 な一 元的 管 理 に限 界 が感 じ られ るよ うに な り,単 純 製 品,特 殊

高級 製 品,高 度 加 工製 品 な どの製 造 を分 離 して系 列企 業 の 自主 的経 営 に任 せ,そ の結 采 系 列

集 団 全 体 の 効率 を あげ る とい う方法 が と られ て きてい る。 これ は,企 業 規模 に 適応 した生 産販

売 活 動 を行 う とい う点 か ら もメ リ ッ トを 認 め られ,企 業 の 体質 改善 に役 立 っ てい る。

そ して,こ の ほ かに 原料 購 買 部門,工 場 内補助 部門,販 売 流通 部門 な どの 系 列企 業が 加 わ り,

一 つの鉄 鋼 系 列集 団 を な してい るの が
,現 在の大 手 メー カーの 姿 で あ り,そ の 傾 向は今 後 も進

む もの と考 え られ る。 ただ,原 料,販 売 流通 な どの 分 野で は,さ きに 触れ たご と く,商 社 が 対

等 の形 で 参 加 す る こ とが 多 く,最 近 では,工 場 内の 補助 部 門に す ら商 社 が 主体 的に 参加 す る例
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表 一13鉄 鋼業技術輸出の実例(昭 和41年 ～42年)

(通 産省作成)

契約時期 A社 名 相 手 方 国 籍 内 容
奔 月 日

ユく

41 1 1 八 幡 製,鉄 ソ シ エ タ ・フ ィ ナ ン ツ リ ア ・ シ デ ル シ カ
●

イ タ リ ア 高炉 および転炉の操業に関す る技術指導

r,ユ ・-
・白フ ィ ナ ン シ デ ル ・ペ ル ・ア ッ ォ ォ ー

.二

41 2 11 富 士 製-鉄 ナ シ ョ ナ ル ・ ス チ ー ル ・コ ー ポ レ ー シ ョ ン ア メ リ カ
.ム

キ ャ、ン ・ス ーパ ー の特 許,製 造 法 ノ ウ ・ハ ウの譲 渡

41 2 25 八.幡 製 鉄 ス チ ー ル'カ ン パ ニ ー ・オ ブ ・ ウ ェ ー ル ズ

'

イ ギ リ"ス LD転 炉 工場(OG装 置 を 含む)の エ ン ジニ ア リ ングお よび操

業に関する技術

41 2 28

、

日 本.1鋼 管 ナ シ ョナ ル ・ス チ ー ル ・コ ー ポ レ ー シ ョ ン ア メ リ カ 高炉 操業に関 する現在および将来におけ る一切の技術公開

41 4 18 八 幡 製 鉄 ミナ ス ・ジェ ラ イ ス製 鉄 所 ブ ラ ジ ル 厚板,ス トリップの製造,お よび これに関連する標準的操業管

理に関す る技術提供 、

41 5 23 八,幡 製 鉄 ア ソ シ ュ モ ア ・ベ ン ソ ン社 イ ギ リ ス 上吹転炉 赤燃焼廃 ガス回収処理装置の製作 ・操 業に関する技術

41 6 13 東 洋 鋼 板 ス チ ー ル ・ カ ン パ ニ ー ・オ ブ ・カ ナ ダ カ ナ ダ 「鋼の表面にクロム酸化物 を生成 させる方法」 の独占実施権の

許 諾i

41 8 19 川 崎 製 鉄 日 新 産 業 韓 国 冷延鋼板製造設備の操業上の技術援助

41 10 1 東 洋 鋼 板 ザ ・ ス チ ー ル ・ カ ン パ ニ ー ・オ ブ ・ウ エ ー イ ギ リ ス 「鋼の表面にクロム酸か らクロム酸化物を生成 させ る方法」の
ル ズ

独占実施権の許諾

41 11 19 富 士 製 鉄 ヤ ン ク ス タ ウ ン ・シ ー ト ・アン ドチ ューブ 社 ア メ リ カ キ ャ ン ・ス ーパ ーの 特 許,製 造 法,ノ ウ ・ハ ウの譲渡

41 12 1 富 士 製 鉄 ベ ス レ ヘ ム ・ ス チ ー ル ・コ ー ポ レ ー シ ョ ン ア メ リ カ 〃

42 2 15 八 幡 製 鉄 ソ シ エ テ ・ロ レ ー ヌ ・デ ー・ラ ミ ラ ー ジ ュ ・ フ ラ ン ス 同時2層 被 覆 クロム処理鋼板製造技術の譲渡

コ ン テ ニ ュ 、_・

42 2 23 八 幡 製 鉄
「1

ソシエテ ・イタリアーナ・インピァンティお よび ソシ イ タ リ ア 高炉本体,鋳 床および熱風炉 な らびにこれ らに付属す る設備の

エ テ ・フィナンツァリァ ・シデルルジカ ・フィ ランラリレ 技術上の知識情 報および ノウ ・ハウの提供
邑

・ベル ・アツイオ一二

42 3 15 富 士 製 鉄 ホー ゴ ベ ンス オ ラ ン ダ キ ャ ン ・スー パ ー の特 許,製 造 法,ノ ウ ・ハ ウの譲 渡

42 3 15 富 士 製 鉄 ヘ ッ シ ュ ・ ア ク テ ー ンゲ セ ル シ ャ フ ト 西 ド イ ツ .〃

42 4 11 石川島播磨重工 クし テホヌ ンゲ ス ・ヒュッテ ・シュテル クラーゲ 社 西 ド イ ツ 高炉炉頂装 置およびその部品の製作販売権の譲渡

42 4 15 石川島播磨重工 A・Eア ンタニ ソン ・コ ン ス トラ ク シ ョ ン社 ア メ リ カ 〃

42 6 1 富 士 製 鉄 フ ェ ニ ッ ク ス ・ ラ イ ン ロ ー ル 社 ベ ル ギ ー キ ャ ン ・ス ー パ ー特 許,製 造 法,ノ ウ ・ハ ウの譲 渡

42 10 1 東 洋 鋼 板 ソ シ エ テ ・ ロ レ 又 ス ・デ ・ ラ ミ ラ ー ジ ュ ・

コ ン テ ィ ニ ュ

フ ラ ン ス ビニ トッ プお よび プ リ ン ト ・ビニ トッ プ ライ ンの建 設,運 転 と

製 造 上 の ノ ウ ・ハ ウ の供 与

42 12 8 八 幡 製 鉄 エ リサルデ ・アイアン ・アノ ド・スチール ・コーポレ フ ィリ ピ ン 同時2層 被 覆 クロム処 理鋼 板の製造技術の譲渡
レーション

42 12 9 八 幡 製 鉄 エ リ サ ル デ ・ア イ ア ン ・ア ン ド ・ス チ ー ル フィ リ ピ ン 冷間圧延工場の建設お よび操 業に関す るエ ンジニアリングお よ
コ ー ポ レ ー シ ョ ン び ノ.ウ・ハ ウの供 与

P
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も あ る。

φ

■

2-5経 営 多 角 化

一鉄 鋼 需要 産 業 の 近代 化 に よ り,鉄 鋼 製 品 に対 す る需 要が 変化 し,い わゆ る高度 化,多 様 化,

即時 化 の方 向 に あ る こ とは すで に述べ たが,各 社 もこの 要求 に 応 えて,次 第 に付 加 価値 を高 め

需要 を確保 す るよ うに な っ た。 す な わ ち,造 船用 ロ ンジ材 加 工 の よ うな鋼 材 の 加工 分野 へ の進

出,鋼 材 を使 用 す る鉄 鋼 需 要分 野へ の直 接進 出,さ らに は シ ステ ム産業 へ の参 加 な どで あ る。

また鉄鋼 の競 合 物 資で あ る アル ミニ ウム ・プ ラスチ ック ・セ メ ン トな ど との 競争 に 敗 れ ない た

め,ア ル ミニ ウム に対 抗 す る極 薄 鋼 板 や ブ リキ をO.1mm程 度 の厚 さで製 造 した り,錫 を使 用 し'

ない 鋼 板,テ イ ン フ リー スチ ー ル を開 発 した り,建 財製 品 を開 発 し,工 法込 み の サー ビス を行

って競 合物 資 の進 出 を阻 止 した りす るな どの対 策 を 講 じてい る。

一 方 では 逆 に これ らの物 資 との共存 をは か るため
,ア ル ミ鍍金 鋼 板,プ ラスチ ック被 覆 鋼 管

な どを製 造 す る こ と も心 が け て お り,次 第 に加 工 の 領域 を拡 大 しっっ あ る。

海 外 にお い ては,米 国 の製 鉄 業が,わ が 国の よ うな激 しい 設 備競 争 を 行わ ず,む しろ投 資意

欲 の 減退 を みせ て い て,USス チ ー ルの ご と きは 鉄 鋼部 門の 売上 比 率 が逐 年 低下 し,現 在で は

80%以 下 に 落 込 んで い る状 態 で,そ の 分 は,化 学 工場 や不 動 産 業 に進 出 して カバ ー しよ うと

してい る状 態 で あ る。 この 傾 向は 早晩 わが 国 に も入6て くる と予 想 され るが,ぼ う大 な 設備 資

金 の負担 に悩 ま され てい る鉄鋼 メー カー としては,差 当 っては 鉄鋼 を中心 とす る活 動 に 追 われ

るため,関 連 の少 ない 新 規 産業 へ の進 出 は 遅 れ る と思わ れ る。

冷
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3.鉄 鋼業 における情報処理 の高度化

鉄鋼 に お け る情 報処 理 の高 度 化 は,す で に述 べ た 各項 目の中 で 随時 触 れ てい るが,本 項 に おい

ては,企 業活 動 の中 で 実際 に 行 オれ,ま た行 われ よ うと して い る事 項 を列挙 し簡 単 に説 明す る こ と

とす る。

3-1鉄 鋼.需要 予測

鉄鋼 の需 要 予 測は 非 常 に 困難 で あ り,予 測 と実 際 とが 毎年 大 巾の相 違 を み せ てい る。 これ は

市 況 や需 要家 動 向に よ る生 産 量 の急 変が著 る しい ため で あ って,未 だ早 急 に合 理 的 な需要 予 測

が で き るよ うには な らない と思 われ る。 しか しなが ら,鉄 鋼 各 企 業で は 電子 計算 機 を活用 して

各種 の 需要 予 測法 を開 発 し,経 営 計 画資 料 と して提 供 す るよ う努 力 して い る。

先 づ,マ ク ロ相 関 法で あ るが,こ れ はGNP,総 固 定資 本 形成 などとの相 関 に よ り鉄 鋼 需 要 を

予測 す る もので あ り,そ の指標 は,経 済企 画 庁 ・民 間研 究所 な どの推 計 に よ る もの を 使用 して

い る。 また,積 上 法は,需 要 業界 の 活動 水準 を予測 し
,鉄 鋼 原単 位 を乗 じて,品 種別,地 域別

の 予測 を行 う もの で,さ らに これ を 拡 張 した ものが 産業連 関 法 に よ る予 測で あ る。 これ は,産

業 部 門間 の連 関,マ クロ経 済 との整 合性 を チ ェ ッ クし よ う とす る もので あ り,す でに 各 社が 開

発 してい るが,取 扱 う情 報量,情 報源 が ぼ う大 で,イ ンプ ソ トデ一 夕が 不 備 の 場 合が 多 く,精

度 の 向上が 困難 で あ るとい うの が実 情 で,今 後NISの 発 展 な ど,情 報化 の 発 展が 期 待 されて

い る。

、

■

3-2最 適 生 産 計画

これ は・ 大型 化,高 速化,複 雑 化 し た工場 設備 を効 率 的 に操 業 し,最 も利 益 を あげ るよ う短

期生 産 計画 を樹 立 す る こ とで あ り,線 型 計 画法(LP)を 用 い て実 用 に 供 してい る企 業が あ ら

われ 始 め たが,未 だ市 況 や需 要家 要求 の 変化 な どで実 際 の生 産 活動 が 制約 され る こ とが 多 い た

め・ 全 面的 に は意 思決 定 の 具 とな って い ない 。 た だ,品 種別,寸 法 別 の ロ ー ル編成 や限 界 利益

順 位 の 決定 な どに は よ く使用 され て い る。

膓

●

3-3工 場生 産 工程 管 理 シ ステ ム

鉄鋼 業 に おい ては,工 場 の工 程 管 理 業務 に電 子 計 算 機 を早期 か ら導入 してお り,推 定 に よれ

ば 電子 計 算 機の 利用 割 合は 工程 管 理が 全 体 の約2分 の1を 占 め てい る。 この た め昭 和30年 代

初期 よ り工程 管理 業 務,す なわ ち,週 間 圧 延 計 画作成,進 捗 管理,実 績 把握,製 品管 理 な どが

機 械化 され,各 工 場 に は大 型 電 子 計算 機 が 設 置 され て活 動 してい る。

最 近 に な って,工 場 の操 業 技術 の進 歩,特 に 自動 制御,管 理 図 法 をは じめ とす る統 計 的品 質

管理 の普及 ・ プロセ ス用 電 子 計 算機 の 発 達,な らび にOR ,PERTな どの 管理 技 術 の進 展 は,

つい に工 程 管 理用 の電 子 計 算 機 とプ ロ セ ス用 電 子 計 算機 とを結 合 させ,一 貫 管理 が 可能 とな っ
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て きてい る。

(図 一1新 鋭 製 鉄所 の 生 産工程 管理 シ ス テム)

(表 一14生 産,工 程 管理 シ ス テム 内の 計 算 機群 の 階層別活 用)

φ

■

3-4生 産販 売 管理 システ ム

販 売 活 動 にお い ては,従 来 よ り,工 場 の生 産工 程管 理 用電 子計 算機 に 投入 す るた め の事 務機

械化 を進 め,最 近 で は磁 気 テー プを注 文 書 と して イ ンプ ッ トす る場合 も出 て きて い るが,引 合

活動 か ら受 注,進 捗 管理,在 庫 管理,販 売会 計 まで を一 貫 して シズテ ム化 す る こ とは各 社 とも

競 って努 力 してい る ところで あ る。(図 一2生 産 販売 管 理 シ ステム 構想 図)

これが 完成 され るこ とに よ り,販 売活 動 は,外 部情 報 の収集 か ら始 ま り,引 合,受 注,進 捗

管 理,在 庫 管 理,出 荷 管理 を通 じ,販 売 会 計 に至 るまで一 貫 管理 され るだ け で な く,オ ン ライ

ンリ アル タ イム 式 も可 能 とな り,い わ ゆ る トー タル シ ステム が確立 され る。 この場 合 は,前 項

の 生 産 工 程管 理 システムも当然 その一環 として加 わ り,企 業 内の 高度 の知 識集 約 化 が ここ に達成 さ

れ る こ とに な る。

3-5技 術情 報 の 開 発 ・収集 ・管理

こ の面 に つい ては,特 に述べ るまで もな く,自 己 の開 発 した技 術情 報 を有 利 に活用 した り,

外 部情 報 の収 集 に努 め た り,こ れ らを分 類整 理 して 管理 し,い つで も活用 で き るよ うに した り

す るな ど,電 子 計 算 機の 果す 役割 は 大 き く,こ れ らの分 野 の ス タッ フ も最 近特 に拡 充 され てい

る。 一 部の企 業 で は,情 報 検 索の た めの 種 々 の シ ステ ム を開発 してお り,ぼ う大 な情 報 を整 理

してい っ で もアウ トプ ッ トで き る よ うにパ ター ンをい くつか きめ てい る ところ もあ る。
v

3-6外 部 情 報 の活用

日本 鉄鋼連 盟,日 本鉄 鋼協 会,鋼 材 倶 楽 部 な どにお い て情報 を保存 し,収 集 交 換 の場 とな ろ

う として活動 してい る し,各 社に お い て もこれ を利用 しよ うとい う気 運が 高 ま ってい る。 こ こ

で は,日 本 鉄鋼 連 盟 の 鉄鋼 情 報 システ ム(SIS)を 紹介 す る。 これは,同 連 盟会 員 各 社 お よ

び連 盟 内 部に おい て,調 査企 画 業務 に 使 わ れて い る内外 の統 計 資料 を磁気 テ ー プ を用い て蓄 積

し,迅 速 な情 報 検索 サー ビスお よ び磁 気 テ ー プの貸 出 しを行 お うとす る もので,現 在準 備中 で

あ る。 この シ ステ ムが,さ らに拡 大 され 世界 市 場動 向,原 料 関係 情 報な どを 収 集 し,公 開 で き

るよ うに な る こ とは 極 め て望 ま しい こ とで あ り,情 報 化 時代 は その時 こそ 開花 す るので あ るが,

現 状 では 未 だ 道遠 しの 感が 強い 。"

ま た,外 部情 報 の ソー ス として商 社 の存 在 も大 き く特 に 原料 購入,開 発 お よび 輸 出 に つい て

は,商 社 に負 うところが 大 で あ る。

一13f_
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表 一14生 産 ・工 程 管 理 シ ステ ム内 の計 算 機群 の 階層 別 活用

1

　
o。

㏄
ー

管理 レベ ル コ ン ピ ュ ー タ の 構成 実 績把 握 の 手順 と タ イ ミング 計 画 立案 の 手順 とタ イ ミング

Aレ ベ ル

'

オ フ ラ イ ン 的

旬別 ・日別計画立案に先立ってその直前

までの実績をBレ ベル計算機の記憶から

とり出しAレ ベル計算機へ移す。

(数 回/旬)

△φ

左記直前の実績 と受注情報に もとづき,旬

別 ・日別の計画を立案記憶する。(実 績把

握と同じ時,(数回/旬)コ ン ピ ュ ー タ

Bレ ベ ル

〆N

セ ミ

オ フ ラ イ ン 的

一

日別 ・蕃 別計 画立 案 に 先立 って,そ の直
♂

前 まで の 実績 をCレ ベ ル 計算 機 の 記憶 か

らと り出 しBレ ベ ルへ 移 す。

△

φL記 計画の当該1日 分 と左記直前の実績に

もとづき日別蕃別計画を立案記憶する。、

(数 回/日)コ ン ピ ュ ー タ コ ン ピ ュ ー タ

人/

Cレ ベ ル

た /▽/
◎

オ ン ライ ン的

一

の押 ボ タ ンな どに よ り刻 々Cレ ベ ル計 算

機 に 報告 記憶 させ る。(刻 々)

作業終了とともにその工程の操業者からO上 記計画に従い左記報告により作業が済む

毎に操業指示として計画がテレビ,そ の他

に表示 される。(刻 々)
コ ン ピ

ュ ー タ

コ ン ピ

ュ ー タ

コ ン ピ

ュ ー タ

〃

工 場

・

1
/

|

」

原板工場 熱延工場 冷延工場



3-7電 子 計 算機 の利 用 業務

日本 鉄鋼 連 盟 が と りま とめ た 調査結 果 に よ ると,電 子 計 算機 の利用 業 務 とその 使用 割 合(時

間)は,次 表 の とお りとな る。

項目 電子計算機の利用業務 使用割合(%)

1 需 要 予 測 一

2 経 営 計 画 0.2

3 生 産 計 画 6.6

4 工 程 管 理 53.4

5 受 注 販 売 14.3

6 原 料 管 理 1.2

7 資 材 管 理 2.6

8 財 務 会 計 2.0

9 原 価 管 理 2.7

10 労 務 人 事 3.5

11 設 計 計 算 1.6

12 管 理 技 法 計 算 0.8

13 その 他 技 術 計算 4.2

14 情 報 検 索 α5

15 そ の 他 6.4

●

(注)受 注,販 売,生 産,工 程 とい う販売 活動 に伴 な う業 務が75%を 占め てお り,し

か もこの うちか な りの 部分 が オ ン ラ イ ン リアル タイ ム化 され て い る と予測 され る。

一 方
,い わ ゆ る技 術 計算 の分 野 は依 然 低 い こ とが わ か る。

●
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4.鉄 鋼業 における知識集約化活動

4-1シ ステ ム化

すで に述べ て きた ように鉄 鋼 業 の設 備 は大 型 化,連 続 化,自 動 化 され,し か も大 量 の製 品 を

高能 率 操業 に よ って生 産 してい る。 そ の結 果 と して 省力 化 が行 われ 現 在で は 近 代製 鉄 所 で は,

自動制 御室 ま ナ、は運 転 台 に 作業 員 が 散 見 され る醸 で,次 第 願 人化 しつ つ あ る と・'えよ う・

これは,プ ロセ ス用 電 子 計算 機 の発 達 に よ る もので あ るが,さ らに,中 央 の電 子 計 算 機 と直接

結び つ き,通 信 回線 を活用 す る こ とに よ って 遠 く本 社 の電子 計 算機 まで 同 じ情 報 シス テム 圏内

に入 るこ とを考 える と,い わゆ る トー タル シ ステ ムが 完成 す るので あ って,そ の時期 には,鉄

鋼 業 そ の ものが無 人 化 して行 く こ とに な り,い わ ゆ る脱 電 子 計算 時代 と もい え る世 代 に 入 るわ

けで あ る。

鉄 鋼業 にお け るシス テ ・化 は,他 産 業 と同 じ よ うに全 体 当 て の最 適化 とい うこ とで あ る・

これ を企 業 内 か らみ た もの は,前 述 の よ うな 生 産 販 売 シス テ ム と呼 ば れ る もの で あ り・ す

で に 実用 化 され てい る。 この ほ か,企 業 系 列 内の シス テム化,商 社 あ るい は 大 口需 要 家 との関

係 の シ。 テム化,企 業 外 部 との 関 係に お け る非常 に 巾広 ・… テ ム化 な どが 考 え られ るが・ 外

部 との 関係 を 除い て は,い ず れ も説 明 してい る。

外敵 の関係について考えてみ ると,企 業が長雛 営緬 を樹立するための前提 となる醐

需 要予 測 は単 一 の企 業 の 力で は 困難iであ って,鉄 鋼業,鉄 鋼需 要産 業,鉄 鋼 団体 な らび に 関係

官 庁 の間 に 情 報網が 形成 され,そ の情 報 を活用 す る こ とが 必要 で あ る。 すで に述べ た 日本鉄 鋼

連 盟 のSISは その た めの貴 重XSス テ ップで あ り,順 調な 成 長が望 ま れ る。

ま た,商 社 との 関係 に つい てい えば,流 通 の 合理 化 をは か るため・ 業 界 の 団体 で あ る鋼 材 倶

楽 部が 中 心 とな り,メ ーカー,商 社,双 方 が 協力 して 帳票 コー ド統一 委員 会 を設 け,長 期 に わ た

り検 討 した結 果,成 案 が で きたの で,昭 和48年4月 よ り実施 す るこ と とな って い る。 これは・

今 後の シス テム化 の た め有 力 な武 器 とな ろ う。

身

4-2生 産技 術 の 転換

わが 国鉄 鋼 業が 過 去 にお い て著 る しい成 長 を遂 げ 世界第3位 の鉄 鋼 国 とな った こ とは 詳 細 に

説 明 し ナ、とお りで,世 界の 鋼 需 要 が今 後 も間 違・1な く伸 びて行 くこ と も汁 分 予測 で き るに

もか か わ らず,200年 の歴 史 を持 つ コ ー ク ス製 鉄 法が今 や エ ネルギ ー 源 の問 題 か ら,他 の方

向に 転 換せ ざ るを得 ない だ ろ うとい う予 測 もほ とん ど間違 い の ない こ とで あ る。 そ こで・ わが

国 鉄鋼 業 として も,将 来 の製 鉄 法 に っい て常 時 研 究 し,原 子 力の 利用,還 元 鉄 の 輸入 な どにっ

いて お くれ を とらぬ よ うにす る必 要が あ る。

ま た,直 接製 鉄 法 が開 発 され,従 来 の 巨大 な高炉 が ピ ラ ミッ ド化 して し ま う時 期 もい つの 日

か到来 す るこ とを考 え,対 処 す る こ とが 必要 で あろ つ。

圧 延 工場 に つい ては,今 後は 高 度 化,自 動 化,連 続 化は進 む で あ ろ うが ・ す で に 開 発 され た

●
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技術 が 急 激 に大 き く転換 す る こ とは 当分 ない と考 え られ る。

●

●

4-3MISか らNISへ の 道

今 まで 述 べ て き た とこ ろか ら,鉄 鋼 業 に おい て は,高 度 の情 報処 理技 術 の 開発 に よ り,比 較

的近 い将 来 にMISの 形成 が 行わ れ ると期 待 で き る。 これは 本 社 工場 を一 貫 した トー タル シ ス

テ ムの 完成 に よって,達 成 され るので あ り,そ れ には 「企 業 は 人 な り」 と言 わ れ る とお り企 業

内 の全員 が(い わ ゆ る システ ム ・マ イ ン ドを持 ち,積 極 的に 取組 む こ とが 必要 で あ る。

ま た,鉄 鋼 業 は,他 産 業 と異 な り,原 料 の 開 発,購 入 か ら工場 の操業 まで,企 業 内 の情 報 を

比較 的オ ー プ ンに 交換 し た り,相 互利用 した りす る特 色 を有 してい る。 さきのSISや 帳票 コ

ー ド統 一 な どは そ の あ らわ れで
,今 後 も業界 の 団体 や 官庁 との情 報 交流 は さかん とな り,NI

S形 成 へ 近づ い て い く と期待 され るので あ る。

●
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8.化 学 産 業 に お け る 情 報 化
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1企 業 環 境 の 複 雑 化

1-1技 術 革 新

6)大 型 化

ア ンモ ニ ア ・メタ ノール な ど一 系 列 あ た りの製造 設 備 の能 力は10年 前 は せ いぜ い 日産

100屯 で あ った もの が,現 在 は1,000屯 が通例 とな ってい るほ ど大型 化 され て い る
。昭

和40年5月26日,通 産 省 の省 議 決定 の 第一 次 アンモ ニや大 型化,日 産500屯 以 上 とレ・

う行政 指導 を受 け た業 界は,昭 和40年 か ら42年 に かけ て,従 来,日 産100屯 の規模 を

一挙 に 日産500屯 の設 備 に リブレー ス して
,国 際 競争 力 の強化 を意 図 し,そ れ らの新 鋭 設

備 が全 体 の30%を 占 め る まで にな った(表 一1参 照)。 ところが英ICI社 が開発 した ス

チー ム ・ リフオ ー ミ ング技 術の 開 発及 び 廃熱 回収 と結合 した ロー タ リー ・コン プ レ ッサー の

採 用 とを組 み 合せ た 日産1,000屯 規 模 の新 鋭設備 が欧米 で着 々建 設 され,わ が 国に競 争 を

い どん で きた の で,昭 和43年1月22日 の通 産 省省 議 で 日産1
,000屯 以上 の第2次 ア ン

モ=ア 大 型 化基準 を決 定,1 ,000屯 以上 の工 場 が5工 場,石 油 化 学 オ フガス な どで低廉 な

原料 使 用可 能 な場 合 は 日産750屯 以 上 とい う但 書適 用 で認 可 され た もの5工 場 とな って い

る。昭和46年 には,大 型 新鋭 設 備 に よる アンモ ニ ア生 産量 が全 生産 量 の80%を 占 める こ

とに な り・残 る設 備 もソー ダ工 業 な ど と有機 的 に結 び つい てい る もの に限 られ てい るの で あ

り,国 際 競争 力の点 か らも十 分 外 国企 業 に対抗 で きる ところまで革 新 化 さ れ てい る。(表 一

2参 照)。

メタ ノー ル につ い て も日産800屯 以上 の設 備 に業 界全社 に よる共 同投 資 ル ー ルを定 め て
,

通産 省 の行政 指導 を仰 いだ 結果,昭 和42年7月 に メ タノー ル ・メー カー全 社 の共同 出資 に'

よる メタ ノー ル ・セン ター を設 立 す るこ とが 決定 され た
。45年9月 に東 日本 メ タ ノール が

日産800屯 で千葉 県 袖 ケ浦 に 着 工,次 い で44年4月 に西 日本 メ タ ノール が第 二 メ タノー

ル ・セン ター と して,日 産,1 ,000屯 規模 で大 阪 府堺 の 泉北地 域 に 目下 建設 中 で あ る。 さ

ら に第三 次 メ タ ノー ル ・セ ンタ ー と して48年 度 に鹿 島地区 に メ タ ノー ル大 型 設備 を建 設 す

る計画 が44年12月 に発表 され ている 。

エ チ レン製 造 装置 も10年 前 の単 位設 備能 力は年 産25
,000屯 で あ うた もの が,現 在 は

年 産500.000屯 以上 で ない と,石 油 化学 協 調懇 談会 の申 し合せ で建 設 で きない ことに な

って お り,昭 和44年5月 で認 可50万 屯 エ チ レン工場 は8セ ン ターに 遷 し
,さ らに山陽 エ

チ レン(旭 化 成 ・三 菱 グ ルー プ)の50万 屯設備 が認可 され て現在9セ ン タTと な
って い る

(表 一5参 照)。

そ の他,製 造 設備 の大 型 化 に は,フ ェ ノー ル(合 成石 炭酸)の 硫 酸化 法 に よる小規 模生 産

か らキ ュ メ ン法 に よる大 型設 備 化 やBTX(ベ ンゼ ン ・ トル エ ン ・キ シ レ ン)な どの大 型 化
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表 一1 第 一 次 大 型 化 計 画 の 概 要(単 位 日 産 ト ン)

通 産 省 調

会 社 工 場 名 新 設 能 力 完 成 時 期 技 術 ・原 料
リブ レース

設 備 能 力
提 携 会 社 名

尿素設備の

新 増設 等

化 成 水 島 水 島 250 4α9 自社 技 術 ・オ フガス
一 東北肥料 ・日本水素 220

三 井 東 圧 大 阪 500 41.5 ICI・ ブ タ ン 145 東洋瓦斯 ・室蘭製鉄 720

石原産業

住 友 化 学 新居浜 750 42.5 ICI・ ナ フ サ 460 協 和 ケ ミカル ズ ・

製鉄化学

宇 部 興 業 堺 600 425 ICI・ ナ フ サ 45 東 亜 合 成 ・チ ッ ソ ・ 530

(チ ッ ソ) 旭化成 ・東洋曹達

昭 和 電 工 川 崎 500 42.2 ICI・ ナ フ サ 520 日東化学 200

日 差 化 学 富 山 450 42.8 ICI・ ナ フ サ 513 540

計 3,030 一 一 1,285

旭 硝 子 牧 山 150 4211 日揮式 ブ タン
一

ア ラ ス カ ア ラス カ 265 4510 CCC・ 天 然 ガ ス 142 三菱油化 500ST

(日瓦斯)

ガ ス ケ ミ カ ル 71

(菱 油化)

〉 ◆
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表z2 第 二 次 ア ン モ ニ ア 大 型 化 計 画 の 実 施'状 況

通 産 省 調

会 社 名 建 設 地

'

殴 償 規 模 廃 棄 能 力 鯛 年月日 完劇時期 原料 偉 者
,

① 三 井 東 圧 大阪工業所 田ooロoト〃 年 三井東圧 4512.24 449末 LPO 資本金219.5億 円

大阪府 (1POOトン/B) 1り和ooトン/年 '

高石市 尿素4箔000ト ン/年 東亜合成 (45†.50)

(1500トン/日) 栂00ト ンン年 仮 承 認

小針161500ト ン/年

② 三 菱 化 成 黒 崎 工 場
・

5釦000ト ンン年 三菱化成 4蕊99 45.5末 ナフサ 資本金284億 円
北九州市 尿素264000ト ン/年 ¶64ハ00トンン年

八幡区黒崎 (800レ/日)

③ 日 本 化 成 いわ き工場 550000ト ンン年 東北肥料 4599 455、 末 ナフサ

.

資本金10億 円

福島県 (1000ト ンン 日) 96800ト ン/年 4蕊5ほ 股立
㎞わき市 尿素29η 〕00ト〃 年 日本水素 株主 東肥 ・日水各

(9α〕トン/日) η100トン/年 50痴 菱化20%・

小計.1759α 〕トン/年 三菱金属碗 事各1〔鴻

④ 旭 化 成 水 島 工 場 2伺000トン/年 旭化成 45、 ～目2 45 ム末 石搬 学 資本金

岡山県 (800⇔ ン日) 鞠00ト ン/年 オフガス 旭化成202億 円

1倉 勧
尿素 一 チ ッ ソ チ ヲソ78"

2乃00ト 〃 牢

小計6～700ト ン/年

.

③ 鹿 島 ア ン. 鹿 島 工 場 515500ト 〃 年 三菱油化 4ユ1C22 45 6末 梢 群 資本金10億 円
モ ニ ア 茨城県 (950トン/日) 51500杉 年 オフガス 451.17設 立

鹿島郡
.

尿素46⑳ooト ンン年 日東化学 株主 日東 ・三菱油化
(1400ト 〃 日) i21400ト 吟 各50φ

小計172900ト ン/年
.

1

⑥ 日 本 ア ン 千葉県君津郡
.

511釦0ト 〃 年

'

'

日産化学 44,221 4510末 姻 臣F 資本金40億 円
モ ニ ア 袖ケ浦町地先 (1500トン/日) 23〕0トンン年 オフガス 4蕊11.29設 立

尿素49印ooト ン/年, 昭和電工 LPG 株主 住化28φ
(1卸0トン/日) 2〔η00トン/年

製鉄 ・昭電 ・目窪

製鉄化学 各24価
75800ト ンン年

プ 小計 り1箪ぬトン/年
乙

⑦ 宇 部 ア ン 宇 部 工 場 41250Dト ン/年 字音壌 産 44,スf8 4邸2末 ナ7サ 資本金10億 円
モ 昌 ア 山ロ県 (12印 ト汐日) 113700ト ン/年 44△14設 立

宇部市 尿素 一 協和 ケ ミカルズ 株主 宇部41.7φ

9蕊500ト ン/年 協和555%
小計z〕 フ200トン/年 セン ト〉ル2鼠0φ

イヒ 学 工 業 年 鑑1970版 よ り
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表 一5 わ が 国 に か け る エ チ レ ン50万 ト ン 計 画 の 親 授

会 社 名
現 有設備

(万トン/年)

実 施

形 態
内 容

'

建 設場 所
主 な ナ フ

サ 供 給 者

完 成時期

(見込み)
採 用 技 術

丸 善 石 漉 千葉44.4 単 独 既存誘導品会社の増設が中心 千 葉 県 丸 善石 油 44年4月 ルーマス法

化 学 五 井地 区

浮 島 石 油 岩国18 共 同 三井石油化学 と日本石油化学との 川 崎 市 日本 石油 45年4月

1

ス トー ン&ウ エ

化 学 千葉12 投 資 折半共同出資により設立。製品の 浮 島地 区 プスター法

川崎20 エチレンは原 則と して折半引取 り。
■

住 友 千 葉 ,新 居浜1t2 輪 番 最初は住友化学が建設 し,製品の 千 葉 県 東亜燃料 45年4月 ス トー ン&ウ エ

化 学 千葉12 投 資 相当量を東燃石油化学に融通する。 姉ケ崎地区 出光 興 業 ブス タ一法

次期増設は東燃石油化学が行い, そ の 他

相当量を住友化学に融通する。
一

大 阪 石 油 な し 共 同 三井東圧化学と宇部興産等の関西 大 阪 府 関西石 油 45年7月 ルーマス法

化 学 投 資 石油化学グループとの折半共同投 泉 北地 区 琳 ラル石油

資 。

水島 エチ レン 水島16 共 同 山陽石油化学(旭 化成 ・日本鉱業 岡 山 県 日.本鉱 業 45年7月 ルーマス法

(化成水島) 投 資 の共同投資会社)と 三菱化成の折 水 島地 区 三菱 石油

半共同出資 によ り設立。製品のエ アジア石油

.

チレ1は 原則 と して折半引取 り。

三 菱 油 化 四日市3a2 単 独 茨 城 県 鹿島石 油 46年1月 ルーマス法
、

鹿 島地 区

新 大 協 和 四 日市4.1 輪 番
'

最初は三菱油化(四 日市 戊が20 三 重 県 大協石 油 47年1月 ルー マス法

石 油 化 学 投 資 万 トン/年設備を建設(45年4 四 日,市

月)。 相当量を大協和石油化学に 地 区

融通 。第2期 として,新 大協和石

油化学が建設する。
'

、

東 燃 石 油 川崎2〔L5 輪 番 住友千葉化学の50万 トノ建設に 川 崎 市 東亜燃 料 47年1月 エッソ法

化 学 投 資 続い て,川 崎 に建設す るもの。住 浮 島地区

友より融通されていた量を返却す

る。

山陽エチ レン 水島16 共 同 水島エチレンと同様に,山 陽石 油 岡 山 県 日本鉱 桑 47年4月 シ ー ラ ス ・プ ロ

(化成水島) 投 資 化学(旭 化成 ・日本鉱業の共同資 水 島地 区 三菱石 油 一 ン法

全社)と 三菱化成の折半共同出資。 アジア石油

製品のエチ レンは原則 として折半

引取 り。

e

●

■

通産省化学工業局監修 化学工業 現状分析 と展望より
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■

もエチレン製造設備の大型化に伴い副生する分解ガソリンという原料源を得て
,従 来のター

ル系の小規模生産を完全に駆逐 しつつある
。

基礎 原 料 に つい ては,設 備 革新 に よ って コス トを下げ る以 外 には
,情 報 価値 の 創造 に ょっ

て付 加 価 値 を上 昇せ しめ る方 法 が ない の で ,今 後 と も設備 の革新 や新技 術 の探 索 は熾 烈 に続

け られ る もの と思 われ る。

(ロ)原 料 転 換

ア ンモ ニ アや メタノー ル の原 料 は,か っては 石炭 や コーク スな どの固 体 原料 か ら生 産 され

てい た もの が,現 在 では,ナ フサ ・石 油 化学 オ フガス ・液化 石油 ガス ・天然 ガス な どの流 体

原 料 に完全 に転 換 してい る。

しか も同 じ流 体原料 とい って も,そ の間 に 重油 や原 油 とい う重 質炭化 水 素か らナ フサや液

化 ガ ス な どの軽 質炭化 水素 とい うガ ス源 の転 換 を再度行 って今 日に至
ってい る。 この ことは

原料 代 が コス トの60%を 占め る ア ン モ ニ ア工 業 の宿 命的 な,絶 えざ る設 備革 新 競 争 の激 し:

さを物 語 る以外 のなに もので もな いの で あ る。

ア セ トン ・ブ タ ノール及 び,ア ク リロニ トリルの5製 品に っら て
,10年 前 は 第4表 に あ

る よ うに,ア セ トンだけ が 例外 と して,石 油 化 学 方式 が従来法 に比 し
,生 産 量比 率 で14%

(57%対43%)と 多 くな って い るが,そ の他 は何れ も従 来方 式 が圧 倒 的 な生 産 量 比率 を

誇 って いた 。 と ころが10年 後 の現在 では100%石 油化 学原料 に よる生 産方 式 に
,発 酵 法

(ア セ トン ヴ タノー ル)や アセチ レ ン法(ア ク リ・ニ トリル)か らそ れ ぞれ転 換 。て い る
。

エ タ ノール は,従 来 精密 や甘 しよな どの農 産物 を原料 とす る発 酵法 に よる製 造 方 式 のみ で

あ・たps・昭和o年 にエチレンを原料とする合成法による製造方式がわが国に樽 入され
,

日本合 成 アル コー ル社 の生産 量 は 昭和45年3月 現在 で ,エ タノー ル全 生産 量 の45%に 達

して い る。す な わ ち,発 酵 法 で は精 密 原 料 の もの50%,甘 しよ2%
,バ ル ブ廃 液3%で,

合 計55%に 対 し・合 成 エ チ レ ン法 は45%と な って い るので あ る(表 一5表 一6及 び

表7)

日 直 接 化

塩 化 ビニー ル や メラ ミツ の製 造 方 式 は カーバ イ ト,ア セチ レンか ら間接 的 に製 造 す る方 式

が従 来採 用 され て いた の で あ るが,こ れ を塩 素 とエチ レン或 いは塩 素 とナ フサか ら直接 合成

しようとす る方法 に転 換,カ ー バ イ トを製 造 す る場 合 の電 力 コス トの削 減 化 を大 巾に 意 図 し

た もの で あ り,ま た,メ ラ ミンに つ いて も同様 に
,カ ーバ イ ド法 の電 力 費 を大 巾に改 善 し う

る尿 素法 の採 用 に よ り,製 造 工 程 の バ ッチ式か ら連続 式 へ と簡略 化(所 謂 粗 メ ラ工 程 が不要

とな る)も で き ・こ こ ・1年 以 内に メ ラ ミン製 造設 備 の全 部 が尿 素法 に転 換 され る 見込 みで

あ る 。
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表 一4石 油 化 学 転 換 比 率

生 産 方 式
昭 和35年 昭 和39年

生産量 比率 生産量 比率

ア セ ト ン

石 油 化 学 方 式 11.17557 33.81798

従 来 方 式 8.41545 8532

計 ぽ588100 54,6501℃0

ブ タ ノ ー ル

石 油 化 ・学 方 式 8.84627 51.87691

従 来 方 式 24.40873 4.8789

計 35.220100 56.754100

オ ク タ ノ ー ル

石 油 化 学 方 式 5.91817 53.87570

従 来 方 式 18.77383 14.51830

計 22.691100 48.593100

ア ク リ ロ ニ ト リ ル

石 油 化 学 方 式 一 一 5ス21975

従 来 方 式 22.267100
層

20.83727

計 22.267100 7ao56100

芳 香 族

石 油 化 学 方 式 75.55455 284.02952

従 来 方 式 150.96967 264.35448

計 226505100 548.565100

ア ン モ ニ ア

石 油 化 学 方 式 594.74731 1.05994661

従 来 方 式 895.36669 672.50859

計 1,288.113100 1.712254100

塩 化 ビ ニ ル

石 油 化 学 方 式・ 一.『 42.1809

従 来 方 式 25ao81100 45↑.65591

計 25ao81100 473.855100

●

●

(注)① ア ンモ ニアに っ いては,ナ フサ 分解 お よび 石油 精 製 ガス よ りの もの

② 塩 化 ビニルの42年 以 降 は塩 ビモ ノマー の実績 比 率 をポ リマー実績
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(単 位 生 産 量 ト ン ・ 比 率%)

通 産 省 調

●

吟

昭 和 4 0年 昭 和4 1年 昭 和4 2年 昭 和 4 5年
生産量 比率 生産量 比率 生産 量 比率 生産量 比率

58,555 99 83,304 100 96,412 100 11ス444 100

462 1 0 0 0 0 0 0

59015 100 58,304 100 96,412 100 11ス444 100

74,035 98 88,929 100 95,887 100 104,191 100

1,348 2 0 0 0 0 0 0

56,754 100 88,929 100 95887 100 104,191 100

41,086 71 45554 72 96768 78 76,678 91

16,971 29 1ス210 28 15078 22 ス259 9

58,957 100 60,564 100 59846 100 83,957 100

132,518 86 160,964 96 190,276 100 231,467 100

20,750 14 6704 4 0 0 0 0

153,268 100 16ス668 100 190276 100 231,467 100

372,884 56 616,975 66 80a512 72 1,220,544 72

295,742 44 514245 34 520,840 28 591,575 28

66a626 100 951,220 100 129552 100 1,412,119 100

1,216,344 56 1,841,485 59 1.896275 67 2,102,532 69

94Z199 44 988,597 41 944,748 33 92a184 51
1

2,162,545 100 2,430,082 100 2,841,025 100 3,030,716 100

79692 17 94245 19 165,069 24 571,179 58

403,281 85 591,145 81 532,898 76 610,270 62

482,975 100 485,386 100 69ス967 100 981,449 100
A

を石 油 化 学方 式 .とした 。

に按 分,41年 以前 は塩 ビへ の原 単 位0 .6と して換 算 。

(化 学 工業 年鑑1970版 より)
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表 5 ア ル コ ー ル 工 場 所 属 別 製 造 能 力(45年3月 現在)

所 属 工 場 数 所 在 地 現有能力 備 考

国 営 7工 場 千葉 ・茨 城 ・静 岡 ・愛媛 ・

熊 本 ・鹿 児島 の各 県

癖

48,000

三 楽 オ ー シャ ン 2工 場 神奈川県 ・熊本県 1,000 特 許

宝 酒 造 2工 場 三 重 県 ・長 崎 県i㌔ … 委 託

協 和 醗 酵工業
、

1工 場 山 口 県 1,000 委 託

山 陽 バ ル ブ ・ 1工 場 山 口 県 3,000 委 託

日本 合成 アルコール 1工 場 神 奈 川 県 50,000 委 託

計 104,000

●

(注)特 許は,ア ル コー ル専 売法 施 行以 前1年 間 引続 きアル コー ルの製造 を行 な ってい た

者 に対 す る製造 権 の 付与 で あ り,委 託 は,政 府か らの製 造委託 をい う。

前掲 「化学 工業 現 状 分析 と展望 」 より
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表 一6 原 料 別 生 産 数 量 の 推 移

(単 位 千 泌)

製造法
発 酵 法

合成法
原料

糖 み つ
甘 し よ

パ ル プ
計

そ の他 小 計 エ チレン

生 甘
年度

1a8 67 α7 &9 35.1 一 551

35

(554) (1～10) (2コ) (254) (α1) (100) (100%)

5Z6 α9 一 z5 一 45.8 165 62.5
40

(6α4) (1.4) (杜7) (755) (265) (100%)

3a5. 1.0 一 57 一 452 259 691
42

(557) (1.4) (&5) (65.4) (346) (100%)

44U 1.6 一 28 50 5t4 2Z9 7%

45

(55.4) (2.1) (5.5) (3.8) (64B) (352) (100%)

44 4&6 0夕 一 2B 一 52.5 5a5 9α8

(見込) (5《㌦5) (1.0) (5D (576) (424) (100%)

45 51.0 2.0 A一 50 一 560 460 102刀

(見 込)1(50の

1

(2.0) (50) (55B) (450) (100%)

(注)43年 度 におけ るその他 は,粗 留 アル コール な どであ る。

合 成 アル コー ルの生 産規 模 は,44年12月 現在,年 産能 力5万ke(当 初 は2万5,000

翅/年 で発 足)に 達 してい る。

前 掲 「化学工 業 現 状 分析 と展望 」 よ り
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表 一7 石 油 化 学 製 品 の 製 造 系 統 図

(原 料)

^ポ リエ チ レ ン

(用 途)

原油

ナフサ

分解

丁
、

チ

ン

エ
.
レ エチ レンオ キサ イド

Lエ チ レング リコール

ス チ レン モ ノマ ー

E　 チ"
スチ レン系共重合樹脂(人B8な ど)

合成 ゴム(SB鳥)

アセ トアルデ ヒド ー 酢酸

酸 エチル

ルニピ酸

ポ

ル

齢
し

グ七 二写影㌻
リ

タ

ー オ クタノール

ブタノール

二壊【イヒエヲらレン一 塩イヒピニール

バ ー ク ロ ル エ チ レ ン
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←)シ ス テ ム 化

例 えば,ア ンモ ニア製造 プ ラ ン トにお い て,在 来 の方 法は 各 製造 工 程 がそれ ぞれ 独立 して

い て,工 程 間 の主 原料 受 払 に一 種 の バ ッフ ァー機 能 を果 たす 瓦 斯溜(GasH・1der)を

必 要 と したの で あ るが,こ れ が最新 の設 備 では全 工程 が統合 され,全 体 と して機能 す る よ う

にな って いて,バ ッファー は全 部 不用 にな り瓦 斯溜 や圧 送設 備 な どの建設 費 の 削減は も とよ

り,中 間 の熱 ロスや動 力 費 な どの運 転費 の削減 と もな り,さ らに 高圧 廃 熱蒸 気 の回収 に よ っ

て,遠 心 式 ター ボ ・コ ンプ レ ッサ ー を駆 動 し,シ ス テ ム外 か らの エ ネル ギー(電 力)の 供 給

を極 く少 量 に絞 り得 るな どの効 果的 な プ ロセスに移 行 してい る。

シ ス テム化 は全 工 程 を統一 した全 体 とみ て,そ の 中間 工程 に おけ る熱 ロス ・圧 力 ロス ・輸

送 費 な どの 削減 を 目的 と した もので,例 えば,素 製 造設 備 に お いて,尿 素 は 元来 ア ンモ ニ

ア と炭酸 ガスか ら合 成 す るの で ある が,そ れ をア ンモ ニア製 造工 程 の 中間体 であ る炭 酸 ア ン

モニア'から一 きょに合 成 す る技 術 の確 立に よ って,ア ンモ ニア と炭 酸 ガス とを別 個 に製 造 して

合成す る場 合に 比 し,工 程 中の 圧力 ロス を大 巾 に削減 しうる 左 どの工 夫 もそ の一 例で あ る。

困 自 動 化 の 推 進

化 学工業 にお け る運 転 制御 の 自動 化は,人 間 の眼 に相 当す る計測 器 とい うセ ンサ ー

(Sens・r)が 予 め設置 され て い るので,割 合に実 施 しやす く,大 型 プ ラ ン トが技 術的 に

可能 に な るに つれ て,そ の経 済性 も増大 し,大 型 アンモ ニア ・プ ラン ト ・エ チ レン ・プ ラン

ト ・ポ リプ ロ ピレ ン ・塩 化 ビニ ール ・メタ ノール な どの各設 備 の運 転 自動 化 ゴン ピュー タの

情 報処 理 の能 力 とが利 用 されつ つ あ る。化学 プ ラン トの運転 制 御 の 目的 は コン ピュー タに よ

る運 転効 率 の 向上,計 測器 や プ ラン トにお け る動 作状 態 の モ ニ ター労 働 ふ ら人間 を解放 す る

こと,人 間 頭 脳 に よ る例 外 管 理 の 推 進,デ ー タ収 集 とデ ー タ削 減 に よ るプロセ ス ・メ

カ ニズム(ブ ラ ック'ボ ックス 的 諸 要 素)の 学 習 可 能 性,補 修 費 の 削 減 な どで あ る。

そ して,現 在 の と こ ろ,運 転 員 の 削 減 は そ れ 程 問 題 とな ってい ない が,や がて は大rlr

に 削 減 可 能 で あ る。 とい うの は,人 間 の能 力 が コ ン ピ ュー ター を部 下 と して利用 す る こと

に よ って 大 巾に 向上 す る こ とが 見込 め るか らであ る。そ して,人 間 の肉体 労 働力 の価値 や セ

ンサ ー と して の役割 か らの配 員 に代 って,燗 に要求 され る知 識 の 内容 がス パ ン ・オ ブ ・コ

ン トロー ル(管 理 限 界)を 超 え るか ど うか を基準(人 間 頭 脳 の 管 理 限 界)と して組織 へ

の配員 が 行 なわれ る よ うに な る と予想 され,具 体的 には 各制御 室 の統 合化 とい う組織 的 な手

段 を通 じて大 巾 に人 間 の 削限 が 見込 めるの で ある:従 業 員 と会社 とい う組織 体 との 関係 にお

いて,先 ず 組織 の方 が従 業 員 に ス キ ルの先取 りを させ て,知 識 で割 切 らせ る よ りは,人 間 の

経験 を通 じて安 心 感 を歴 史的 に体 得 せ しめ る よ う,先 手 を打 つ こ とが最 も経 済的 合理化 へ の

近道 で あ る よ うであ る。

コン ピュー タの プ ロセ ス制 御技 術 に おけ る1つ の効 用,デ ー タ収 集 とデ ー タ処 理 の能力 の 延
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長線 上に あ る もの と して,分 析 化学 にお け る ラボ トリー ・オ ー トメー シ ョン と称 せ られ る コ

ンピ ュー タの適 用業 務 が あ る。 これ は,分 析 業 務 の 自動 化 で あ るが,こ れが さ らに発 展 して,

従 来,不 可能 で あ った こ とを コン ピュー タの出現 で可 能 に した2つ の事 例 を紹 介 す る。

そ の1つ は,核 磁 気 共 鳴 装置 の よ うに 出力 が微 弱 な もの しか得 られ ない分析 装 置 につ いて,

コ ンピ ュー タの高速 スキャン能 力 の活 用 で信号対 雑 音 比 を著 しく改善 で きる よ うに な った こと

で あ り,そ の2は 有機 製 品 の構 造 解析 に お い て,質 量 分析 計 や赤 外線 スペ ク トロ メ一 夕ー な

どの結果 を コン ピュー タ で集積 ・比較 を行 って,総 合 判定 を行 い うる ように な り,著 しく判

定 精度 を向上 させ うる よ うな シス テムが出 現 しつ つ あ る ことで あ る。

コン ビ=一 夕で信号対 雑 音 比(S/N比,Signal対Noise比)が ど う して改善

され るか とい うと,コ ン ピ ュー タは きわ め て短 時間 内 に高速 な スキ ャンを繰 り返 して行 うこ

とがで きるの で,そ れ か ら得 られ た ス ペ ク トル を重ね 合 わせ るこ とに よ り,信 号 の方 は フエ

ィズ綱_で あるか ら,信 号の・キ・ンを・回実蹴 れば,随 になるけれども躍 音の発

生 の 仕方 は 。エ イが ラン ダ ムに出現 す るの で,岨 ・aetン した場 合は逆 に ル ー トN倍 に な

って値 が小 さ くなる。そ の こ とを利 用 して,SN比 の改 善 が可能 に な るわ け で あ る 。

■

1-2公 害.

ガ ス公害,次 い で2月 に杉 並 区 の 立正 高校 に おけ る光化学 スモ ック,田 子浦 にお け るヘ ド.

ロ問 題,金 属鉱 山各地 及 び カ ドミ ウム,メ ッキ工場 か らの廃液 に よ るカ ド ミウム汚 染 な ど,

70年 代 にお け る初 年 度,1970年 は 日本 列 島 を公害問 題 が吹 き荒 れ た感 が あ る。

水俣及 び阿 賀野 川 の水俣 病 に つ い ては,昭 和45年9月 に,政 府 は公 害 に よる被 害 と認定

す る見解 を明 らか に し,44年2月5日 に水銀 電 解法苛 性 ン ダ製 造 業 また は アセ チ レン法

塩 化 ビニー ル ・モ ノマー製 造 業 の工 場 または事 業 場 か ら指 定 水域 に排 水 され る水 の水 質基準

を ガ スク ロマ トグ ラフ法及 び薄 層 ク ロマ トグ ラフ分 離 シ チ ゾン比色 法 の両 方法 に よ って メチ

ル水 銀 が検 出 され ない こ とを 決 めた 。 水俣 湾域 に おけ る水俣 病 は アセ トアルデ ヒ ド酢 酸製造

設 備内で生成 され た メ チル水 銀 化合 物 が工場 廃水 に含 まれて排 出 され,水 俣 湾 内 の魚 介類 を

汚染 し,そ の体 内で濃 縮 され た メチル水 銀化 合物 を保有 す る魚 介類 を地域 住 民 が摂取 した こ

とに よ り発生 した と され てい る。 第 三 の水俣 病 ・新 潟県 の 阿賀 野川 に おけ る水銀 中毒 事件 に

つい ては,そ の原因 究 明 は い まの ところ は っき り断定 され て い ない が,犠 牲 者 が とにか くで

た ので あるか ら,ま こ とに不 幸 な こ とであ った。 農薬 に関 して も,45年 以 降,水 銀 剤 が全

面 的 に廃 止 され,農 薬 全 般 に つい て急性 と慢 性 との両 毒性 問 題 が再検 討 され る よ うに な った。

急性毒 性 対策 と しては 毒 物劇 物 取 締法 に よ りチエ ックーされ るよ うに な り,慢 性 毒 物 に つい て

は45年5月 に初 め て残 留 許 容量(作 物 体 内の)が 設定 され,同 年10月 か ら実 施 された 。

許 容量 の定 め られ た 作物 は,り ん ご,ぶ ど う,ト マ ト,き ゅ う りの4作 物 に使 用す るDDT

'.
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●

.BHC・ パ ラチオ ン ・ヒ素 ・鉛 の5薬 剤 で,食 品衛 生法 に も とつ いて法 的規 制 力 を もたせ

る ことに な った 。そ の後,幸 いに も水俣 病 や農 薬 問題 に つい て の後続事 件 は い まの と ころ,

化 学 工業 では な くな ってい て,他 の 重金 属 やヘ ドロ問 題 ・排気 ガ ス ・排煙SOガ ス な どの諸

問 題 に重 点度 が 移行 した よ うで あ るが,今 まで,余 りに も自然 の環 境 に 対 して無関 心 で あ っ

た こ とを化学 工業 も大 いに反 省 し,待 ち前 の化学 的 知識 を生 か す べ きで あ る。

公 害 問題 は,元 来 自然 の循 環 と経 済 ・技 術 の理 論 との矛 盾 ・垂 理 に よ る もので あ って,自

然 の 大 きさ をい ま まで無 限 な もの と して技 術開発 を行 な って きた ことに起 因 す る。い ま まで

の技 術は 自然か ら物 質及 び エ ネル ギ ー を入 力 し,必 要 な ものだ け製 品 と して抽 出 し,不 要 な

もの は 自然 の内 に放 出す るオ ー ブ ン ・シス テムの もの で あ った 。 これ を 自然の 生態 系 に合致

す る よ うに改 め る技 術開発 ニー ズ の登 場 を意 味 す る。公 害問 題 を コス ト増 大 の マ イナス要 因

と して受取 る ことな く,積 極 的 に フ ロン ティアの 展開 とみ て,技 術開発 の チ ャンス と して利

用 す べ きで あ る。そ れ には,人 間 の知 恵 と新 しく登 場 した コン ピ ュー タ ・テ ク ノ ロジ ー とを'

'結 合 した
マ ン ・マシ ン ・シス テムが大 いに生 か され る こ とに なるで あろ う。

1--3国 際 化

対 内直接 投 資 の 自由化 に つい ては,昭 和42年7月1日 か ら第一 次の 自由化 が進 め られ,

ア ンモ ニ ア系肥 料製 造 業,力 性 ソー ダ製 造 業,塩 化 ビニー ル樹 脂 製 造業他3業 種 が50対5
.、

0の 合弁 会 社設 立の 自動認 可 制(第1類 自由 化業 種)に,カ ー バ イ ト製 造 業 ・セ メン ト製造

業 は外 資 比率100%ま で の会 社 を 自動 認可 す る業種(第2類 自由化業 種)に 指定 された 。

次い で昭和44年3月1日 か ら第2次 資本 自由化 措置 と して,第1類 自由化 業 種 を大 巾 に追

加 し,29業 種 が 自由化 され た 。

また昭和45年6月 か ら技 術 自由化 が 実施 され,化 学工 業 にお いて も石 油 化 学 を除 き 自由

化 され た結 果,化 学 製 品 に つ'Aて の 甲種 技 術導 入 が42年 度 の/15件 に対 し,45年 度 に

は210件 に,プ ラスチ ック製 品 のそ れ は昭 和42年51件 が43年 度 に65件 と2倍 以 上

の技 術 導入 件数 とな って い る。 そ して,技 術導 入契約 に伴 う製 品 の 市場 制 限 に つい て はそれ

以 前 と変化 は 見 られ なか 』ったが,ラ ン ニ ング ・ロ イヤ リテ ィは 明 かに上 昇 傾 向 が 見 られ た 。

これ に対 し,技 術輸 出件数 は昭 和42年 度全 体 と して76件 で,そ の内 化学 工 業 に関 す る

ものは40件 と過半数 を 占め,41年 よ り9件 増加 してい る。 この こ とは 内外 の技 術水準 が

オペ レー シ ョン ・レベ ルで 接近 して きた ため で あ り,自 主 技 術 開発 熱の 台頭 と共 に今後 が期

待 され る。

化学 製 品 の輸 出額は 最 近 の5年 間 で略 々倍増 して,44年 度 で10億 ドル,同 輸 入 額 も略

略 同様 に倍増 して,44年 度 で7億8,500万 ドル とな ってい る。今後 注 目 され て よい外 国

企 業 との製 品融通 の ケ ース と して,三 菱油 化社 のダ ウケ ミカル社 との海 外 提携 例 が あげ られ
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る。そ れ は三 菱 油化 社 がUOP技 術 に よ りキユ メンを年産11万 屯生産 し,こ れを全 量 ア メ

リカの ダ ウ ・ケ ミカル社 に輸 出 し,そ の代 替 と して,三 菱 油化社 が必要 とす る アセ トン とフ

ェノール の必 要 量 を ダ ウ ・ケ ミカル社 か ら輸入 しよ う との試 み で あ る。

わ が国化 学 工業 に おけ る海外 投 資は戦 後 一 貫 して低 調 で あ り,昭 和45年 末 までの 累計 実

績 で件数85件,金 額 に して僅 か に2,300万 ドル(全 投資 額 の1.5%)に 過 ぎなか った 。

い まま でのわ が国化 学 工業 の海 外 投資 態度 は 発展 途 上 国で の 関税 障壁 や輸 入 制限 を回避 す る

ため の消極策 で第2次 製 品で あ るプア イン ・ケ ミカル領域 や プ ラス テ ィックの成形 加工分 野

に対 す る資本 投 資 に限 られて い た。

しか し,既 述 の エ チ レ ン50屯 の 近代工 場 が次 ぎ次 ぎ と稼 動 しわ が国 の技 術水 準 も大 い に

向上 してい るの で,今 後 は基礎 的 な化学製 品分野 で も資本 投 資 が行 われ る よ うに なろ う。

'1二4'市 場 面 の 変 化

ω 量 の 急 増

プ ラン トの大 型 化 が可能 に な る と共 に,10年 前の 昭和36年 には エチ レン製造 量は 年産

79,000屯 で あ った ものが,10年 間に41倍 に な って,45年 に は3,170,000屯 に,

プ ラス テ ィックは56年 に690,000屯 が10年 間 に5.8倍 とな って,45年 には 年産4

百 万 屯を上 廻 るに至 ってい る。

・三 大合 成 繊維 原料 に つ いてみ ると,ナ イ ロン原料 の カブ ロ ラク タ ムは10年 間 に生 産量 が

9倍 伸 び て56万 屯に,ポ リエ ス テル繊 維 の原 料で あ る テレ フタル酸 は,10年 間 に15倍

伸 び て54万 屯 に,ア ク リル繊 維 の 原料 で あ るア ク リロニ トリル も17倍 に増大 して38万

屯 とな って い る。

←)価 格 競 争 の 激 化

化 学製 品 の需 要構 造 をみ るに,政 府及 び 国民 消費 支 出 の 占 め る割 合は10%程 度 で,そ の

大 部分は い わ ゆ る中 間需 要 の充 足 品 とな ってい る。 特 に 化学 工 業 自身が 自家 消費 してい る割

合 が全 体 の3割 近 くを 占 めてい るのは注 目に値 す る(表 一8参 照)。 総 じて 化学工 業 の需 要

構 造 は生産 財供 給 型 の性格 を有 す るので,情 報価 値 を生 む 余地 が少 な く,い きお い価格 競 争

は激 化せ ざ るを得 な い の で ある。

石 油化 学 製 品 の価 格 は,こ の10年 間 におお むね50%近 く値 下 り し(ポ リエ チ レン ・ア

ク リロニ ト リルの 価 格 は5分 の1に 下落 してい る。)ア メ リカの市 価 に比べ てみ て も1～2

割 方安 価 に な って い る(表 一8参 照)。

《
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表 一8

産 業 連 関 表 に よ る 化 学 工 業 製 品 の 需 要 内 訳

(単 位%)

年
産業分類

55年 40年

第1次 産 業 94 ZO

第

2

次

産

業

製

造

業

化 学 工 業 2a3 2Z6 ,

化学工業以外の製造業 56.4 545

建 築 ・ 土 木 ・ 公 益 業 1.5 1.4

第5次 産 業 5.8 a5

分 類 不 明 の 産 業 25 α8

政 府 ・国 民 最 終 消 費 10.2 108

輸 出 57 . ス2

在,庫 2.2 2.6

計 100 100

輸 入 ス2 57

前 掲 「化 学 工 業 」 よ り
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2環 境 変 化 へ の 対 応

2-・1伝 統 的 方 法 で の 変 化 へ の 対 応

既述 の技 術革新 に おけ る大型 化,原 料転 換及 び シス テム化 ・国際化並 び に市 場面 の変 化 な

どに対 応 して ・共 同 投 資 ・資本 の枠 を越 え た地 域的 な コン ビナー ト化,合 弁 会 社 を設立 す る

ことを条 件 と した技 術導 入,輸 入原 料 の陸 揚げ に便利 な臨海 工 業 立地 の選 択,輪 番 投資 な ど

の企 業 間提 携,企 業 合弁 な どの手 段 で対 応 して きた。

表 一10に お いて,エ チレ ン ・セ ン ター 別 生産状 況 表 に お げ る コン ビナー ト参加 会社 名 と

ナ フサ購 入 先欄 の記 載 事項 か ら,ま た表 一11に おい て エチ レン ・セ ンター,ブ タ ジエ ン ・

メー カー及 び 合成 ゴム ・メー カー との提 携 関係 に 関す る記述事 項 か ら,共 同 化 の現状 を汲 み

取 って いた だ きた い。

●
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表 9 主 要 石 油 化 学 製 品 の 価 格 推 移 (単 位 円 ・キ ログ ラム)

通 産 省 調

品 目

51年第1期

く
55年 37年 58年 39年 40年 41年 42年 45年

ア メ リカ市場価 格

(43年5月 末現 在)

エ チ レ ン オ キ サ イ ド 365 コ刀 ζ52) 150(59) 146(60) 151(64) 114(69) 1〔5(71) 97(75) 9〔〕(75) 125

ポ リ エ チ レ ン 440 3〔〕9(50) 214(51) 178(組) 162(63) 155(65) 142(祖) 125(72) 114(74)
高圧150
{中低圧143

ポリスチレン(一般 用) 520 256(20) 225(30) 180(44) 175(45) 150(53) 155(58) 155(58) 115(64) 119

ア セ ト ン 140 100(29) 78(44) 75(46) 70(50) 65(54) 55(61) 54(61) 55(紐) 51

ア ク リ ロ ニ ト リル 2%(18) 174(52) 166(54) 178(51) 164(55) 156(2) 119(67) 111(69) 115

ベ ン ゾ ー ル 75 54(28) 57(51) 55(56) 53(56) 35(品) 31(59) 50(60) 28(65) 25

ト ル オ ー ル 74 47(36) 51(58) 30(59) 29(61) 28(α) 27(64) 26(65) 25(66) 50

キ シ ロ ー ル 76 47(38) 33(57) 29(62♪ 28(品) 26(砧) 24(68) 24(68) 23(70) 27

フ ェ ノ ー ル 225 190(16) 150(42) 124(45) 111(51) 100(56) 94(58) 90(60) 87(61) 89

全石油化学製品平均 一 1(24) (42) (46) (49) (53) (57) (61) (63)

全化学工業製品平均 一 (91) (15) (16) (15) (14) (17) (18) (25)

全 製 造 工業 平均 一 (2) (2) (1) (0) (0) ←ろ) ←5)

(注)1.()内 は,51年 を基準 に した価 格 の低 下 率 を示 す 。2わ が国 の価 格は,化 学 工業統 計 用 月報 に よる工場 出荷 単価 。た

だ し,ポ リス チ レ ンにつ い ては一 般 用(GPタ イプ)の 市価 。5.ア メ リカ市場 価 格 はEur・peanChanicaiNews1969

年4月4日 号 に よる。需 要地 渡価 格 化 学 工業 年鑑1970版 よ り
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表 一10 セ ン タ ー 別 生 産 現 況 表

(44年4月 末現在 ・単位千 トン) 通産省調

セ ン タ ー 能 力 ・コ ン ビ ナ ー ト会 社 エ チ レ ン 系 プ ロ ピ レ ン 系 ブタン ・ブチ レン系 分 解 柚 そ の 他 ナ フ サ 購 入 先

住友化学 新 居浜

エチレン112

プロピレン84

日本ア トランチック

日 本 ラ ク タ ム

高圧法 ポ リエチレン100

EDC→ 皇ピモノマー'50

.
ポ リプ ロピレン5.o

アクリロニ トリル60

."A
,

.一・【F♂

プ'ジ エ ン

プチレン

→ 日本合成 ゴム

→ 日本ゼ オン

ベンゾー ル26

トリオール21

キシ ロール9

タ クロへ中サン40

アルキルベンゼン40

カブ ロラクタム

ァンモニア日産750ト ン

出 光 興 産 徳山

日 本 鉱 桑 水島

.

出光石油化学 徳 山

エチレン300

プロピレン

「

周 南 石 油 化 学

東 洋 曹 達

サ ン ア ロ ー

日 本 ボ リ ケ ミ カ ル

'

徳 山 石 油 化 学

1徳 山スチレンモノマー

i

已 本 ・ オ ・

|

1日 本 ポ リ ウ.り ン

武 田 薬 品

東 洋 エ チ ル

帝 人 油 化

BDC200

塩 ビモノマ・-150

塩 ビモノマー60

塩化エチル

高圧法ポリエチレン54

ア セ トアルデヒド60

(ス チ レンモノマー)
.

プ ロピレン

オキサ イド16
、

'

(ポ リプ ロピレン)10

プタジエ ン140

8BR

ボリフ!タジ エン15

(
.ク ・・ル ン)

、

ベ ンゾール125

トリオール65

キシロー ル105

.

酢酸56

ブタ ノール14

酢酸 エチル17

TD1

パ ラキシレン55

オルソキシレン20

エチルベ ンゼン20

シク ロヘキサ ン20

出 光 興 桑 徳山

「

心
●

● .
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セ ン タ ー能 力

「

コン ビナー ト会社 エ チ レ ン 系 プ ロ ピ レ ン 系 ブ タン ・ブチレン系 分 解 油 そ の 他
.

ナ フ サ 購 入 先

三井石油化学 三 井 ポ リケ ミ カ ル 低圧法 ポ リエチレン48 ク メ ン85 ブ タ ジ エ ン'

F

ベ ンゾール60 酢 酸27 興 亜 石 油

岩国 ・大竹
、

麻 里 府
ダ イ セ ル エ チレンオキrナイド24 フェ ノー ル60 ブ'チ レ ン, トル オ ー ル 、42 酢酸ブチル7

エチ レノ180
1'

三 井 東 圧 化 学 エチ レング リコール24 アセ トノ52 → 日本 合成 ゴム キ シロール56
A

プ'ノ ール15

プ ロピ レン112
-

大 竹 ・ 名 古 屋

高圧法ポリエチ汐49
亀
ア ク リロニ ト リル11

」

MIBK7

」

アセ トアルデ ヒド.56 ポ リプ ロピレン60
「

'

. MコBC7

「
プロビレンオキサイ吃44 テレフタル酸72

・

'

.

`'、
.

化成水島 水島 旭 ダ ウ スチレンモノマー150 ア セ トン20 ブ タ ジ エ ン ベ ンゾール85 ポ リスチレン 三 菱 石 油 水島

エチレン160 水 島 合 成 アセ トアルデ ヒド60 ア クリロ昌 トリル29 プ チ レ ン トリオール45 酸 .

ブ回ビレン52 水 島 有 機 回DC-MVC50 → 日本 合成 ゴム キシ ロー ル160 酸 エチル

. 三 菱 石 油 中庄法 ポ リエチレン20 ピモ ノマー50

ニ ツ カ ケ ミ カ ル

'

(高圧法φzリエチレン50) シク ロヘキサ ン

倉 敷 レ,イ ヨ ン (α 一オレフ イン)
、

.

'
L

・

三菱油化 四日市 四 日 市 合 成 高圧法 ポ リエチレン155 ポ リプロ ピレン90 日本合成ゴム ベ ンゾール56 ノニルフエノール 昭和四日市石油

、'

四日前
エチレン540 油 化 パ ー デ イツシユ エチレンオキサイド41 アルキルベ ンゼン47 8BBク ラム194 トルオール47 P翼0

'

プ ロピ レン'121 三菱 モン芦'ソ ト化 成 エチ レングリコ→ レ40 オクタノー ル26 8B島 ヲタ」ツクス18 キシロール26 発 泡ポ リスチレン18

三 菱 化 成 スチ レンモノマー180 180 ボ リプタジエン25 ポ リスチレン56

日 本 ブ タ ノ ー ル BDO59 イソブタノール7 ブ タン ・ブチレン79
9 A8樹 脂6

,
ク ラ レ 油 化 (EPDM) ブタノール50 △B8樹 脂4

…

日 本 イ ー ピー ラバ ー
F

パ ラキ シレン20
F

「
.

東 邦 石 油 樹 脂 石油樹脂
F

層
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セ ン タ ー能 力 コンビナー ト会社 エ チ レ ン 系 プ ロ ピ レ7系 ブタ1・ プチレン系 分'解 油 そ.の 他
「

ナ フサ 購 入 先

大協石油化学 四日市 協 和 油 化 アセ トアルデ ヒ ド107 ア セ ト ン50 ブダジエン (針 間 中) ブタ ノール25

.、

大 協 石 油
プ チ レン79
,.へ 四日前

エ チ レ ン'41
メ

「.F

オクタノール12

→ 日本合成 ゴム

プロピレン21 MI8x元
「

新大脇 石油化学の
,

MIBC1

30万 トン認可 、

1

日本石油化学 川締 日 本 合 成 アルコール エ タノール20 アク リロニ トリル72 ポ リプタジエン40 ベンゾール58 ポllス チレン41 日本石油 精製

川崎
エチレン200 旭 ダ ウ スチ レンモノマー60 プロピレンオキサイド27

・

8B鳥 クラ▲12 トリオ ー ル41

・

スチレン琴ミ重合物8 雛

プ ロ ピ レン 日 本 オ レ フ イ ン 低圧法 ポ リエチレン65 プロピレングリコrル11 その他合成ゴム18 キシロー ル22 SBラ テックス12 ㎡

.

東燃油化と共同溝 古 河 化 学 スチレンモ ノマー55 アノリソクロライド9 ポ リプ テ ン5 AB8樹 脂5

入のため重複する

ところがある 日 本 触 媒 中庄法 ポ リエチレン56 アル嘩ルペンゼン50 '4 ,

昭 和 電 工
.「

エチレンオ キサイド52 ブ'ン ンオ剤 好 ド8 ポ リスチレン46
.

.

,

:日 本 石 油 洗 剤 エチレング リコール40 プロピレングリひ「ル5 エ タノールア ミン6
"

日 本 曹 迎 二 本 木 高圧法 ポリエチレン>50
F

ポリプロビレ〃 リコール7

「

旭 電 化 ア ク リロ エ .トリル55
,

馳

旭 化 成 ア セ トン20
.

. 幽

日 本 ゼ オ ン イソプロパ ノール24

日 本 合 成 樹 脂
.

` 、
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セ ン ター 能 力 コンビナー ト会社
」

エ チ レ ン 系
」

'プ ロ ピ レ ン 系

.
ブタン ・プチ レン系 分 解 油 そ の 他 ナ フ サ 購 入 先

東燃石油化学 川崎 日 本 合 成 アルコール
7

エタノ7ル20 ア ク リ田畠 トリル72 ポ 日夕,ブ'ジ エ ン46 ベ ンゾール ▲BS樹 脂4 東 亜 燃 料 川晴

エチ レン205 セ ン ト ラ ル 化 学 RDC86
,

オソ タノール10 合成ゴム8B鳥15 トルオール
F

プロピレン175 日 本 ユ ニ カ ー 高圧法 ポ リエチレン105 プ'タノール5 NB鳥6
」

キシロール
9

z

日石化学と共同購 日 本 オ レ フ イ ン 低圧法 ポ リエチレン65 プ ロピレンオキサイド51 (ブ チル ゴム) (和歌山で計間中)

入のため重複する ,

ところがある 旭 ダ ゥ 高圧法ポ リエチレン55 アク リロニ トリル55 .

(住友千葉化学と -

輪番投資47年 日 東 化 学

50万 トン建設認 P

可) 昭 和 電 工 今 .

旭 化 成

日 本 ゼ オ ン

..

.層
.

日 本 プ.チ ル

.

,

.

丸善石油化学 千葉 宇 部 興 産 高圧 法ポリエチレン100 ポ リプロ ピレン90
L

.

(ポ リブテン)
∵.

ベ ンゾール55 酸25 丸 碧 石 油 千葉
.

エチ レン400 日 曹 油 化
.

エチレンオキナイド50 アセ トンアルデヒド60 ブ タ ジ エ ン
・

トルオール17 (過 酸)'
7

,

プロピレン255 デ ン カ 石 油 化 学 エチ レングリコー詞レ50 ヘブタノール17
「

ブ チ レ ン キシロール9 (エ ポ キシ樹 脂)
.

チ ッ ソ 石 油 化 学 スチ レンモ ノマー72 デカノール .2
→ 日本 合成 ゴ▲ ポ リスチレノン54

日 産 石 油 化 学 塩 ビモノマー50 トリデ カノール1 (ギ リプタジエ ン)
.

日 産'コ ノ コ アルキルベンゼン50 「

、

- `

.三井石油化学 千葉 三 井 ポ リ ケ ミ カ ル

'--「

エチレ ンオサ イド24 ポ リプロピレン24
「

ブ タ ジ エ ン

.

岩 国BTX
,

.

極 東 石 油 千葉

エチレン120 エ チ レン グリコー・ル24 (ク メン)

...

ブ チ レ ン 『

「

.

L

プロピレン 低圧法 ポ リエチレン84
'→ 日 本 合 成 ゴ ム

` 令

高圧法 ポ リエチレン45
」



セ ン タ ー 能 力 コンビナー ト会社 エ チ レ ン 系 プ ロ ピ レ ン 系 ブタン ・プチ レン景 分 解 油 そ の 値
,ナ フ サ 廓 入 先

住友予報 学

エチレ ン420

プロピレン

日 本 ア ル デ ヒ ド

旭 ペ ン ケ ミ カ ル

日 本 塩 イヒ ビ エ ル.

高圧法 ポ リエチレン.54

アtト アルデヒ ド60

(塩 化 ビニル)'160

ポ リプ ロピレン 50プ タ ジ エ .ン

プ チ レ ン

→ 日 本合 成 ゴ ム

ベン ゾール49

トリt－ ル25

キシ ロール15.

富 .士 石 油 手頚

大阪石油化学 堺

エチレン500

プロピレン200

三 井 東 圧 化 学

壷 淵 化 学

宇 部 興'産

(関西石油化学)

塩 ビモ ノマーt20

〃
,120

スチ レンiノ マー65

ポ リブ ロ ピ レ ジ .60

'

イソプロパノー ル'S5

ア ク リ ロニ ト リル11

ポ リ プ'ジ'包 ン BTX エチ レンプロ ピレン

コ ー ポ リ マ ー

オレフイン■通以販

ピ モ ノ マ 一

望 ネ,ル 石油 堺

■ 西 石 油'

信 越 化 学 高圧法 ポ リエチレン100 .

泉 北 石 油 化 学 酸化 エチレン50

ー
ピ

大 阪 ス チ レ ン

⑳
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、

1
泉 北 酸 化 エ チ レ ン

鶴崎 油化 大分 昭 和 電 工 高圧法 ポ リエチレン30 ポ リブロレン50 8BR'10 (ベ ンゼン68) 酢 酸100 九 州 石 油 鶴崎
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2-2知 的 技 術 で の 対 応

④'情 報処 理 の高 度 化

コ ン ピュー タ ーの利 用 に つ い ては,既 に,自 動化 の推進 の項 で記述 した よ うに コ ンピュ ー

ターを利 用 して,化 学 工業 に お け るプ ラ ン ト運 転 の 自動 化 や分析 装置 の 自動 化 が行 なわれ て

い る。そ の他 コ ンピ ュー ター の利 用 は いわ ゆ るEDP的 な利 用 を始 め,生 産 ・在庫 ・輸送 計

画 や工場 立地 条件 の検 討 に,問 題 解 決 型のOR的 コ ンピ ュー タ的 利用 も行 なわ れ て い る。 コ

ン ピュー ターの情 報 シス テ ム的 利 用 も,ま た マネ ジ メン ト ・イ ン フ ォメー シ 。ン ・シス テム

とい うところ まで には 至 っては い ない が,プ ラ ン ト情 報 シス テ ムや オーダ ・エ ン トリー ・シ

ス テムな どのオ ンライ ン ・シス テムか ら,人 事 情 報 シス テムや研究 文献 の検索 シス テ ムな ど

の オ フ ・ラインの 情報 サー ビス ・シ ス テ ム と しての 利用 が開始 され てい る。

化学工 業 は装 置 工業 に属 して い るが,装 置 工 業の メカニ ズ ムは一 般 に 人間 には 理 解 され て
o

い ない ブ ラ ック ・ボ ックスで あ る。 立 派 な製 品 は メカニズ ムが不 明 であ って も,生 産 で きる

の で あ るが,そ の プ ロセス の設 計 が最 適 で あ る との保 証 も,そ の操 作条 件 が最適 で ある との

保 証 もプ ロ セスの メカニ ズ ム が明 らかで な い以 上,実 は 存在 しな い ので あ る。 い ま コン ピュ

ー タ とい う試 行錯 誤法 の き く実 験 機 械 の 出現 に よ って,人 聞 の ア イデ ア とア イデ アの テス ト

・マ シ ン と しての コ ンピ ュー タ との協 力 で,未 知へ の挑戦,化 学 プ ロセス の メ カニ ズ ムの解

明 が行 い うる よ うに な って きて い る。

昭 和47年 に通信 回線 の 自由化 が行 なわ れれ ば,よ うや く安 くな りか け た大 容量 の補 助記

憶 装 置(ス ピー ドは7倍 ア ップで,価 格 は 九 分の一 以下 に な って きた)と あ い ま って,オ ン

ラ イ ンの情 報 シス テ ム的 利 用 の拡 大 が行 な わ れ るあ ろ う し,ま た,デ ー タが記 録 済 み磁 気 テ

ー プ(マ シ ン ・リー ダ プル ・ラ ンゲ エー ジの 媒 体)と い う形式 で市販 され る ことが そ ろそ ろ

始 ま ってい るので,外 部 デー タ も手 軽 に購 入 で き る ように な り,コ ン ピュー タ ー利 用 も次第

に オ ペ レー シ 。 ン ・レベ ルか らマ ネー ジ メ ン ト ・レベ ルへ の接 近 が可 能 に な ろ う。

←)知 的 集 約 化 へ の 努 力

知的 集約 化 を行 在 うには,従 来 の剛 構造 的 な タ テ型 ピラ ミッ ド構 造 だ け では 不 可能 で あ る

の で,タ ス ク ・フオ ース とか,プ ロジ ェク ト・チ ー ム制 とか の柔構 造的 な組 織 構造 が研 究開

発,プ ロセス ・コ ン トロール の実 施,マ ー ケ テ ィ ング,商 品企 画 な どに採 用 され 始 め てい る。

また,子 会 社 の発 展に よる親 会 社 の成 長 を意 図 して,親 会 社 組織 の 一部,つ ま り機能 的 サ ブ

・シス テム を分離 独 立 させ る。 い わ ゆ るス ピン ・ア ウ ト(Spinout)戦 略 や,事 業 毎に

別会 社 と して独 立 させ る星 型組 織 な どの新 しい 管理 方式 も検 討 され つつ あ る。

70年 代 は 企業 の 内外 にbい て,い ろい ろの争 剋 が生 じて くる と予 想 され る。経 営 者は 外

に向 っては企 業 を代表 す る能 力 が,そ して内に 向 っては リーダー シ ップの能 力 が ます ます 重

要 性 を増 す と考 え られ る。 併 し,そ れ らの 基礎 には,必 ず科学 性 が な くては 他 人 を説得 す る
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ことは不可能であり,わ が国企業経営も次第に科学生を基礎に運営されることになろう。
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9.石 油 産 業 に お け る 情 報 化

は じ め に

1.30代 と対 応 しだ主 た る環 境の 変 化

1

2

3

4

5

一

一

一

ー

一

1

1

1

1

1

需要面の変化

市場条件の変化

供給面の変化

流通条件の変化

企業環境の複雑化

2.組 織 的,機 能 的 な企 業 の対 応 策

1

2

3

4

5

6

7

一

一

一

一

ー

一

一

2

ウ
・

ウ
"

ウ
錫

9
臼

2

ウ
匂

組 織 の多 様 化 ・ソ フ ト化

販売網の強化

販売の集約化

流通面の対応策

生産の効率化

経営の多角化

資源開発への進出

3.総 合的知的活動の高まりと情報処理の高度化

1

9
"

3

一

ー

一

3

り
0

3

情報処理の高度化

経営の科学科

知 的 活 動 の シス テ ム化

4今 後10年 の 展望 … …情 報化 を中 心 として

1

2

3

「

「

一

4

4

4

エネ ル ギー供 給 の 最適 化

情報の系列化

国ぐるみの情報化

165

167

167

172

173

176

178

179

179

179

180

180

182

183

184

185

185

186

187

189

189

189

190



戸

,

■

■



は じ め に

■

■

昭和24年 に太 平 洋岸 製油 所 の 修 理 再 開が 許可 され,0か ら再 出発 した 日本 の 石油 産業 も,国

の経 済成 長,国 民生 活 の向上 とあ い ま って急膨 張 を続 け,現 在 では 一次 エ ネル ギ ー供 給 の65%

を 占め,電 力 ・鉄 鋼 と並 ぶ重 要 基 礎 財 産業 に成 長 した。(表 一1)

特 に石 油需 要 の 急 増ぷ りは,目 覚 ま しい ものが あ り,昭 和44年 度 の需 要 量158百 万Keと

い う数字 は,戦 前 ピー クの昭 和12年 の需 要量5百 万Keを 僅 か12日 間 で 消 費 して し ま う旺盛

な需要 ペ ース を示 してい る。

過去10年 を振返 って 見 て も,石 油需 要 の 伸 びは表 一2の 通 り7.6倍 で あ り,鉱 工 業生 産指 数

の伸 びの3.9倍 に対 し約倍 の 伸 び を示 してい る。

この よ うな量 的拡 大 は,乗 用 軍用 ガ ソ リン,ト ラ ック用 軽 油,家 庭用 灯 油 ・LPガ スの国 民生

活へ の普及,重 化 学 工 業 化に よ るエ ネル ギ ーの 多 消費,石 油化 学 工業 の新 規企 業 化,ま た火 力 発

電用 熱 料 の50%強 及 び都 市 ガス原 料へ の エ ネル ギ ーの 液体 化が わが 国 で も見 られ た こ とに 起 因

してい る。

石 油 は,地 味 な エ ネル ギー供 給 を担 う基礎 産業 であ り,消 費財 産業 の よ うな情 報化 の素 因 とな

る。 サ イクル の短 い 多彩 な消費 面 の 変 化 は ない に して も,関 連 産 業 ぐ るみ の息 の 長い 需 要 構造 の

変化 は 確実 に読 み と るこ とがで きよ う。

当委員 会 で 問題 意 識 と した産 業 の 情 報 化の 二 つ の柱 …… 変化 に対処 す るた めの 産業 の 知 的活 動

の 高 ま りと情 報処 理 の 高度 化… … を模 索 す る ために は,情 報化活 動 の誘 因 とな っ た石 油 産 業 を と

りま く主要 な環 境 の 変化 を分 析 す る必 要が あ る と思 う。

表 一11次 エ ネル ギ ー供給 構成 化

●

、

昭和34年 昭和43年

水 力

石 炭

石 油

そ の 他

%18.2

42.8

33.3

5.7

7.8%

23.7

66.5

2.0

計 10α0 100.0
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1.30年 代 と 対 応 し た 主 た る 環 境 の 変 化 層

1-1需 要面 の変 化 ・'rt_.・,t・:t

(イ)消 費 の大 衆化"'J"「i:,'1.tt;一.;:・

石油 の場 合 は 製 品 油種 の多 様 化は あま り見 られ ず,む しろ市 場の 多様 化,消 費者 層 の 拡大

と大 衆 化が 目 ざ ま しい勢 で 浸透 し,国 民生 活 の 態 様 に大 きな 変革 を もた らした点 に特 徴 が あ

る。

① 自動車 揮 発 油'・ 三";

自動車 揮 発 油 の伸 びは;叫昭 和30年 代 の ドブ ック需 要中 心 か ら,モ ー ダ リゼ ー シ ョンの

波に 乗 ら て,'レ ジ ャー用 ・通勤 用 な どの 自家用 乗 用 車,軽 自動 車 に も広が り,'市 民 生 活 の

足 と して欠 ぐこ とので きない便 益 を もた らしだが,逆 に1台 当 た りの ガ ゾ リ ン消 費 量 は

70%に 低下 じ消 費量 の 伸び を上 回 る消費 者 層 の増 加 大 衆 化を もた らし,き めの 細 かい サ

ー ビ・が 必要 とな ・て きナ・○:二" ・:＼ ∴
.＼ 三 ・硫

表=3一 揮 発 油車9'月 末 保 有 台数 ど揮 発 油需要 量 …'∵'

1!.
9月 末

昭和34年 昭和44年 ヅ
'

44/34
.・

∵ト ラ ・}ッ.ク 、

,バ ・1∴ 、 歌∵ べ ・ろ..令

乗 用 車

、軽,.,自,.戸 動 バ 車 ・

戸 づ 、一 、 ・ 計 ♪ ・ 一・(A)

.:1,0..2、1千 盲1.

1.,∵ ヂ ビ1・`Ol・ こ ㌦

.・2.7㌘ ∴ ご

上0ヴ64'口 、・

ミ 傷1・9、1丁 台,

.く5∴8ニゾパ.・

ピ.4;76111、

・∵ ・4ほ 二5'1∴ ㌧

.4ユ 倍
、

,5・8∵'.・

・、17.・5(㌧
、,、

き:.4.1・'

,2,.3!617,、 ∵ ∵ ♪
.

.ミ ・・1・,3,3、61≡ 一
,5

.161、 ・「
`ゴ 、

*
揮 発 油 需 要量(B) 4,702千 軒 1&531千 好 3・9、'・

㌦.!1台 当 り1消費 量 .CB/A) 、1,986・ 立 ぷ 川 ご11,.3》8・7立 ○: ,lLン0.7・

*(B)に は 特 殊 車,三 輪 車 等 の 消 費 を 含 む 。 .、.○:∵,・"/一 ・t、tt・'":V

当,三 ・'＼ピ ー㌦ 、∵に,.・t・t・ 一ご・… 、'L{・・'`'・バ …・1'`t∵:':

② 灯 油 ∵ パ ・,:.t-tt.1:・1.ぺ:㌧ 一 二こ・."筑 ・㍉ ・[1't.t・lt.7"・Zi:→"∵予:-t

灯 油 はLPガ ス ど共 に,消 費 の 大 衆 化 が 最 も進 ん だ 油 種 で あ るミ。.昭 和3;σ 年 以 前 は,'農

耕 用 江 ン.ジ シ;'1機 械 洗 浄 用 が 主lt用 途 で あ が た 。'.3ぴ 年 代 に 入 りの 家 庭 の 厨 房 用 石 油 コ ン

ー・・mが 普 及 し,灯 油 需 要 の 中 心'とXS.'61・た もの の 昭 和37',年 をぜ ÷ ク&じ て,'L丑 ガ ス に 代 っ

た 。.ポ ふ 、:..、4:,t,::∵ ぷ1a〆.,・ ご 慧 、'r,,'∴.'ご?・ 噺.:一

しか し 暖 房 用 石 油 ス トー ブ が34年 の70万 台 か ら44年 の2;'1乏sぴ 万 台 と爆 発 的 な 急

増 を 示 し,ほ ぼ 一 家 に 一 台 の 水 準 に 近 づ き,灯 油 需 要 の 用 途 の 代 替 が 見 ら れ た 。

こ の 石 油 ス トー ブ 自体 もポ ー タ ブ ル 式(年 間1台 当 り灯 油 消 費 量2252)か ら,大 型

の ポ ッ ト式(1,260e)に 移 り,更 に 温 水 ボ イ ラ ー(3,500e)等 の セ ン ト ラ ル ヒ ー

テ ィ ン グ の 普 及 も緒 に っ き,単 位 当 り消 費 量 の 伸 び は 急 ヒ。ッ チ で 進 ん で い る。

◆'一 ・167 一



表 一4の 通 り灯 油は 暖房 需 要 の急 伸 で,国 民 生活 に不 可欠 の消費 量 として,民 生 に定 着

し た感 が あ り,し か も,需 要 が冬 場 に 集中 す るた め,年 間 消費量 の1/3は 夏 場 か ら生 産

して タ ンクに貯 蔵 しな け れば 供給 で きな くな って きた。

更に 新 しい 灯 油需 要 として,ソ フ ト洗 剤 用 の ノル マル ・パ ラ フ ィンの製造 が42年 以降

始 ま り,44年 度 で は40万 軒,49年 度 で は92万 軒 が 見込 まれ てい る。

表一4用 途別灯油消費量

昭和34年 昭和44年 44/34

農 林 ・水 産

産 業

民 生 ・その 他

計

326千 軒

460
、

757

1,025千 軒

2,663

9,746

3.1倍

5.8

12.9

1,543 13,434 8.7

t驚. 乏 2乏
、

■

③LPガ ス(液 化 石油 ガ ス)

昭 和34年 度 には 僅 か22万 屯 の消 費量 で あ ったLPガ ス(石 油系 ガ ス)は,近 年生 活

水準 の向 上,工 業用 熱 源 の増 加,化 学 工 業 の原 料 転 換等 に 支 え られ て急激 に増 加 し,昭 和

44年 度 には,26.8倍 の582万 屯 の需 要が あ った。

表 一5の 通 り需要 の50%は 家 庭 ・業務 用 で 現 在LPヂ スの 普及 世帯 数 は1,455万 世

帯で 普及 率は わず か10年 で60%に 達 し,'歴 史 の 長いg..iガ スの950万 世 帯 を大 き く

上 回 った。

二 方,都 市 ガ ス 自体 も1/2.が 石 油 を原 料 としご い る ところ か ら,家 庭 生 活 と石 油は 表

裏一 体 欠 く こ とので きない 熱 源 とな って きた。"

家 庭用LPガ スは 炊事 中心 か ら風 呂,湯 沸 し器,ス トーブ等 消費 単位 の 大型 化 ・多用 途

化 の傾 向 が 見 られ,ま た 工業用 も高 力 ロ り一,低 硫 黄 のL')ガ スの特 質 か ら,熱 処 理,切

断,加 熱成 型 等用 途 も多様 化 して きて い る。

「石油」 とい う重 化 学工 業化 と結 び つい たハ ー ドな語 感,或 い は 戦時 中 の1血の一滴 とい

う貴 重 感 も,こ こ10年 の間 に一 転 し,安 い,使 い易 い,豊 富 であ る とい う ソフ トな ブ ー

ム を各家 庭に よび,今 や ほぼ 全国 民 の 食卓 と直 結 す るとと ろ まで 幅 広い 大 衆化 が進 んだ こ

とは 一 驚 に値 す ると思 う。

⑨
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表 一5LPガ スの用 途別 需 要

■

●

昭和34年 昭和44年
44/34

千屯 % 千屯 % 倍

家 庭 ・業務 用 169畠 77.9 2,924 502 173

工 業 用 13 6.0 864 14.8 66.5

都 市 ガ ス 用 7 3.2 155 2.7 22.1

自 動 軍 用 一 1,403

'

241 ～

化学肥料原料油 28 12.9 474 8.2 15.9

計 217 100.0 5,820 10α0 26.8

⇔ デー ゼル 化

大 型 トラッ ク,バ ス,土 木 機 械 の動 力 源は,燃 料 費 が安 く力 の強い デー ゼ ル'エ ン ジ ンに 、

転 換 が進 み,そ の燃 料 で あ る軽 油 需要 の90%を 占 め るに至 り,残 りの8%も 国鉄 のデ ーゼ

ル 化 に よ る消 費 て 占め るよ うに な った。

表 一6の よ うに,デ ー ゼ ル化 の影響 は 国 内輸 送 の パ ター ンを変 え,41年 以 降,ト ラ ッ ク

輸送 が 鉄 道輸 送 を追 越 す 革新 的 な変化 を もた ら した,内 航 海運 まで含 め る と,産 業活 動 や豊

か な市 民 生活 を支 え る輸送 の大 動 脈 は,ほ ぼ80%が 動 力 源 を石 油に仰 い で い る こ とに なろ

う。

表 一6国 内 機 関別 輸送 量(億 トンキ ロ)

●

昭和38年 昭和44年
44/38

鉄 道 輸 送

トラック 〃

内 航 海 運

601

420

788

%

33.2

23.2

43.6

625

1,272

1,341

%

19.3

39.3

41.4

倍

1.04

3.03

1.70

計 1,809 1000 3,238 1000. 1.79

◎ コ ン ビナー ト化

揮 発油 需 要が 石 油製 品の45%を 占め る米 国 と異 り,日 本で は そ の伸 びが ゆ るや か なた め・

揮 発 油 の構成 比 は23%か ら12%(表 一1参 照)に 低下 し・ 原 油 か ら生 産.され るナ フサ

(揮 発油 留分)は 揮発 油 需 は 一 時余 り気 味で あ る。

この ナ フサは 石 油 化学 原 料 と しては恰 好 の もので あ り,こ ζに 石油 精 製 と石油 化学 の コ ン

ビナー トが誕 生 す る素 因が あっ た。

昭和33～34年 当時,ナ フ サ分 解 に よるエ チ レン(石 油化 学 基礎 原 料)生 産 が始 ま り,
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そ の能 力 は僅 か4万 屯 で あ ったが,44年 度 末 には242万 屯 とrxり,計 画中 を含 め18カ

所 の コ ンビナ ー ト群 を形 成 す るに 至 っ た。 都 市 ガ ス,肥 料 生 産 の ナ フサ 原料 を 含 め る と,ナ

フサ 消費量 は10年 間 で54.9倍 と石 油の 平均 増加 率7・6倍 を大 き く凌 駕 す る驚異 的 な増 加

を示 した。

日常生 活,或 い は 工 業用 材 料 とし て もは や欠 かす こ とので きない ナイ ロ ン,テ トロ ン等 の

合成 繊 維,プ ラス チ ッ ク,ビ ニー ル,合 成 洗 剤,化 学 調味 料,そ の他無 限に 広が る用 途 を持

つ 石油化 学 の成 長 も,石 油 需要 の多様 化,高 加 工度 化 の一・面 を 物語 ると同時 に,表 一7の ご

とく,石 油 に よ る新 産業 の 励興 を うな が し,日 本 の産 業 構造 に 与 え た 「構造 の 変化 」 として

は 最大 級 の もので あ り,他 産 業 には 見 られ ない 特色 で あ る と思 う。

表一7石 油化学工業の成長

■

昭和34年 昭和44年

金化学製品生産額(A)

内石油化学生産額 ⑧

億 円

7,465

295

億 円

25,555

8,900

B/A 40% 32.3%

←)エ ネル ギ ー の流体 化

石炭 か ら石 油へ の エ ネル ギ ー転換 の例 として,国 民生 活 とな じみの深 い エネ ル ギー供 給 産

業で あ る電 力 ・都 市 ガ スの熱 源に っい て数字 を追 って み る。

エ ネル ギ ー別 電 力供 給 構造 の変 容 は,表 一8の 通 りで,重 油火 力 発電 の 伸 びが 大 き く,消

費量 で 見 る と,12.8倍 と増 加 し,石 炭 と対 比 して液 体 燃 料へ の転 換が 明瞭 に示 されてい る。

石炭 の生 産 減少 傾 向か ら,原 子 力 発電 の増 加 を考 慮 に 入れ て も,今 後10年 間電 力供 給 の 主

力 は依 然 として重 油 火 力 が 中心 に な らざ るを えず,電 力即 石 油 の一体 感 が 強 ま る もの と思 わ

れ る。

都 市 ガ ス も,石 炭 系 か ら石 油系(原 油 ・ナフ サ ・LPガ ス等)へ の熱源 転換 が顕 著 で・ 石

油 系熱 源 の 占 む る比 率 は,昭 和34年 の8%か ら44年 には49%に 増 加 した。

この よ うに 身 近 か な電 力 ・都市 ガス の光熱供 給 産 業 も,そ の原 料 エ ネル ギ ーの大 半 は石 油

に依 存 して きてい る現 実は,石 油 産業 を と りま く環 境 の変 化 と して注 目に 値す る と思 う。

■
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表 一8電 力 に 占む る石 油 の比重

■

◆

S34('59)
'S44('69) M%4

9電 力発電設備

水 力

火 力 ・石 炭

石 油

計

千KW

8,729

7,432

272

%
53

45

2

千KW

11,506

12,289

13,855

%
31

32

37

倍

1.3

1.6

50.9

16,433 100 37,650 100 2.3

火力用燃料消費量

石 炭

石 油

千 屯

13,121

千 好

1,562

千 屯

20,931 千 好

19,918

倍

1.6

12.8 、

鉢)高 加 工 度化 と高級 化

① 自動 車 揮 発油

乗用 車 の 性能 向上 に伴 い,エ ンジ ンの高 出 力化,圧 縮 化 の増大 は・ 揮発 油 の オ ク タ ン価

向上 の要 求 とな り,表 一9の よ うに,製 品 の高級 化 と品質 の 向上 を もた ら した。

このた め,高 級揮 発油 は 品質 の 優秀 性 を謳 う 「高級化」 の イ メー ジ作 りに各 社 と も宣 伝

活動 が 集 中す る結果 を招 い た。

表一9自 動車揮発油の高級化と品質向上

昭和34年 オクタ ン価 昭和44年 オクタン価

高級揮発油

並級 〃

千 軒

282

4,420

%

6.0

94.0

94.5

82.8

千 好

3,150

15,381

%

17.0

83.0

100.0

91.0

計 4,702 100.0 18,531 100.0

●

② 灯油 の 品質 向上

灯 油 ス トー ブの 急 激 な普 及 か ら,燃 焼 時 に発 生 す る危 険 な亜硫 酸 ガス を除去 す るた め,

高純度 の灯 油が 要 請 され るよ うにな り,現 在で は脱 硫 加 工(硫 黄 分02%か らO.01%)

が100%実 施 され るに至 っ た。

③ 潤 滑 油 の 高級化 ・多 品種 化

自動 車 ・船用 エ ンジ ンの 高性 能 化,産 業機 器の著 しい 発 達 に つい て・ 高温 ・高圧'高 荷

重等潤滑油に要求される規格はますます苛酷にな り,高 品質化と共に,専 門的用途に細分

化 され,そ の数 は 約千 種 類 に及 んで きてい る。

自動 車 用潤 滑 油 に つい て例 示 す ると,表 ・・-10の 通 り,夏 冬年 間 を通 して使 え るオ ー ル
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・シー ズ こ… タ イプ
,或 い は オ イル 交換 回 数 の減少 を狙 っ た ロ ン グ ・ラ イ フ ・タイプ等 の

出現 で需 要 構造 の 高 級化 が 急 テ ンポで 進 んで きた こ とが わ か る。

表 一10自 動 車 潤滑 油 の高級 化

昭和34年 昭和44年 44/34

高級潤滑油

並級 〃

千 軒

150

119

%

55.8'

44.2

千 好

809

132・

%

86.0

14.0

倍

5.4

1.1

計 269 100.0 941 100.0 3.5

1-2'市 場条件の変化

σ)競 争の激化 、

昨年まで国際的に原油の供給過剰傾向が強く,世 界有数の石油消費国である日本は,国 際

石油資本の原油売込競争の激戦地であった。'』

外資との提携会社が多い日本の石油会社では・勢 い国内でq)市場シェアの拡大に大きな努

力を傾注する結果を招いた。

ま た,石 油 産業 で は 比 較 的同 規模 の 企 業が 目白お しで,ト ソ プ企 業で さえ も20%の 販売

シェ アに満 たず,し か も需要 の伸 び の大 きい市 場に 対 す る将 来 の地 位 確保 もあ って,一 段 と

価 格競争 に拍車 がか け られ て き た。'

更に,石 油 供給 に穴 を あけ て,国 の死活 問 題 に っな が るこ とは絶 対 許 され ない とい う業界

人 の持 つ使 命感 は,安 定 供給 の至 上 命 とな る。 しか し,そ れ に よ って もた ら され る供 給 余 力

は逆 に豊 水,暖 冬等 の僅 か な需 給 の くるい で供 給過 剰 とな り,タ ン ク以 外に 貯蔵 が きかない

石 油 の場 合は,市 場 に放 出 せ ざ るを得 ず,価 格 の 低落 混乱 を招 く事態 もお きやす い。

この よ うな過 当競 争 の 結 果,表 一10に 見 られ る通 り,原 油 コス トの 低下 額 を大 き く上 回

る販売 価 格 の下 降 を 招来 し た。 ため に,石 油 産 業 の経 営 状 況 は悪 化 し,低 迷 を続 け るこ と と

な っ た。(表 一11) ●
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表 一10原 油 コ ス ト・石 油 卸売 価格 の推 移

昭和35年 昭和44年 44/35

1.原 油 コ ス ト

原 油 コ ス ト(FOB)

運 賃 ・ 保 険 料

日本 着 コス ト(CCIF)

円/軒

3,431

1,782

5,213

円/好

3,161

907

4,068

円/好

270

875

1,145

2.石 油卸 売 価 格(日 銀) 円/軒

14,492

17,085

15,599

8,850

角/好

]1,804

10,056

10,633

6,213

円/軒

2,688

7,029

4,966

2,637

揮 発 油

灯 油

軽 油

C重 油
"

表一11石 油産業の経済分析

36年 下期 44年 上 期 44上/36下

1.総 資本利益率

製 造 業 平 均

石 油 精 製 業

%
6.16

32'3

%層 ド"6
.00

了

,1.91

α97

059

2.自 己資本比率

製 造 業 平 均

石 油 精 製 業

%
30.63

21.87

%
22.70

'
12.10

074

0.55

■

1-3供 給 面の 変 化

(イ)供 給 設備 の大 型化

戦前 の石 油製 品 輸 入中 心 か ら,戦 後は 一貫 して消 費地 精製 主 義 が と られ,需 要量 の急 増 と

共 に 国 内供 給 設備 能 力 も増 大 した。 表 一12に 示 され る通 り,昭 和45年3月 末 には 日本 の

精 製 能力 は,3,200千 バ ー レル/日 と,米 国 に次い で 自由 世 界第 二位 に成 長 し,一 製 油所

当 り能力 も34年 の27千 バー レル/日 か ら82千 バ ー レル/日 と大型化 し て きた。

(ロ)設 備 の 近代 化

典型 的 な装 置 産 業で あ る石油 精 製 に とっては,設 備投 資の 負担 が 大 きい 反 面,合 理化 の し

や すい 業種 で もあ る。 大 型 化に よ る単位 当 りの コス ト引下 げ と共 に,装 置の 自動 化,タ ンク

群 の 自動 計 測 化,装 置問 の イン テグ レー ト化 等 に よ り設 備 の近 代 化 に務 み,現 在 では,表 一

12の 通 り1製 油 所 当 りの従 業員 数 は 平均 規模 が3倍 に 木型 化 した に も拘 らず,573人 か
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ら444人 にへ り,1人 当 り生 産 性 は3.4倍 と,生 産 性 の飛 躍 的Xz向 上が 見 られ る。

表 一12製 油 所 にお け る生 産性 の 向上

精製能力 精油所労 従業者数 平均能力 1人 当り能 力 製油所当り人員

ω (B) ◎ ω/⑱ ω/◎ c)/⑬

BSD 人 BSD BS畝 人

昭和34年 631,670 23 13,173 27,464 4&0 573

43年 2,750,900 38 16,872 72,392 163.0 444

44年 3,188,800 39 81,764

●

◎ 高加 工度 化

市 場 の 高級 化,高 加 工度 化 の 要 請 に応 えて,供 給 面 にお い て も,石 油 製 品 の 品質 向上 を可

能 にす る二 次装 置 の新 増 設が 相 つ ぎ完成 した。

表 一13の ご とく,揮 発 油 の オ ク タ ン価 を 向‡ させ る接触 改質 装 置は,一 基 当 りの 規模 も

3.2倍 に大 型化 し,能 力面 で は10.2倍 の増 加 を示 し,揮 発油 消 費量 の3.9倍 を大 き く上 回

ってい る。

又灯 ・軽油 の 水添脱 硫装 置は 硫黄 分 を 除去 す る精製 装 置で,10年 前は僅 か3基 しか な く,

23倍 の急成 長 で,早 い テ ンポ の 高加 工度 化 が読 み とれ る と思 う。

10年 前に は皆 無 で あ っ た重 油 の脱硫 装 置,硫 黄 回 収装 置は,今 後公 害対 策 の 極 め手 の一

つ と して大 幅 な増 加 が予 想 され る。

この よ うな高 加工 度 化 に伴 う二 次 装 置は,い ず れ も数 十億 円乃 至百 億 円 を超 え る設 備投 資

が必 要で あ り,し か も非 価 格競 争 の色 彩 が強 い た め,そ の 負担 は軽 くない 。

表一13石 油産業における品質向上装置の推移

昭和34年 昭和44年 44/34

基数 能力
品質向上装置

K必/SD K必/SD
_一

倍 倍

日揮 オ ク タ ン向上 装 置 13基5,073 41基51,580 3,210.2

接 触 分 解 装 置 6基6,564 11〃21,810 1.83.3

灯,軽 油水添脱硫装置 3基3,419 61〃79,020 20,323.1

重 油水 添脱 硫 装 置 00 8〃38,230 %

t/白

硫 黄 回 収 装 置 00 27〃1,472 『

◆
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●

←)資 源 の変 化

99%の 原 油供 給 を 海外 か らの 輸 入に 依 存 す る 日本 の石 油産 業に おい ては,品 質 ・価 格 の

異 る海 外原 油 を需 要 の 変化 に合 せ て 自 由に 選 択で き る反面,国 際石 油 資本 に よ る 「ひ もつ き

原油 」 の購 入 とい う選択 権 の 硬 直性 を も合 せ 持 っ てい る。

しか し,表 一13の 通 り大 気汚 染 の 防止 問 題 か ら,原 油 の 低硫 黄 化が 進 み,10年 前1/3

を 占 め た ク ウ ェー ト原 油(残 留 重油黄 分3.8%)は イ ラ ン原油(2.7%)に 代替 し,低 硫黄

原 油 として 代表 的 な ミナス原 油(0.2%)は 量 で16倍 に激増 してい る。

又,わ が 国 資本 に よ る自主 原 油 として 開発 され た ア ラ ビア石油 の カ フ ジ原 油 も8.3%を 占

めニ ュー ・フ ェ イス として登 場 す るな ど,原 油 資 源 の入 れ替 りは か な り顕 著 で あ る。

供 給 源 が アメ リカを主体 と した 戦前 と異 って中 東 に集 中 してお り,し か もその 集中 度 が進

行 してい る点 に 問題 が 残 され よ う。

表一13輸 入 原 油 の 種 類

S34('59) S44('69)

千好 % 千好 %

ク ェ ー ト 原 油 6,724 31.4 イラン ヘビー原油 53,267 31.9

ア ラ ビ ア ・ ラ イ ト 4,320 202 イ ラ ン ・ ラ イ ト 15,453 9.3

ズベ ァ(イ ラク) 2;957 13.8 カ フ ジ 13,826 8.3

、 ク エ ー ト

…

13,697

…

8.2

…

中 東 原 油 計 17,808 83.8

…

中 東 原 油 計

…

147,072

…

882

ミ ナ ス 585 2.7 ミ ナ ス 9,419 5.6

… … i『 … … …

… … … … … …

合 計 . 21,389 1000 合 計 166,875 10α0

■

(±)技 術 導入 型

戦中,戦 後の 空 白時代 のた め,石 油 精製 技 術 の 海外 との格 差は大 き く,揮 発油 の接 触 改 負,

接触 分 解,灯,軽 油 の 水添脱 硫,重 油脱 硫,高 級 潤 滑 油製造 技 術 な どの主 要技 術 は,殆 ん ど

海 外 の特 許で 独 占 され てい るた め,石 油 産業 は典 型 的 な技術 導 入型 とな った。

過 去10年 間(昭 和33年 ～42年)の 技 術導 入 支 払額 は35百 万$に の ぼ っ たが,技 術

輸出 は僅 かに 出 光興 産 の重 油脱 硫 に 伴 う運 転 ノ ウ ・ハ ウに と どまった。

残 され た石 油精 製 技術 の 開 発は,ア ス ファル トの脱 硫,ガ ス化等 難 しい 問題 が 多 い。
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1-4流 通 条 件 の 変化

(イ)タ ン カーの 大型 化

原 油供 給 の90%弱 を中 東に 依存 す るわ が 国石 油 産業 で は,中 東 往 復 に40日 を要 す るた

め,タ ンカ ーの大 型 化,高 速化 に よ る輸送 コス トの 低減 が,エ ネル ギ ー供 給 の低廉 化 に大 き

く貢献 して きた。(前 掲 表 一10)

昭和32年 当時,日 本の タ ンカー平 均船 型 は,18,400DWT,速 力14.5ノ ッ トで あ

っ た もの が,45年3月 末 では,平 均87,000DWT,速 力15.8ノ ッ トと大 型 ・高速 化

し,船 腹 量 も151隻,13百 万DWTに 増加 し た。

最近 の タ ン カー発註 船 型 は250,000DWTが 標準 とな り,そ の 大型 化 に よ る運 賃 低減

率 は;50,000DWT型 に対 し20%前 後 と推 定 され てい る。

しか し,超 大 型 船 の タ ンカー受 入れ に は,水 深20～22mの 港 湾が 必 要で,そ の 面で の

整 備 の遅 れ が重 大 な 問題 とな ってい る。

(ロ)国 内流 通 条件 の 変 化

表 一14の 数 字で み る と,石 油 の 国 内流 通手 段 は 内航 タ ン カーに よ る輸送 が60%を 占め

て い る。 そ の船 腹 量 は,44年3月 末 で2,640隻,80万 総 トンに のぼ り,船 型 も3～

500軒 積 みか ら,一 部は3～5,000軒 積 みに 大型 化 してい る。

また,1/3を 占 む るロー リー 輸 送は,末 端 輸送 の 主軸 で あ り,昭 和34年 の1,800台

か ら,44年 には12,400台 に 急 増す る と共 に1台 当 りの タ ンク容量 も30%か た大 型化

した。

しか し,内 航 タ ンカー,ロ ー リー共,隻 数,台 数 の 急増 に よ り,交 通 の輻 湊 化,労 働 力の

不 足 に 直面 しつ つあ り,合 理 化 の必 要性 が 痛感 され てい る。

■

表一14石 油輸送量の機関別実績(千 屯)

国鉄 タ ンク車 内 航 タ ンカー タ ン ク ・ ロ ー リ ー 計

昭和39年

昭和43年

8,016

12,085

%
8.3

7.2

54,887

101,932

%
56.7

609

'
33995

53,492

%

35ユ

31.9

%
1000

100D
●

◎ 末 端 販 売拠 点 の細 分 化

揮 発 油販 売 が 売上 高の60%を 占む るサ ー ビス ・ス テー シ ョンは,44年 で35千 個所 に

増 加 し,過 去10年 の伸 びは5倍 に 達 し,揮 発 油 消 費量 の3.9倍 か ら見 ると乱 立 模様 で あ る。

また,LPガ スの 流通経 路 は1次 ない し4次 卸 の段 階 をへ て末端 小 売 業者 にわ た る複 雑 さ

で あ り,灯 油 の場 合 も図 一1の 通 り,家 庭用 は 薪炭 業 を介 す る場合 が 多 く,末 端 流通 機 構 の

整 備が 強 く望 まれ てい る。
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■

10%

特約店

薪炭小売店

薪炭問屋

10%

図一1灯 油の流通経路の現状

←)石 油 の備 蓄

資 源 を海 外 に仰 ぎ,国 内では 津 々浦 々に需 要 家 を もち,万 に 一 つ供給 切 れ が あ って も,深

刻 な 社会不 安 を ひ きお こす 石油 産業 に とっては,国 家 的 な 要請 か ら,原 油,製 品 の一定 量 の

在 庫 備蓄 が 規 制 され てお り,他 産 業 の在 庫べ らしに よ る経費 の節 減は 望む べ くもない特 降 な

環境 に あ る。

しか も,備 蓄 の た めに は貯 油 タン クの増 設 力「必 要 で あ り,表 一15の 通 り昭和44年 末 で

11,400基,44百 万 好(所 用 地 面積 約16百 万 平 方米)の 貯 油能 力 を有 す るに至 った。

OPEC問 題 か ら,こ の備 蓄 規 制は 更 に強 化 され る見通 しなの で,当 り.1500円 を超

え る備蓄 コス トの 負担 が顕 現 化 して こ よ う。

表 一15貯 油 タ ンク能 力の 推 移

S34('59) S44('69) S44/34
'

貯 油 タ ン ク能 力 基数 能力

製油所 基 好 基 好 百 百

原 油 タ ン ク 3072,966 52119,584 1.76.6

半製品" 2,2321,195 2,3206,557 1.05.5

製 品 〃 1,4651,684 2,58510,757 1,864

油槽所製品タンク 3.043a522 5,9797,432 2.03.0

合 計 7,0478,367 11,40544,330 1.65.3
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1-5企 業 環境 の複雑 化

(イ)公 害対 策

昭和40年 代に 入 って,最 も大 きな環 境 の変 化 は公 害 問題で あ る。 石油 産 業 の公 害 問題 は,

海水 油濁 防 止 と,工 場 密 集地 帯 に お け る,重 油 硫 黄分 の燃 焼 か ら発生 す る 亜硫 酸 ガ スに よ る

大 気 汚 染防 止 と,揮 発油 中 の鉛 公 害 の 問題 で あ る。

44年12月 の 低硫 黄 化 対策 部 会 の 報告 に よ る と,42年 度 の要 対 策地 域の 重 油 中 の硫 黄

含有 率2.45%を,48年 度 には1.25%,53年 度 にはO.80%ま で 引 下げ るこ とを 目標

に してい る。

又,自 動 車排 気 ガ スに含 まれ る一 酸 化 炭素 に よ る汚 染か ら,揮 発 油 の オ ク タ ン価 向上 の た

め に添 加 され る鉛 が 問題 とな り,45年7月 以 降添 加 量が 制 限 され,近 い 将来 黒鉛 化 され る

こ とにな っ たo

この よ うな石 油燃 料 の 低硫黄 化,揮 発 油 の脱 鉛 化は 社会 的な 必須 の要請 で は あ る もの の,

一 万で 大 幅 な コ ス ト増 を招 くこ とか ら
,今 後 の石 油 産業 の経 営体 質 に大 きな影 響 を与 え る も

の と考 え られ る。

㎏)国 際情 勢 の 変動

昭 和27年 には,7大 国 際石 油 会 社 の原 油生 産量 は 自由 世界(除 く米 国)の90%を 占 め

てい たが,独 立系 産油会 社 や国 営 会 社 の進 出で,42年 には55%ま で 地 位 は 低下 したが,

依然 と して世界 の石 油市 場 に対 す る支 配 力は 強 い。

過去拾 数 年 に亘 る世界 的な 原油 過 剰 に よ り,国 際石 油会 社 の 原油 価格 の 引 下 げは,産 油 国

の相 対 的 な利益 取得 分 の 減少 を まね くこ と とな った。

同時 に 産油 国 の民族 主義 の拾 頭 と相 ま6て,国 際 石油 会社 に対 抗 す るた め,昭 和35年

(1960年)にOPEC(石 油 輸 出国 機 構)を 結成 し,こ れ ら産 油 国 の 原油生 産 量 の77

%を 占 め る国際 石 油会 社 に対 し,原 油値 上 げ の根 強 い 交渉 を続 け,っ い に本 年2月 に 各 産 油

国の 原油 価 格の 一 括大 幅 引上 げ に成 功 した。 この値 上 り分は,ま と もに 消費 国に 転嫁 され,

わが 国は 一 転 して 高 エ ネル ギー ・コ ス ト時 代 に突 入 す る こ と とな っ た。

●
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2.組 織 的 ・機 能 的 な企 業 対 応 策

10年 の間 隔 をおい て分 析 を 試 み た30年 代 との比 較で 見 る と,石 油 産 業 の構 造 的 変 化は,様

相 一変 に近い 大 きな 変貌 を とげ て お り,企 業は,ま さに 組織 ぐるみの機 能 と頭脳 の活用 に よって

対処 せ ざ るを得 なか った と思 う。

この よ うな組 織 的機 能 的 な企 業 の 対応 策 と,そ れ を支 え た情 報 処理 の 高度 化 が,ど の よ うな役

割 を果 したか,そ の 高 ま りを分 析 す るこ と と したい。

●

2-1組 織 の多様 化 ・ソ フ ト化

複雑 化 した業 務 の処 理,激 動 す る環 境 に 対応 す る情 報収 集 の一本 化,全 社 的 視 野 か らの経 営

意志決 定 の 必要 性 か ら,石 油 産 業 にお い て も総 合 的 な調整 を狙 い とす る社長 室,総 合 企 画 部等

の 調 査 ・企 画専 門 ス タッ フの充 実 が見 られ る。

また 目新 しい 組織 としては 開 発 部 製 品 開 発部等 の技術 面,新 製 品 開発 面 で の強 化,・関東 事

業 部 広 報 部,公 害対 策 室等 時 代 の要 請 に 基 くス タ ッフ部門 の設立 が あ る。

しか しプ 最 も大 きな組織 面 で の 変化 は,図 二2に 見 られ るよ うな経 営情 報 シ ステ ム部 門 の急

激 な拡 張 で あ る と思 う。

コン ピ ュー タに 関係 の あ る事 務処 理 ,OR,シ ス テム グル ー プの部員 数 は,本 社 ス タッ フの

10%を こ え るに至 っ た。

また,一 つの 原油 か ら数 種 類,企 業に よって は数 十 種類 の製 品が 同 時に 連 産 され る石 油 産業

で は,そ の特 質 か ら各 部門 間 に またが る問題 も多様 で,プ ロジ ェク ト ・チー ム,タ ス ク ・フ ォ

ー ス等 組織 の ソ フ ト化 に よ る対 応策 も一 方で 進 め られ た
。

表 一16は 石 油3社 のみ の 人員 統 計 で あ るが,専 門 ス タ ッフの増加 に よ る石 油産 業 の ホ ワイ

ト ・カ ラー化 を示 して い る と思 う。

表一16石 油3社 の人員構成の変化

S35/12月 S45/10月 伸び 率 ・

事 務 ・技術系

技 能 系

名

4,351

4,415

%

49.6

5α4

名

6,080

4,401

%

58.0

42.0

%

139.7

99.7

計 8,766 100.0 10,481 10C、0' 119.6

販 売 量
S34MK2

10,870
S44M酩

71,760 '6600

2-2・ 販 売網 の強 化

大 衆化 に よ る市 場 の拡 散化 と, 7倍 強 に急 増 した石 油需 要 に対 応す るた め,昭 和3'5年 当
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80億 円で あ った販 売 設 備 の投 資は,44年 には408億 円 に達 し,巨 額 の 資金 が販 売網(主

として給 油所)の 整 備 拡 張 に投 入 された。

危 険物 で あ り,液 体 とい う荷姿 の特 殊 性 か ら,石 油 の商 売 は石 油元 売会 社一 特 約店一 小売 店

一 消 費者 とい う独 自の販 売 組 織 を持 っ てい るた め,競 争 面の 強 化は 特約 店 の増 強 につ なが る。

元 売会 社 は,新 規 販 売 ルー トと して,綜 合商 社,大 口需 要家,石 炭 業者,需 要家 団体 等 を積

極 的に特 約 店 に 採用 し拡 張 に務 め た。

大 衆化 に直 結 す る給 油 所は,揮 発 油 販 売競 争 の第一 線 で あ り,又 元 売 各 社 の系 列化 が高 度 に

進 んで い ると こ ろか ら,販 売 シェ アー も過剰 気 味 とな っ た。

40年 以 降,建 設 規制 が とられ てい る もの の,過 当 競争 は 続 き,一 方 人 件費 を中心 とす る販

売経 費 の増加 もあ って,各 元売 と も経営 安 定策 と して脱 揮 発 油 化 を指 導 し,高 級潤 滑 油 の販売,

タ イヤ ・バ ッテ リ ・ア クセ サ リー の併 売,軽 装備 等,給 油所 経 営 の多 様 化 ・合理 化 を進 めてい

る。

また,元 売 各社 と も給 油所 網 を 通 じ て,「 マ イカー相 談」,「 チ ュー ナ ッ プ1500」 等 の

セー ル ス ・ポ イン トを か かげ て,き めの 細い サー ビスを打 ち出 してい る。

LPガ スの 販売 も経 営 基盤 め弱 い小 規模零 細 業者 が 中心 で,約80%は 適正 販売 規模 に 至 ら

ず 兼 業 を営 ん でい る。

労 働 力 の不 足 で,従 来 の 小型 容 器(10k9)を ピ ス トン輸送 す る販 売 方 式 か ら・ ソィ ン式 メ

ー ター使 用 に よ る計画 配送 に き りか え っsあ るが,普 及 率 は30%弱 で,今 後の 合理 化,協 業

化 が 望 まれ る。

特 に単 純,屋 外 労働 の 多い石 油 の末端 販 売業 で は労 働 力 の不 足 は予 想 以上 に 深刻 で,サ ー ビ

ス と省 力化 を狙 っ た給 油券 の発行,ク レ ジ～,トカー ドに よ る機械 化 が一 部 ス ター トし,又 元 売

会 社にお い て も売 上 伝票 の整 理,請 求書 作成 の電 算 機化 に よ り,約4倍 に増 加 した 販売 関係 の

事 務処 理量 を吸 収 し,省 力 化に っ とめ,人 員 増 は極 力 販売 面 の 強化 に 回 してい る。

し

2-3販 売 の集 約 化'

外 資提携 の 多い 石 油 産 業 に於 て,わ が 国石油 政策 の 自主 性 を保 っ た めに,民 族 系企 業 の地位

を引上 げ る目的 で,40年 に 日本鉱 業,東 亜 石 油,ア ジ ア石 油 の販 売 部 門を 集約 化す べ く,共

同石 油が 発足 し,開 銀 融 資に よ る助 成 策 が と られ た。 国 に よ る対 応 策 と して 注 目に値 す る。

2]4流 通 面 の対 応 策

(イ)タ ン カーの大 型 化

輸送 コス トの 低 減 を図 るため,タ ン カーの大 型 化が 急 速 に進 行 してい る もの の,25万D

WT型 タ ンカ ーの 入 港 出来 る港湾 条件 は数 が少 く,又,整 備 に は 巨費 を要 す る。

その ため水 深22～23米 以 上 の良 港 に大 規模 な石 油 輸 入基地(CTS)を 建 設 し・ 中東

よ り大 型 船で 搬 入 し,こ こを中 継 して数万 屯の タ ンカー で製 油所 に二 次 輸送 す る合 理化 方式
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が考 え られ た。

最 近で は 原 油 の備蓄 基地 も果 せ る機能 を もっ事 が 望 まれ てい る。 昭 和44年 に は,日 本 石

油 が 鹿 児島 県喜 入に最 初 のCTSを 建 設 し稼動 に 入 った。

⇔ タ ンク車 の 配送 合 理化

石 油類 の鉄 道 輸送 の比 率は37年 以 降 低下 を続 け,41年 には9.7%ま で下 っ た。

41年 に 日本 オ イル ・ター ミナ1し(株)が 設立 され,各 社 の タ ン ク車 を 集約 し,発 地 にお

け る1列 車 編成 ノ ン ・ス トッ プ輸 送,受 地 タン ク基地 の共 同使用 に よ り合 理化 を図 って成 果

をあげ,輸 送 比 率 も11.8%に 回復 し た。

◎ パ イプ ・ラ インに よ る石油 輸送

交通 の過密 化,労 働 力の 不 足,輸 送 量 の 増大 か ら,タ ン ク車 ・ロー リー に よ る輸送 に 溢 路

が生 じパ イプ ライ ンに よ る輸送 が脚 光 を浴 び て き た。 昭 和45年,石 油各 社の共 同 出 資で パ

イ プ ・ライ ン会 社 が 設立 され,現 在 関東 内 陸 ラ インに っい て建 設 計 画 を進 め てい る。

各 社共 有 に よ るパ イプ ・ライ ン輸送 には,各 社 間 の製 品 受払 整 理,パ イ フ ・ライ ン制御 等

に,コ ン ビ。ユ 一 夕の活 用 分 野は 大 き く拓 け てい る。

←)配 給 基地 の 協業 化

需 要地 には,各 社 の 油槽所 が 隣 接 してい る場 合 が多 いが,協 同で大 型 油 槽所 を 作れ ば,大

型 内航 タ ンカ ーの着 機 も可 能 とな り,間 接 費 の 低 減 と合せ ての合 理 化 の効 果は 大 き く,45

年 には 三 菱,丸 善,大 協に三 社 に よ る協 業化 が 始 まっ た。

しか し,関 西 に製 油所 のあ るA社 が 関 東 に配 送 し,関 東 に製油 所 のあ るB社 が 関西 に 配送

す る交錯 輸送 の問題 は,依 然 と して残 り,各 社 間 の オ ンラ イ ン ・ネ ッ トワー クに よ る情 報処

理 の 高 度化 に よる解消策 を真剣 に検 討 せ ね ば な らぬで あ ろ う。

2-5生 産の効 率 化

(イ)自 動 化 ・電 算 化

需 要 の変化 に伴 う生 産面 の変 化,す な わ ち大 型 化,近 代 化 に よ る生 産 性 向上 は,2-3-

(イ),2-3-(v)pmで 触 れ た通 りで,製 油 所 規模 が3倍 に大 型化 した に も拘 らず,従 業員 数は

逆 に22%減 少 す る効 果 を あげ 得 た。

製 油所 は 原 油 タ ンク群 と蒸留装 置,品 質 向上 装 置,半 製 品 タン ク群,半 製 品 の混 合に よ る

製 品化 と製 品 タ ンク群 が ら成 り,全 部 パ イ プ ・ラ イ ンで結 合 され て い る特 色 を もつ。

この流体 の特 性 か ら出入 荷,混 合 の 自動 化,2～3百 基に の ぼ る タ ン ク群 の 在庫 量 計 測 の

自動 化,モ ニ タ リ ング,或 は装 置 の プ ロセ ス ・コ ン トロー ル,操 業 用 の各 種 デー タ ・ロギ ン

グ等,近 代 的な コ ン トロール が しやす い 業 種で あ る。

また,自 動 化 と結 びつい た電 算機 化 も盛 んで,電 算 シ ステ ム課,コ ン ヒ。ユ一 夕 ・コ ン トロ

ール
,シ ステ ム課 制御 シス テ ム課 等,各 社 に 名称 の似 か よ った課 が 新 設 され,現 在60～

70台 の 電 算 機が わが 国製 油 所 で稼 動 してい る。

レ
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(ロ)潤 滑 油の 協 業化

潤 滑 油 の生 産は,中 小企 業 規 模 の専 業者 と大型 設 備 を もっ 石油 精製 会 社 とに分 れ る。

前者 の体 質 強化 の ため,中 小 企 業近 代化 促 進 法 に基 き,30企 業 が 参 加 した 日本 高欄(株)

が38年10月 に発足 した。 昭 和34年 当時,専 業者 の シ ェ ァーは30%だ っ た ものが,大

型 ・近代 的生 産 設備 を共 同の 力 で もつ協 業化 が成 功 し,現 在 約50%を 占 む るに 至 り,大 手

と中 小が 共 存 す るこ と とな っ た。

しか し,専 業者 は 協 業 に よ り生 産 面で の近 代 化合 理化 は 進 ん だ もの の,販 売 力 が 弱い 点 に

問題 が 残 っ てい る。

◎ 公 害 対策 の 低 コス ト化

公 害 問題 か ら揮 発 油 の脱 鉛 化 が進 め られ てい るが,エ ンジ ンの機能 面 か ら急激 に オ ク タン

価 を引 下 げ る事は 難 しい ので,オ ク タ ン価 を 向上 させ る改質 装 置,分 解装 置 の 増設 が 必要 と

(*)な り
,試 算に よ る と揮 発 油1軒 当 りの コ ス トは3～4百 円 増 加す る模 様 で あ る。

(・)1.1cc/ガ ロ ンの加鉛 量 を0に す る場 合

重 油 の 低硫 黄 化対 策 として,低 硫黄 原 油 の 輸入 は量 的 に 限度 が あ り,重 油 脱硫 装 置 が 必 要

とな る。46年 度 完成 予 定分 を含 め18基44万 バ ー レル/日 の重 油脱 硫 装 置が製 油所 に あ

るが,重 油 脱硫 装 置は 技 術 的 に未 解 決 の面 もあ り,更 に,1基2～5万 バ ー レル./日 の 建 設

費は70～150億 と巨額 の 資金 を要 し,坪 当 り脱硫 コ ス トも1,300～2,000円 と極 め

て大 きい。

巨費 を投 ず る装 置 の ため,企 業 に よ っては どの製 油 所 に も建 設 す る訳に は ゆ か ず,立 地 選

択 の問題 が 生 ず る。.

又,間 接脱 硫 方式 か,直 接 脱 硫 方 式か,装 置能 力 の大 小等,そ の意 志 決 定 に は,全 社 的 な

経 営 活動 が 背景 とな るた め,各 社 と も,最 新 の経 営科 学 手法 を駆使 して,脱 硫 重 油の コス ト

高 を吸収 し,資 金 効率 を 高 め るべ く最適 化 方策 に 苦心 してい る。

■

2-6経 営 の 多角 化

前掲 表 一11の ご と く激 しい シ ェ ア競争 の た め,石 油産 業 の 収益 性,資 本 構成 は 悪化 の一 途

を辿 り,一 方設 備 の 急拡 張 と公害 対 策 投 資 の激 増で 資余力 に 乏 し く,経 営 の多 角 化 まで,手 が

回 りかね るの が 現状 で あろ う と思 う。

しか し,反 面,低 収 益 の燃 料 油 販売 か らの脱 皮 が 意 図 され,石 油精 製 の 延長 として ナ フサ分

解 を主軸 とす る石油 化 学へ の進 出が 見 られ た。 石油 資本 を 中核 とす る石 油 化学 コ ン ビナ ー トで

は,ナ フサ供給 で 利 害相 反す る石 油精 製 と石 油化 学 を一 体 とし た最適 化が 可 能 で あ り,現 在

18個 所 の コ ン ビナー ト中,5個 所 が この 形態 を と ってい る。

又,揮 発 油留 分 か ら芳 香族(ベ ンゼ ン ・トルエ ン・ギシレン)を 抽 出す る石 油 化学 部 門へ の 進

出,多 角 化は 大 半 の 石油 会 社 が 行 ってい る。 他に タ ンカー 部門,駐 車 ビル の兼 営,ホ ー ム ・ ヒ

ー テ ィ ン グ
,冷 暖 房 サ ー ビス等 関 連 部門へ の進 出 も多 い。 原 油 開発 へ の資 本参 加,更 には 未 来
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志 向 と して,原 子 力 燃料 ・海洋 開発 ・シ ステ ム産 業等 も計 画 され っSあ る。

2-7資 源開 発 へ の進 出

わが 国 輸入 原 油 の9割 は 中東 依存 で あ り,中 東 地 域 に不 測 の事 態 が 発生 し た場 合,原 油 供給

は ス トッ プす る危 険が あ る。

原 油入 手 先 の分 散 化,或 は 国 際石 油会 社 の意 向に左 右 され ない 自主 原油確 保 の必 要性 か ら
,

42年 に 設立 され た石 油開 発 公 団 を中心 に 海外 油 田 の開 発が 盛 ん とな っ た。

この ため には,海 外の 鉱 区 の入 札情 報,産 油 国の 動 向 な ど きめ の細 か い情 報 ネ ッ ト ・ワー ク

が 必要 で あ り,又,探 鉱用 デ ー ター の コ ン ピュー タ処 理
,採 掘 技 術 の開 発 と蓄 積等,新 しい 知

的活 動 め 高 ま りが 要請 され る分 野 で あ る。

何 よ りも,表 一17の 通 り,鹿 大 な資金 の 調達 が大 問題 で,目 標 とす る昭和60年 度 自主 開

発 原 油の 比 率30%,2億 軒(44年,10 .5%)を 開発 す るた めには,1兆8 ,800億 円 の

投 資が 必要 と試 算 され てい る。

45年3月 現 在,海 外 石 油 開発 会社 は15社 を数 え,そ の 資本 構成 に 占 む る石 油精製 の出 資

比率 は 僅 か9.2%で,日 本 の 石油 産業 の脆 弱 さが端 的 に現 われ てい る と思 う
。 因み に7大 国 際

石 油会社 の原 油生 産量 は18億Gで,石 油精 製量 よ り も多 く大 半 の利益 は 前者 か らあげ てい る'

とい わ れ てい る。

`

表 一17わ が 国,石 油 開発 投 資額 の 推移 と見通 し

～43年 度 44～60年 度

探 鉱 投 資

開 発 投 資

'404億 円

877

6,800億 円

12,000

計 1,281 18,800
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3.総 合的知的活動の高 ま りと情報処理 の高度化

3-1情 報処 理 の 高度 化

(イ)EDPS化

事 務 処 理電 算 化(EDPS化)の 萌芽 は,石 油 産業 に お い ては 意 外 に早 く,昭 和34年 当

時,相 次い で電 算 機が 導 入 され,年 度末 に は少 くと も5社 で稼動 を見 るに至 った。

パ ンチ ・カー ド ・システ ムの ため
,業 務 は主 と して販売 整 理事務 や,請 求 書 の 作成 で あ り,

使用 カ ー ド枚 数 は月 間5万 枚～10万 枚 で,現 在 の1/4程 度 の もの で あ っ た。

当時 の一 社 平均 の 電算 機 要員 は,男 子15名 ,女 子10名 程度 で あ り,'組 織 的 に も独立 し

た機 械 計 算 室は 一 社 の みで,総 務 部,経 理 部 に所属 す る例が 多か っ た
。

し か し,過 去10年 の著 しい コ ンヒ。ユ一 夕の 進歩 ,特 に カ ー ド ・ベ ー スか らテー プ'ベ ー

ス,デ ィス ク'ベ ー スへ の情 報処 理 機能 の高度 化 に よ り
,大 容量 の デ ー タ保 存,検 索が 容 易

とな った た め,デ ー タの 高度 加工,多 用 途 化が 盛 ん とな った。

従 っ て,事 務 処 理 の 適用 範 囲 も広が り,商 品 の受 払い,販 売実績,請 求 書 作成,給 与 計算

等 の ポ ピ ュ ラー な業 務 か ら,在 庫 管理,運 賃 管理,経 費 管理,或 は,各 種 販 売統 計,地 域 的

給 油 所 稼動 分 析 等,経 営 管 理資 料へ の適用 化 が 進 み,プ ロ グ ラム本 数 も200～500本 を

数 え るに 至 っ た。

45年11月 末 現 在 で,「 石 油業 事務 機 械 化研 究 会」 で ま とめ た石 油15社 の 電 算 化状 況

を見 る と・15社 中・14社 が本 社 に電 算 機 を お き,残 る1社 も計 算 セ ン ターを利 用 す る等,

各 社 と も,EDPS化 は 定着 した ものの様 に思 われ る。

現有 の コ ン ピ ュー タは,す べ て昭和41年 以 降 に 設置 され た もので,過 去10年 の コ ン ピ

ュ ー タ の新 旧世 代 交替 は多 い処 で3回 に の ぼ り,都 度,電 算 機部門 は強 化,拡 大 され,要 員

も一 社 平均 男 子40名,女 子25名 に 達 してい る。

さ らに,支 店,製 油所 に 小 型 コン ピ ュー タを 設置 す る傾 向 も,こ こ2～3年 ,急 速 に 早 ま

ってい る。 販 売量 の急 増 と,需 要 の大 衆化 に よる受 注量 の 増 加 や
,労 働力 の不足,設 備 ・流

通 機 構の 完全 利 用 の 必要 か ら,受 注→ 出 荷 ・配給 ス ケ ジ ュ ー リング→ 請求 書 作成→ 代金 回収

まで,電 送 回線 に よ る一 貫 した受注 オ ン ラ イン ・シス テ ムが,安 価 な ミニ ・コ ンピ ュー タ,

端 末 機 の普 及 発達 で可 能 とな り,早 ければ,今 秋 か ら一 部 ス ター トが予 想 され る。

◎ オ ー トメー シ ョン化

製 油 所 は,前 述 の 通 り,大 規模 な装 置群 と多数 のパ イプ ・タン クか らな る典 型的 な 液 体 連

続 工程 で あ り,操 業 管理 の 自動 化が 容 易 な こ と,ま た,流 量,温 度 ,圧 力 等 に よ り操 業条 件

の変 化が か な り大 き く,運 転 計 画 の 最適 化 の余 地が 大 きい。

製 油所 にお け る コン ピ ュー タの 利用 は,1部 の主 要 装 置 の 自動化,半 製 品混 合 の 自動 化 ,

複 雑 な製 品出 荷 業務 の コ ン ビ。ユー タ化 か ら出 発 し,操 業用 の 各 種 モニ タ リ ング,ロ ギ ン グ等,

最適操業管理のためのデータ作成,更 に装置運転の最適化を狙 う自動制御に進み,最 終的に
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は製油 所MISを 志 向す る総 合 シス テ ム化 が 目標 で あ る。

新 設製 油 所 では,オ ー トメー シ ョ ン化 が 設 計段 階 か ら計 画 され,現 在10万 バ ー レル/日

規 模 の製 油所 で4～5百 人 を要 す る人員 は,恐 ら く40万 バ ー レル/日 で2百 名 程度 まで省

力 化 され るの では ない か と思 う。

3-2経 営 の科学 化 .

石 油産 業に お け るコ ン ピュー タ利用 の特 徴 は,そ の質 的側 面,即 ち経 営計 画へ の 適用 が 著 し

く進 んで い る点 で あ る と思 う。

石 油 の様 に 一 つの原 油 か ら多数 の 製 品が 同時 に生 産 され る連 産 品産 業で は,製 品 の相互 依 存

関係 が 複雑 な た め,科 学 的経 営 管理 手 法 に よ る最 適 化計 画は 極 め て効 果 的で あ る。

とりわ け線 型 計画 法(リ ニ ャー ・プ ロ グ ラ ミング,LP)の 適用 は,そ の 揺藍 期 か ら先駆 的

に手 が け られ,こ の十 年 の努 力 が 実 っ て,各 社 と もほ ∫科 学的 計 画業 務 が企 業 内 に 定着 した も

の と思 われ る。

線 型 計画 法 は,企 業 の資金 力,労 力,入 手可 能 な資 源,装 置,販 売 力 な ど数 多 くの 制約 条 件

の もとで 有 利 な原 油 の選 択,各 種 オ ク タ ン価 向 上装 置 脱 硫 装 置の 選択,製 品量 の 決定 な ど,

数 百,数 千 に の ぼ る代 替案(未 知 数)の 中 か ら 「得 られ る利益 」 を最大 に し,全 社 的 な最 適 化

計画 を 導 き出 す数 学 的 手法 であ る。

しか し,具 体 的に 企 業 の実 体 を モデ ル化 す る ため には,400～900本 の連 立 方 程 式群 が

必要 で あ り,こ の彪大 な計 算 量は 人 力 では 絶 対 とい って いい 位不 可 能 で,コ ン ヒ。ユー タの助 け

を 借 りな け れば 計算 出 来 ない 。

この様 な 実用 モデル を解 くため には,犬 型,高 速 の コ ン ピュ ー タが 必 要 とな る。 表 一18の

通 り,千 本 以上 の 方程 式 が解 け る コン ピ ュー タの 出現 は,昭 和37年 以 降で あ り,同 時 に 計 算

コ ス ト も過 去10年 間 で,48式 ×75変 数 の モデ ル を 基準 に して75万 円 か ら400円 へ と

千 分 の1以 下 に激 減 した。

ま さに,科 学 的 手法 の 企 業内へ の普 及 は,コ ンピ ュー タに よる情 報処 理能 力の 高 度化 と軌 を

一 に して来 た とい え よ う。

石 油 産業 の経 営 計 画 計算 にお け る コ ン ピュ ー タ利 用 の特 徴 と しては,前 述 石油15社 中,8

社以 上 が 計算 時間,計 算 コ ス トの 効 率 化 の た めに 外部 計 算 セ ン ター の超 大型 電 算 機 を 使用 して

い るこ とで あ る。

某社 の例 で は,自 社 コ ンピ ュー タに よ る事 務 計 算 の費用 が8百 万 円/月,計 算 セ ン ター に よ

るOR,計 画計 算が6百 万 円/月 とな って い る。

一186一

■



表 一18Computerの 発 達 とLP計 算

◆

年・ 計 算 機 名
LPの LPサ イズ と コ ス ト

度 最大式数 式×変数 計算時間 計 算 コス ト

式 時間

34 Univac120 20 15×20 12 一

34 Bendix-G-15 50 48×75 25 75万 円

36 Ussc-90 48 48×75 4 20

37 IBM7090 1024 48×75 1.2分 5千 円

37 〃 〃 370×670 1.3時 間 33万 円

41 CDC3600 4095 48×75 12秒 1千 円

42 エBM360/751 〃 〃 4秒 4百 円

42 〃 〃 310×640 58分 39千 円

●

3-3知 的 活動 の シス テ ム化

急成 長 す る日本 経済 の活 用 を担 うエ ネ ル ギー 産業 として の石 油は,安 定 し た供給 態 勢 の確 立

が 第一 で あ り,そ の た めの海 外 石 油 資 源 の開 発 ・分散 化 ・原 油 量の 確保,新 製 油所 の立 地 ・建

設,大 型 タ ンカー に始 ま る配 給網 の整 備,又,揮 発油 の脱 鉛 化,重 油 の 砥砺黄 化等,巨 額の 投

資 を要 す る公害 対策,ど れ一 つ を 例 に とっ て見 て も,企 業 を とりま く環 境 の 変 化は め ま ぐ るし

く,決 定諸 要 因が 複雑化 して来 た。

従来 方 式で 各 部 門別 に 前提 条件 を しぼ り,そ れ らの 積上 げ 計 算による一 つの 方法 では,変 化 に

対 応 し,激 動 す る未 来 に挑 戦 す る事 は 出 来 な くな って来 てい る。

図一3で 例示 した様 に,各 部 門別 前 提条 件 は,全 社 的 な評 価 モデル の もとで 吟 味 され,フ ィ

ー ド・バ ッ ク され る
。 セ ン シテ ィ ビテ ィ(感 応度)の 高い 前提 条 件は,予 測 の ズ レを 巾で と ら

え て,こ れ とい くつ か の選 ば れ た経 営 戦 略 とを組合 わ せて,数 十 ケー ス の将 来 起 り うる可 能性

を網 羅 した企 業 未来 図 が コ ンピ ュ ー タで ア ウ トプッ トされ る。

この デー タ群 を,全 社 的,総 合 的観 点 か ら読 み こな して,経 営戦 略 を最 終 的 に決 定 し,更 に

各 種代 替 案 を創造 し,評 価 し,選 択 す る とい うシ ステ ム化 され た知 的活 動 の結 集 が 必 要 とな る。

また,長 期 ・中期 ・短 期 の 各 計 画 シス テム の有 機的 な結 合 に よ るMIS化 も,コ ンピ ュー タ

を核 と して要 請 され て 来 よ う。 ・
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4.今 後10年 間 の展 望

… … … 情 報 化 を 中 心 と し て … … …

4一 主 エ ネル ギー 供給 の最 適化

石 油 需要 量 の伸 びは,44年 度 の158百 万 軒 か ら,50年 度 には342百 万 軒(6年 間で

2.2倍)更 に55年 度 で は550百 万 軒 前 後 と推 定 され てい る。

戦 後 四分 の一 世紀 を要 した現 在 の供 給 能 力 を,次 の僅 か6年 間で,2.2倍 まで 拡 張 しなけ れ

ば安 定供 給 の責 任 を果せ ない 。

石 油 産業 は 引続 き巨額 な 設備 投 資が 早 い テ ンポで 必要 で あ り,し か も公 害 対策 投 資が至 上 命

令 と して加 わ るb

更 に,過 去10数 年 に亘 る石 油 の供 給 過 剰 に よ るエ ネル ギ ー低 コス ト時 代 も,最 近 の 産油 諸

国の 結 束で 終 りを告 げ世 界 の エ ネル ギ ー情 勢 は 大 き く転 換 しつつ あ る。 一

日本経 済 を支 え るエ ネル ギ ーの 大宗 を供 給 し,国 民生 活 と密 着不 離 の 光熱 源 を確 保 すべ き責

任 を百 パ ー セ ン ト負 ってい る石油 産 業 に とって は,激 変 す る海 外 の エ ネル ギ ー情 勢に 対処 し っ

、,投 資効 率 を 高 め,供 給 コス ト ・ミニ マ ム を目標 と して,よ り一層 シ ステ ム化 され た知的 活

動 が 要 請 され て来 よ う。

長 期 総合 経 営計 画 シス テ ム,'或 は 長期 ・中 期 ・短 期計 画 の有 合 性 の とれ たMISが,情 報 化

の進 展 と共 に企 業内 に 融合 され,経 営 の多 角 化,成 長分 野へ の 進 出 よ りも,本 業 の石 油 エ ネ ル

ギ ー供 給 の 「最 適化」 が志 向 され る もの と思 う。

また,製 油所,油 槽 所,支 店 か ら,特 約 店,販 売 店,給 油 所 に 至 る末 端販 売 拠 点 ぐ るみの オ

ペ レー シ ョナル な情 報処 理 の 高度 化 と省 力 化,そ れ に よって もた ら され る内 航 タ ンカー,ロ ー

リーの 最適 配船(車)計 画 等 の出 荷 ・流通 機 能 面 の合理 化 も進 む もの と思 わ れ る。

4-2情 報 の 系列 化

石 油 業界 に おい ては,各 社 と も製 油所 は2～3カ 所 で,そ の 立地 は 各社 各 様 で あ るが,販 売

網 は 全 国的 で,地 域別 に見 る と需 給 の ギ ャッ プが大 きい 。

例 えば,関 東 に 製油 所 の あ るA社 が 関 西 に製 品 を運 び,関 西 に製 油所 のあ るB社 は 関東 に と

い う交錯 輸 送が少 な くない。

コ ン ピュ ー タを軸 とし た各社 間 の製 品 交換 流 通 シス テ ムが 可 能 で あれ ば,10年 後 に予 想 さ

れ る3～4千 億 円 に達 す る流通 経 費 も,か な りの節 減が 期待 出 来 る もの と考 え られ る。

石油 業 界 は外 資企業 が 多 く,企 業 の合 併,系 列化 は か な り難 か しい 問題 で あ るが,業 界 団体

で あ る石 油連 盟 に コ ンピ ュー タを お き,各 社 とオ ン ライ ンを結 び,こ の種 の製 品交 換 セ ン ター

の情 報 サー ビスが 企 画 ・実現 され れ ば,来 るべ き10年 の情 報 化社 会 に ふ さわ しい 画期 的な 出'

来 事 となろ う。
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企 業 の 合併 に よ らず,情 報処 理 機能 の活用 に よ る業務 提 携 … …文 字 通 りの情 報 系列 化は,業

界 の利 益 に も,国 益 に も合致 す る もの と思 わ れ る。

石油 連 盟が この様 な場 で活 躍 す るな らば,業 界 団 体へ の コ ン ピュー タ導 入が 容 易 に な り,同

時 に石 油 産業 全 般 に 亘 る多彩 な情 報 サー ビス活 動 も期 待 出来 る よ うに な ろ う。

4-3国 ぐ るみ の 情 報化

コ ンピ ュー タの 発 達 と相 まって 石油 各社 に ほS"定 着 した 「最 適化 技 法」 が,最 小 の設 備投 資

で,総 石 油 エ ネル ギ ー供 給 コス ト ・ ミニ マム とい う石 油 産 業全 体 の計 量 的分 析に 発 展利用 され

るのは 当然 の成 りゆ きで,現 在,業 界 内で,小 人数 の グル ー プに よ る国民 経 済的 に 見 た石 油 産

業 の 計量 分 析が 真剣 に進 め られて い る。

そ の研 究 成 果 を 見 る と,例 えば重油 の 低硫 黄 化対 策 として の脱 硫 装 置,原 油生 だ き,排 泄脱

硫 等 の,科 学 的 な経 済 性評 価 に も見 るべ き もの が あ り,ご く近 い将 来,国 の立 案す る石油 供給

計画へ の最 適 化手 法 の 適用 も可能 の様 に 思 われ る。

しか し,研 究段 階か ら,実 用化 へ の ステ ップ ア ップ には イ ンパ ク トが 必 要で あ る。 一 つ には

費用 の 制 約 もあ る。

業 界 に しろ,行 政府 に しろ,資 金 面 での助 成 策 が 与 え られ る こ とが情 報化促 進 の ため の早 道

で あ ろ う。 金 額 的 には 小 さ くと も,そ の 波紋 は,大 き く広 が ってゆ く もの と思 う。

石油 産 業 の情 報 化は,国 ぐるみ,「 物 を作 る」 こ とか ら 「情 報 と頭 脳 に よ って物 を創 る」 こ

とに 移行 す る こ とで あ ろ う。

,

よ

●
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は じ め に

過 去10ケ 年 間 にお け る電 気事 業 の 構 造変 化 を組 織 的 ・機 能的 知 的活 動 の高 ま り(情 報 化)と

い う観 点か ら解 析 す る と,お お よそ以 下 の通 りとな るであ ろ う。 用 い た統 計 は主 と して昭 和34

年度 の数 値 を起 点 と した。

●

●

＼

〇
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1.構 造 変 化 の 主 た る要 因

1-1需 要 面

ω 量 的 変化

① 最 大 電力 は2.5倍

② 販 売 電力 量 は2.8倍(人 口1人 当 り使 用 電力 量 は2.7倍,電 灯 需要 は3.5倍,電 力需 要

は2.65倍)

③ 需要 家 口数 は1.6倍 と極 め て大 きな成 長 を示 した。

回 質 的変 化

① 前 記 の量 的変 化 を電灯,電 力 の用途 別 に集 約 す ると次 の よ うな特 色 を示 す であ ろ う。

(a)電 灯 需 要 の原 単 位(契 約 口数 あ た りの 使用 電 が量)の 増 加(2.0倍)。 これ は小型 電 気

器具 の普 及 と生活 水準 の上 昇 を反 映 して い る もので あ り,電 気器 具 の普 及 率 を示せ ば 次 の と

お りで あ る。

テ レ ビ(白 黒)(12.5倍)〔 最近 はカ ラー テ レビに積 極 的 に置 き換 え られつ つ あ る 〕,

電 気釜(4.1倍),冷 蔵 庫(2.5倍),扇 風 機(6倍),こ た っ(6.5倍),洗 濯機(5.5

倍),掃 除 機(3.1倍),ア イ ロン(1.5倍)

(b)電 力 需 要 は重 工 業 化(高 付 価値 化)を 直接 的 に 反映 してい る。 と くに ビル,デ パ ー ト等

の業 務用 電 力(電 灯 動 力 併用 種 別)は5.2倍 と著 し く増 加。

② 需 要パ ター ンの一 般 的 特性 、.

前 記 の用 途 別需 要 の特 色 を需 要構 造 の横 断 的 な観点 に た ってパ ター ン化 す る と,お お よ

そ都市 化,工 業 化 現 象 を反 映 す る次 の2つ に 集約 で き るで あ ろ う。

(a)集 中 化,高 密 度 化,外 延 化 お よび空 間へ の進 出(高 層 化)。 集中 化,高 密度 化 は そ の反

面,過 疎 化 現 象 を伴 った が,外 延化 の進 行 と と もに新 しい需 要 地 図 を描 き出 し,あ わせ て需

要 水準 の平 均 化 を生 じて い る。

(b)消 費 パ タ ー ンの変 化

他 の産 業 の場 合 もそ うで あ る よ うに 多様化 現象 が顕 著 に す す んで い る。 これ は,電 気 器

具 の種 類 の増 加,工 業 に お け る技 術 進歩 に よ る用 途 の拡 大 な どに よ る もので あ る。

曽 っての 電力 ピー クは冬 期 に発 生 す るのが 常 で あ ったが,冷 房需 要 の 増加 に よ って,ピ ー

クは夏期 に も発 生 す るよ うに な り,こ れが建 設 お よ び供 給 の 対 策 に大 きな 転換 を要求 す るよ

うに な った。 そ して,供 給 力 の 構成 の変 化 と需 要構 成 の 変化 と相 模 って 新 た な る昼夜 間の 負

荷格 差 を生 じっ っ あ るこ と も忘 れ て はな らな い。

この よ うな特 性 は,電 力 会社 の供 給 責任 と くに供 給 信頼 度 に対 す る社 会 的要 請 を加重 して

い る。

1-2供 給 面

(イ)供 給 設 備 の量 的 変 化
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① 設 備 出 力 は23倍

② 発 電 電 力量 は2.7倍

③ 総 工 事 資金 は2.1倍

とな った。

⇔ 供 給 設 備 の質 的変 化 ・、,

① 火 力 設 備が 著 し く増 大 した(6.5倍)。

この 間,水 力1.3倍 の増加 を示 して い るに 過 ぎない。10年 前 の水 ・火比 率 は3対1で あ

ったが,1960年 を境 として 「火 主 水従」 に 転 じ,現 在 で は水 ・火 比率 は3対7で あ る。

そ れに 伴 い,重 油 消 費量 は12 .8倍 に激 増 した。

② 火力 設 備 の大型 化 お よび ユ ニ ッ ト化

これ は スケ ール ・メ|1ッ トの 実現 を ね ら う もので あ るが,103KW当 た りの 要員 も3分 の

1に 減 少 した。'.い'』 一

③ 原 子 力発 電 は,実 験 段 階 か ら実 用化 段 階 に 入 ったも ㌶'.± 層:"・

④ エ レク トロニ クス技 術 の応 用 範 囲 が拡 大 した。;t;-tr'∴

⑤ オー トメ化,遠 方 制御 方式 の採 用が 積 極 的 にす す め られ るま うに な づ'た6・・'`L

'⑥ 特
記 すべ き点 は,前 記の 個 々の 設 備 を総 合 して;都 市 化現 象 に対応 す る電 力供 給 シス テ

ム として 運用 す るため の変 革 で あ る。 これ らの実 行 の ため に
,大 容 量 送電線 の建 設,・系統運

用 の強化 に よ ラ供 給 信頼 性 の 向上 ・ 特殊 連 繋装 置 帳 よ る事故 へ の対 応元 ミ'ニク ラ ッ ド方式 の1

開 発,配 電 系 統 の近 代化,他 社 系統 との 連 繋 強化(広 域 運営)な どの 方策 が と られ た。i

ぐ寸,設 備の形 成 お よ び運用 に対 して加 わ 一て い るイ ンパ ク ト.、 ・_,

① 技 術開 発 の 必要 性炉 加重 した こ と 〔と くに メ.一カ ー との共 同開 発 が積 極 化 し～ここ と 〕.・

前 記 の ご と く,大 容量 送 電 ミニ ク.ラッ ド,新 型 配 電 ジス テ へ,近 代化 工 法 な ζの開発 の;

,必 要 性が 増 加 したが,電 力会 社 は ユ ーザ ー と して必要 なス ペ ックを描 き,メ ー カー はハ ー ド ・

お よび ソ フ トウエ アの技 術 を提 供 して シ ステ ム開 発 を行 な う役割 の 分担 が 次第 に 獅 た ま
って;

きた。"』

これ は,専 門 化,特 殊化 を背 景 とす る両 者 の 機能 分化 に よ って,知 的 分業 が生 じつ つ あ る

こ とを示 す もの で あ る。"`

② 労 働 力 の面 に お け る変 化"''"・

(a)年 少労 働 力,と くに中 学 お よ'ぴ高校 卒 業者 の確 保が 困難 とな っそ ぎた こ とは,他 事 業 に

お け る例 と大 きな相 違 は ない。ト 〈

(b)前 記 の ご と く,電 気事 業 と メー カー との機 能 の 分化 が生 じて ぎた こ・とは;シ ステ ム を設

計 し,そ の維持 ・運用 を本来 の任務 どす る電 気事業 要 員 の システム・エ ジジニ ァ リングの知 識

お よ び技 能 の再 装 備 を要 請 す るだ到 っ'た。 一

(c)ブ ル ー カ ラーのホ ワ ィ'トヵ ラー化 は肉 体 労 働 よ り管 理労 働 へ の シ フ トを もた らした。 こ

れ は,設 備の オ ー トメ化,遠 方 制御 方式 の 採用 ,作 業 の外 注等 に 支 え られ てい る もの であ る
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が,情 報 処理 の 徽 化 とあわ せて,現 業労 働者(ブ ルー カ ラー)よ りも搬 の管 理労 働 要 員

の高 い率 の増加 とな って表 われ てい る。

③ 発 電 の主原 料(重 油,原 子 力)は 大 部分 輸 入 に よ って賄 わ なけ れば な らない こと・ した

が って電 気事 業 にお け る国 際化 は,後 に のべ る技 術 的知識 面 で の交 流 は勿論 の こ とで あ るが・

この よ うな 原料 面 を中 心 として展 開 され っ っ あ る。 ・

④ 資料 その他 の流 通 条件 の 変化

電 気 事業 の発 電 の主原 料 は もとよ り,設 備の 建 設,維 持運 転 に必 要 な 資材 は長期 に わ た って

継続 的 に確 保 され るべ き もの であ り,そ れが 電 気事 業 と資材 メー カー との 間 の共 通 の利 益 の

実現 に資 す る もの で な ければ な らな い。 し たが って過去10カ 年 の間 に両 者 の間 に,長 期契

約 に もとつ く発 ・受注 の計画 的 な調 整 が行 なわ れ るよ うに な った。(共 益 活 動)。

ま た,業 者 在庫 方 式 の活 用,電 力 会 社 の倉 庫 を通 じな い直 接 に 資材 をス ポ ッ トに納 入 す る

直納 方 式 な どが採 用 され るに至 った。

1-3エ ネ ルギ ー秩 序 の面 か らの新 しい選 択 関 係 の発 生

① 独 占事 業 であ る電 気事業 にお いて は他 の企 業 で み られ るよ うな競 争 関係 は な い。 電 気料

金 は原 価 主義 に よ って決 定 され,必 ず し も競 争 エ ネルギ ー・(ガス,石 油 等)の 価格 が直 接 に

考 慮 され て い る もので は な いが,国 民 経 済 に お け る エネ ルギ ーの シエ ァを量的 に 表 現 すれ ば

次 の とお りで あ る。

1959年 1975年(予 想)

エ ネ ル ギ ー 実 量 換 算 実 量 換 算 実 量 換 算

電気(10億KWL) 96.0 235 2604 63.8 477.4 1,170

石炭(106t) 28.6 15.8 ' 9.7 5.8 6.4 38

石油(106k4) 27.9 26.5 149.8 140.9 26&6 249.0

そ の 他 一 18.6 一 39.6
一 6&0

計'
一 84.4

一 250ユ
一 4385

② 社 会 シス テムの 開発 の進 展 に伴 う電 気 事 業の 機 能変 化

(a)コ ン ビナ ー トを中 心 とす る工業 地帯 の開 発 に参 加 す る よ うに な っ た こ とe

(b)地 域 社 会 の エ ネル ギ ー効 率 を高 め る観 点 にた って,火 力 発電 所 よ りの 熱供給 の可 能性 が

検 討 され るよ うにな った こと。 この こ とは,電 気事 業 単 位 だ けで エ ネルギ ー効 率 を考 え る立

場 か ら一 歩 をす す め る もので はあ るが,そ の 実現 は これか らの課題 で あ る 。

1-4そ の他 の外 的 変化 要 因

① 公害,安 全 問 題 が ク ロー ズ ・ア ップ され て きた こと。

電 気事 業の 発電 に よ って生 ず るガ スの 排 出,原 子 力発 電 に伴 う放 射能 排 出 の 危 険,大 量

の 可燃 性燃 料 の貯 蔵 や 設 備の 建設,運 転維 持 に伴 う災害 の 予防,安 全 の維 持 な ど,過 去10

か 年 間 に 曽て み られ なか った程 の 関心 が集 中 され て きた。
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② 用 地 取得 難 と補 償 問題 の 多様 化 と複 雑化

③ 設 備資金,資 源 の確 保難

設 備 資金 を例 に とれ ば,1968年 の総 工事 資金 は4.814億 円で あ り,累 増 の 傾 向に あ

る。

④ 以上 の要 因 に加 え て供 給 上 の社 会 的責 任 は増 大 す る。

■
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2組 織 的 ・機能的知識活動 における変 化

2-1企 業 活動 の基盤 の 変化

① 長 期計 画(10～20年)を 基本 とす る事業 の性格 の 再確 認 と計 画の プ ロセ スの近 代 化

(a)経 営 を と りま く環 境 の 長 期予 測

あ る社 で は数 年 前 よ り,① 技 術 ・設 備 ② 経 済 ・社 会 お よ び ③ 価 値 意識 の変化 を3本 の柱

と し,デ ル フ ァイ法 そ の他 を使 用 して将来 の変化 の 可能 性 を把 握 す るよ うに な った。

(b)前 記 の環 境 予測 に もとつ く経 営 モ デル の作 成

何 に使 用 す るか と云 う個別 の 目的 に従 って モ デルが 作成 され るよ うに な った(例 えば,設 備

資金 の調 達,能 力 開発 な どの 目的 ご とに)

(c)調 査,企 画,研 究 お よび技 術開 発 の促 進

あ る社 の例 を とれ ば 、 これ らの投 資 は過 去IOか 年 間 に,・1.2倍 噸 加 して ・・るが(収 入

に対 して0.7パ ーセ ン ト),研 究調 査 に積 極 的 な英 国電 気事 業 に 比較 す れ ば,ま だ大 きな投 資

では な い。

② エ ネ ルギー供 給 者 と して社 会 シス テ ムの開発 に 参加 す る役 割 の増 大

(。)。 。 テム醗 の 緬 酬 か ら勧 ・してゆ く・ と(情 報 の ・ ・一 ド・バ ・ク 司シス テムの外

延 化)

社 会 。。 テ ・の開 発 が繊 醗 や獅 開発 軸 心 曝 開 きれ・ エ ネ ルギ 喉 給 者 としての電

気事業随 う役割が大きくな。たばカ・りか,繊 社会 と電気鱗 が言+誠 定の段階から相互し

て情 輪 。 仁 ・ ・バ ック 桁 。て ゆか な・ナれ ば よい 醗 がで きない・ い わ ん や鵠 安 全等

の問題 を事前 に 予 防 す る・ とは不 可能 であ る.・ の よ う情 報 の ・ ・一 ド'バ ・クの ルーを し'

かに 組 離 してゆ くか が 過 去 の ・・年 散 緒 として発 生 した・ それ を轍 ・ 実 行 してゆ く段

階 が次 の10か 年 で あ ると考 え てよ い。

(b)電 力の 長期 安 定供 給 を行 う責任 の 加重

これ は額 の 多 様化 へ の対応,酷 な供給 信頼 性 の保 障渇 気事 業経 営 の対 靴 を 背景 とす

る もので あ り,他 方 で は,地 蹴 会 全体 のエ ネル ギー秩 序 の 観点 か ら熱 給 鯨 め る社会 腰

請 の基盤 に まで連 な る もので あ る。

2-2企 業 活 動 展 開 に あ た って の政 策 変化

① 電 気 事業 が 目標 とす べ き価 値 の 見直 し

② 財 と して電 力 の 供給 か ら電 力 と云 う機能 のサ ー ビ スへ の 転換

鰭 社 会 の 離 化,広 軌,艇 化 な ど・・伴 。て雪 加 対 す る罐 は多 様 化 し・即 離 高

信級 の嬬 が 疏 。て い る.こ の こ ヨ ま高 力が 物 と してで な く・ それ が果 す社 会 的機能 を

買わ れ て い る こ とを意 味 す るもので あ って,電 力供 給 シ ステ ムはそ れ は実現 す る もので な けれ

ば な らな い。 そ れに は 自動化,効 率化,省 力 化 お よ びサ ー ビスの向 上 な ど種 々の要 素 に分解 さ

れ る要 請 が含 まれ る と して も,基 本 的 は社会 に お け る電 力 の機 能 の確 保 へ の要 請 であ るこ とに
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変 りは ない。

③ イ ンタ ーデ ィス プ リナ リー な活 動 の組 織 化(知 識 ・技 術 お よび技 能 を は じめ とし,国 際 協

力 に よ る資 源 の開 発 に まで お よ ぶ)

2-3経 営 管理

(イ)長 期 経 営計 画 の 実 施 お よび管 理 の た めの組 織化

① 意志 決定 の プ ロセ ス の科 学的 な組 織 化

この た めに は,可 能 な る限 りパ ター ン化 で きる プロセ ス は外化 して コ ン ピュー タ処 理 に う

つ し,マ ン ・マシ ン ・シス テ ムの確 立 に努 め て ゆ く こと。

この10か 年 間 に設 備投 資 の選択 ・技術 研 究 な どの計 画 の分 野 とな らん で いわ ゆ るオ ペ レ

ーテ ン グ'コ ン トロー ルの分 野 で シス テム化 が強 力 にす す め られて きた(営 業 部門 で は,料

金 調査,収 入 管 理,配 電 用 資 材 な ど,人 に 関す るシ ステム で は,人 事,労 務,厚 生,教 育 な

どの 一体 化 され たサ ー ビス)。 しか し,漸 次 マ ネジ メ ン ト・プ ラ ンニ ング の分野 に開 発 の重

点 が シ フ トしてお り,オ ン ライ ン ・シス テム も,企 業 内 の意 思決 定 の プ ロセス の迅速 化 に重

点 を置 い て開発 す べ き必要 性 が 認識 され る よ うに な った。

② 個別 の組 織化

(a)従 来 の縦 割職 制 に加 え て横 割 の職 制 を併 置 す るよ うに な った こ と(本 部制,コ ーデ ィネ

ー タ制 な どの 採用)

(b)変 化 に対 応 す る新 しい 機能 職 制 の設 置(原 子力,燃 料,用 地,安 全,公 害 対策,流 通 機

構,コ ンピ ュー タ ・シス テ ムの開 発,地 域 開発,産 業共 益,広 域 運 営,技 術 開発,能 力開 発

.部 門 な ど)。 と くに進 ん だ職 制 と して,あ る社 で は,マ ンマ シ ン ・シ ステ ムの開 発 を 目標 と

して,コ ン ピ ュー タ 』シス テ ムの開 発 と組 織開 発 を 同じ部 門 で担 当 させ てお り,ま た,コ ン

ビ。ユ一 夕'シ ス テ ムの 開発 と組 織能 力 の開 発 を 同一 部 門 に担 当 させ てい る社 もあ る。

(c)組 織 の ソ フ ト化(ス タ ッフの 強化 〔特別 補 佐職員 の決 定 〕,専 門職 位 の新 設,タ ス クフ

寸一ス の任 命,ス タ ッフ部 門に お け る係 長制 の廃 止,プ ロ ジ ェク ト制の 採用 な ど)

(d)教 育 と人事 の一 体 的運 用(企 業 内教 育の 充実,研 修 ・人事 の一体 化,管 理者 教 育 の重点

的意 向 な ど)

奪])他 企 業 との協 力 関係

① 社 内業 務 の 専 門化,特 殊化 と,他 方,外 部企 業 およ び 機 関 の充 実 に対応 して,業 務 の外

注,共 同開 発 が 増加 してい る。 これ は,外 部 情報 産業 に対 す るプ ロ グ ラム開発 や定型 的 な情

報 処理 等 の 委 託,設 備 メインテナ ンス業 務 の 外注,工 事の 請 負依 託 な どであ る。 あ る社の例 を

とれば 配電 工 事 の外 注 率 は この10か 年 間 に72パ ー セ ン トか ら94パ ー セ ン トに 増加 して

い る。

② 電 気事 業相 互 間 の知 識 技能 に かん す る情 報 交換

これ は 電 気事業 連 合 会,電 力 中央 協 議 会 お よび,電 力 会社 間 の連絡 組 織(た とえば企 画事

務 機 械化,研 修,監 査 な ど)を 通 じて積極 的 に実 行 され て お り,国 際 間 の協 同 も研 修学 生交
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換 制 度(日,仏 な ど),電 気 事 業 関係 の学会 な どを場 と して行 われ て い る。 コ ン ピュー タを

例 に とれ ば,各 社 が開 発 した プ ロ グ ラム は定期 的 に コ ンパ イル され て,相 互 の利 用 に供 せ ら

れ、てい る。 、

③ 他 産業 にみ られ るよ うな系 列 企 業 集 団 の強化 はみ られな い。

●

■
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3今 後10～20年 の間 の変 化 な い し発 展 の方 向、 予想 され る 問題 点

3-1電 力需要 の増加 とそ の 多様 化

1985年 の全 国総 需 要 電力 量 は7.600億kwh程 度 と推 定 されて い る(年 率 平均8パ ー セ

ン トの増加 の さい,最 大 電 力 は約5倍 強)。 冷 房需 要 の増加 に よ り,夏 期 ピー ク は持続 し,電

灯 の 占 め る比率 は増 大 し,業 務 用 需 要 時,著 しい伸 び を示 すで あ ろ う。

都 市 化,高 層 化,集 中化,情 報 化 な どの影 響 が鮮 明 にあ ら⇔れ るのが,こ の業 務 用 電 力で あ

る。 産 業用 電力 は,自 働 化,機 械化 な どの普 及 に よ って,増 加 す る半 面,技 術 革 新 は 付加価 値

当た りの消 費 電力 量 を低 下 させるてあ ろ う。 昼 夜 間 の 負荷格 差 の調 整 をは か るため に深 夜 需要 の

開発 が 活発 に行 わ れ るで あ ろち 。

3-2予 想 され る設 備お よび技 術 の変 化

① 電源 部門

(a)原 子 力発 電 にお け る軽 水型,新 型 転換 炉,ガ ス炉実 用化,高 速 増殖 炉 の 開発

(b)火 力 発電 に おい て は,LN6新 鋭 火力 以 外 はお お むね老 朽化 し,自 動 化 の進 展,脱 硫 等 の

新型 装 置 の 開発 が な され るで あ ろ う。

(c)大 容量 の揚 水発 電所(1部 は海 水 を 使用)と ガス ター ビン発 電所 の稼 動.、 ∫

(d)海 水の淡 水化,熱 供 給 発 電所 の開 発 に よ る都 市,工 業地 帯 へ の供給 開 始

海 水揚 水 火力 用重 油 の 海 底貯 蔵 の 可能 性

② 送変 電 部門

(a)大 容 量 の超 々高圧送 電,外 転線 の拡 強

(b)ガ ス絶 縁 や新 しい冷却 方法 に よ る大 容量 ケ ー ブルの開始

(c)直 流送 電 の実用 化

(d)地 中 化 区域 の拡 大

③ 配 電部 門

(a)22KV,架 空近 代化 機 器 を使 用 した新 しい 配電 方式 の 採用

(b)地 中系 統 の増 大

(c)ル ー プ配 電,負 荷 制御,自 動 検 針の 普及

3-3経 済 社会 の変化 に伴 って 生 ず る電 気 事業 の 問題 の焦 点

① 発 電 の主原 料 の安 定確 保

石 炭→ 重 油→ 原 子力 へ の エ ネル ギ ー資 源 の 移動 のパ ター ン はその ま ま,「 国 際化」 に通 じ る

もので あ るが,こ れ は単 に電 気 事業 に限 る問題 で は ない。 しか し,重 工 業化 を志 向 す る国 の政

策 が 大 き く修正 され ない 限 り,こ の 問題 の 占 め る重要 性 は将来 益 々その ウエ、イ トを加 え る もの

と考 え られ る。 さ らに国 内の ベ ー ス の問 題 に戻 して考 え て も,公 害 問題 な どエ ネル ギ ー資源 に

対 す る社会 的要 請 の 高度 化 に伴 って,地 域 別 エ ネル ギー消 費構 造 の形 成,エ ネル ギ ーの撰 択 と

配 分,さ らに は効率 化 な ど,ま す ます 適 確 な価 値 尺度 と科 学的 な 予測 に もとつ つ い実 行 されな
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けれ ば な らな い事 態 が発 生 す るで あ ろ う。

② 安定 供 給 を はか るた めの設 備の 形成 とそ の運用

電 源設 備が遠 隔化 し,流 通 設 備(送 電 線 な ど)が 長 距 離,大 容 量化 す る。

需 要 密 集地域 へ の供 給 は,近 代化 され た複 雑な シス テ ム を形 成 す る。 し か しこれが すべ て無

事 故撫 樋 とい う目標 に接 近 して ゆ くであ ろ うこ とが予 測 され る・ それ を実 現 す るに は前

記の 設 備お よ び技 術 上 の開 発 の ほか に,投 資基 準 の見 直 し,膨 大 な設 備 資金 の確 保,用 地 取得

な ど解決 しな けれ ばな らぬ問 題 を数 多控 えて い る。

③ サー ビス要請 へ の適応 と販 売機 能 の変 化

電 力の 機能 が 充 分 に サ ー ビス され るこ とを前提 と して シ ス テム化 され てい る都市お よ び 産業

社 会 は 多 目的 に使 用 され る信頼 性 の 高 い電 力 の供 給 を求 め るα 将来,こ の要 請 は さ らに 高 ま る

と考 え られ,例 示 す れば,個 々 の 負荷 特 性 立 地 条件 に もとつ く供 給 秩 序 の確 立.をめ ざす 弾 力

性 に富 ん だ契 約 シス テ ム と需 要 家 との対話 に よ る迅速 で適 齢 サ ー ビス実 現 の ための需 要 家 情

報 シス テム な ど開 発 が すず む で あ ろ う。 地域 を中心 とす る社 会 シス テ ムの開 発 お よび維 持 の た

めに企 業 と地 域 社 会 の 諸機 関 との間 に横 断 的な 情報 の フ ィー ド ・バ ック・ル ー トが形 成 され るで

あ ろ う。 この こ とは,電 気事 業 がエ ネル ギー 供給者 と しての立 場 か ら地 域 社 会 に 対 す る 参 加

協 力 を促進 して社 会 の 部 分 と しての役 割 を果 たすべ き段 階 に入 った こ とを意味 す る・

④ 労 働 力 の確 保 と人 間能 力 の質 的 向上

労 働 力の 量 的不 足 と質 的変 化(労 働意 識 の多 様化,老 令化,ブ ル ー カ ラーの 後退 と知 的 生 産

性 を高 め て ゆ く必要 の増大,流 動 性の加 重 な ど)は,す べ ての事 業 に共 通 の 問題 では あ る が,

と りわ け電 気事 業 は シス テム ・エ ン ジニ ア リング を基 本 とす る事 業 と しての 性格 を強 め るた め

に,特 殊 化,専 門化 に よ る各 部企 業 と協 同 を実 行 して ゆ く半面 自 らは一群 の中 枢的 なシステム'

プ ランナ ー と多 数 の シス テ ム維 持者(主 として管理 労 働 に 従事 す る)を 擁 して事業 活動 をす す

めて ゆ く こ とに な るで あ ろ う。

そ の ため の装 備 に必 要 な 知 識,技 能 の教 育 が 活動 化 す る こ とは確実 で あ る。

この こ とは,一 面 にお い て,情 報 化 の もとに お い て,電 気事 業 を支 えて ゆ く大 多 数 の中 間層

の労 働 意欲 を いか に支 え,か つ高 めて ゆ くか と云 う労 働 政 策 の ポ イ ン トとな るで あろ う。.

⑤ 企 業 と しての組 織 的,技 能 的 知識 活動 にお け る変 化

経 経 済社 会 の 変化 に 伴 って電 気事 業 に対 して提 起 され る前 記い くつ か の重 点 課題 の 解決 の ため

に,企 業 内部 の組 織 的 ・技能 的 知識 活動 の 革新 的 な変 化 が 生 ず るで あ ろ う ことは云 う迄 もない。

しか し,本 来 長 期 の ゴ ー イ ング ・コンサ ー ン として の性 格 を もつ 電 気 事 業 は,過 去10カ 年

の試 行錯 誤 の なか で,比 較 的 緩や か なペ ー スで は あ ったが,将 来 の環 境 変化 に対 す る組 織 的 ・

機 能 的知 識 の 展開 の方 向性 をつ か んで きた。 前 記 の需 要 構 造 お よび 設 備,技 術 な どの 変化 は,

この活動 を具 体 的 な シス テム として漸 次定 着 され る条件 として 働 いて い る。 電 気車 楽 の 長期 計

画 の実 行,管 理 の プ ロセ スは科 学 性 を加味 した シ ステム化 をす す め るで あろ う。 そ の 結 果をふ

え んすれ ば,以 下 の よ うな変化 が 生れ るで あろ う。
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(a)企 業 規模 の拡大,社 会 性 の 増 加,国 際化 の 進 展,技 術革 新 に対す る要 請の 高 ま りな ど,こ

こで繰返 す まで もな く,す べ て社 内 外 の強 力 な情 報 シ ス テ ムに支 え られ た経 営活 動 に よ って

始 め て対応 して ゆ け る性 質 の もので あ る。

オ ンラ イ ン ・シス テム は全 面 的 に電 気 事業 に と り入 れ られ て,計 画 の フ ィー ド'バ ック'プ

ロセス を支 え る用具 とな るで あ ろ う。 そ して デ ィス プ レ イを通 じて行 わ れ るマ ン ・マ シン ・イ

ンタ ー フェ イスの 一つ の方法 であ る シ ミュ レー シ ョ ンは,日 常 の業務 の 遂 行 に よ り入 れ られ る

で あ ろ う。

(b)大 巾 な組織 改 革 が実 現 す るであ ろ う。 云 うなれ ば,現 在 の中 間機構 は大 部 分廃 止 され,計

画 お よび管 理 の 中枢 機 構 は,現 業 機 関 と 直接 す る形 を と るで あ ろ う。

そ して,情 報処 理 の 仕事 は大 部分 コン ピ ュー タに吸 収 され,電 気事 業 の要 員 は,シ ス テム ・

メ イ ンテ ナ ンス の新 規 の シス テ ム の開発,計 画 調 査,管 理,執 行 な どの,機 械 が代 行 で きない

業 務 に 専念 す る ことに な るで あ ろ う。

この よ うな状 況 の もとに お い て,事 業 の重 点課 題 を中 心 と して経 営 の組 織 が再 編 成 され,現

在 の よ うに縦 割 と横割,そ の 調整 とい う理 念 上 の 区分 は な くな り,強 力 な情 報 シス テ ムに 支 え

られ た総 合的 な 長期 計 画 の もとで,弾 力 性 に富 み,多 目的 に対 応 で きる組 織 単 位 や能 率 的 な プ

ロジ ェク トの集 団が 増加 して ゆ くで あ ろ う。

こ れ らを総 称 して情 報化 の もとに お け る経 営 活 動の 組織 上 の変化 と云 って差支 え ない で あろ

う。
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1.情 報 化 の 背景

1-1環 境 の 変化

現 在 の わが 国 の金 融制度 は昭 和20年 代 に そ の基盤 づ く りが行 な われ:昭 和30年 代 に ほ ぼ

整 備 され たが(表 一1),銀 行 を と りま く経 済環 境 ぱ昭 和34年 ～38年 の 急 速 成 長,昭 和

39年 ～40年 の景 気沈 滞,昭 和41年 ～45年 の経 済 高度 成長 に よ るGNP世 界 第2位 へ め

躍進,昭 和45年 後半 以 降今 日に 至 る景 気鎮 静 と,大 きな変動 を続 けて お り,金 融 界 もこの変

動 に対応 して か らは情 報 時代 へ の 転 換 を 図 らな けれ ば な らな くな りつつ あ る。 す なわ ち,① 産

業構 造大 型 化 の推 進,② 金 融面 に お け る国際 化 の進 展,自 由化 の 進行,③ 公 害企 業 問題 の発 生,

④ 宇 宙,海 洋,市 街地 情 報 の開 発 な ど,い わ ゆ るシス テム産 業 の拾頭,⑤ 大 衆所 得 の 増大 に と

もな う高度 消 費社 会化 の 進 展,⑥ 労 働 需給 逼迫,⑦ 電 子計算 機 のハ ー ド'ウ ェ ア,ソ フ ト'ウ

ェアの 発達 とオ ン ライ ン ・タ イム シ ェ ア リン グ ・サー ビス な ど と電 子計 算 機 の 多角 的 な利 用 方

法 の急速 な進 歩,⑧ 金 融 効率 化 を推 進 す る大 蔵省 銀 行行 政 のあ り方 な どが,銀 行 の大 型化 を追

求 し,一 方 では銀 行 の制 度,経 営 組 織,業 務 内容 な どの再編 成,コ ン ヒ。ユタ リゼ ー シ ョ ンの推

進 な どを緊 急 課題 とな しつ っ あ る。 た とえ ば,産 業 構造 の大 型化,系 列 化 は 産 業設 備資金 需 要

の大 型化,流 通 資金 の小 口大 量 化,広 域 化,高 速 化 要請 とな り,必 然 的に 銀 行 の 融資 能 力増 大

をは じめ とす る大型化 傾 向 を刺 激 す る一 因 と もな ってい る。

.金 融 面 の国 際化,自 由化 の進 展 は国 際 水準 で の低 利 安定大 量 資金 の供 給 を必須 の もの と し銀

行 自体 の経 営 効率 化 に よ る供 給 資 金 の コス ト切 り下げ の要請 を強 くして い る。 シス テ ム産業 の

頭 と くに情 報 シ ン ジケ ー トな どのい わ ゆ る情 報産 業 の発足 は銀行 の 新 しい 分野 と しての情 報

の処 理,提 供,開 発 サ ご ビス業 務 へ の進 出 を促 す こと とな ってい る。

電 子 計算 機 とその 利用 技 術 の向 上 は 預金 ・為 替 の オ ン ライン全店 受 払サ ー ビス,受 託 計 算 サ

ー ビス
,'同 業者 業 務 提携 な どの新 しい サ ー ビスや企 画 を も可 能 とす る とと もに,銀 行 在 来 の簿

記的 作業 事 務,管 理事 務,経 営 事 務 の 画期 的 な 改善 向 上の た めに欠 くべ か らざ る もの とな りつ

つ あ る。

表一1金 融関係法律制度の変遷

年 主 な 法 律 関 ・ 係 制 度

S24 ・国民金 融公 庫 法 日本銀行政策委員会

・協 同組 合 に よ る金融事業に関する法

律

25 ・日本 輸 出入 銀行

26 ・相 互 銀 行 法

{'信 用 金庫 法

地方銀行12行 設立認可
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年 主 な 法 律 関 係 制 度

L日 本開発銀行

S27 ・長 期信 用 銀 行 法

{・農林漁業金融公庫

28
・中小企業金融公庫

・労 働 金 庫 法

29 ・外国為替銀行法

31 金融制度調査会設置
,

(答 申項 目 ・印)

32
・預金者保護の制度

・中小企業信用補完制度

35
・日本銀 行制 度

36
・為替専門銀行の資金調達の方法

38
・金 融正 常 化 とオ ーバ ー ロ ー ン是 正

40
'・安 定成 長 を確保 す るた めの企 業金 融

く の あ り方
、

.、・国債 発行 に伴 う金 融 制度

41
・預金保険制度検討開始

く・国 債窓 口販 売

42 租税特別措置法改正
・中小企業金融制度のあり方

(利 子課税15%)
ク

印紙税法改正 金融再編論議起 る

43 金融機関の合併及び転換に関する法律 日本相互銀行

相互銀行法改正 ・→ 太 陽 銀行(都 銀)と な る

相互銀行法改正 埼 玉 銀 行→ 都 銀 グル ー プへ 統 一経理 基

準適用開始(9月)

45 第3次 資本自由化(銀 行)一 般民間金融

機関のあり方
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表 一2過 去5年 にお け る主 要 な変 化 一 覧

法 律 金 融 制 度 業務政策 ・事務合理化 協 会 活 動

S41年 金融制度調査会 . 各 種 ロー ンに よ る消費 信 金Garantee

中小金融制度検討 者金融拡大 Check

預金保険制度検討開始 公共料金自動振替拡大 地銀共同テレ開始

歩積両建自粛通達 (都 銀)

〉 国債窓口販売(証 取法 事務 セ ン ター設 立 多 し

65条 との関 係) MICR推 進(大 和 ・

富士)

On-Line三 井 軌 道

に乗 る

富士 ・平 和 ス ター ト

S42年 租税特別 適正競争原理導入方針 セ ッ ト預 金(相 銀,信 東信 協 オ ンライ ン共 同

措置法改 決 ま る 金)集 金自粛 一 週休
ψ

セ ンター 計画発 表

正(利 子 金融制度調査会 2日 制 全銀協小切手のMIC

課税15 中小金融制度答申 経営相談所一 コンサ Rに よる完全自動処理

%) (合 併転換) ル タ ン ト ・サ ー ビス と夜間交換

印紙税法 金融再編論議起る

改正 長短分離その他

S43年 相銀 法, 日本相互銀行二 太陽 交 通 傷害 定期 ス ター ト 地 銀 デ ー タ通 信 セ ンタ

信金法改 銀行(都 銀へ) (富 士) 一発 足(7月)

正(6月) 埼玉銀行一 都銀グル 三井 ・平和業務提携 信 金 共 同 セ ンター発 起

金融機関 一 プへ
(9月) 人会設置

合併転換 統一経理基準普銀適用 住 友,三 菱 ク レ ジ ッ ト (東 京 ・大 阪)

法(6月) 開始(9月) カー ド発 足 全銀協データ通信構想

オ ー プ ン コル レス推 進 ス タ ー ト

住 友 総合 オ ンラ イ ン発

表

八 千代 信金 オ ン ライ ン

ス タ ー ト

長 期 信用,興 銀 デ ー タ

パ ンク発 表

S44年 MIS確 立 の 動 き(三

菱,.富 士,勧 銀,住 友,
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法 律 金 融 制 度 業務政策 ・事務合理化 協 会 活 動

三井)

同地振込制度開始

三井,福 徳相互電子計

算機共同使用

三井上場会社財務資料

発表

ク レ ジ ッ トカ ー ド普 及

S45年 第3次 資本自由化スタ 自動振替の一括引落し 全銀協データ通信構想

一 ト(銀 行) 一 括代 手 サ ー ビス 具体化

金融制度調査会 自動 送 金 サ ー ビス

「一般民間金融のあ 計 算受 託(委 託)サ ー

り方」答申 ビス 、

税 制調 査 会 ・ 当貸組合定期

「利子課税の総合源

泉選択」決定
、

一年半定期認める

1-2銀 行経 営 の変化

銀 行業 は元来,法 制 的,行 政 的 に 制約 条件 が 多 く,金 融類 似 業務 や,関 連 産 業 へ の直 接進 出

は きび し く制 限 され て い るの で,制 約 の 中で,環 境 の変 化 と金融 機 関相 互 の 競争 の激 化 に対 応

して,し か も,1'資 金 の調 達 とその 適正 の 配分運 用 と,通 貨 の円 滑 な供 給 とい う銀 行 の 基 本機

能"を 改善 しな が ら産業 経 済 の成 長 と社会 福 祉 の 向上 に 資 して行 くこ とのな か で成 長 し,銀 行

自体 の情 報化 時代 へ の 転換,体 質 改 善 と発 展 を図 ってゆ かね ば な らぬ宿 命 を持 ってい る業 界 で

あ る。

過 去10年 間 にお け る銀 行 業 界 の概 況 は(表 一3)の ご と く銀 行 数 は殆 ん ど変 化 な く,店 舗

数 は約1.2倍 強,人 員 は約1.6倍 強,預 貸 金 の量 は約5倍 と成 長 してい る。 業 界 内 の変化 とし

て見 られ る こ とは,"異 種金 融 機 関 の合 併 転 換 に関 す る法律"制 定の 原 因 の一 つ に あげ られ て

い る普 通銀 行 と中 小企 業 金 融機 関 の 機能 の 同質化,と くに 資 金調 達,市 場 の競 合 化 によ るシェ

アの 変化 が見 られ る。 大 衆 取 引 に基 盤 を もつ相 互銀 行 と信 用 金 庫の 成 長振 りは 目 ざ ま し く,都

市銀 行 の シエ ァの縮少 と対 照 的 で あ る。

この よ うな情 勢に対 す る都 市 銀行 の巻 返 しの あ らわ れ と しては オ ンライ ン ・ リア ル ・タ イム

シス テムの 利用 に よ る普通 預 金,各 種 定 期 預金 の サ ー ビス 向上 を は じめ,電 子 計 算機 の マス処

理能 力 を利 用 しての預 金,貸 金 両 分 野 で の大 衆化 推進 が み られ る。 すな わ ち,公 共料 金 自動 振

替,大 企業 給料 自動 振 込 み,消 費 者 金 融,ク レ ジ ッ ト・カ ー ド,交 通 傷害 定 期,徳 用 定 期 な ど

を中 心 とした大 衆商 品 の売 出 し強 化,大 蔵省 の 制 限 的強 力 な行 政指 導 の 中 での 住 宅地 へ の店
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舗 の配 転進 出努 力,電 子計 算 機 利用 に よ る他 行 との 預金 為 替 業務 提携 に よ る実質 的 な窓 口増加

策 な ど もあげ られ る。

また,産 業 資 金 需要 の大 型化 や,自 由化 に対 処 し,国 際競 争 力 培 養 の た め,か つ は大 蔵 省 の

銀 行行 政の 意図 に も沿 っ た合併,転 換 に よ るス ケ ー ル ・メ リ ッ トを狙 った もの として第 一 勧銀

の誕 生,福 岡相 互 と正 金 相互 の 合併 計 画 や信 用金 庫 の合 併 大型 化 努 力に み られ るの で あ る。

(表 一4)

■

■

■

■
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表 一3銀 行 主 要 統 計(S35:S45)

期(年 度) 全 国 銀 行 都 市 銀 行 地 方 銀 行 信 託 銀 行 長 期 銀 行 相 互 銀 行 信 用 金 庫

行 数 S35/9末 87行 13
■

64 7 3 72 538

S45/9末
`

86 15 61
'

7 3 71 (504)

(36/3)

店 舗 数 S35/9木 5820店 1825 3809 164 22 2499 2β65

(45/3)

S45/9末 7054 2448 4318 257 31 a721 (a537)

人 (3シ3)

役員/従 業員 S35/9末 1177/8&302 228〆94771 82γ7&786 85牙to30 4ダ3735 78γ59665 34212

(45/3)
S45/9末 L32財30⑨238 320つ6Q941 839つ16339 H4イ25513 56/6445 82〃698ユ9 (田858)

百万円 (日和1i/5000)

資 本 金 S36/3末 185956 11qllO 4qo73 ]4050 21733 lZ585

S45/3末 635666 374200 136366 5UOO 5UOO 55541

(日 相5000)

預 金 S35/9末 8a538億 5a230 26543 2882 881 Z961 8290

S45/9末 400277 240303 135571 16868 7533 59088 7L600

貸 出 金 S35/9末 7Z314億 45079 21013 2401 8819 a824 4881

S45/9末 376908 21qo96 109991 lt639 45258 49027 6L615

営 業 経 費
(内 人件費)

S35/9期
百 万 円

92306

(43398)

53477

(24332)

2η92

(15424)

6048
(2463)

4988
(1179)

18935

(11653)
S45/9期 398555 21Z976 123165 38488 18925 73854

(228015) (122181) (7&535) (2q524) (6772) (35053)

当期 利 益 金 S35/9期 406億 189 157 29 30

S45/9期 1788 857 633 158 139



■

■

表 一4.最 近 に お け る金 融機関 の 合 併事例

勘 轍 行 地 方 銀 行 相 互 銀 行 信 用 金 庫 信 用 組 合

昭和32 太洋 ・静 神:新 多治 見 ・豊 国:新 設 西栄→広島市に合併

設合併→静岡 合併→多治見 (32/7)

(32/9) (32/4) 大阪→ 報徳に合併
'

安来→米子に合併 (33/2)

(32/4)

横浜市商工→横浜に

合併(32/5)

出石→但青に合併

(32/6)

` 四方→富山に合併

(32/7)

茨木→十三に合併

(32/7)

1 平和→広島相互銀行

に事業譲渡(33/1)

33 青森商業→青相 東都→城南に事業譲

に合併 (34/2)

(33/9)

34 太陽 ・福島市新設合 大阪華銀→大平に合

併→福陽(34/7) 併(35/2)・

都 ・芝に事業譲渡

(35/2)

35 大栄→大阪商業に合

併(35/4)

36 京栄→京都に合併 商都→北摂に合併

} (36/6) (36/6)

芝商工→城南に事業 千葉商工→下総商工

譲渡(36/7) に合 併,京 葉

伊勢→松阪に合併, (36/8)

松 阪伊勢(36/10)
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融 市銀行 地 方 銀 行 相 互 銀 行 信 用 金 庫 信 用 組 合

37 伊野→須崎に合併, 大名古屋→東春に合

高知中央(37/9) 併(37/8)

八楽→東三に合併

(39/10)

38 大村,佐 世保庶民に 千代田→弘容に合併

合併,西 九 州 (38/8)

(38/4)

石橋→宇都宮に合併

(38/12)

網 干,飾 磨:新 設 合

併→播磨(39/2)

39 朝 日→ 第 一(都 田 辺,日 高,串 本: 篠栗→福岡第一に合

市銀行に合併) 新設合併→紀州 併(37/6)

(39/8) (39/8)
、

第一貯蓄→尼崎に合

併(40/3)

40 河 内 ・住 友(都 赤佐→播磨に合併 高知県→高知中央信

市銀行)に 合併 (40/7) 用金庫に事業譲渡

(40/4) 堺 興 業 ・堺:新 設 合 (40/11)
'

併 →堺 市(41/2)

池田→徳島に合併

(41/3)

41 吹 田 ・高槻:新 設合 筑 紫 ・太宰:新 設 合

併→ 摂 津(41/10) 併→筑紫中央信用組

合(41/7)

42 鈴鹿→四日市に合併

北伊勢(42/4)

須磨→神戸に合併

(42/9)

庶民→ 神 戸 に合 併,

朝 日(43/3)

43 東都→三井(都 荒 尾→ 玉名 に 合 併, 第一→ 福 徳 に合 併

市銀行)に 合併 有 明(44/1) (43/12)
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勧 市鮪 地 方 銀 行 相 互 銀 行 信 用 金 庫 信 用 組 合

(43/4) 東海商工→岡崎信用

金庫に合併(44/3)

●

44 明治→ 相 互 に合 併

(44/4)

小 坂→ 八尾 に 合 併,

八 光(44/4)

名 古屋→ 太 道 相互 銀

行 に合 併,中 京相 互

銀行(44/5)

武 陽→ 協立 に合 併,

西 武(44/6)

網 代→ 伊 東 に 合 併,

伊 豆(44/7)

山鹿→ 熊 本 第 一 に合

併(44/8)

広 ・阿賀 ・仁 方:新

設 合 併→ 呉中 央

(44/9)

安芸 津 ・川 尻 こ吉 名

:新 設合 併→ 芸 陽

,(44/10)

水上 ・多 紀 郡:新 設

合 併→ 中 兵庫

(44/10)

松 山→ 今治 に 合 併,

愛媛(44/10)

長 州→ 有 明に 合 併

(44/12)

東海商工→岡崎信用

金庫に合併(44/4)

京都第一→伏見信用

金庫に合併(44/4)

大島町→佐世保市に

合併(44/6)

都野津→川本信用 金

庫に合併,島 根中央

信用金庫(44/8)

中央→名古屋相互銀

行に合併(44/9)

南和 ・御所:新 設合

併→奈良県(44/9)

小竹商工→直方信用

金庫に合併

(44/10)

日の出→八千代信用

金庫に合併(45/1)

明和→河内に合併

(45/2)

渥美→豊橋信用金庫

に合併(45/2)

45

飯坂→福陽に合併

(45/7)

中賀積→滑川に合併

豊橋市民→名古屋相

互銀行に合併

(45/4)

四日市商業→北伊勢

信用金庫に合併

(45/4)
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勧 市銀行 地 方 銀 行 . 相 互 銀 行
、

信 用 金 庫 信 用 組 合

4・5 (45/7) 四El市 商 業→ 北伊 勢

オ 片上 ・牛窓:新 設 合

・

信 用金庫に合併

{i← 備前(45/10 (45/4)

予定) 喜界→奄美に合併

岩滝→ 宮 津 に合 併, (45/6)

.

北京都(45/10予 東京貯蓄→東京相互

定) 銀行に合併

新 湾 ・浪 岡:新 設合 (45/10予 定)

併→北奥羽 広島県環衛→広島相

(45/10予 定) 互銀行に合併

湯 浅 ・箕 島:合 併→ (45/10)

有 田(45秋 予 定)

46

第 一 勧銀 福岡一 正金

●

(日 本金 融年 間71年 版)

1-3銀 行業における機械化

θ 現状

銀行業界は事務機械とく'に電子計算機導入普及の先進業界で,昭 和34年 三和銀行のIB

M650型 電子計算機の導入にはじまり,現 在は都市銀行と信託銀行,長 期信用銀行の全部,

地方銀行 と相互銀行と上位信用金庫の大部分の合計258行 が446台(46年2月 末)の

電 子言+算機 導 入 してお りぽ 一4)内35行 以 上 が わ ライ ン ・シス テ ムを実 施 あ るし・は

準 備中で あ る。 業界 団体 に お い て も全銀 協,地 銀 協 東宿協,府 信協 東 海地 区信 協 相 銀

協,東 京 手形 交換 所,全 信 連 な どが共 同事務 セ ン ターを運 営 し,ま たは設 立 を計 画 また は準

備中 であ る。(表 一7)'

(ロ)適 用 業 務 　 ,

電 子計 算 機導 入 利用 の先 進 銀行 で ば二般 的な 機械 化 の 目標 で あ る,① 簿記作 業 的事務 の機

械 化に よ る省 力化 と単位 事 務 コス トの引 き下 げ,② 簿 記 会計 的 資料 の蓄積 利 用 に よ る管 理 の

科 学化,③ 経 営 の た めのOR的 情 報 利用 な どの 機械 化は ほ とん ど完 成 され て お り(図 一1)・

,最 近では,④ 顧客サービス面でのオンライン利用による全店受払いや,店 頭待時間の短縮,

正確性向上なとに実績をあげている。さらには事務の一貫連続自動処理 とプログラムのオン ・

・k・ 蜘 こよ り事纏 旬 離 的醐 労⑳ み妨 ず榊 的編 からの大幅なfヨ酬 減・・

各層 管 理 者 の管理 の科 学化 に も大 い に役 立 って い る。 ・

■

■
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表 一5金 融 機 関 シ ェア変化

'種'類
昭35年9月 末 昭45年9月 末

都 市 ・銀 行

地 方 銀 行

信 託 銀 行

長 期 信 用 銀 行

預 金 貸 金 預 金 貸 金

534%

26.6

2.8

08

49.5%

23.2

26

9.6

45.3%

255

3.1

1.4

43ユ%

22.5

24

93

全 国 銀 行 計 83.6 84.9 75.3 773

相 互 銀 行

信 用 金 庫

'
79

8.4

9.7

5.4

11.2

13.5

10.1

126

中 小 企 業 金 融機 関計 16.4 15.0 24.7 22.7

合 計 100 100 100 100

表一6銀 行電子計算機導入状況

(46年2月 末)

種 類 全 行 数 導入行 数 電子計算機 オ ン ラ イン実 施 ま た は計 画中

都 市 銀 行 (15) 15行 135台 15行

地 方 銀 行 (61) 60行 88台 28行(計 画中5行)ミ'

信 託 銀 行 (7) 7行 14台 5行(検 討中2行)

相 互 銀 行 (71) 53行 62台 12行(検 討中2行)

信 用 金 庫 (50人) 123行 147台 12金 庫(共 同 シス テム は 除 く)

特 殊 銀 行 6行

●

●

このような と とは 多 くの機 械 化 後発 銀 行 も当然 の こ とと して,先 発 銀 行 の 完成 され つ つあ る

実wa(・図 一2)を 目標 とし て効率 的に 総合 機 械化 を進 めて い るの が 銀 行 界の機 械 化 の現 状 で

あ る。

内 新 種業 務 の開 発

機 械 化 先発銀 行 の2次 的 な現 段 階 は,① 対 内 的 には 高度 の総 合 経 営情 報 シス テ ムの完 成 を

狙 い と して総 合機 械 化 の ま とめの 段 階 にあ り,② 対 外 的利用 で は複数 銀 行 間 の電 子 計算 機 の

オ ン ライ ン共 同利 用 あ る い は連 結 使用 に よ る預 金,為 替業 務 な どの提携 に よ る広 地 域 顧 客サ

ー ビスを 開始 して い る
。 ③ 電 子計 算 機 の マス処 理能 力 に よ って採 算 的 に も可 能 とな った。 公

共料 金 の 自動 引 落 し,大 企業 給料 の 自動 振 替,ク レジ ッ トカー ド,各 種消 費 ロー ンの自動 な

ど小 額 大 量の 大 衆化 業 務 の積 極 的 な拡大 が 図 られ でい る。④ 銀 行 の 電 子計 算 機 使用 の余 裕 時

間 を活 用 す るこ とに は じ ま った取 引 先企 業 の計 算 受託 サ ー ビス も資金 循環 ル ー トの 定 着確 保

三213.一



を狙 い とし て,現 在 で は 専用 電 子計 算 機 に よ り積 極 的に進 め て い る銀 行 も見 られ るよ うに な

って い る。

⇔ 銀 行業 界 団体 の機 械化

全 国銀 行 協 会(準 備 中),全 国地 方銀 行 協 会,全 国相 互銀 行 協 会(計 画 中),大 阪,東 海

(計 画中),北 陸(計 画 中)の 各地 信 用金 庫協 会に おい ては異 種 金 融機 関 グル ー プ間 の 競争

に備 え て,そ れ ぞれ の共 同 セ ンター を開設 して地 銀 グル ー プの為 替 シ ステ ム,東 信 協 府 信

協 グ ル ー プの 預金 な ど,そ れ ぞれ の金 融機 関 ご との 共 同 シス テ ム を構 成 して きたが(表 一7)

為 替 につ いて は昭 和48年 度 春 全銀 デ ー タ ・シ ステム完 成 後 は全 国銀 行,相 互 銀 行,信 用 金

庫 を含 め た業界 の統 合 シス テ ム と して 拡大 され る見 込 み であ る(図 一3)。

困 展望

以上 の よ うな電 子 計 算 機 の単 独利 用,共 同利用,連 携 利 用 に よ って 銀行 間 の サ ー ビス事 務

の均 一化 が促進 され る こ とは,一 面 で は各種 金 融機 関 の業 務 の差 異 や,規 模 の格 差 や,地 域

格 差 を縮少 す るこ とと な り,ま た,こ の よ うな実 績 と経 験 の つ み重 ね は 本来,事 務 産業,知

識 産業 であ る銀行 業 務 の 基 本機 能 の 一つ に,電 子計 算機 に よ るt'情 報 の処 理 と提 供 の開発11

の サー ビス機 能 を加 え て,い わ ゆ る情 報 産業 へ の進 出 を容 易 に す るこ とが予 測 され る。

銀 行の 情 報関連 産 業 へ の 進 出 の兆 候 と して は,ク レジ ッ ト・カー ド,リ ー ス'フ ァクタ リ

ング,デ ー タ ・プ ロセ シン グ ・サ・一 ビス,有 価 証券 報 告書 デ ー タの卸 し,小 売 サ ー ビス,経

営 相 談指 導 サ ニ ビス,矧 相 談 サ ー ドス な どが実 施 され て い る ととに品 柄 ・ ・れが進 ん

で電 子計 算機 とデ ー タ伝送 回線 と遠 隔,多 数 の 多種 類の端 末 機 をネ ッ トと した キ ャ ッシ ュ レ

ス,チ ェ ック レス,ソ サ イ テ ィー を 目指 す こ と とな るの は期 日の 問題 と見 られ てい る。

'

●
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表 一7業 界 団体 の電子 計 算 機 セ ンター計 画

全銀 デ ー タ通信 シ ステ ム(オ ン ライ ン)48年4月 予 定

地銀 デ ー タ通 信 シス テム(オ ン ライ ン)43年7月 稼 動

東 信協 信金 共 同事 業 セ ン ター(オ ン ライ ン)46年 月予定

大 阪府)46年8月 予定

東 海地 区)48年4月 予定

北 陸地 区)47年 下 期 予定

全 国信 用 金 庫連 合 会 セ ンター(オ フ)

46年5月 セ ン ター 完成

全 国信 用 組 合連 合 会(オ フ)検 討中

87行

61行

1嘉霞 迄諦 店)

30信 金

51信 金

19信 金

,

`
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銀 行 総 合 機 械 組 織 の 一 例図 一2
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2.銀 行 業 にお ける 情 報 化

2-1銀 行 業の 特 色

本来,銀 行の 業 務活 動 の すべ てが。 経 済 社 会 を相 手 と しての 事 務 を通 じ ての知 的 サ ー ビス と

経 済 信用 情報 の処 理 に終 始 して い る,い わ ば一種 の情 報 企業 と しての 本質 を もった業 種 で あ る

の で,従 来 の信 用 の授 受 と資 金 の流 通決 済 サー ビス に加 えて,金 融 的,信 用 的側 面 か らの 情報

の処理 と提 供 と開発 サ ー ビス を業務 の一 つ に 加 え て,個 人,家 計,企 業等 すべ て の取 引先 の資

金 と信用 と情報 の職業 的管 理 機 構 として,情 報企 業 へ の機能 の変 質 を遂 げ るこ との容 易性 が考

え られ る業 務 で あ る。 ・

2-2大 衆 化

経 済成 長 に と もな う個 人所 得 の増大 は金融 市 場 にお け る資金 の 調達 と運用 両 面 に おけ る大 衆

層 の比重 の増大 を意 味 し,コ ンビ。ユ タ リゼ ー シ ョ ンによ る銀 行事 務 の マス処 理能 力 向上 とあ わ

せ て将 来 め銀行 の営 業 基盤 と しての 魅力 を増 して い る分野 で あ る。

資金 調達 市場 として の 大 衆層 の魅 力 を全 国勤 労者 世 帯 の実 収 入 を総 理 府統 計 局 「家 計調 査」

に み る と,低 所 得層 の上 昇 が 大 き く大 衆所 得 平準 化 の傾 向 を示 して お り,最 近 の新 規採 用者 の

初 任給 上 昇 の傾 向 は さらに これ を促進 してい る もの と考 え られ る。 個 人預 金 の 魅力 は普 通銀 行

の総預 金 に 占 め る個 人預 金 は(経 済 統 計 月報)45年9月 末 の全 国銀 行 総 預 金,39兆2,560

億 円 の うち,個 人預 金14兆5,976億 円 と預金 残i高に大 きな比 率 を占 め てい るこ と,ま た郵

便 貯 金 が昭 和45年 度 中 に1兆4千 億 増 加 して46年3月 に は7兆7千 億(含 振 替貯金)と 大

きな 伸 び をして い る こ とに も窺 え る。

最 近5か 年 間 の各 種金 融機 関 の 業務 政 策 も,給 料 自動 振 込,セ ッ ト預金,交 通 傷害 定期,預

金 オ ンライ ン,公 共 料金 自動 引 落 し,徳 用 定期 な ど大 衆層 浸 透 を策 してい る もの が 圧 倒 的に 多

い。(表 一2)

.資金運用の面において も消費者金融は41年3月 の全国銀行相互銀行の総貸出に占める比率

が 件 数9.'6%(286千 件)金 額0、35%(858億 円)か ら 昭 和44年9月,件 数35.7%

'(1
,925千 件)・ 傘 額IL .48%(5・958億 円)と 急速 に増 加 して お り(表 一8)・ この消

費 者金 融 は電 子 計算 機 に よ る大量 処理 方式 の整 備 とス コア リン グ,ク レ ジ ッ ト シ ス テム の よ

うな貸 出 諾否 の 迅速 な決 定 制 度 を前 提 とすれ ば,高 利 回 りで金 利 変 動 の少 ない 危険 性 の確 率 の

安 定 した有 利 な貸 出 業務 であ るの で・ 今後 の預貸 金 利鞘 縮少 傾 向 に対処 す るた め の有利 な運用

施策 の 一つ と して伸長 を要 す る業 務 と考 え られ て い る。

アメリカの商業銀行にお㌧∫も消費者貸付を預金残高の20%ま でに増大させ ることを真剣

に 考 慮 す べ き で あ る と い う こ とが 示 唆 さ れ て き た 。(1)

((1)BoushallProieadings;ThiateenthNationalCredit

Conference10.72-74)
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表 一8消 費 者 金 融 の 推 移 .
ハ

(全 国銀行,相 互銀行) (鞄 當 瀦)

総 貸 出 消 費 者 金 融 消費者金融の総貸出に占
める比率

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

41年3月 末 2,986.3 245,052 286.4 858 9.6 035

9月 末 3,191.0 261,180 369.5 1,158 11.6 0.44

42年3月 末 3,399.1 282β99 452.2 1,502 13.3 α53

9月 末 3,629.6 304047 576.7 2,020 15.9 0.66

43年3月 末 3.8735 325,373 746.1 2,619 19.3 0.81

9月 末 4.23α5 343,648 997.3 3,480 236 1.01

44年3月 末 4,639.2 371,081 1,364.9 4,470 29.4 1.20

9月 末 5,398.8 401,361 1,925.3 5,958 357 1.48

n金 融tl1971年3月

2-3企 業 金融 と情 報化

一般 産業界 の再 編成
,構 造 改 善 に加 う るに 情 報化 の進 展 は,と りもな お さず銀 行 の 営業 基盤

の 変化 を意 味 す る もの で あ る。 産業 界 の 資金 需要 の量 と質 とその 調達 の 方法 の 変化,資 金 管 理

技 術の 向上,資 金 コ ス ト意識 の 徹 底,さ らに は銀 行 に対 す るサ ー ビスの 種類 と内容 の要請 に 変

化 の と もな うこ とは当然 で あ り,金 融機 関 として は,そ の 基 本機 能 であ る資 金 の調 達,運 用,

流通 諸 機能 の大 型 化,小 口 大量 化,広 域化 あ るい は機 械化 推進 な どに よ る効 率 化 を推 進 して金

融市 場 の要 請 の 変化 に 迅速 に対 応 してゆ く必 要 が益 々強 くな る もの と考 え られ る。

この よ うな 外 的環 境 の 変化 の一 つ で あ る産 業 資金 需要 の大型 化,長 期 化 の傾 向 に応 え る普 通

銀 行の 対策 として は,合 併,転 換 に よ る銀行 自体 の大型 化 施 策や 業務 提 携 と くに 電子 計 算機 の

共 同 利用,連 繋 利用 に よ る合併 に よ らざる預金 為 替,営 業 基盤 の拡大 策 が あ る。 中長 期 金 融機

能 拡充 の た めの 間接 的 方 策 と して は リー ス業務,タ ーム ロー ンや フ ァク タ リング業務 な ど周 辺

業 務へ の進 出 も考 え られ てお り,こ の た め安定 資 金調達 の有 力施 策 の一 つ と しての大 衆 預金 獲

得 が あ る こ とは 前項 で 述 べ た とお りで あ る。

また,取 引 先企 業 の大 型 化,複 雑 化 に と もな って生 ず る大 量 事務 の処 理 とくに 給料 計 算,社

内預金,販 売代 金 回収,買 掛 代金 の 支 払代 行 な ど定型 繰返 し的事 務 の代 行 サ ー ビスを行 な うこ

とを もって取 引 先企 業 の生 産,サ ー ビス な どに 関連 す るい わゆ る系列 企 業 グル ー プ内の 資金 循

環 経路 の把 握 と固定 化 ・効 率化 に資 す る ことが試行 段 階 で は あ るが,都 市 銀 行 の電 子計 算 機 に

よ る関係 会社 へ の 受託 計 算 サ ー ビスに 見 られ るよ うに な ってい る。

一2
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3.情 報産業 としての銀行業 の可能性 と限界

銀行 は財政経 済 情 報,産 業経 済情 報,企 業 信用 情 報の 蓄積 利 用 を も って業 として来 た とい って

も過言 で な い業種 で あ り,こ れ に電 子 計算 機 導 入利 用 の先進 業 界 と して の経 験 に加 え て,さ らに

数多 い業種 の,多 数 の 取引 先 の 事務 処 理受 託 計 算 サ ー ビス に よ って計 画的 に ダイ ナ ミ ックな デー

タを更新利 用 す る ことが 出来 る よ うに なれ ば,金 融経 済 情 報 の処 理 サ ー ビス,提 供 サ ー ビス,新

しい情 報 利用 方 法 の開 発 サ ー ビス の いわ ゆ る情 報産 業 の 分野 へ の進 出 の容 易 な 業 界 で あ る。

然 しな が ら,銀 行 業 は法 制的,行 政的 に制 約 の多 い,公 共 的産 業 で あ るの は,本 来 の基 本 機能

を大 き く超 えて直接 情 報 の 処理,提 供 開発 の サ ー ビスを業 務 に加 える こ とに よ り企 業 の成 長 の具

と し,収 益 の根 源 とす る こ とは問 題 が多 い と考 え られ る。

そ こで,将 来 の 魅力 産 業 と考 え られ る情 報 産業 へ の参 加の 足 が か りの 一 つ と して は最近 の都市

銀行 中 心 の情 報 シン ジケ ー トづ く りや(表 一9),海 洋 開発,宇 宙 開 発,市 街 地 再開 発 な ど情 報

時代 の シス テ ム産業 に対 す る資金 と人 員 の投 資 参加 が 見 られ る(※1)。 ま た,情 報 時代 の金 融 関

連 業務 へ の進 出 と して は アメ リカ の銀 行 に も見 られ るよ うな ク レジ ッ ト ・カー ド,リ ー ス'フ ァ

クタ リング,コ ンサ ルテ ィ ング,コ ン ピ ュー タ ・サー ビス,モ ーゲ ー ジ ・バ ン ク,旅 行 代 理 サ ー

ビス,不 動 産住 宅金 融,中 小 企 業 投資 な ど多 様な別 会 社へ の 参加 な どが あげ られ る。

この よ うな ことは将来 の キ ャ ッシ ュ レス,チ ェ ック レス時 代 に銀 行 が知 識 産 業,情 報 産業 へ の

中核 とな るため の基盤 づ くり として 欠 くべ か らざ る経 験 的,準 備段 階 の布 石 として の模 索 であ る

と考 え られ るの が現状 で あ る。

表 一9都 市銀 行 を中 心 と した情 報 シン ジケ ー トの倒

富士 銀行 グル ー プ

三 菱銀 行 グル ー プ

東 海 銀行 グル ー プ

大 和 銀行 グ ルー プ

三和銀 行 グ ル ー プ

芙 蓉 情 報 セ ンター

三菱 総 合研 究所 』

セ ン トラル ズ シ ステム

総合 システ ム研 究所 ・・

東 洋経 営 情 報研 修所 所

(53社)

(27社)

(13社)

・(、6社)

(み ど り会 中 心)
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は じ め に

●

戦 後'
.証 券 取引 制 度 の 改革 に よ り,わ が 国の 証券 市場 は,そ の 性格 を一 変 す る と ころ とな っ た。

すな わ ち,戦 前 の 証 券 市場 は,い わ ゆ る精算 取 引 を中 心 とす る投 機的要 素 の強 い もの であ ったが,

戦 後,証 券 取引 所 の 再 開 に際 して,清 算 取引 を廃 止 し,実 物 取 引 の市場 と してス ター トす る こと

にな った。 ま た戦 後,財 閥の解 体 に伴 う株式 の 大量 放 出 が あ り,証 券界 は,い わ ゆ る証 券民 主化

運動 を全 国 的 に展 開 し た結 果,株 式が 広 く一 般大 衆 に 分散 され る ど ころ とな った。

一方
,企 業 は,高 度 経 済成 長 の担 い手 として,慢 性的 資 金 不足 の状態 に あ り,証 券 市場 を通 ず

る資金 調達 は漸 次 その ウエ イ トを高 めて い っ た。 しか し,過 度 の増 資 は,証 券 市場 に 歪 み を もた

らし,い わ ゆ る証券 恐 慌 とい われ る事 態 を生 じた こ とは,記 憶 に あた らしい と ころで あ る。 そ れ

は,わ が 国経 済 の 高度 成 長 の歪 み の ひ とっの あ らわ れ であ るが,証 券 市場 の構造 的,制 度 的 な欠

陥が あ った こと もま た否 定 で きな い事 実 であ る。 その 後,証 券 会 社 の免許 制 移行,投 資信 託 制度

の改 正,取 引 仕 法 の改 正 な ど一連 の措 置 を通 じて,整 備,改 善 が 図 られ,今 日,そ の 基礎 の上 に

立 った証券 市場 の 円滑 な 機能 の発 揮 が期 待 され てい る。 特 に経 済 の国際化,資 本 の 自 由化 と企 業

体 質 強 化 の要 請 の増 大 な どを背景 に証券 市場 の重 要 性は 近年 とみ に高 ま ってい る。
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1.証 券 業 の環境 ・基 盤 の変 化

1-1所 得 の向 上 と平準 化(資 金供 給 サ イ ド)

経 済 の発 展に と もな い,国 民 の 所得 の向 上,平 準 化 は 著 しい ものが あ る。 す な わ ち,資 本

市場振 興 財 団 な らびに証券 業協 会 の 調査 に よれ ば,調 査 対 象約20,000世 帯 の うち,年 収100

万 円未満 の層 は,昭 和36年 の調 査 で は,97%で あ っ たが,昭 和45年 の調査 で は,49.3

%と な り,年 収100万 円以上 の層 が,こ の間3%か ら46.6%と な っ てい る。 又,1世 帯 あ

た りの 平均 所得 額 は44万3千 円 か ら,109万6千 円 と上 昇 してお り,所 得 の 向上,平 準 化

現 象 が 著 しい(「 証券 貯 蓄 の 調査 リff－ ト」:昭 和36年 証券 業 協会,昭 和45年 資 本市場

一振 興財 団)。

この よ うな所得 の 向上,平 準 化 は,投 資 層 の拡 大,証 券 の大 衆化 の一 因 と な って い る。

1-2企 業 の資金 需要

昭 和36年 以 降,高 度 成 長 の担 い 手 で あ る企 業 の強 い 設 備投 資 意欲 か ら,増 資 ブ ームが 続

い た が,株 式 の供給 過 剰 が,株 式 市 場 の極 度 の不振 を もた らし,昭 和40年 に は,増 資 の全面

的 ス トップ とい う異 常 な事 態 を ま き起 す に至 った。 その 後,市 場 の 恢復 と と もに,増 資 も漸 増

し,昭 和45に は5,742億 円 の増 資 が 行 な われ るまで に な った。

しか し,企 業 の 自己資 本 比 率 は,昭 和43年 度 で16.9%,そ の うち,株 式 資 本 は8.7%

と著 し く低 下 してお り,企 業 の 長期 安定 資 金需 要 は,非 常 に昂 ま って い る。

多

義一1企 業自己資本比率

年 度
他 人 資 本 自 己 資 本

借入金 社 債 資本金 剰余金 計

昭34 76.2 30.1 2.2 10.9 12.9 23.8

昭43 83.1 313 2.1 8.7 8.2 16.9

(参 考)他 人 資本

米 国(43年 度)43.4

'西 独(
42年 度)58.9

英 国(〃)56.0

1-3証 券市 場 の国 際化(資 金 需 給 の新 しい要 因)

(イ)外 人投 資の 増大

産 業 の 国際化 と と もに,資 本 取 引 の 自由 化 も,

自己 資 本

56.5

41.1

44.0

急速 に進 展 し,外 人(非 居 住 者)に よ る株式

取得 の 枠が,漸 次 拡 大 され た。 そ の結 果,昭 和35年2,196万 ドルで あった 外人 の 株式 取得

は,昭 和45年 には,13億9,685万 ドル(い ず れ も市場 経 由,認 可 ベース)と 急激 な増加 を

示 してい る。 この ため,外 人 持 株 比率 は,昭 和35年1.34%か ら,昭 和44年3、3%と 昂 ま

●
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っ た。外 人持 株比 率 は現 在25%未 満 に 制 限 され てい るが,国 際 的に 知名 度 の 高 い会 社 は,そ

の 枠 を超 えて お り(発 行 会 社 の要 請 が あ れ ば認 め る),例 えば ソニ ーで は33%に も達 してい

る。

現 在,外 人 の売買 高 は,東 証総 売 買 高 の3～4%に 過 ぎな い とはい え,大 量 集 中投 資P.E.

R尺 度 に よ る投 資態 度 等,わ が 国株 式 市場 に大 きな影響 を与 えて い る。

(ロ)外 資の 導入,外 国 証券 の 購入

市 場 の 国際化 は,ま た,企 業 資金 の調 達 面 で も,大 きな影 響 を与 えた。 す なわ ち,昭 和36

年 の ソニ 一-ADRの 発 行 を キ ッカケ と して,海 外 に 資金 を求 め るケ ー スが 増加 し,1970年

に は200億 円の 外貨 建 証券 の 発行 を見 るに至 った。

一 方
,投 資信 託,生,損 保 険 等 の機 関 投 資家 には,1億 ドル の枠 内で,ニ ュー ヨー ク等8市

場 の 上 場証 券 取得 が認 め られ,個 人 の 外貨 証券 取 得 も近 く認 め られ る と云 わ れ てい る。

内 企 業 の意識 変化

資 本 市場 の 国際化 の進 展 と,外 人投 資 の増 加 は,企 業 の株 主 構成 に対 す る意識 の変化 を もた

ら した。 す なわ ち,経 営 基盤 の安 定化 を図 るた め,い わ ゆ る安 定株 主対 策 と呼 ばれ る動 きが,

一 部の企 業 に 昂 ま
っ てい る。

個人投 資 家 が,証 券 不 況 の影 響 もあ って,必 らず し も増加 して いな い のに対 し,法 人 の持 株

比率 が 高 くな ってい る ことは,こ の 動 きを裏 付 ける もの と考 え られ る。

表一2法 人持株比率の上昇

昭和35年 昭和44年

法 人 持 株 4α89% 52.70%

個 人 持 株 46.32% 41.30%

(法 人持株一金融機関及び国内法人合計持株)

1-4量 的拡 大 と事 務処 理 の 機械 化

α)量 的 拡大

上 記 の よ うな環 境,、基 盤 を背 景 と して,こ こ10年 間の 証券 の発 行,流 通量 は,次 の表 に 掲

げ るとお り,著 しい増 加 を示 した。

⑰ 事 務処 理 の機 械 化

下 記 の よ うな業 務 の量 的 な拡 大 は,事 務 処 理 の機 械化 な くして は不 可能 で あ る。 特 に,証 券

業 務 は,売 買約 定 か ら,株 券 の受 渡 しに い た るま で,か な り煩 雑 な事 務処 理 が必 要 であ る。 そ

の た め,昭 和26年 頃 か ら,事 務 処理 の機 械化,合 理化 に 着手,29年 に は大型 コ ン ビ。ユー タ

の導 入 に よ り漸 次 機 械化 が 軌道 に の りは じめ た。

今 日で は,一 部の証 券 会 社 は オ ン ライ ンシ ス テムを採 用 してい る。

そ の結果,昭 和28年 に は,わ ずか2,200万 株 の売 買高 の整 理 のた め,立 会 い を休 止 す る
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量3一表

. 昭和35年 昭和45年

株 式 発 行 高 .3,573 5,980

公 社 債 発 行 高 乳524 39,176

[き劉 rgo]鴎
投 資 信 託 残 存 額 6P42 6,927

東 証 出 来 高 272 427

同 上 一 日 平 均 0.9 14

●

こ と もあ ったの に対 し,今 日で は,数 値 株 の売 買 高 で も,受 渡 しに支 障 を生 じない状 況 に な っ

て い る。

1-5証 券 業 経 営 の体 制

昭和43年4月 に,証 券業 は登 録制 か ら免 許 制 に な った。 これ は,証 券 の大 衆化 に対応 して,

証券 業 の体質 強化 を通 じて,投 資 家 保護 の強 化 を 図 る こ とを主 た る目的 としてい る。 この切 替

に際 して,証 券 会 社 数 は激 減,昭 和35年 末553社 か ら,昭 和45年 末271社 とな った。

同時 に 営業 所 数 が2,530か ら1,851と 減少 して い る。 役 職員 数 は,所 謂歩合 外務 員 を含 め

て わず か なが ら増加 し,45年 末約67,600名,そ の う ち,約30,000人 が登 録外 務 員数 とな

って い る。 昭 和35年 末 の 外務 員 数 は約20,000名 と推 定 され てい るの で,こ の間10,000名

の増加 に と どま ってい る。 ・

■
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2.環 境変化への対応 と機能の変化

2-1証 券 の 大 衆化(大 衆 化 の ため の 商品 開発 と シス テム開 発)

戦 後,証 券 民 主 化運 動 に よ って,株 式 が 広 く一般 大 衆 に普 及 す るこ と とな った ことは上 記 の

とお りであ る。 す な わ ち,個 人 株 主数 は,昭 和20年167万 名 か ら,昭 和25年 に は,450

万 名 に 急増 した。 その 後20年 経過 し た現 在約1
,600万 名 で あ るか ら,当 時 の急増 ぶ りが 如

何 に 大 きいか が理 解 で きよ う。

しか し,株 式 につ い ては,価 格 変動 が比 較的 大 き く,投 資 情 報 の提 供 は,ど うして も,マ ン

ツ ー マ ンの繍 に よ らざるを 願 い・ その た め
,営 業 体 制(営 業網,セ ー ル ス マ ン数)の 制約

が あ り,充 分 な顧 客管 理,情 報提供 が 困 難 であ る。

一 方
'証 券 知識 の普 及 と,急 速 な所 得 の 向上 か ら,漸 次,証 券 選 好 も高 ま り,こ れ に対応 す

るた めに は・ 価格 変 動 が 比較 的 モ ダ,レー トで,有 利 性 を失 な わ な い もの,大 衆商 品 として 画_

性 のあ る もの が要 請 された珊 和26年 に発 足 した投 資 信 託 は
,か か る背 景 の もとに成 長 した。

さ らに・ 証券 知 識 が 普及 す ると と もに
,証 券 は投資 で あ るとい うよ り,預 金 と同様 貯蓄 で あ

る とい う思想 が 高 ま り・ 昭 和36年 に は
,そ の よ うな要請 を充 たす もの と して,社 債 投資 信託

が発 足,今 日す で に6 ,000億 円 の額 に達 してい る。

この よ うな 証券 一貯 蓄思 想 の普及 は,一 方 で,貯 蓄 を容 易 な ら しめ る手 段 の提 供 が 必要 であ

り・ 昭 和30年 頃か ら,大 手 証券 会 社 で は,集 金 人 の制 度 を 設 け る と と もに,契 約型 の証券 貯

蓄(定 期 に 資金 を積 立 て る一累 積 投 資)の 拡大 に努 め た。

証 券 貯 蓄 の拡 大 は・ ま た,事 務 処 理の 機 械化 な くしては不 可能 で あ り
,大 量 の 事務 を画一 的

に処 理 す るこ とに よ り,は じめて 充 分 なサ ー ビス の提 供 をす る こ とが で きる
。 昭 和30年 代 の

事 務 機 械化 が,こ の よ うな証 券 貯 蓄 の普 及
,拡 大 を支 えて い っ た。

今 日・証 券 貯 蓄型 の 商 品,シ ス テ ム と して例 を あげ れ ば,次 の よ うな もの が あ る。

国 際貯 蓄 券 面 は5万 円 で あ るが,1万 円 か ら投 資 で き る。

MIPけ い そ く投 資専 用 の投 資 信 託 シス テム

社 債 投 信

バ ン クサ ー ビス … … ∵銀 行 との提 携 に よ り
,け い そ く投 資 積立 金 を簡 易 に送金 で きる システ

ム

メ ール サ ー ビス ・… ・… 郵 便 局 の窓 口を通 ず る
,簡 易送 金 シス テム

な お,従 業 員 の福 祉 と同時 に,企 業 の株 式 の 安定 とい う時 代 の 要 請 を かね そ な えた
,新 従 業

員 持株 制度 が,昭 和42年 に発 足 し,急 速 な成 長 を遂 げ て い る。 これ1む 従 業員 が1口1
,000

円単 位 の 少 額資 金 を天引 貯 蓄 し,自 社株 に投 資 す る シス テ ムで あ るが,現 在 では,証 券 会 社 の

ほ か,信 託 銀 行 もこれ を取 扱 うと ころ とな って い る。

2-2資 金 調 達 の多 様 化 とア ン ダー ライ テ ィン グ機能 の強 化

(f)資 金調 達 の多 様 化
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証 券 の大 衆 化 に よ る,醗 楊 の拡 大 は,詮 調 達能 力 磁 発 す る もので あ ・て・ 証券 会 社

の 機能 も,資 金 調達 面 で の ウエ イ トを漸 次 高 め つつ あ る。

わ が 国証券 市 場 は,伝 統 的・こ株式,社 債 とい う証 券 型 態 を中核 として来 た が・ 昭 和40年 代

に入 。て,転 換 社 債 に よ る資鍋 達 が あ らナ・に登 場,急 速 な増 加 を示 しつろ あ る・ これ は・ 欧

米 諸 国で は,す で に,か な 憎 及 して い ナ・証券 型 態 で あ るが'・ れ ま でゆ が国 で{ま時 価 轍

社 債 の発 行 の事 例 は なか った。

ま た株 式 に よ る資繍 猷 つ い て も,従 来 わ が国 の 臨 的妨 法で あ る株 主 割 当額 醐 資

か ら,漸 次,時 価発 行 の方 法 が採 り入 れ られ るに至 っ た。

_方
,社 債 は,従 来,銀 行 靴 榊 心 とな 。て お り,鮒 咳 型 と も称 され るほ どで あ ・た

が溌 行 条件 と,流 飾 格 との赫 離 力轍 小 さ くな るにつ れ て調 硝 化 力ζ急速 端 太 し・

漸 く,市 場 本 来 の実 態 をそ な えつ あ る。

⑪ ア ンダー ラ イテ ィン グ機 能 につ い て

これ まで わが 国で は,株 式 市場 は,流 通 市 場 が あ って発 行市 場 が ない と極論 され てい た。

それ は,い わゆ る額 面 割 当増 資 で は,株 主が 払 込 を しな い ・ とはパ きな 損失 ・こな り・ 市 場

の実 勢如 何 に かか わ らず,増 艶 行 な う ・とカ・で きる髄 で あ る・(例 えば時 価300円 の も

の を50円 で 割 当 て る)そ れ が ま た 資金 ・ス ト編 め る咽 で もあ り・ 株 式msが 限界 資金 市

場 と して利用 され る所 以 で も もあ った。

この よ うな割 当が 行 なわ れ るか ぎ り,証 券 会 社 は,増 資に っい て 何等 か の 関与 を す る ことは

不 可能 で あ り,そ れが 畝 し ば しば 人為 的 湖 資 醜 とい 朔 象 と もな ・て あ らわ れ た・ い

わば 証券 会 社不 在 の発 行 市場 で あ っ た。

しか し,時 価発 行 で は溌 行価 格 が 殆 ん ど時 価 に近 く,飴 ・ス トが 低 減 す るとい う企 業 の

メ,。 トが 大 きい と同齢,揚 力・そ れ 破 け入 れ る麟 硫 分 把握 しな けれ ば増 資 が 不可 能

で あ 。て,そ こに本 来 の証券 会社 の機能 が生 れ るわ けで あ る・ また品 時 に・ 市 場 の価 格 機 能

を通 じて,齢 雛 のパ イプ が罐 され る と・・う市場 本 来 の機能 を 回復 す る所 以で もあ る・

しナ,が。て,時 価発 行 の醐 と と もに,証 券 会社 の 役割 は い よい よ大 きな もの とな ・て来 て

い る。

内 新 規 公 開業務

企 業 の成 長溌 展 と と もに,よ り大 きな 註 を 必要 とす る ・ とは 云 うまで もない が・ その た

めに は,市 場 の完 備 した取引 所 へ の上 場 が 嵯 に な る.又,業 廓 よ ・てSま・ 場 が そ の会 甚

の製 品 のPRに 効 果 醗 揮 す る等 企 業 の発 展 と上 場 とは切 り離 せ な い問題 であ る・ わが 国経

済 の急速 な発 展 に支 え られ て新 規 公 開業務 も急 速 に拡 大 しつ つ あ る。

⇔ 国際 資 本市場 にお け る資金 調 達

資 金 調達 は,そ の量,コ ス ト等 の 条件 に ょ って,国 内 のみ な らず,海 外 か ら も導 入 を促 した。

証券 市 場 の 国際化 は,必 然 的に 証券 会社 の 業務 を海外 に 拡げ てい くこ とに な る。 昭和36年g

ソニ ーADRの 発 行 を キ ・ソカ ケ に,海 外 資金 の導 入 が 急速 に増 加 した ことは 上述 したが,そ れ
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だ けに,海 外資 本 市場 の動 向 に 精通 しなけ れ ばな らない ことはい うまで もない。 同時 に,企 業

の資 金調 達 に つい て適 切 な コ ンサ ル タ ン トとし て,ま たア ンダー ライ ター として 活動 す るため

に,単 に 国内 市場 の みな らず,海 外 の 市 場 を 含 め た広い 視野 か らの ア ドバ イス をで き る能 力 を

備 え る ことが 必要 とな ってい る。

●

'
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3.産 業 活 動 の 国 際 化 と 証 券 業

海外 資 金 調達 に つ い ては 上述 したが,産 業活 動 の 国際 化 と と もに,証 券 業務 も,国 際 資本 市場

に拡 が って い る。

今 日,わ が 国企 業 は,世 界 企業 と呼 ぶに ふ さわ しい もの も多 く,海 外 に 現地 合弁 会社 を設立 し

てい る事例 も多 い。

これ らの動 向 に対 応 して,国 際合 同銀 行,国 際 投資 銀行 等 の 設立 が 図 られ,現 地 企業 の フ ァイ

ナ ンス に 多国 籍的 な活動 を予 定 してい る。

云 うまで もな く,国 内 で は,外 国 部門 の組 織 の 拡大,充 実 が 急速 に図 られて お り,ま た海外 店'

舗網 も整 備充 実 され た。

●

■
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4.証 券 経 営 体 質、 体 制 の変 化

、

上 記 のよ うな,証 券 業 の機 能,体 質 の変 化 を最 近10年 間 の損 益 か ら見 てみ れ ば,凡 そ次 の と

お りであ る。

44年9周 期 の手 数料 収入 は23億 円で,経 常 支 出 を充 分賄 うに至 って お り,手 数料 収 入 に よ

る安 定経 営 に移 行 してい る。

手数料 収 入 の 内訳 では,委 託 手数料 が 大 半 を占 め て い るが,一 方 ,引 受募 集 手数料 の着 実 な増

加 が 見 られ るこ とは,引 受業 務 の充 実 を物 語 る もの と云 うことが で き る。

また・業容の拡大とともに・縫 の多角化が促進 され,研 究所の独立(野 村総合研究所),電

子 計算 機 部 門 の独 立 会社 化 な どの措 置 が と られ てい る。

特 に,市 場 の 国際化 に 関連 して,海 外 の業者 との提携 によ る海外 情報 の入 手 をは じめ,国 内株

式 に関 す る海 外 業 者へ の情報提 供 な ど,巾 広 い活 動 が 必要 で あ り
,情 報 活動 は,い よい よ複 雑多

岐 な もの に な って い る。

'
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表一4最 近10営 業年度における全国証券会社損益

(単 位:億 円)

昭35.9 36.9 37.9 38.9 39.9 40.9 41.9 42.9 43.9 44.9

a手 数 料 収 入 929 1,353 1,355 1,542 1,057 1,018 1β50 1,265 1,900 2,378

(委 託手数料) 728 960 874 1ρ06 582 594 943 793 1,402 1,766

b販 売 費 275 366 402 446 316 279 398 282 358 469

c－ 般 管 理 費 482 740 806 954 861 742 730 854 1,005 1β57

d差 引(a-b-c) 172 247

、

147 142 △120 △3 222 129 537 552

e金 融 収 支 △50 △131 △177 △163 △124 △46 80 36 53 157

f経 常 収 支(d+e) 122 116 △30 △21 △244 △49 302 165 590 709

(経常収支率)% (113) (114) (98) (99) (86) (97) (121) (114) (143) (131)

9有 価 証 券 損 益 167 143 136 △58 △105 △54 89 △60 78 155

hそ の 他 収 支 △46 △9 15 105 85 △9 △107 2 △131 △181

i法 人 税 額 106 105 67 36 8 5 76 44 251 271
`

・ぞ,+豊+担 、警 137 145 54 △10 △272 △117 208 63 286 412



/

柏
o。

o。
ー

表一5手 数 料 収 入 の 推 移

手 数 量 うち委託手
b

うち引 受
C

役 職 員 株式売買高 1株 当委託

年 度 収 入 数 量 一 募集手数料 一 1人 当 り 中委託売買

ω (b)
a (c)

a
手 数 高 割 合 手 数 料

百 万 円. 百万円 % 百万円 % 千円 % 円

昭35.9 92,932 72,772 78.3 8,378 9.0 1,636 474 1.78

36.9 135β48 95,990" 709 1C759 124 1,585' 48.1 1.76

37.9 135,498 87,434 645 1⑤67i 12.3 1,393 52.5 1.66

3&9 154,234 100,642 65.3 25437 16.5 1,552 49.7 1!19

39.9 105,724 58,152 55.0 23,882 22.6 1,227 49.8 1.31

40.9 101,838 59,422 5&3 20,567 20.2 1,509 54.8 L22

41.9 134983 94,296 69.9 21,062 15.6 2,343 58.5 1.46

42.9 126,482 7乳318層 627 28,213 223 1,993

r

59.9 146

43.9 190,037 140,179 73.6 31095 16.4 a177 66.1 177

44.9 237846 176β33 743 37218
、

15.6 3,289 65.1 208



5.証 券業 の これ か ら の 課題

5-1資 金 調達 に果 す 役 割 とデ ィス クロー ジ ャー

企業 の成 長,産 業 の国 際 化 と と もに,長 期 安 定資 金需 要 は い よい よ大 き くな ってい る。 一 方

そ れ らの資 金需 要 を充 す ため に は,証 券 市場 の拡大 を図 らね ば な らな い。 そ の ため には,よ り

一層 の大 衆 化が 要 請 さ れ る と同時 に
,投 資家 保 護 の要請 が 高 ま って く る。 そ の意 味 で証券 の価

値 を裏付 け るデ ィスク ロ ー ジ ャーの徹 底 が ま す ます重要 な もの とな って くる と思 わ れ る。 今回

の証 取 法の 改正 に よ り,発 行者,引 受 会 社等 の責任 が強 化 され る と ころ とな ったが,こ れ か ら

の 課題 として連 結 財務 諸 表 の作 成 公開 が 当然 話 題 とな るで あ ろ う。 米 国 では,す で に連 結財 務

諸表 の 作成 が 義務 づ け られ て お り,国 際 化 とい う観 点 か ら も,そ の 必要 性 が高 ま って こ よ う。

5-2情 報 の 公開 と イ ンサ イ ダー トレー デ ィ ング

情報 の公 開 は,一 方 で,情 報 の価 値 を失 な わせ る。万 人に 共通 の情 報 はす で に情 報 として の

価 値 を失 なわせ る もの で あ る。 逆に,会 社 経 営者 そ の他 関 係 者 が 職務 上知 り得 た情 報 こそ価値

が あ る。 しか し,そ れ らの者 が そ の内 部情 報 を通 じて私利 を図 る ことは,投 資家 保 護 の観 点 か

ら問題 が 大 きい。 これ が,い わゆ るイ ンサ イダ ー トレーデ ィング の問題 で あ って ど う調整 す る

かが今 後 の証券 行 政 上 の 大 きな課題 の ひ とつ であ る。

5-3情 報 の価 値 と調 査 ・マ ー ケ ッ ト指 向型 営業 の重要 性

い わ ゆ る投 資 情報 の原 点 で あ る企業 情 報 は,原 則 として 公開 され た情 報 で あ る。 その 意味 で,

上 述 の とお り,そ の ま まで は情 報 と し ての価 値 が少 な い。 そ こで,情 報 と して の価 値 を 高 め

るこ とは,

第1に,企 業 の情況 を適 確 に把 握 して,こ れ を迅 速 に 伝達 す る こと。

第2に,証 券 市場 の 動 向,経 済環 境 等 にっ い ての情 報 を組 み 合 わせ た,情 報 の 分析,加 工 の

技 術が 重要 であ る。

そ の意 味 で調 査部 門 の充 実 は,ま す ま す欠 かせ な い もの とな って い る。

第3に,投 資家 のニ ー ズ を適確 に把 握 し,そ れ にふ さわ・しい商 品,ポ ー トフtリ オを提供 す る

ことが要 請 され る。

5-4大 衆 化 の方 向 と株 式 事 務 の変 革

証 券 の大 衆化 の方 向 が い よい よ加速 化 す る ことは云 うまで もな い。 ところで証 券,特 に 株式

に つ いて は,名 義書 換 を は じめ とす る一連 の事務 が付 随 して お り,そ の た めの 機 関 として名義

書換 代 理 人制 度 が設 け られ てい る。 しか し,今 日,事 務 の 急激 な 増加 は,遠 か らず名 義書 換 代

理 人 業務 が 限度 に 来 る もの と予想 され てい る。 そ の ため,株 券 の カー ド化 に よ る事務 処理 の合

理 化 が叫 ば れ てい るが,将 来 の 問題 として は,株 券 振 替決 済 制度(株 券 の 受 渡 しを行 なわ ず,

口座 に よ る振 替決 済)の 採用 が検 討 され る必要 が あろ う。

5-5企 業 金 融 の多 様 化

国 際化 の進 展に つ い ては す でにふ れ たが,最 近 の資 本取 引 の 自由化 は,そ の速度 を増 しつ つ
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あ る。 す なわ ち,機 関投 資家 の みな らず 個ノ、の海 外証 券 投 資 を も認 め るこ とが 検 討 され て お り,

一方
,国 内で,海 外 の機関 の ため の資金 調達 を行 な うまで に至 ってい る(例,ア ジア開銀 債)。

こ の よ うな,国 の内外 の枠 が はず れ,一 方,国 内 の 金融事 情 の推移 か ら見 て,永 い間 の 問題

点 で あ った起 債 条件 の弾 力化 も近 づ きつ つ あ る と思 わ れ る。 ・

また,株 式 の時価 発 行 は今 後 ます ます定 着化 の方 向 を辿 り,企 業 の 資金 調 達 は,い よ い よ多

様化 の道 を進 め るであ ろ う。

5-6コ ンサ ル タ ン トとして の業 務 の 拡大

先般 の証券 取 引 法 の改正 に よ り,い わ ゆ るデー ク ォーバ ー ビ ッド(株 式 の公開 買付 制 度)の

規定 が 設 け られれ。 制 定 の キ ッカ ケは,海 外 企業 に よ る国 内企 業 の買 収 を 想定 し,そ の ル ール

化 を図 った もので あ るが,今 後 そ うい う動 きを察 知 して の企 業 防衛 に対 す る コンサ ル タ ン ト,

国 内企 業 同志 の合 併,買 収相 談 な ど,巾 広 い コ ンサ ル タ ン ト活 動 が要 請 され るであ ろ う。

特 に,広 い範 囲 の企 業 情報 を有す る証券 会 社 は,同 業 は もとよ り,異 種 企 業 間 の合 併 。提携

な ど,時 代 の要 請 に応 じた情 報 の提 供 が可 能 で あ り,今 後,コ ンサ ル タン ト業 務 の重 要 性が ま

す もの と思 わ れ る。
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1.製 造業にお ける中小企業 の動 き

1-1昭 和30年 代 以 降 に お け る環 境変 化 と中小企 業 分野 へ の影 響

製造 業 の 全 出荷 額 に 占 め る中小 企 業 シエ ァー推移 をみ る と
,昭 和30年 代 初頭 にお い ては,

ほぼ50%前 後で あ った もの が,昭 和30年 代 の 前半 で徐 々 に 低下 し,昭 和36年 で は46 、5

%に まで 低下 した。

昭和36年 をす ぎ ると間 もな く回復 し,昭 和38年 で は,ほ ぼ50%と な り,以 後今 日まで

50%の シ ェァー を維 持 して い る。

この 様 な中 小企 業 シ ェ アー の変化 は,技 術進 歩 に よ る経 済発 展,或 い は産 業 構造 の変 化に大

き く影 響 され てお り,こ の過 程 は,概 ね昭 和30年 代 前半,昭 和30年 代後 半 及 び昭 和40年

代 の3期 に ま と め られ よ う。

昭和30年 代 前半 に お い て は,大 企 業 に よ る海外 技 術 の導 入 が 活発 に行 な わ れ
,こ の ため の

設 備投 資 が活 発化 し,こ れ に刺 戟 され て 一般需 要 も上伸 し たた め
,中 小 企 業 分野 で も好 況 を呈

したが,そ の 伸 び は相 対 的 に低 く,シ ェ ァーの低 下 を起 した もので あ った。

昭 和30年 代 の後 半 に な ると大企 業 が 中心 とな って導 入 した 海 外技 術 に よ る新 規産 業 の 操業

が一 斉 に本格 化 し,石 油化 学 産業 や 電 子産業 ,自 動車 産業 な どが 活発 化 し,こ れ に伴 う下請 需

要 増大 に 応 え て多 くの新 規 下 請企業 が発 生 し
,ま た関 連 分野 で の 中小 企業 の生 産 も活発 化 した

が・ 昭和38年 以 降に な る と,こ れ ら新 規 産業 が在 来 製品 に代 る新素 材,新 製 品 を多 く出現 さ

せ,在 来 分野 での中 小 企 業 は,素 材 の 転換 や,製 品,製 法 の 転換 を 行 な わね ば な らな くな った

ものが 多 く発 生 し・ 中 に は,素 材 メー カー であ る大企 業の 系列 下 に編 成 され る もの も出 て来 た
。

ま た戦 後 よ り徐 々 に進 行 して きつっ あ った生 活 の洋 風化,価 値感 の変化 と,昭 和30年 以 降の

所 得 水準 の上 昇 とが,こ の 頃 よ り表 面化 し,消 費 構造 のパ ター ンを大 き く変化 させ,一 部 の中

小 企 業製 品 の需 要 が 急増 す る もの も出 て きたた め,こ の 気運 に の って大 企業 へ と成 長 して い く

もの も見 られ た 反 面で は,将 来 の需要 増 大 を見 越 した大企 業 の 参 入 を招 き,在 来 よ りの 中小 企

業 の 中に は脱 落,或 い は下 請化 し た もの もみ られ たが,全 体 と して の中 小企 業 分野 で の 活動 は

活発 化 しで来 た。

下請 企業 の分 野 で は,新 規 産業 にお け る競 争 の激 化 か ら
,品 質 の向 上 とコス ト切 下 げ の要求

が高 ま り・ 下 請 の選 別,育 成 ,管 理 な どが強 化 され る よ うに な り,下 請 企 業群 の分化 を起 す と

共 に,専 門 メー カ ー化 した もの もみ られ る様 にな って きた。

昭 和40年 代 に入 る と,労 働力 不 足 と賃金 上昇 とが 顕著 とな り,従 来 よ り低 賃 金労 働力 に存

立 の 基盤 を求 め てい た多 くの 中 小企 業 に省 力化 の必 要を強 め
,こ の た めの 機械 化 を進 行 させ る

こ と とな ったが ・ これに 適応 で きな い中 小企 業 の 地位 の低 下 を起 す と共 に
,機 械化 は同時 に大

型 化 の方 向へ と進 み,生 産過 剰 を起 して 弱体 な企 業 の脱 落 を促進 す る様 に な
った。 更 に,発 展

途上 国に お け る工業 化 の 動 きは,経 済の 国 際化 の進 展 とあ い ま っ て,世 上 の動 きを更 に加速 化

しよ うと してい る。

一237一



lr2中 小 企業 経 営に 与 えた変 化

以上 の 如 き環 境 変化 は,個 々 の 中小企 業 の 経営 に 多 くの変 化 を与 えた。

まつ,昭 和30年 代 後半 よ りの著 しい 環境 変化 に対 して,中 小 企業 者 は 事業 の 転換 を活発 に

行 。て 硫 醐 を行 。て来 ナ・.・ の動 きを刺 ・企 業 樋(業 種 全体 の 出荷 額 の50%以 上 を中

心企 業 で 占め て い る も の)に つ い てみ る と,昭 和30年 代 前半 で は3-9%の 企業 が 轍 経験

を持 つ{,す ぎ なか 。た が,昭 和30年 代 の 後報 な る と9・2%の 企業 が・ 昭和40年 代 ↓こな る

と 、5-、8%の 企 業 が,轍 の経 験 を も。てい る.まナ・,轍 が どの齢 原 因}・よ ・て行 な わ

れ たか を み る と,積 極 的 発 灘 求 めて と・・う ものが 圧倒 的 で励 ・ 転換 の効 剰 ・つ い て み ると・

業 績 の上 伸 して い る もの ほ ど転換 に熱 心 で あ って,効 果の現 実 に あ が って い る こ とを示 唆 して

い るむ

全 体 的 にみ 紳 小企 業 の伽 ・価 値 生 産性 を大 企 業 の もの と比 転 し てみ る と・ 昭和30年 代 前

半 で は沖 小 企業 は大企 業 の45%程 度 に しか 達 して い なか っt・が'昭 和36年 以 降に な る と

50%前 後 とな り,明 らか に格 差 が縮 っ てい るこ とが分 る。

ま ノ、,規 模 別難 所 数 の推 移 を み る と,昭 和3・ 年代 前 半 で は・ ・0人 揃 の"」'零細 搬 事

業所 の割 合 の減 小 と,中 位 規 模 企業 の相 対 的増 加 が み られ たが,昭 和30年 代 後 半 に な る と,

。の傾 向は 聴 し中 位 規 模企 業 の上 位企 業 へ の成 長 と下位 規 模 へ の瀦 とを起 した こ とを示

して い るむ

以 上 の 様な動 きか ら,昭 和30年 代後 半 よ りの 著 しい環 鞍 化 の中 で沖 小 縫 の中 で も積

極 的 な経営 者 は,環 境変 化 に 合 せ た事業 の転換 を行 な うこ とに よ って環 境 へ の適応 を はか って

来 た こと,そ して,・ の ・・ プの 中 小企 業 は藁積 を上 伸 させ た ものが 多か ったが ・ この灘 環

鞍 化へ の跡 醐 砺 。て来 られ な か っ τ・中小 企業 も相 当 に 多 く・ ・れ ら・ま難 の酷 或

い は脱 落 をお こし た ものが 多 か った ことが想 像 され る。

」
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2.商 業 に お け る中 小 企業 の動 き

2-1昭 和30年 代 以降 の 中小 商業 にお け る環 境変 化 とそ の影 響

小売 業 界 は 百貨 店 法 の影響 もあ って昭和30年 代 前半 まで は,シ エ ァーの殆 ん ど を中 小零 細 小

売店 が 占 めて お り,さ した る変 化 は見 られ なか った がp昭 和30年 代 の後半 に入 る と家 電 メ ー カ

ー な どの大 手 メ ー カー に よ る小 売店 の系列 化 が 行 わ れ る様 に な り或 い は
,売 手市 場 か ら買手 市 場

へ の変 化 や 新 製品 の登場 な ど もあ って,小 売 業 界 に お け る業 種 構 成 の変化 や新規 参入が促 進 され

また,昭 和30年 代 の は じ め に導 入 され た 革新 的 な 小売 形体 で あ るス ーパ ー マー ケ ッ ト等 も,昭

和30年 代 の半 ば 頃 か ら定 着 を は じめ,活 発 に 一般 小 売 店 の シ ェ ァーを大 き く奪 う様 に な り,従

来 の中 小 小 売店 の中 よ り量 販店 と して成長 して い く ものが 見 られ る様 に な ったが,他 方 で は小 売

業 界 以外 の 大企 業 の参 入 もみ られ るよ うに な り,小 売業 界 に お け る大型 店 化 の傾 向が は じま った。

ま た,こ の 頃 よ り顕 著 に な りだ した 人 口の都 市 集 中の 進 行 や,都 心 地 区 のス プ ロー ル化,交 通

機 関 の発 達,消 費 者 の購 買 行動 の変化 な どは,小 売店 の立 地条 件 に大 きな変化 を与 え た。

昭和40年 代 に入 る と,こ の傾 向 は,ま す ます著 し くな り,小 売業 にお け る地域 差 を大 き くす

る と共 に,小 売業 者 の大 型 化 の傾 向 と共 に 多店 舗 化 も進 行 し,中 小 零細 店 との格差 を ます ます 拡

大 す るこ とに な ったが,他 方 で は,中 小 零細 店 にお い て も規模 の利益 を うるた めの共 同,協 業 の

動 きが活 発 に み られ る よ うにな って来 た。

卸 業 界 に お い て は,昭 和30年 代 後半 よ り大 手 メ ーカ ーの 流通 業界 へ の介 入,進 出 で,小 売業

界 に お け る大型 化 の進 展に よ って,中 間流通 業 者 排 除 の 傾 向 が強 ま り,そ の地 位 を弱 体 化 させ ら

れ た もの も出 そ来 たが,昭 和40年 代 に入 る と,こ の傾 向 は交通 事情 の悪化 や道 路 事情,或 い は,

輸送 手段 の 変化 等 に よ って更 に拍 車 を かけ られ,中 小卸 業 者 の機能 低 下 を顕著 にみ られ る様 に な

って来 た。 この た め,地 方 卸業 者 の中 に は市街 地 を離 れ た卸 団地 を建 設 して移 転 した り,或 い は

中 小小 売業 者 との一体 化 に よ って,機 能 回 復 を図 ろ うとす る動 きが み られ るよ うに な って来 た。

2-2中 小商 業 経 営 に与 え た変化

以上 の 如 き環 境 変化 は,中 小 商 業経 営に 多 くの変化 を与 えたが,中 小 商 業者 の多 くは企 業 的 で

あ る よ り も生業 的 で あ り,積 極 的 な企 業 の発 展 を望 む よ り も現 状 維持 と安 全 を望 む もの が多 く,

その 変化 は 多 分に 受動 的 で あ って,立 地 変 化へ の対応 や 適 正規 模化 な どの積極 的 な対応 策 を と る

もの は少 な い。、

しか し,昭 和30年 代 の半 ば 頃よ り,一 部 の進 歩 的 な中 小商業 者 に よ る積極 的 な発 展策,と く

に,革 新 的 な商 業 形態 の導 入 や,立 地 変 化へ の適応,売 場 面積 の拡 大,多 店舗 化 な どは,そ れ ら

の 中小 商業 経 営 を大規 模経 営へ と成長 させ る こと とな っ たが,他 方 で は,大 企業 を含 め て の 多 数

の 新規 参 入 を許 し,業 界 内 部に お け る格 差 は増 大 の傾 向 に あ る。
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3.昭 和30年 代以降の中小企業経営変化 の原因 と情報化の動 き

昭和30年 代 以降 の中小 企業 の変化 は,製 造 業 に お い て も,商 業 にお い て も,以 上 に お い てみ

て きた様 な昭 和30年 代 後 半以 降 の技 術 革 新 と これ に よ る経 済 成 長 とに 大 き く影 響 さ れ て来 た も

の で あ るが,こ の様 な環 境 変化 を同一 に 受 け なが ら,特 定 の企 業 は成 長 し,特 定 の企業 は停 退,

衰退 の道 を辿 った。 で は,ど の様 な企 業 が成 長 し,ど の様 な企 業 が停 退衰 退 した のか を み る と,

概 ね 以 下 の様 で あ る。

まつ,製 造業 に お いて成 長 の途 を辿 った もの は,潜 在 す る需 要 の変化,或 い は潜 在 す る新 た な

需 要 を発 見 し,こ れに 適合 す る製 品 の商品 化 に成功 し た もので あ り,い ち早 く,新 技 術 を導入 し,

それ に合 せ た素 材 製法 の変 換 に成 功 した もので あ り,或 い は,需 要 増大 の 気運 に 乗 じ,他 に先 ん

じて量 産 技 術 を導入 して 品質 の維 持 とコ ス トダ ウ ンを成功 させ た もの であ る。

商業 に お い て も,顧 客 の欲求 を適 確 に把 え,そ こに応 え るため の革新 的 な経 営形 態 の採用,立

地 条件 変 化へ の 適応,効 率 的 な 売場 面積 へ の拡 張 な どを,早 期 に実 施 した ものが成 長 して い る。

ま た,規 模 増 大 と業務 の復 雑化 に と もない,製 造 業 にお い ては品質 管 理,在 庫管 理,工 程管 理

な どの譜 面 にお い て,ま た商 業 に おい て は商 品 管理,事 務 管 理 な ど の諸面 にお いて 近代 管 理技 術

の導 入 も活 発 で あ った。

そ し て,こ うい う変化 へ の 適応 努 力 にお い て遅 れ を と った ものが,停 滞,衰 退 の途 を辿 ったの

で あ る。

同様 な環 境 変化 の中 に あ りなが ら成長 程 度 に大 きな 格差 のあ るの は,以 上 の様 な事 情 が あ る こ

とに よ る。 そ して.そ の中 心を なす もの は,ま つ第1に,中 小企 業者 の 成 長意 欲 で あ り,第2に,

環 境 変 化 へ の適応 能 力 で あ る。

そ して,環 境 変化 べ の適 応 能 力 は,こ れ まで の とこ ろ,中 小企 業 の経 営者 の 個人 的能 力 に,主

と して依 存 して い た。 従 って,経 営 者 の接 触 す る範 囲 内で の 情 報入 手 と,そ の 個人 的 な解析,利

用 が中 心 で あ り,そ うで な い場 合 には,取 引 先 よ りの 指 示,要 求,或 い は援 助 に 依 存 して い た。

広範 な源 泉 よ りの 情報 入 手 と精密 な 解 析,利 用 は 中小 企 業 の場 合 には 行 わ れて いな か ったの で あ

る。

情報 処理 手段 として の 電算 機 の導 入 は,中 小 企業 の中 に も,昭 和40年 代 以降 か な り活発 に行

わ れ て きた。

中規 模程度 の企 業 の中 に は単独 で 中 小型 の 電算機 を導入 してい る もの もか な りあ るし,小 規 模

の もの であ って も,共 同 で の導 入 が,か な り活 発 に行 われ て い る。例 えば,金 属玩 具 団地(み ぶ

の輸 出玩 具 工場 団 地協 同 組 合)で は中 型 電 算機 を導入 し参 加企 業 の共 同利 用 と団地 運 営 に利 用 さ

れ てお り,日 本 マ ッチ 工業組 合 では共 同 施 設 とし て電算 機 を導 入 し,需 要 の分 析 か ら生 産,出 荷,

或 いは 受注,債 権 な どの管理 ま で 行 う計 画が あ る。 商 業 に おい て も,高 崎 卸団 地 の 如 くに小 型 電

算機 を導入 して 団地運 営 と参加 企 業 の共 同利用 に供 す る ものが増 えつつ あ る。

しか し・ この 様な 電 算機 導 入 は末 だ
,在 庫 管理 や生 産,受 注 な どの管 理 面 に使 用 され てい るの
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が殆 ん どで あ って,中 小企 業 者 が環 境 変化 へ の適応 の ために 貢 献 して来 た もの とは考 え られ な

いo

つ ま り,従 来 の環 境 変 化 へ の 適応 に は
,経 営 者個 人 の能 力 に 依存 してい て,し か も充分 に成

果 をあげ て来 た もの と考 え られ る。

`

へ
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4.今 後 の 変 化 と 情 報 化

今 後の 我国経 済 は脱 工 業 化 の方 向 に 進 み従 来 の産業 活動 のあ り方 は 大 き く変 化 す る もの とい わ

れ る。 従 って,中 小 企業 の環 境変 化 も,従 来 よ りも著 し く加 速 化 され る こ とに な ろ う。

従 来か ら進 行 して きた賃 金 水 準 の上 昇 と労 働 力不 足 は ます ます 進行 す るで あ ろ うし,発 展途 上

国 の 追 い上 げは,昭 和46年 の9月 よ り実 行 に移 され る特 恵供 与 に よ って,ま す ます 拍車 をか け

られ る。 都市 過密 か ら表 面 化 し た公害 問題 は、 中 小企 業 の存立 基 盤 を根 底か らくつ がえす こ とに

な るか もし れ ない。 従 来 散発 的 に み られ て きた コン シュー マー リズ ム の運動 も,今 後 大 き く表面

化 して 中小企 業 の 前 に 立 ちふ さが るだ ろ う。 しか も,技 術 の進 歩 に不 断 に進 み,在 来 分野 におけ

る省 力 化,機 械 化 の進 展 は,規 模 利 益 を拡 大 す る方 向へ と動 い て い く。 この 様 な動 きに影 響 され,

多 くの従 来 よ りの 中小 企 業 分野 に お け る経 営 は徐 々 に困 難 とな って い く ことが予 想 され るが,需

要 面 で も,今 後急速 に 多様化,高 級 化,或 いは シス テム化が 進 み,単 な る労働 集 約的,或 い は単

な る資 本 集約 的 な製 品(或 い は サ ー ビス)で は多 くの附 加価 値 をあ げ得 な くな り,代 って,高 度

な知識 集約 的 な製 品(或 い はサ ー ビス)で な ければ 成長 で きな くな る といわ れ る。

以 上 の様 な変化 は,従 来 の中 小 企業 の 当面 して きた環 境 変 化 とは比 較 に な らな い使 い,そ の程

度 が 高 く,質 的 に全 く異 った環 境 に 中 小企 業者 は立 た され る こ とに な る。

果 して,従 来 の ま うな中 小企 業 経 営者 の個 人的 な能 力 の範 囲 で,こ の 様 な 事 態 に対 処 す る適応

を充分 に行 う ことが出 来 る もの か ど うか 非常 に疑 問 であ る。 これ を判 断 す るに足 る資料 は現 在 の

と ころ末 だ 見 当 た らな い。

中 小企業 の 日本 経 済 に 占 め る地位 の重 さと,過 去 の 日本経 済 の発 展 に貢 献 して きた そ の役 割,

及 び今 後 ます ます 経 済 成長 の ため の重 要 な役 割 を 中小企 業 に担 わせ ね ば な らな い ことを考 えれ ば,

この 問題 に関 して徹 底 した検 討 を早 急 に行 わ ねば な らな い ことが痛 感 され る。

'

∠

'

一242一



ー

N
《
◎。
ー

ワ

付表1、 規模別工業出荷額 の推移

年次別

従業員
規模別

30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41

1～299
37,946

56.0

46,319

(122。0)

532

54,717(
118.1)
50.9

53,491(
97.8)
53.0

61,869
(115.6)

50.4

73,871
(119.3)

47.5

89,228
(120.0)

46.5

101,984
(ll4.2)

48.2

120,882
(1185)

50.3

137,675(

1ユ3.8)

49.0

148273(
107.6)
49.9

175257
(118.1)

50.8

300以 上
29,748

43.9

40,600
(1364)

46.0

52,642
(129.6)

49.0

47260
(89.8)
46.9

-
60,744

(128.5)
49.5

81,505
(134.1)

52.4

102β57(

125.5)

53.4

109,508

(106、9)

51.7

119350
(10&9)

49.6

143,165
(1199)

50.9

148,551
(103.7)

50.0

169,449
(1140)

49.1

合 計
67,694

100.0

86,919
(12&3)
100.0

107,359
(123.5)
100.0

100,751
(93.8)
100.0

122,613
(121.6)
100.0

155β76

(126.7)

100.0

191,585
(1233)
100.0

211,492
(110.3)
100.0

240,232
(1135)
100.0

280,840
(116.9)
100.0

296,824
(105.7)
1000

344,706
(116.1)
100.0

付表2

32

年
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年

年

()内 は増加率(対 前年)を 示す
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付表3製 造業の事.業所数 と企業数

(1)事 業 所 数

年
36 37 38 39 4・0 41 42 43 44

従業者規模

1～3人 247,360 243,416

415,544 410,252 404971 433,431 435,471 437,188 一

4～9人 96,649 97,683

10～29人 101,303 103,150 96,049 91,997 100,632 107248 106,627 110,193
一

30～99人 34,541 35,968 39,052 38,927 39.304' 40,520 40,685 40,392 41,785

100～299人 8,261 8,699

、

9,263 9,614 9,566 10,013 10,195 10,669 11,097

300～999人 2,447 2,601 2,720 2,817 2,853 2,877 3,002 3,122 3,297

1,000人 以 上 689 685 699 738 730 743 775 824 878

1～299人 488,614 488,916 559,908 550β20 554,523 591,212 595,181 598,442 一

300人 以上 3,136 3,286 3,419 3,555 3,583 3,620 3,777 3,946 4175

合 計 491,750 492,202 563,327 554,375 558,106 594,832 598,958 602,388 一

し
'

s
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(2)企 業 数

＼ 年
＼

従業者遮 ＼
36 37 38 39 40 41 42 43 44

4～9人 91,729 94,368 188,888
、

192,438 188,699 201,699 201,906 一 一

10～29人 92,773 98,204 92,361 88,069 96,125 96,125 101,680 23,775 一

30～99人 29β12 32,927 36,334 36,285 36,283 36,283 37,216 35,478 一

100～299人 6,534 7,543 8,216 8,524 8,548 8,548 8,941
,

9,216 一

300～999人 1β07 2ρ60 2,264 2,319 2β36 2,336 2,406 2,581 一

1,000人 以 上 629 665 722 726' 704 704 734 803 一

4～299人 220β48 233,042 325,799 325,316 329,655 329,655 349,743 68,469 一

300人 以 上 2,436 2,725 2,986 3,045 3,040 3ρ40 3,140 3β84 一

合 計 222,784 235,767 328,785 328,361 332,695 332,695 352,883 71,853 一

資料1通 商産 業 省 「工業 統 計 表 」
.、 ・ 一'"

囲1.(1)は 事 業所(工 場)の 従業 者 規 模 別 事業所 数
.(2)は企 業 の従業 者 規模 別 企 業数 を表 わ す。

した が って,両 者 の相 違 は,1つ の企 業 が2つ 以 上 め事 業所 を持 って い る こ とに よ
って生 ず る場 合 が 大半 であ る。

この ほか,製 造 業 に 属す る事 業 所 を 持 っ てい て も企 業 と して は他 の産業 に 属 す る場合(た とえ ば
,商 社 が 工場 を持 ってい る場 合)

に は・(1)に は含 まれ るが(2)には 含 まれ て い ない。 なお1～3人 の 事業 所 だ けを持 つ企 業 に つ い ては,企 業 数 の調 査 は行 なわ れて い
ない。 ま た,44年 に つ いて は,29人 以下 の 集 計 は完 了 して い ない

。'

2・38靴 つ い ては・ 繋 所統 調6査 の 鋤 ・伴 い
,槻 模 企 業 お よ彊 業所 の 把握率 が 呈 してい る こ と醐 酬 象 の規模 別把.

握 の方 法 を改 め た こ とな どに よ り,37年 まで の数 字 と の継 続 性 は 失 われ て い る こ とに注 意 す る必 要が あ る
。

3.企 業 数 に つい て は,44年 の 集計 は 完 了 して い ない。

4.43年 統 計 の企 業 数 は20人 以 上 で あ る。
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付 表7卸 売 業 。小 売 業 ・小 売業 の商 店数,従 業者 数,販 売 額

(1)商 店 数 (単 位:千 店)

分 卸 売 業
.小 売 業

年
35 37 39 41 43 35 37 39 41 43

従業者規模

1～2人 62.2 60.0 56.7 76.5:
,

547 ・914
.6 907.0 916.8 940.0 9472

3～4人 52.0 49.2

「

.●

49.2 61.9 52.1 2477 240.1 250.9 280.4 305.0

5～9人 62.1 60.0 62.4 75.9 657' 97.3 92.0 98.3 110.8 1312

10～19人 31.9 33.2
、

35β 42.5 38.3 20.5 23.0 26.3 29.9 36.6

20～49人 13.8 16.1 18.5 220 21.0 6.5 8.0 9.9 11.6 13.3

1～49人 222.0 218.5 222.6 278.9 231.8
1・286・6

1,270.1 1,302.2 1,372.7 1,428.8

50人 以 上 3.6 49 6.7 8.3 7.7 1.3 1.8 2.3 2.7 3.6

合 言卜 225.6 223.4 229.3 2872 239.5 1.2379 1271.9 1,304.5 1,375.4 1,432.4

」
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(2) .従 業 者 数

(単 位:千 人)

区分 卸 売 業 小 売 業

年

従業醐 模＼
,3.5 37. 39 41 43 35 37 39 41 43

`

1～2人 98.5
`

96.1 q2 .0 123.0 90.5 1,405.8 1,389.8 1,412.4 1,467.5 1,482.5

(5.1) (4.5) (3.6) (4.0) (34) (40.3) (39.2) (37.0) (35.0) (31.9)
3～4人 180.1 170.1 170.3 214.0 180.7 8243 778.6

'835
.1 934.4 1.019ユ

(9.3) (8.8) (6.8) (7.0) (67) (23.6) (22.5) (21.9) (223) (22.0)
5～9人 406.3 394.5 411.4 499.1 432.4 595.9 569.1 609.5 687.4 818.5

(20.8) (1&5) (16.3) (16、2) (16.0) (17ユ) (16.0) (16.0) (16.4) (17.6)
10～19人 421.9 438.8 475.9 565.2 511.1 263.5 297.2 340.0 387.6 4748

(21.9) (20.6) (18.9.) (1&4) (19.0) (76) (8.4) (8.9) (9.2) (10.2)
20～49人 402.8

一

468.0 537.6 650.2 618.8 185.7 228.2 284.1 331.7 381.9

(20.8) (22.0) (21.0) (21.2) (22.9) (5.3) (6.4) (7.5り (7.9) (8.2)
1～49人 1,509.6 1,567.5 1,687.2 2,05U 1,833.5 3,275.2 3,282.9 3,481.1 3.8087 4,176.8

(77.9) (73.6) (66.9) (66.8) (68.0) (939) (92.5) (91.3) (90.8) (89.9)
50人 以 上 418.3 561.2 836.6 1,020.0 863.7 213.9 266.9 329.7 384.8 469.4

(22.1) (26.4) (33.1) (33.2) (32.0) (6.1) (7.5) (8.7) (9.2) (10.1)
合 計 1.9279 2,128.7 2,523.0 3,071.6 2.6972 3,489.1 3,549.8 3,810.8 4ユ93.4 4,646.2

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)
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(3)年 間販 売 額

(単 位:10億 円)

区分 卸 売 業 小 売 業

・

年 35 37 39 41
,〆r

43 35 37 39 41 43

従業者規模

1～2人 269 355 413 602 638 1,029 1,431 1,816 2,143 2,799

(工5) (1.3) (1.1) (1.2) (1.0) (239) (23.3) (21.8) (20.1) (17.0)
A

3～4人 767 937 1,172 1,633 1,807 995 1,347 1,780 2,207 3,062

(42) (3.4) (3.0) (3ユ) (29) (23.1) (21.9) (207) (20,7) (18.6)

5～9人 2,258 2,827 3,504 4795 5;636 977 1,234 1,699 2,199 3,406

(122) (3.4) (9.0) (9.2) (9.0) (22.6) (20.9) (20.3) (20.6) (20.6)

10～19人 3,143 3,933 5,115 6,394 7,857 457 687 960 1,251 2,113

(17.0) (14.5) (13.2) (12.3) (12.5) (10.6) (ll2) (1L5) (117) (12.8)

20～49.人 3,994 5,474 7,094 9,276 1.1767 291 458 721 983 1,756

(21.6) (19.9) (18.2) (178) (187) (6.7) (7.4) ('8.6) (9.2) (10.6)

1～49人 10,431 13,567 1,7,297 22,699 27,705 3,749 5,206 6,926 3,789 13,136

'1

(56.5) (49.4) (44.5) (43.6) (・44・1) (86.9) (84.7) (82.9) (32.3) (79.6)

50人 以 上 8D37 13,893 21,533 29,383 35,112 566 943 1,424 1,895 3,371

(43.5) (50.6) (55.5) (56.4) (55.9) (13ユ) (15.3) (17.1) (177) (20.4)

合 計 18,468 27,474 38,830 52,032) 62,817 4315 6,149 8,350 10,634 16,507

qOO.0) (100.0) (100.0) (100.0.) (100,0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

」

「 、, 、
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(4)'従 業 者1人 当 た り年 間販 売額

ー

N

』
◎
ー

(単 位:千 円)

区分 卸 売 業
小 売 業

年

従業者規模
35 37 39 41 43 35 37 39 41 43

1～2人 2,734 3,691 4,484 4889 7,048 732 1ρ30 1,286 1,464 1β88

3～4人 4,256 5,509 6,881 7,631 10,000 1,207 1,686 2,072 2362 3,004

5～9人 5,557 7,165
A 8,51i8 9,607 13,036 1,640 2,255 2,787 3,200 4,161

10～19人^ 7,450 9,077 10,748 11,313 15,372 1,734

「

,2,313 2,82'4 3,228 4450

20～49人 9,912 11,698 13,196 14265 19,015 1,566 2,006 2,533 2,964

ノ

4599

1～49人 6,908 &661 10,252 11,064 15,110 1,145 1,586 1,989 2,308 3,145

50人 以 上 19,207 24765 . 25,738 28,808 40,652 2,645 3,531 4.324' 4,924 7,184

全 平 均 9,577 12,906 15,386 16,956 23,290 1237 1,732 2,191 2,548 3,553

/

資料:通 商 産業 省 「商 業統 計表」'

囲1.()内 は構 成 比(単 位:%)

2・43年 について は昧 騨 礫 分類の改訂・・より・新分類機+さ れてい・t・め41年 までの数字と噸 性は失われて、・、。

`

{



付表4製 造 業 の出荷 額

(1)実 績

(単 位:10億 円)

年
36 37 38 39 40 41 42 43 44

従業者規模

1～3人

4～9人

319

569

353

6 .31
}1,468 1,644 1,696 2,025 2β44 2,717

10～29人 2,111 2β01 2,551 2,830 3,122 3,729 4,440 5,172
一

30～99人 3,004 3,337 3,953 4485 4,857 5,638 6126 7,708 9,128

100～299人 3,107 3,483 4005 4,715 5,051 5,994 7,109 8,270 9,725

300～999人 3,906 4,436 5,057 5,859 6,400 7,291 8,836 10,343 12,211

1,000人 以 上
…

6,037 6,363 6.788・ 8,150 8,371 9,524 11,707 14,068 17,409

1～299人 9,110 10,11.4 11,977 13,674 14,726 17,386 20,619 23,867 一

300人 以上 9.943' 10,799 11,845 14,009 14,771 16,815 20,543 24,411 29,620

合 計 19ρ53 20,913 23,822 27,683 29,497 34,201 41,162 48,278 一

(2)構 成 比

(単 位:%)

、年

36 37 3.8 39 40 41 42 43 44
従業者規模

1～3人 2 2

4～9人 3 3
}.6 6 6' 6 66

!

一

10～29人 11 11 11 10 11 11 11
…

ll
一

30～99人 16 16 17 16 16 16 1'6 16 一

100～299人 16 17 17 17 17 18 17 17 一

300～999人 20 21 21 21 22 21 21 21 一

1,000人 以 上 32 30 .28 29 28 28 28 29 一

1～299人 47.8 48.3 5'0.3 49.4 49.9 50.8 50.1 49.4 一

300人 以上 52.2 5ユ.7 49.7 50.6 50.1 49.2 499 50.5 一

合 計 100 100 100 100 100 100 100 100 一

資料"通 商産業省 「工業統計表」
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付表5製 造業の付加価値額

(1)実 績(単 位
:10億 円)

年

従業者規模
32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44

1～3人 } 一 一 一 一 一 131 142 150 183 205 236 一

4～9人 131 132 141 177 206
'

241 505 597 615 747 880 1,040 一

10～29人 386 400 443 570 703 825 962 1,042 1,192 1,439 1,702 1,982 一

30⇔99人

100～299人

497

484

499

471

596

576

776

767

952

940

1,125

1,0.97

1,388

1312

1,527

1,485

1,626

1,565

1,892 。

1,885

2,264

2,338

2,667

2,777

3,199

3,265
300～999人 585 534 722 942 1,135 1,266 1519 1,720 1,839 2,177 2,765 3289 4062
1,000人 以上 933 829 1,167 1,605 2,055 2,103 2,249 2,752 2,687 3,134 4,055 4771 6,020

1～299人 1,493 1,502 1,756 2,290 2,801 3288 4298 4,793 5,148 6,146 7,389 8,702 一

(10～299人) (1β67) (1β71) (1,616) (2.113) (2.596) (3,047) (3,662-) (4.055) (4.383) (5216) (6.305) (7.427) 一

300人 以上 1,519 1,363 1,889 2,547 3,190 3,369 3168 4,472 4,526 5,317 6,820 8,060 10,082
合 計 3,017 2,865 3,645 4,837 5,991 6,657 8,066 、9265 9,674 11,457 14209 16,762 一

② 構 成 比(単 位
:%)

年 .

従業者規模
32 33 34 35 36

'37
38 39 40 41 ,42 43 44

1～3人 一 一 一 一 一 一
2 2 2 2 1' 1 一

4～9人 4 5 ・4 4 3 4 6 6
'6

7 6 6 一

10～29人 13 14 12 12 12 12 12 11 12 13 12 12 一

30～99人 17 17 16 16 16 17 17 16 17 17 16 16 一

100～299人 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 17 一

300～999人 19 19 20 19 19 19 19 19 19 19 19 20 一

1,000人 以上 31 29 32 33 34 32 28 30 28 27 29 28 一

1～299人 49.7 52.4 48.2 473' 46.8 49.4 53.3 517 532 53.6 52.0 519 一

(10～299人) (453) (479) (443) (830) (81.4) (90.4) (97.2) (90.7) (96.8) (98,2) (92.4) (92.1) 一

300人 以上 50.3 47.6 51.8 527 532 50.6 46.7 483 46.8 46.4 48.0 48.1 一

合 計 100 100
'
100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 一

」
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付表6製 造業 の付加価値生産 性

(1)実 数(従 業者1人 当たり年間付加 価値額')
(11t位:千 円)

:
'き 年

. 32 33 34 35 36 37 38 39 40

,

41 42 43 44

従業者規模

1～3人 一 一 一 一 一 ス ー 281 320 341 389 439 508 一

4～9人 217 255 248 283 329 382 432 498 53】 603 698 807' 一

10～29人 277 284 337 359 419 485 582 649 706 806 943 1,082 一

30～99人 380 373 427 465 546 621 707 774 816 918 1,092 1,283 1,484

100～299人 537 507 568
.

623 700 777 874 954 1,009 1,163 1,413 1,609 1,820

300～999人 727 628 744 845 922 960 1,106 1,199 1272 1,490
.

1β10 2,071 2,424
、

1ρ00人 以上 911 834 982 1,167 1,311 ],338 1,404 1,631 1,633 1,895 2,297 2,531 3,022

1ん299人 356 352 383 448 520 592 637 707 754 85.6 1,018 1,178 一

(10～299人) (379) (372) (402) (471) (545) (619) (716) (790) (838) (954) (1,140) (1,318) 一

300人 以.ト 830 739 875 1,023 1,140 1,165 1,266 1,432 1,464 1,755 2,071 2β24 2,749

全 平 均 499 469 540 636 732 788 829 936 975 1,113 1,346 1,543 一

(2)格 詑(大 企業 を100と し た比率)
(単 位:%)

年
32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44

従業者規模

1～3人 　 一 一
チ

ー 一 一 22 22 23 23 21 2'2 一

4～9人 26 30 28 28 29 33 34 35 ,36 35 34

「

35 一

10～29人 33 38 39
'

35 37 42 46 45 48 47 46 47 一

30～99人 46 50 48 46 48 53 56 54 56
.

54 53 55 54

100～299人 65 69 65 61 61 67 69 67 69 68 68 69 66

1～299人 43 48 44 44 46 51 50 49 52 50 49 51 一

(1σ ～299人} (46) (50) (46) (48) (48) (53) (57) (55) (55) (50) (55) (57) 一

、

t6・
・40
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(第8表)転 換企業の割合

年度 昭和 昭和 昭和
近 い 将 来

規模 30～35年 36～40年 41～45年

30人 以 下 2.9% 3.8% 7.7% 25.6%

31～50人 2.9 7.9 16.7 35.7

51～100人 46 123 2α0 37.0

101～300人 8.1 15.1 32.5 4α6

301人 以 上 9.9 24.0 28.6' 34.0

総 合
'3

.9 9.2 15.8 300

(第9表)転 換形態別構成比の動向(規 模別)
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年代 昭和41～45年 近 い 将 来

規模
形態

30人

以 下

31～

50人

51～

100人

101～

300人

301人

.以 上

.

30人

以 下

31～

50人

51～

100.人

101人

300人

301人

以 上

多 角 化

事 業 転 換

品 種 転 換

26.6%

6.7

870

26.3%

140

630

30.8%

11.6

690

39.3%

-

64.3

46.6%

77

65.5

.

13D%

、63.0

440

1α6%

73.0

353

8.3%

646

355

一%

68.6

372

6.4%

67.8

45.3

囲M・A

(第10表)転 換原因別割合(全 体)

＼ 年度
原因 ＼

昭 和

30～35年

昭 和 ・

36～40年

昭 和

41～45年

経 営 不 振 8.6% 7.1% 11.5%

業 界 先 細 り 8.6 14.8 20.5

積 極 的 発 展 77.2 68.0 69.5

取 引 先の要 求 11.5 21.6 12.1



¶

(第11表)最 近の業績別転換動向

囲転換予定ありの企業における割合

(第12表)最 近の業績別転換動向

囲各タイプ別企業の中における転換予定あ りの割合

衰 退 停 滞 発 展 計

転換予定あ り 18.2% 3・4.2% 47.6% 100%

`

衰 退 停 滞 発 展

転換予定あ り 31.0% 3α0% 36.0%

一254一
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